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２－２－１ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 中長期目標期間中間評価 評価の概要 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人海洋研究開発機構 

評価対象中長期目

標期間 

中長期目標期間中間評価 令和元年度～令和３年度 

中長期目標期間 令和元年度～令和７年度（第４期） 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 研究開発局 担当課、責任者 海洋地球課、山之内裕哉 

 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 研究開発戦略課評価・研究開発法人支援室、佐野多紀子 

 

３．評価の実施に関する事項 

第４期中長期目標中間期間の業務実績の評価に当たっては、文部科学省国立研究開発法人審議会海洋研究開発機構部会（以下「部会」という。）を３回実施し、以下の手続等を実施した。 

・令和４年７月４日 部会（第 26 回）を開催し、今年度の部会における業務実績評価等の進め方について審議するとともに、国立研究開発法人海洋研究開発機構（以下「機構」という。）による自己評価結果

（全体概要、研究開発及び技術開発に係る基盤の整備及び運用並びに技術開発に関する事項、経営管理に係る事項等）について、理事長及び担当理事からヒアリングを実施し、委員からの意見を聴取した。 

・令和４年７月 19 日 部会（第 27 回）を開催し、機構の自己評価結果（研究開発に係る事項等）について、担当理事からヒアリングを実施し、委員からの意見を聴取した。 

・令和４年７月 28 日 部会（第 28 回）を開催し、主務大臣の評価書（案）に対し、委員から科学的知見に基づく助言を受けた。 

・令和４年８月４日 文部科学省国立研究開発法人審議会総会（第 24 回）において、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に基づく助言を受けた。 

 

 

４．その他評価に関する重要事項 

・令和３年３月１日 第４期中長期目標変更指示 

・令和３年３月 26 日 第４期中長期計画変更認可 

・令和４年７月 21 日 第４期中長期目標変更指示 
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 ２－２－２ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 中長期目標期間中間評価 総合評定 

 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） 

Ａ 

評定に至った理由 法人全体に対する評価に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、 

「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。また、期間内に発生した契約における監督及び完了検査の不適正な実施と、深刻

な情報セキュリティインシデントに対しても、組織マネジメントの改革が着実に進められていると認められることから、Ａ評定とした。 

 

２．法人全体に対する評価 

 中長期目標中間期間を通して多岐にわたる研究が良好に推進され、その結果得られた科学的知見やデータの公表、社会に対するわかりやすい説明、次世代に向けた人材育成などが精力的に実施されている。 

 まず、「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出が認められるとともに、将来的な成果の創出も期待できる。具体的には、 

○海洋研究全般に関する中核的機関として、地球環境、海洋資源、地震・火山活動など幅広い分野で質の高い研究を実施するとともに、海洋調査に関する様々な機器の開発、研究船の運航など研究を支える基盤

的研究開発を着実に進めている。（p11 参照） 

○研究成果については、論文被引用数、高インパクトファクター誌への掲載数ともに増加しており、研究分野も広がっている。特に、地球環境の状態把握・変動予測、海洋資源の有効利用、生命進化の解明など

に資する多数の顕著な成果が創出されている。（p11 参照） 

○外部資金の獲得に積極的に取り組んでおり、法人全体として科学研究費等の採択課題数（代表・分担を含む）が増加している。その中で、代表課題数がほぼ一定で分担課題数が増えているのは他機関との連携

研究が増え、機構の研究者からの貢献に対する期待度が増しているためと理解される。（p108 参照） 

○多数の研究成果が気候変動に関する政府間パネル（IPCC）にも適用され、地球規模の気候変動の将来予測の不確実性を低減することに貢献した。これらの成果は、各国の政策決定者の政策検討にもつながる顕

著な成果であると認められる。（p11,14 参照） 

○人間、植物、魚類やカビ等など複雑な細胞構造を持つ真核生物に最も近いと予測されてきたアスカルドアーキアを「しんかい 6500」で採取した深海堆積物から培養することに世界で初めて成功し（MK-D1

株）、その遺伝子・構造・生理学的な特性を解明することで「真核生物の起源」に関する革新的な研究成果を上げた。（p60 参照） 

○産業界、大学及び機構を含む国立研究開発法人に所属する若手研究者・技術者による「Shell Ocean Discovery XPRIZE」への挑戦は、産学官連携のモデルケースの一つとして意義が高いと考えられる。また、

若手研究者・技術者の挑戦の機会を設けたこと及び優秀な成績を収め我が国のプレゼンスを国際的に示したことも顕著な成果として認められる。（p12,89 参照） 

○人材育成プロジェクトとして機構で取り組んでいる学生等の若手向けのアウトリーチ・エデュケーション活動は当該学問分野全体の裾野を広げる上で重要な活動として認められる。（p61 参照） 

 また、コロナ禍という想定外の状況に対応しつつ、質の高い研究成果を創出し続けるとともに管理部門における業務改善を行ったことは高く評価できる。具体的には、 

○業務円滑化のための対策やオンラインの非接触型の広報アウトリーチへの転換など、改革を迅速に実施している。積極的かつ適切な研究成果の発信により、将来の海洋研究の担い手となる学生をはじめ裾野の

拡大にもつながっている。（p108 参照） 

○コロナ禍という特殊な状況化においても、安全に研究船を用いた研究活動が行えるよう万全の対策を施し、大きな支障をきたすことなく研究船等大型研究施設・設備の供用を維持している。（p132 参照） 
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 なお、中長期目標中間期間において、契約における監督及び完了検査の不適正な実施と、深刻な情報セキュリティインシデントの発生といった法人全体の信用を失墜させる事案が発生した。インシデント発生

時の初動対応や報告体制、責任の所在の明確化等の点で対応が不十分であったが、これらの組織全体のマネジメント改善については、着実に進められていると認められる。 

 

３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

○数理科学的手法にさらに力を入れ、ビッグデータ解析やＡＩなどの活用による研究分野の拡大を進めること。 

○重要なアウトカムとして位置付けている研究成果の産業利用の一層の促進に向けて現状及び課題を分析すること。また、課題を踏まえ、産業連携を専らとする人材採用等を含めた対策を講ずること。 

○機構が、若手研究者にとってより魅力的な研究機関となるように、他の法人の例などを参考に人事制度の見直し等の検討を行うこと。また、能力と意欲のある女性が周辺環境によって、その能力発揮に支障を

きたすことのないよう、管理職登用の機会を積極的に提供するなどの工夫を行うこと。 

○海洋分野の研究者比率の現状も踏まえながら、外国人研究者及び女性研究者の実現可能な採用目標値を設定すること。 

○これまでに発生した 2 件の不適切事案により法人全体の信頼を失墜させる事態となったが、それらへの対処及び同様の事案の再発防止のための対策を十分に進めてきていることは評価できる。今後、理事長の

リーダーシップの下、組織全体で意識醸成を図るとともに、今回措置した対策の効果測定と継続的なフォローアップを行いつつ、修正の必要があればすぐに対応するような体制を整備しておくこと。 
 

 

４．その他事項 

研究開発に関する審議

会の主な意見 

○柔軟な発想に基づいたボトムアップ型研究も実施しており、将来性に期待ができる。研究成果については、その持つ意味、将来どのように発展させようとしているのかについて、 

わかりやすく説明していくことが重要。 

○コロナ禍の影響が強かった時期にもかかわらずうまく対応しつつ優れた業績をあげてきたことを高く評価する。 

 

監事の主な意見 ○現中長期計画前半は、令和元年度末から続く新型コロナウイルス感染症対応に追われる期間ではあったが、役職員の協力の下、特に社会貢献に結びつく多くの優れた研究開発成果の

創出、新たな地球シミュレータの導入・運用開始、北極域研究船建造開始、感染症拡大下における安全を最優先した研究船の運用等、着実な成果達成がされたと思料。 

○令和元年度に会計検査院から合規性の観点で指摘を受けた不適切な調達行為については、責任の所在を含め、規程、規則等の改正が行われ、特に会計ルールの浸透・定着において

は、全役職員向けの説明会、研究費使用ハンドブックの更新、研究グループ内ヒアリング、経理部による調達業務に関わる伴走支援などが実施されており、監査を通じ、役職員全体

の適正な調達契約への意識の高まりを実感している。このような仕組み作りに加え、今後は責任体制の明確化を組織内に文化として定着させていくことも重要と考えている。 

○令和 2 年度に発生した情報セキュリティインシデントについては、専門の対応部署が設置され、システム等のセキュリティ強化が大幅に図られた。 

以上のように、大きな 2 つの問題がほぼ解決され、現中長期計画後半に向け、よいスタートが切れたのではないかと思料。 
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※評定区分は以下のとおりとする。（「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準（平成 27 年 6 月 30 日文部科学大臣決定、平成 29 年 4 月 1 日一部改定、以降「旧評価基準」とする）」p33） 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成

果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、

着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の

工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見

直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 
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２－２－３ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 中長期目標期間中間評価 項目別評定総括表 

 

中長期目標 年度評価 中長期目標

期間中間評

価 

項

目

別

調

書

№ 

備

考 

 

 中長期目標 年度評価 中長期目

標期間 

中間評価 

項

目

別

調

書

№ 

備

考  令

和

元

年

度 

令

和

２

年

度 

令

和

３

年

度 

令

和

４

年

度 

令

和

５

年

度 

令

和

６

年

度 

令 

和 

７ 

年 

度 

  令

和

元

年

度 

令

和

２

年

度 

令

和

３

年

度 

令

和

４

年

度 

令

和

５

年

度 

令

和

６

年

度 

令

和

７

年

度 

 Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項   Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  

 １．海洋科学技術に関す

る基盤的研究開発の推進 

Ａ 

重 

Ａ 

重 

Ａ 

重 

    Ａ 

重 
Ⅰ

－

１ 

   ２．海洋科学技術における

中核的機関の形成 

Ａ Ａ Ａ     Ａ Ⅰ

－

２ 

 

 （１）地球環境の状況

把握と変動予測のため

の研究開発 

(Ａ 

重) 

(Ａ 

重) 

(Ａ 

重) 

    (Ａ 

重) 

     （１）関係機関との連携

強化による研究開発成果

の社会還元の推進等 

(Ａ) (Ｂ) (Ｂ)     (Ｂ)   

（２）海洋資源の持続

的有効利用に資する研

究開発 

(Ａ 

重) 

(Ａ 

重) 

(Ａ 

重) 

    (Ａ 

重) 

    （２）大型研究開発基盤

の供用及びデータ提供等

の促進 

(Ｂ) (Ａ) (Ａ)     (Ａ)   

（３）海域で発生する

地震及び火山活動に関

する研究開発 

(Ａ 

重) 

(Ａ 

重) 

(Ａ 

重) 

    (Ａ 

重) 

   Ⅱ．業務運営の改善及び効率化

に関する事項 

Ｂ 

重 

Ｂ 

重 

Ｂ 

重 

    Ｂ 

重 
Ⅱ  

（４）数理科学的手法

による海洋地球情報の

高度化及び最適化に係

る研究開発 

(Ｂ 

重) 

(Ａ 

重) 

(Ａ 

重) 

    (Ａ 

重) 

    １．適正かつ効率的なマネ

ジメント体制の確立 

(Ｂ 

重) 

(Ｃ

重) 

(Ｂ 

重) 

    (Ｂ 

重) 

  

 （５）①挑戦的・独創

的な研究開発の推進 

(Ｓ 

重) 

(Ｓ 

重) 

(Ａ 

重) 

    (Ｓ 

重) 

    ２．業務の合理化・効率化 (Ｂ) (Ｂ) (Ｂ)     (Ｂ)   

 

（５）②海洋調査プラ

ットフォームに係る先

端的基盤技術開発と運

用 

(Ｂ 

重) 

(Ａ 

重) 

(Ａ 

重) 

    (Ａ 

重) 

   Ⅲ．財務内容の改善に関する事

項 

Ｂ Ｂ Ｂ     Ｂ Ⅲ  

 
            Ⅳ．その他業務運営に関する重

要事項 

Ｂ Ｃ Ｂ     Ｂ Ⅳ  

 



 

6 

 

 

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 評定区分は以下のとおりとする。 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】（旧評価基準 p29～30） 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な

成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果

の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認めら

れ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層

の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な

見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】（旧評価基準 p30） 

Ｓ：国立研究開発法人の活動により、中長期目標における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期目標値の 120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認

められる場合）。 

Ａ：国立研究開発法人の活動により、中長期目標における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期目標値の 120％以上）。 

Ｂ：中長期目標における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中長期目標値の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中長期目標における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中長期目標値の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中長期目標における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた、抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中長期目標値の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があ

ると認めた場合）。 

 
なお、「財務内容の改善に関する事項」及び「その他業務運営に関する重要事項」のうち、内部統制に関する評価等、定性的な指標に基づき評価せざるを得ない場合や、一定の条件を満たすことを目標としている場合など、業務実績を定

量的に測定し難い場合には、以下の要領で上記の評定に当てはめることも可能とする。 

Ｓ：－ 

Ａ：難易度を高く設定した目標について、目標の水準を満たしている。 

Ｂ：目標の水準を満たしている（「Ａ」に該当する事項を除く。）。 

Ｃ：目標の水準を満たしていない（「Ｄ」に該当する事項を除く。）。 

Ｄ：目標の水準を満たしておらず、主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合を含む、抜本的な業務の見直しが必要。 

 

  



 

7 

 

２－２－４－１ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 中長期目標期間中間評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１ 海洋科学技術に関する基盤的研究開発の推進 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題へ

の対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第 17 条 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する研究開発評価、政策評

価・行政事業レビュー 

令和４年度行政事業レビュー番号 0306、0307、0308 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基 準 値

等 

令和元

年度 

令和２

年度 

令和３

年度 

令 和 ４

年度 

令和５

年度 

令 和 ６

年度 

令 和 ７

年度 

 令和１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５

年度 

令和６

年度 

令和７

年度 

(１)地球

環境の状

況把握と

変動予測

のための

研究開発 

        予算額（千円） 38,273,106 34,517,068 47,501,285     

論文数 ― 192 本 253 本 242 本     決算額（千円） 32,635,501 30,694,496 38,736,975     

論文被引

用数 

― 10,048

回の内

数 

11,481

回の内

数 

14,235

回の内

数 

    経常費用（千円） 33,312,685 32,005,920 29,861,106     

共同研究

件数 

― 34 件 32 件 42 件     経常利益（千円） ▲575,951 ▲870,527 ▲443,428     

(２)海洋

資源の持

        行政コスト（千

円） 

43,048,711 37,157,763 32,492,244     
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続的有効

利用に資

する研究

開発 

 論文数 ― 82 本 97 本 87 本     従事人員数 734 673 666     

 

論文被引

用数 

― 10,048

回の内

数 

11,481

回の内

数 

14,235

回の内

数 

            

 
共同研究

件数 

― 13 件 22 件 26 件     
 

        

 
特許出願

件数 

― ４件 １件 3 件     
 

        

 

(３)海域

で発生す

る地震及

び火山活

動に関す

る研究開

発 

        

 

        

 論文数 ― 86 本 105 本 103 本              

 

論文被引

用数 

― 10,048

回の内

数 

11,481

回の内

数 

14,235

回の内

数 

    

 

        

 
共同研究

件数 

― 28 件 34 件 35 件     
 

        

 

(４)数理

科学的手

法による

海洋地球
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情報の高

度化及び

最適化に

係る研究

開発 

 論文数 ― 86 本 87 本 103 本              

 

論文被引

用数 

― 10,048

回の内

数 

11,481

回の内

数 

14,235

回の内

数 

    

 

        

 

情報基盤

利用課題

数 

― 62 件 64 件 59 件     

 

        

 
登録成果

数 

― 569 件 304 件 306 件     
 

        

 
共同研究

件数 

― 27 件 26 件 24 件     
 

        

 

(５)①挑

戦的・独

創的な研

究開発の

推進 

        

 

        

 論文数 ― 111 本 127 本 119 本              

 

論文被引

用数 

― 10,048

回の内

数 

11,481

回の内

数 

14,235

回の内

数 

    

 

        

 
共同研究

件数 

― 21 件 29 件 28 件     
 

        

 
特許出願

件数 

― 11 件 13 件 13 件     
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(５)②海

洋調査プ

ラットフ

ォームに

係る先端

的基盤技

術開発と

運用 

        

 

        

 論文数 ― 35 本 29 件 21 件              

 

論文被引

用数 

― 10,048

回の内

数 

11,481

回の内

数 

14,235

回の内

数 

    

 

        

 
共同研究

件数 

― 16 件 13 件 14 件     
 

        

 
特許出願

件数 

― 12 件 26 件 18 件     
 

        

 

船舶運航

日数（所

内利用及

び公募課

題） 

― 1,216

日（共

同利用

航海を

含む船

舶総航

海 日

数） 

1,004

日（共

同利用

航海を

含む船

舶総航

海 日

数） 

1,190

日（共

同利用

航海を

含む船

舶総航

海 日

数） 
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３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画 

主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 中長期目標期間中間評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定：Ａ 

 

「海洋科学技術に関する基盤的研究開発の推進」の

項目に関しては、中長期計画等に照らして、総じて当初

の期待を上回る成果を創出したため、「Ａ」評価とする。

特に顕著なものとして以下の研究開発成果が挙げられ

る。 

地球環境の状況把握と変動予測のための研究開発に

おいては、新型コロナウイルス感染症拡大に対応した

ロックダウン対策により温室効果ガスや大気汚染物質

の排出量も減少したことに着目して、物質ごとに、排出

量変化を大気中濃度の応答や気候影響と結びつけて評

価し、窒素酸化物（NOx）の排出量は地球全体で 15%以

上減少し、温暖化と健康影響を生む対流圏のオゾン総

量を２%減少させたことが判明した。 

海洋資源の持続的有効利用に資する研究開発におい

ては、最先端の窒素同位体比分析技術による北太平洋

域のアイソスケープとサケ背骨の窒素同位体比の履歴

測定を組み合わせた統計モデルによって、サケの回遊

経路推定手法を確立し、ベーリング海大陸棚で性成熟

を終えて母川に回帰することを明らかにした。（令和２

年度） 

海域で発生する地震及び火山活動に関する研究開発

においては、室戸海底ケーブルを用いた長期連続観測

を実施し、DAS 観測により初めて南海トラフ浅部低周波

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

・ 同分野の研究機関との国際比較において、

研究者一人当たりの論文数では世界トッ

プにあり、被引用数も増加傾向にあるな

ど、顕著な成果をあげている。 

・ 論文分野の推移において、工学や社会科学

などの分野の論文の比率が長期的に増加

していることは、研究の多様化が成功して

いることの証左であり、高く評価できる。 

・ これらの点を客観的、定量的に検証する指

標に基づき適切な自己評価・分析を行い研

究マネジメントにフィードバックしてい

る点も高く評価できる。 

・ 世界の政策決定者が重要視する IPCC 第 6

次評価報告書（IPCC AR6）に執筆者や査読

編集者を輩出し、機構の研究成果を科学的

エビデンスとして提供し良好に反映させ
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微動の観測に成功し、地震発生帯活動監視に有効であ

ることを示すことに成功した。 

数理科学的手法による海洋地球情報の高度化及び最

適化に係る研究開発については、数理科学的手法によ

る海洋地球情報の高度化及び最適化に係る研究開発に

ついては、「数値解析リポジトリ」に関わる研究課題（プ

レート運動予測、流体力学最適化、宇宙線の気象影響予

測、海洋地球の同期現象、サイト地震動、粒子ボックス

解析等）ごとに、創生される付加価値情報とそのユーザ

を意識したグランドデザインを完成した。数値解析に

必要なデータを明示し、想定される「四次元仮想地球」

との関連も可視化した。 

挑戦的・独創的な研究開発の推進においては、「世界

初のアスガルドアーキア（MK-D1 株）」の培養に成功し、

形態・生理・ゲノム解析を進め、MK-D1 株が培養された

原核生物として真核生物に最も近縁な生物であること

を明らかにした。 

海洋調査プラットフォームに係る先端的基盤技術開

発と運用については、様々な新規観測・監視センサやデ

バイス開発し、高性能海中通信機器の開発や応用を通

して、標準化構築を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ると共に、その国際立案に貢献したこと

は、計画を超える顕著な成果と認められ

る。 

・ 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）拡

大状況下にもかかわらず、観測システムを

安定的に運用し、かつ新たな観測技術を開

発したことは顕著な成果と認められる。 

・ 次期地球シミュレータ（ES4）を導入し安定

的かつ効率的運用を行ったことは顕著な

成果と認められる。 

・ 国内産学官の若手研究者・技術者による

Shell Ocean Discovery XPRIZE へ挑戦し優

秀な成績をおさめ我が国のプレゼンスを

示したことは顕著な成果と認められる。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・ 研究代表者としての科研費への積極的な

応募と獲得の増加が期待される。 

・ 政府や産業界から注目されている海底資

源について、調査や研究を一層充実させ、

成果の社会実装に努めることが求められ

る。 

・ 機構内外のデータをビッグデータとして

活用することや AI 技術の活用など、新た

な研究や商用利用へとつながる可能性が

ある数理科学的手法をさらに充実させる

ことが求められる。 

・ 日本は火山大国であるが、地震研究に比べ
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火山研究はまだ強化の余地があると考え

られ、今後さらなる強化が期待される。 

・ これから世界的な研究拠点としてさらに

成長するために研究者の多様性が重要な

課題である。 

 

＜その他事項＞ 

・ 付加価値情報創成部門と他の研究部門間

の連携を明確に示す必要がある。各研究部

門から創出された成果に対して「付加価

値」を付け、それをまた各研究部門に戻し

て機構としての成果の高度化を図るとい

う相互関係性が明確になるとよい。 

・ 機構には安全保障にかかわる機微な技術

が多いため、流出防止などリスク管理対策

に力を入れることが望まれる。 

・ 船舶を用いた海域調査研究が必要不可欠

である機構は、新型コロナウイルス感染症

拡大の影響による研究成果の低下リスク

が高かったと考えられるが、各種の感染対

策を講じることにより、高度な研究活動を

維持できたことも高く評価できる。 
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（１）地球環境の状況把握と

変動予測のための研究開発 

【評価軸】 

○海洋基本計画等に位置付

けられた政策上の課題へ対

応するための研究開発を、中

長期目標・中長期計画等に基

づき戦略的に推進し、国際水

準に照らしても科学的意義

の大きい成果が得られてい

るか。 

○得られた成果を国際社会、

国等へ提供し、政策立案等へ

貢献しているか。 

○研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

ントは適切に図られている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：Ａ 

 

本項目に係る中長期計画前半の３年間の計画に照ら

し、予定どおり、あるいは想定以上の成果が創出された

ことに加え、フローチャートにおけるアウトカムに相

当する成果を出すことできた点などを総合的に勘案し

た結果、自己評価を「Ａ」とする。具体的な根拠は以下

のとおり。 

 

【評価軸：海洋基本計画等に位置付けられた政策上の

課題へ対応するための研究開発を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的に推進し、国際水準に照らして

も科学的意義の大きい成果が得られているか。】 

前半３年間の成果は、独創性・革新性・発展性が十分

に大きなものであるだけでなく、国際水準に照らして

も非常に画期的な成果である。以下に主要な成果を列

記する。 

 

＜フローチャートにおけるアウトカム「地球環境の保

全、気候変動への対応」に該当＞ 

北極域温暖化増幅メカニズムの解明 

進行する北極温暖化の中で、河川水が海氷減少や北

極温暖化増幅に与える影響など海洋を中心として大気

-海氷-海洋-陸域間の関係性に関する研究や、物理-化

学-低次生物にわたる研究成果を公表した。中でも、大

陸から北極海に注ぎ込む大河川の水量増加・高温化が、

海氷融解や、北極圏の気温を 36 年間で約 0.1℃上昇さ

せたなど北極海温暖化への影響を定量的解明に成功し

た。河川水の影響は最大の温暖化原因とされてきた「ア

補助評定：Ａ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

・ 新型コロナウイルス感染症拡大状況下に

もかかわらず国際的な枠組の下で観測シ

ステムを安定的に運用し、かつ新たな観測

技術を開発したこと、精度の高いデータを

科学研究コミュニティに提供するのみな

らず、IPCC や「持続可能な開発のための国

連海洋科学の 10 年」に貢献するなどアウ

トカムでも多大な貢献をしていることは

高く評価できる。 

・ 特に、気候変化予測の高度化に向けた全球

シミュレーションモデルの開発とその活

用に基づく IPCC 第 6 次評価報告書への多

数の知見提供により、気候変化予測の不確

実性をさらに低減することに貢献したこ

とは、国際社会のルール形成に貢献し、世

界の政策決定者が将来予測の結果をより

信頼して政策立案を行うことを可能にし

たものであり、顕著な成果と認められる。

わが国唯一の海洋研究に特化した機関と
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イスアルベドフィードバック効果」に比して 1.5 倍の

効果があることがわかり、従来の定説を覆す革新的成

果となった。 

温室効果ガス排出起源の定量的解明 

大気輸送モデル MIROC4-ACTM 逆計算システムを３種

の温室効果気体(CO2、CH4、N2O）全てに拡張し、メタン

の人為起源排出の上昇等など、全球及び地域別の収支

を明らかにすることができた。中でも最近の「畜産」部

門の排出量の増加、ブラックカーボンの排出源として

「家庭」部門が重要であることを明らかにした。 

海洋プラスチック 

海洋プラスチックの沿岸から外洋へ分布する機構と

して台風などの大型気象災害の重要性、海洋プラスチ

ックがもたらす有機化合物汚染が海洋生態系のトップ

プレデターにも及んでいることなど社会に大きなイン

パクトを与える成果となった。 

海洋生態系サービスの将来予測 

将来の気候及び社会経済シナリオに基づく変動を踏

まえ、海洋生態系の変動と経済的評価を行った結果、概

して生態系サービスは現状維持若しくは低下すること

を見出した。この成果は次期生物多様性国家戦略の資

料に活用されている。 

 

【評価軸：得られた成果を国際社会、国等へ提供し、政

策立案等へ貢献しているか。】 

＜フローチャートにおけるアウトカム「国際社会、国等

における政策等への貢献」＞ 

メタンの人為起源排出の上昇等など、全球及び地域

別の収支を明らかにしたことにより、今後の温室効果

しての重要な役割を果たしていると評価

される。 

・ 北極海における温暖化原因として、従来考

えられてきた「アイスアルベドフィードバ

ック効果」より、河川水の影響が大きいこ

とを解明したことは顕著な成果と認めら

れる。 

・ 機構が早い段階から注目してきた海洋域

のプラスチック問題について分布や生態

への影響の現状把握へ大きく貢献したこ

とは高く評価できる。 

・ 海洋深層及び中層における近年の昇温率

の変化を実測によって詳細に捉えつつあ

る成果は、他の研究機関には追随できない

機構独自の観測によるものであり、顕著な

成果と認められる。 

・ 北極海温暖化の定量的解明、気候変動に伴

う海洋生態系の変動と経済的評価、海洋プ

ラスチックがもたらす有機化合物汚染な

どの成果は、独創性・革新性・発展性が高

く、国際水準に照らしても顕著な成果と認

められる。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・ 観測などをもとに得られた研究成果を、よ

り国民の生活に「生かす」「使う」という視

点を持ち、組織として実用化に結びつけて

いくバックアップ方策を検討することが
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ガスの有効な削減対象を具体的に指摘することができ

た上、基盤的な予測情報となった。これらは気候変動に

対する適応・緩和及び防災政策立案に資する重要な成

果であるとともに、政策上何を解決すべきかを提示す

ることができ、IPCC 第６次報告書でも報告された。 

将来の海洋生態系サービスに関わる成果は次期生物多

様性国家戦略の資料に活用された。 

高度な全球シミュレーションモデルを他に先駆けて

開発した。公表されたモデル論文は IPCC 第６次報告書

に記述される多くの研究成果創出に貢献し、Web of 

Science top１%あるいは 0.1％論文に選ばれるなど予

測研究の発展に多大な貢献をもたらした。 

IPCC 第６次報告書に執筆者、査読編集者として直接

関わった上、UNFCCC のパネルディスカッションでの発

言が公式文書化され、他にも IPCC タスクフォースメン

バー、日本代表団メンバーを輩出し、IPCC 第６次報告

書を各国が取りまとめていく国際交渉プロセスにも貢

献した。また、IOC/西太平洋地域小委員会(WESTPAC)共

同議長として国連・国際社会に貢献している。 

生物・生態系に関わる成果は、次期生物多様性国家戦

略策定に資するものであると同時に、地球環境や生態

系の保全にとって重大な意味を持つ成果である。 

海洋プラスチックに関わる成果については GOOS、UNEP

等が検討中の全球海洋ゴミ観測ネットワーク IMDOS 構

築に資するものである。 

地球環境部門長が総合海洋政策本部の参与として海

洋基本計画の策定に直接関わることで気候・環境・生態

系に関わる政策提言のアウトカム創出にも貢献するこ

とができた。  

求められる。 

 

＜その他事項＞ 

・ すでに行われている国際機関や組織

(Global Observing System や UNEP など)と

の連携を強化し、IMDOS (One Integrated 

Marine Debris Observing System for a 

Clean Ocean)などの今後重要になりうる連

携活動をリードするような取組も期待さ

れる。 
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以上、政策立案等に貢献する様々な成果の創出に至

っており、地球環境部門の研究者の想定を超えるパフ

ォーマンスは大いに評価されるべき点と自負する。 

 

【評価軸：研究開発成果を最大化するための研究開発

マネジメントは適切に図られているか。】 

年度計画を部署ごと、さらには研究者等個人毎の目

標、計画まで落とし込むことで、適切に年度計画が実行

されるようにマネジメントしている。また、そのうえ

で、次期中長期計画への発展可能性等も見据え、研究者

等個人の自由な発想に基づく新規研究の実施も適宜進

めることとしている。 

また、成果最大化のために、社会や市民への直接的貢献

を意識した成果創出にも注力した。具体的には以下の

とおり。 

 

＜フローチャートにおけるアウトプット「国内外の各

種活動を通じた科学的知見の発信、エビデンスの提供」

に該当＞ 

地球環境部門と付加価値情報創生部門との連携で津

軽海峡の流況短期予測システムの試験版を完成させ、

海況情報公開サイト「MORSETS」に実装・公開した。ア

クセス時間が４時から５時と早朝であることから、地

元の漁業者らに活用してもらっていることが分かる。 

また、国際的な枠組みの下で実施されている観測シ

ステムの安定的運用、大型係留ブイの省力化へ向けた

グライダーや無人自律航行艇の実用化、自動観測拡充

のための漂流型観測フロート等を用いた新たな観測技

術の開発などを行うことで、限られたリソースを最大
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①観測による海洋環境変動

の把握と観測技術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Argo フロート観測（4,000 本の維持）、大陸間縦断高精度観測（GO-SHIP）

観測（年２回の貢献）を中長期計画前半の間に無事故で実施した。Argo 

Steering Team の Co-chair（須賀利雄招へい上席研究員）､GO-SHIP 

Science Committee の Executive Group Member（勝又勝郎グループリ

ーダー）など各コミュニティにおいて要職を輩出した。密度計による塩

分測定の実用化に目途が立った。 

研究志向の将来性を吟味し、現業的になっていた Triton ブイの観測を

終了するとともに、科学的価値の高いフィリピン沖のスーパーサイト

を拡充した（２度の海洋地球研究船「みらい」航海）。熱帯におけるウ

ェーブグライダーや Argo フロート観測をテスト的に繰り返し、国際協

力の中でフラックス研究に焦点を絞るなど限られたリソースの選択と

集中投資によって、中長期計画後半の熱帯域の高品質な観測を維持で

きるように観測スキームを確立した。 

Deep Argo フロート、乱流フロートの経験値を積み、Argo フロートの国

際コミュニティに情報を発信した。AI の活用による日本独自の品質管

理への貢献も中長期計画前半の大きな成果であり、少ないリソースで

機構の得意分野を確立することができる状況が整いつつある。これら

の活動を推進することで、将来、国際コミュニティに対して独自の貢献

が期待できる。 

限に活かしながら国内外の海洋観測コミュニティに貢

献した。具体的には密度計開発による塩分観測の高精

度化の成功、Deep Argo フロート観測の進展、日本独自

の AI を活用したデータ品質管理、Signature データ同

化などである。さらに、海洋酸性化の監視観測のために

開発した pH/pCO2 センサーは、精度と安価の両者を兼

ね備えた独創性の高いセンサーであり、漂流型観測フ

ロート搭載も十分に見込まれる将来性の高い取組とな

っている。 

 

＜中長期目標・中長期計画等で設定した研究開発の進

捗状況＞ 

Argo フロート観測、大陸間縦断高精度観測（GO-SHIP）

などあらかじめ計画されていた観測を無事故で実施す

ることができた。 

科学的価値の高いフィリピン沖のスーパーサイトを

拡充し、熱帯におけるウェーブグライダーや Argo フロ

ート観測を試験的に繰り返し実施した。以上、国際協力

の中でフラックス研究に焦点を絞るなどリソースを抑

えつつ、中長期計画後半の熱帯域の観測の品質クオリ

ティを維持できるように観測スキームを確立すること

ができた。 

＜具体的な研究開発成果＞ 

表層グライダーに GNSS 受信機を搭載し、上空の水蒸

気量を計測する技術を確立することができた。この成

果により、線状降水帯への水蒸気供給の研究などに対

して、船舶以外の手法による将来の観測の可能性を広

げることができた。 

塩分観測の高精度化や Deep Argo フロート観測の進
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②北極域における環境変動

の把握と海氷下観測技術開

発 

 

 

期中でアイデアが進んだ、統計学・数学理論（ラフパス理論）を取り入

れたデータ同化手法の実装に着手できた。将来、海洋科学データ解析全

般に応用可能性がある。 

 

夏季季節内振動をターゲットにした「海大陸研究強化年（YMC）」の集中

観測において、ウェーブグライダーに全球測位衛星システム（GNSS）受

信機を搭載し、上空の水蒸気量を計測する技術を確立した。これによ

り、例えば線状降水帯への水蒸気供給の研究などに対して、船舶以外の

手法による将来の観測の可能性を広げた。 

コロナ禍の中、令和２年度は「みらい」航海を YMC プロジェクトの一環

として実施することでフィリピン、パラオ等の機関の協力を得て 45 日

間に及ぶ集中観測を実現した。将来の安定した観測網維持を企図し、現

地機関職員と共同でデータの高精度化を実施し、補正済みデータを公

開した。また、手法は論文として発表するだけでなく、現地の運用改善

と職員への人材育成に寄与した。 

コロナ禍で断念した一部観測についても、現地機関との活発なコミュ

ニケーションにより、リモートで指示しながら現地職員だけで代替観

測を実施し、データを取得した。この経験を通して、今後の観測の在り

方についての認識を双方で深めた。 

 

 

 

 

 

北極海域の CO2 及び基礎生産についてのマッピング・国際比較やデー

タ公開は順調に進められている。 

進行する北極温暖化の中で、河川水が海氷減少や北極温暖化増幅に与

える影響など海洋を中心として大気-海氷-海洋-陸域間の関係性に関

する研究や、物理-化学-低次生物にわたる研究成果を公表できた。特

展、AI を利用したデータの品質管理、Signature デー

タ同化などの成果はいずれも気候変動に不可欠でかつ

世界をリードできる重点課題を同定した点で想定を上

回る質の高い成果の創出となった。 

海洋深層水温の観測から1985年以降で直近７年の昇

温率が最も高いことを明らかにした。この結果は深層

の熱分布や昇温進行の機構解明の重要な手がかりとな

るかもしれない意義の高い成果である。 

＜国際社会、国等の政策への貢献状況＞ 

Deep Argo フロート、乱流フロートの経験値を積み、

Argo フロートの国際コミュニティに情報を発信した。 

「海大陸研究強化年（YMC）」プロジェクトの一環として

実施することでフィリピン、パラオ等の機関の協力を

得て 45 日間に及ぶ集中観測を実現した。将来の安定し

た観測網維持を企図し、現地機関職員と共同でデータ

の高精度化を実施し、補正済みデータを公開した。ま

た、手法は論文として発表するだけでなく、現地の運用

改善と職員への人材育成に寄与した。 

＜研究開発の進捗に係るマネジメントの取組状況等＞ 

成果を最大化する活動の一環として、南北両太平洋の

Argo データの品質管理と公開を担当している。責任を

持って太平洋Argoデータセンターを運用することで世

界のコミュニティに貢献している。 

 

＜中長期目標・中長期計画等で設定した研究開発の進

捗状況＞ 

北極域における観測等については、コロナ禍の中、各

国の計画が中止や延期になる中で、「みらい」による観

測航海を毎年実施することができた。太平洋側北極海
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に、石油と同等の炭化水素を合成する能力をもつ植物プランクトンを

発見した成果は想定を超えるものであり、企業と秘密保持契約を締結

し利活用に向けた検討体制を整えた。 

北極評議会の作業部会が行う報告書作成や成果の情報発信に積極的に

貢献できた。 

 

新型コロナウイルス感染拡大に伴い各国の計画が中止や延期になる

中で、関係機関・研究者の多大なる尽力もあり、「みらい」による観測

航海を毎年実施、太平洋側北極海での貴重な観測データを取得、公開で

きた。また、北極海広域同時観測計画（SAS)において主導的役割を担い、

その推進に貢献した。 

2022（令和４）年度以降の航海計画立案やさらにその先の国際共同・

連携観測を進めている。 

 

新型コロナウイルス感染拡大による出勤制限や情報セキュリティイ

ンシデントなどの影響を受けつつも、北極域のモデルの高度化やアッ

プグレードを進めた。また、既存データやモデル実験の結果から、気候

予測モデルにおける海氷厚・面積の再現性の評価や、積雪アルベドフィ

ードバックや北極温暖化増幅の将来予測に対する影響や役割などに関

する研究成果を公開できた。 

 

海氷下観測用小型ドローン(COMAI)の開発と、測位システム(電波灯

台)に関する研究・開発を進めた。COMAI は機体を完成させ、令和３年

「みらい」北極航海での初めての実海域試験を実施した。電波灯台は各

種試験からその機能確認を済ませた。ただし進捗としては、コロナによ

る出勤出張制限と期中の欠員の影響で遅れが出ている。 

 

 

 

での貴重な観測データを取得、公開することができた。 

北極海域の CO2 及び基礎生産についてのマッピング・

国際比較やデータ公開を順調に進めた。 

海氷下観測用小型ドローン(COMAI)の開発と、測位シ

ステム(電波灯台)に関する研究・開発を進め、COMAI は

機体を完成させ、令和３年「みらい」北極航海での初め

ての実海域試験を実施した。電波灯台は各種試験から

その機能確認を済ませた。 

＜具体的な研究開発成果＞ 

進行する北極温暖化の中で、河川水が海氷減少や北

極温暖化増幅に与える影響など海洋を中心として大気

-海氷-海洋-陸域間の関係性に関する研究や、物理-化

学-低次生物にわたる研究成果を公表できた。これらの

成果によって、温暖化に最も貢献する要因となってい

るとされてきた「アイスアルベドフィードバック」以上

に、河川水の熱などの影響が大きいことを定量的に示

すことができた。 

石油と同等の炭化水素を合成する能力をもつ植物プ

ランクトンを発見した成果は、興味を示す多数の企業

の中から、１社と秘密保持契約を締結し利活用に向け

た検討体制を整えることができた。以上、前者は温暖化

増幅メカニズムの要因として従来の知見を覆す要因を

特定することに結びつき、後者は想定を超える社会的

インパクトがあるものでありいずれも特筆すべき成果

と言える。 

＜国際社会、国等の政策への貢献状況＞ 

北極海広域同時観測計画（Synoptic Arctic Survey: 

SAS）において主導的役割を担い、その推進に貢献した。

また、Pacific Arctic Group、Nansen Legacy などのマ
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③地球表層と人間活動との

相互作用の把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北西太平洋において毎年船舶観測を行うとともに、係留系による K２

と KEO での定点観測、BGC Argo フロートによる広域観測を実施した。

また、純国産かつ世界初となる新たなセンサーを搭載した昇降フロー

トの開発に着手した。海空ドローンや船上での係留気球の有用性を評

価した。 

 

ルチ国際連携やノルウェー、米国、イギリス、インドな

どとの二国間連携などを通じた国際共同研究を積極的

に進めた。これらの国際共同研究の実施は「我が国の北

極政策」の柱の１つである「国際連携」に貢献するアク

ションである。 

北極評議会の作業部会が行う各種報告書作成や成果

の情報発信に貢献した。 

令和３年度より北極域研究船建造の予算がつくこと

となった。令和８年度の就航を目指し、中長期計画の後

半では、国際プラットフォームとしての運用に向けた

アピール活動、そのためのより一層の国際連携研究の

強化などを実施していく予定である。 

＜研究開発の進捗に係るマネジメントの取組状況等＞ 

海氷下観測用小型ドローン(COMAI)の開発に関して、

新型コロナウイルス感染症拡大による出勤出張制限と

期中の欠員の影響で遅れが出ている。当初、令和４年度

までに運用評価の実施を計画していたが、これを令和

５年度までに変更するが、これは COMAI の開発に研究

ニーズを取り入れて更なる付加価値をつけるためであ

り、「現場をセンサー等で測定可能な COMAI」を「現場

を測ってサンプル採取も可能な COMAI」へと進化させる

ためである。 

 

＜中長期目標・中長期計画等で設定した研究開発の進

捗状況＞ 

北西太平洋において、係留系による K２と KEO での定

点観測、BGC Argo フロートによる広域観測を計画通り

実施することができた。また、これらの研究航海では、

アジア域由来人為起源物質による海洋生物地球化学へ
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北太平洋の外洋から沿岸域の石灰質生物への海洋酸性化影響評価に

資するマイクロ X 線 CT 法（MXCT）分析技術を構築し、国内外から３年

間で 4,202 検体の計測を実施した。酸性化や形態学的解析に関する論

文７本を公表した。加えて、空白域である南大洋、北極海、北大西洋の

データセットの取得を行った。上記に記載の航海では、アジア域由来人

為起源物質による海洋生物地球化学への影響評価を軸とした学際的な

観測を実施した。窒素栄養塩が枯渇している亜熱帯海域で、船舶で雨を

追跡して培養実験を行い、降水後に基礎生産力が 1.5 倍に高まったこ

とを確認し、世界初の知見を得た。 

国際 MAX-DOAS 測定網、福江島でのエアロゾル等大気微量成分観測、

陸上植生の真値計測を継続し、新たな衛星アルゴリズムを評価すると

ともに、10 年超の長期トレンドを明らかにした。 

 

大気輸送モデル MIROC4-ACTM 逆計算システムを３種の温室効果気体

(CO2、メタン、N2O）全てに拡張し、メタンの人為起源排出の上昇等な

ど、全球及び地域別の収支を明らかにし、IPCC 第６次報告書の主要結

果につながる知見を提供した。大気組成の衛星データ同化システムを

改良し、平時及び新型コロナウイルス・ロックダウン時期の窒素酸化物

（NOx）排出量変化やオゾン気候影響等を世界で初めて明らかにした。

一次生産者の動的環境適応を定式化するとともに、多様な時空間スケ

ールの事象がシミュレート可能な１度・１/４解像度・１/10 解像度の

海洋生態系-物質循環モデルを開発した。 

 

上記の成果含め、IPCC 第６次報告書 WG１報告書に筆頭著者・査読編

集者として直接貢献し、国連気候変動枠組条約締約国会議

（UNFCCC/COP）でも CO2 に関する発言が公式文書化されるなど知見が

活用された点は想定を大幅に上回る結果となった。 

ブラックカーボンの世界的な排出源である中国からの排出量が過去

10 年で４割もの急速な削減を遂げたが、現在でも「家庭」部門を主に

の影響評価を軸とした学際的な観測を実施した。 

純国産かつ世界初となる新たなセンサーを搭載した昇

降フロートの開発に着手した。 

＜具体的な研究開発成果＞ 

マイクロ X線 CT 法（MXCT）による分析技術を構築し、

石灰質生物への海洋酸性化影響評価の定量的な手法を

確立することに成功した。この装置は世界で唯一の装

置であり、国内外から石灰質生物への海洋酸性化影響

評価試料が多数押し寄せ、３年間で 4,202 検体の計測

を実施した。また、MXCT を用いた成果として酸性化や

形態学的解析に関する論文７本を公表した。さらに、空

白域である南大洋、北極海、北大西洋のデータセットの

取得を行った。国内外の反響の大きさは想定以上であ

った上、MXCT 装置を用いて博士の学位取得の指導を行

うなど、予定外の人材育成貢献にも結びついた。 

窒素栄養塩が枯渇している亜熱帯海域で、船舶で雨

を追跡して培養実験を行い、降水後に基礎生産力が 1.5

倍に高まったことを確認した。 

国際 MAX-DOAS 測定網、福江島でのエアロゾル等大気微

量成分観測、陸上植生の真値計測を継続し、新たな衛星

アルゴリズムを評価するとともに、10 年超の長期トレ

ンドを明らかにすることができた。 

大気輸送モデル MIROC4-ACTM 逆計算システムを３種

の温室効果気体(CO2、CH4、N2O）全てに拡張し、メタン

の人為起源排出の上昇等など、全球及び地域別の収支

を明らかにすることができた。中でも最近の「畜産」部

門の排出量増加、ブラックカーボンの排出源として「家

庭」部門が重要であることを明らかにした。 

＜国際社会、国等の具体的な政策提案等への貢献＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

排出が続いていることを明らかにし、対策コストの低い有効な削減対

象であることを指摘した。 

平成 24 年からの津軽海峡東部での観測から検出された pH/Ω急低下の

原因を、近年の津軽暖流量の増加に見出した。 

 

津軽海峡流況の季節変動の特徴や機構を解析した。地元利用者の要

望を踏まえ、地球環境部門と付加価値情報創生部門の連携により、短期

流況予測技術開発及び断続的な情報発信の高度化を実施し、出漁前な

どに使いやすい海況情報公開サイト「MORSETS」としてリアルタイムで

情報発信した。更なる改良のため、東海大学との連携により発信情報の

実社会での活用実態の予備調査を行った。青森県立むつ工業高校や琉

球大学と連携し、観測網充実に向けた技術開発を実施中である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メタンの人為起源排出の上昇等など、全球及び地域

別の収支を明らかにしたことにより、今後の温室効果

ガスの有効な削減対象を具体的に指摘することができ

た上、基盤的な予測情報となった。これらは気候変動に

対する適応・緩和及び防災政策立案に資する重要な成

果であるとともに、政策上何を解決すべきかを提示す

ることができ、IPCC 第６次報告書でも報告された。 

IPCC 第６次報告書に執筆者、査読編集者として直接

関わった上、UNFCCC のパネルディスカッションでの発

言が公式文書化された。 

「持続可能な開発のための国連海洋科学の10年（The 

Ocean Decade）」のうち海洋生物多様性に関するプログ

ラム Marine Life 2030 に貢献する新たなプロジェクト

の提案を行うとともに、オンラインセッション Ocean 

Decade Laboratories ” A Productive Ocean”のサテ

ライト活動として、「北西太平洋の豊かな海洋生態系の

未来にむけて」を主催するなど、地球環境部門の研究者

がリード役となって Ocean Decade に貢献することがで

きている。 

＜研究開発の進捗に係るマネジメントの取組状況等＞ 

成果最大化のために、社会や市民への直接的貢献を

意識した成果創出にも注力した。具体的には、地球環境

部門と付加価値情報創生部門との連携により津軽海峡

の流況短期予測システムの試験版を完成させ、海況情

報公開サイト「MORSETS」に実装・公開した。アクセス

時間が４時から５時と早朝であることから、地元の漁

業者らに活用してもらっていることが分かる。 

ロシアに設けている大気の観測拠点は昨今の国際情勢

を鑑み、停止することとしている。 
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④ 地球環境の変動予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高解像度数値モデルを用いた数週間から季節程度の大規模な数値実

験を実施し、観測データと数値実験結果との比較解析から、季節内振動

が台風進路に及ぼす影響や、エルニーニョ年における強い台風の発生

頻度の大気変動に起因する不確実性といった予測可能性に関する知

見、極域成層圏の季節内スケールの変動が台風の発生に及ぼす影響や、

季節内振動の発生における波動擾乱や日周期変動の影響など、現象間

の相互関係に関する知見を獲得した。また、関連する物理過程やモデル

解像度の改善により予測精度を向上し得る可能性を示した。いずれも、

台風予測のリードタイム延長につながる、大きな意義を持つ成果と言

える。 

 

IPCC 第６次報告書貢献の一環として、第６期結合モデル相互比較計

画（CMIP6）で策定されている中核実験及び各種サテライト実験を遂行

し、実験データの大半を国際データ配信システム(ESGF)にて公開する

に至った。また、物理気候モデル MIROC6 の記述論文出版をはじめとし

て、温暖化に伴う日本周辺海水位上昇メカニズム、季節から数年規模気

候変動予測精度評価、台風の温暖化変化と台風の種の変化傾向の関連

性など、CMIP6 実験データの解析から得られた科学的成果を論文として

投稿し、一部は被引用上位１%論文に認定された。さらに、貢献筆者、

日本代表団メンバーなどとして、IPCC 第６次報告書作成に関与した。

世界で広く活用されるデータセットを構築し、学術的にも反響の大き

な成果を公表した上で、社会的にも注目度の高い報告書に直接的・明示

的な貢献を行うなど、成果は想定を大きく上回った。 

初期値化システムを地球システム統合モデル（ESM）へ適用すること

により、従来の予測システムでは扱えなかった全球炭素循環の予測を

可能とした。海洋 CO2 吸収変動を観測と整合的に再現するために必要

な物理・炭素循環の相互作用過程を、旧来・従来モデル実験との比較か

ら特定することができた。実験データは国際連携研究でも活用されて

 

＜中長期目標・中長期計画等で設定した研究開発の進

捗状況＞ 

高解像度数値モデルを用いた数週間から季節程度の

数値実験を実施し、観測データとの比較解析を計画通

り実施することができた。 

季節内振動が台風進路に及ぼす影響などの予測可能

性に関する知見や、極域成層圏の季節内スケールの変

動が台風の発生に及ぼす影響、季節内振動の発生にお

ける波動擾乱や日周期変動の影響など、現象間の相互

関係に関する知見の獲得についても計画通りの進捗と

なっている。 

将来の気候変動予測のための高度な全球シミュレー

ションモデルを他に先駆けて開発することができた。 

＜具体的な研究開発成果＞ 

IPCC 第６次報告書貢献の一環として、第 6 期結合モ

デル相互比較計画（CMIP６）で策定されている中核実験

及び各種サテライト実験を遂行し、実験データの大半

を国際データ配信システム(ESGF)にて公開するに至っ

た。 

CMIP６実験データの解析から得られた科学的成果を

論文として投稿し、公表されたモデル論文は IPCC 第６

次報告書に記述される多くの研究成果創出に貢献し

た。特筆すべきは、Web of Science top１%あるいは

0.1％論文に選ばれるなど予測研究の発展に多大な貢

献をもたらしたことで、想定を超えるインパクトを世

界の気候分野コミュニティに与える成果となった。 

海氷海洋モデルへ棚氷要素モデルを結合した新しいモ

デルフレームワークを構築し、20 世紀間での南極棚氷
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⑤地球環境変動と人間活動

おり、他機関モデルとの比較・検証の結果、我々のシステムでの炭素循

環の再現性と予測は先行する欧州機関と同等以上のパフォーマンスを

示すことが分かった。温暖化に関する国際交渉などで将来的な活用が

期待できる、意義の大きい成果となった。 

 

海氷海洋モデルへ棚氷要素モデルを結合した新しいモデルフレーム

ワークを構築し、20 世紀間での南極棚氷融解量を定量的に見積もると

ともに、その変動メカニズムを明らかにした。融解量を衛星データから

推定する道を開く意義深い成果である。 

また、高精度数値解法に基づく氷床年代推定手法の開発、海洋微細乱

流過程の表現方法に起因する過渡的気候応答の不確実性定量化、大気

海洋結合系に内在する不安定増幅モードを説明する新しい数理理論を

構築など、基盤的技術開発と理論に立脚した科学的知見を創出するに

至った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境 DNA を用いて効果的な深海性真核微生物と魚類の多様性把握手

融解量を定量的に見積もるとともに、その変動メカニ

ズムを明らかにした。この成果は、南極棚氷融解量をシ

ミュレーションモデルに組み込むことで、今後の温暖

化による南極周辺からの淡水供給の予測の確度を高め

ることに貢献する重要な成果である。 

＜国際社会、国等の具体的な政策提案等への貢献＞ 

上記に記載の通り、高度な全球シミュレーションモ

デルを他に先駆けて開発した。公表されたモデル論文

はIPCC第６次報告書に記述される多くの研究成果創出

に貢献し、Web of Science top１%あるいは 0.1％論文

に選ばれるなど予測研究の発展に多大な貢献をもたら

した。 

IPCC タスクフォースメンバー、日本代表団メンバー

を輩出し、IPCC 第６次報告書を各国が取りまとめてい

く国際交渉プロセスにも貢献した。 

＜研究開発の進捗に係るマネジメントの取組状況等＞ 

地球システムモデルに初期値化システムを適用する

ことにより、従来扱えなかった全球炭素循環の予測を

可能とした上、海洋 CO2 吸収変動を観測と整合的に再

現するために必要な物理・炭素循環の要件を、旧来・従

来モデル実験との比較から特定することを可能にし

た。これら実験データは国際連携研究でも活用されて

おり、他機関モデルとの比較・検証の結果、炭素循環の

再現性と予測は先行する欧州機関と同等以上のパフォ

ーマンスを示している。以上、我々の優位性を活かしな

がら、成果の最大化を目指し、温暖化に関する国際交渉

などで将来的な活用に結びつけたい。 

 

＜中長期目標・中長期計画等で設定した研究開発の進
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が生物多様性に与える影響

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法を開発し、真核微生物の多様性の違いを環境要因と比較できるよう

にした。これは計画以上の進捗となった。 

深海域の上位捕食者を直接モニタリングし多様性や生息密度等を把

握する手法を確立するとともに、魚類を殺傷することなく組織片を取

得する方法の考案（特許）をおこなった。また、実際の深海性サメ類の

生息数や遊泳速度を求めることができた。 

深海生物の存在と分布量を映像解析により直接的かつ効率的に把握

する方法を確立した。 

多様性変動をモニタリングするためのベースライン情報（新種記載や

生物相）を集積した。 

継続的な深海生態系モニタリングを実施する効率的な手法として、

ランダー等を用いた環境 DNA、メタゲノム分析、環境計測手法を開発中

である。 

沖合海底自然環境保全地域（深海底の海洋保護区）が、海洋保護区と

しての条件を満たしていることを提示した。この情報は海洋保全政策

（SDGs14 や生物多様性条約）の推進に貢献しており想定以上の波及効

果があった。 

 

黒潮続流再循環域において、表層や直下の深海平原にプラスチック

ごみが集積するホットスポットを発見するとともに、プラスチックご

みの深海への輸送過程を解明した。全海洋におけるプラスチック分布

実態把握へ向け情報を提供した。 

台風によって大量のプラスチックが陸から外洋へ速やかに輸送され

るプロセスを解明し、プラスチック分布量の把握には台風のようなイ

ベント後の調査の重要性を提示した。 

プラスチックに由来する POPs（臭素系難燃剤等）が、深海サメ類（上

位捕食者）のみならず、深海化学合成生態系にまで広がっていることを

明らかにした。 

堆積物からマイクロプラスチック（MP）を効率よく検出する前処理手

捗状況＞ 

深海域真核微生物と魚類を対象とした環境 DNA を用

いる効果的な多様性把握を進める手法や深海生物の存

在と分布量を映像解析により直接的かつ効率的に把握

する方法、深海生態系の多様性情報を簡便かつ効果的

に、また、生態系に低負荷で把握する手法など深海生

物・生態系の環境影響評価に関わる手法を計画通りに

確立することができた。成果の一部は特許申請も行っ

ている。さらに、深層学習を用いた画像解析により生物

分布量を計数する手法を藻場で確立することにも成功

した。 

これまで取得できなかった表層から海底直上までの

乱流環境のベースラインデータを投下型の乱流計で取

得できるようにし、深海乱流強度データと超音波流速

計の測流データから深海乱流の推定を行うとともに

(Tanaka et al., 2021)、深海乱流を推定する乱流運

動エネルギー散逸率の推定方法等を開発した(特願

2021-140907、産総研と共同)。以上の手法は、海底資源

開発に伴う懸濁粒子の動態を評価する環境影響評価手

法としての重要な成果となっている。 

海洋マイクロプラスチック（MP）分析について、ハイ

パースペクトルカメラ（HSC）を用いて微小 MP を高速

に計測するシステムの開発や、HSC による MP 種類判別

モデルを構築することができた。以上、多くの手法開発

を計画通りに確立するに至った。 

＜具体的な研究開発成果＞ 

海洋プラスチックの沿岸から外洋へ分布する機構と

して台風などの大型気象災害の重要性、海洋プラスチ

ックがもたらす有機化合物汚染が海洋生態系のトップ
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法や、採集時のコンタミネーションを軽減する方法を確立した。ハイパ

ースペクトルカメラ（HSC）を用いて微小 MP を高速に計測するシステム

の開発や、HSC による MP 種類判別モデルを構築した。海洋 MP の採取か

ら分析までの手法を総説として発表した。 

 

深層学習を用いた画像解析により生物分布量を計数する手法を藻場

で確立し、フジツボや深海性底生生物にも適用できるようにした。 

海底資源開発に伴う懸濁粒子の動態を評価するため、投下型の乱流

計で表層からこれまで取得できなかった海底直上までの乱流環境のベ

ースラインデータを取得できるようにした。深海乱流強度データと超

音波流速計の測流データから深海乱流の推定を行うとともに、深海乱

流を推定する乱流運動エネルギー散逸率の推定方法等を開発した(特

願 2021-140907、産業技術総合研究所と共同)。 

環境変動に敏感に応答する微生物の機能を遺伝子から評価するため

の遺伝子機能解析システム Genomaple を開発、公開し、微生物の機能推

定を効率的にできるようにした。 

海底資源開発における環境影響評価の新技術として、深海乱流計測、

画像解析、分布推定モデリング、メタバーコーディング等による生物検

出、流動モデルによる幼生分散推定方法等を提案した。 

日本の海洋生態系サービスについて、将来の気候及び社会経済シナ

リオに基づく変動を踏まえ、生態系の変動と経済的評価を行い、概して

生態系サービスは現状維持若しくは低下することを見出した（環境研

究総合推進費 S15 テーマ代表機関、政策決定者向けサマリー）。この情

報は、次期生物多様性国家戦略策定プロセスの中で、戦略骨子に取り上

げられるなど政策に大きく貢献した。 

 

深海生物分布情報 1,823 件を海洋生物地理情報システム（OBIS）に登

録、公開するとともに OBIS の日本ノードとして OBIS 全体のマネジメ

ントや環境 DNA データの取り込み等を推進した。 

プレデターにも及んでいることなど社会に大きなイン

パクトを与える成果となった。 

黒潮続流再循環ジャイアにおいて、表層のプラスチ

ック分布実態や深海底への鉛直輸送過程を調べ、表層

や直下の深海平原にプラスチックごみが集積するホッ

トスポットを発見し、全海洋におけるプラスチック分

布実態把握へ向け情報を提供した。 

将来の気候及び社会経済シナリオに基づく変動を踏

まえ、海洋生態系の変動と経済的評価を行った結果、概

して生態系サービスは現状維持若しくは低下すること

を見出した。この成果は次期生物多様性国家戦略の資

料に活用された。 

＜国際社会、国等の具体的な政策提案等への貢献＞ 

将来の気候及び社会経済シナリオに基づく変動を踏

まえた海洋生態系サービスについて、おおむね現状維

持若しくは低下することを見出した成果は次期生物多

様性国家戦略の資料に活用された。 

海洋生物地理情報システム（OBIS）の日本ノードとし

てOBIS全体のマネジメントや環境DNAデータの取り込

み等を推進した。 

「持続可能な開発のための国連海洋科学の10年（The 

Ocean Decade）」のうち海洋生物多様性に関するプログ

ラム Marine Life 2030 への参画や貢献プロジェクトの

提案を行うとともに、全球海洋ごみ観測ネットワーク

IMDOS の構築準備を進めるなど、地球環境部門の研究者

がリード役となって Ocean Decade に貢献することがで

きている。 

深海での環境影響評価手法の普及を図るため、政府

間海洋学委員会国際海洋データ・情報交換システム
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「持続可能な開発のための国連海洋科学の 10 年（The Ocean 

Decade）」のうち海洋生物多様性に関するプログラム Marine Life 2030

への参画やプロジェクトの提案を行うとともに、全球海洋ゴミ観測ネ

ットワーク IMDOS の構築準備を進めた。 

環境省主催の国際 WG、MP 観測・分析の調和、データハブ構想等に情報

提供した。 

深海での環境影響評価手法の普及を図るため、政府間海洋学委員会

国際海洋データ・情報交換システム（IOC/IODE）のOcean Best Practices 

System Repository で技術プロトコルを公開した。一部は ISO の国際規

格として発行されるとともに、国際海底機構の海底鉱物探査における

環境調査観測の技術指針に推奨手法として記載された。 

環境省モニタリングサイト 1000、日本長期生態学研究ネットワーク

（JaLTER）等の観測ネットワークへ参画し、成果をアジア・オセアニア

海洋観測に関する政府間会合／アジア太平洋生物多様性観測ネットワ

ーク（AOGEO/APBON）等の国際ネットワークで公表した。 

深海底の海洋保護区において、継続的/効率的な深海生態系モニタリ

ング法を開発するとともに、既存の海洋保護区が海洋保護区として機

能していることを環境省に提示し保護区の管理を推進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ IOC/IODE ） の Ocean Best Practices System 

Repository で技術プロトコルを公開した。その一部は

ISO の国際規格として発行されるとともに、国際海底機

構の海底鉱物探査における環境調査観測の技術指針に

推奨手法として記載されるなど、想定以上に国際的に

貢献する成果となっている。 

＜研究開発の進捗に係るマネジメントの取組状況等＞ 

今後、次期 SIP などの開始により環境影響評価のニ

ーズはますます高まることが予想される。限られたリ

ソースを最大限活かしながら、高まるニーズにうまく

応えられるよう引き続き効率的なマネジメントを心が

ける。 
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（２）海洋資源の持続的有効

利用に資する研究開発 

【評価軸】 

○海洋基本計画等に位置付

けられた政策上の課題へ対

応するための研究開発を、中

長期目標・中長期計画等に基

づき戦略的に推進し、科学的

意義の大きい成果が得られ

ているか。 

○得られた成果を産業界等

へ提供し、産業利用の促進が

図られているか。 

○研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

ントは適切に図られている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：Ａ 

本項目に係る中長期計画に照らし、予定どおり、ある

いは予定以上の成果が創出されたことに加え、フロー

チャートにおけるアウトカムに向けた取組を着実に実

施したこと等を総合的に勘案した結果、自己評価を

「Ａ」とする。評価軸毎の具体的な根拠については以下

のとおり。 

 

【評価軸：海洋基本計画等に位置付けられた政策上の

課題へ対応するための研究開発を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的に推進し、科学的意義の大きい

成果が得られているか。】 

＜フローチャートにおけるアウトプット「海洋生態系

等が有する未知の機能の解明と知見の蓄積」＞ 

サケを例に同位体比とシミュレーションを用いて北

部北太平洋域における回遊ルートを特定する等、海洋

生物資源の持続的利用に不可欠な海洋生物の生態の解

明や、海洋生物資源と環境との相関の理解に大きく資

する成果を創出した。これは全国紙での掲載等、社会の

関心も高く、中長期計画を上回る成果であった。 

 

＜フローチャートにおける取組「研究開発成果の展開

に向けた産学官との連携・協働」＞ 

微量硫黄量・同位体組成測定法のリュウグウ帰還試

料への応用は、同試料の特徴を明らかにし今後の詳細

な分析に必要な基礎情報を提供しただけでなく、今後

のサンプルリターンミッションにおいて初期キュレー

ションとして行うべきことの標準となり得るものとな

った。科学的意義の極めて大きい成果であり、中長期計

補助評定：Ａ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

・ 海洋電磁探査による海底資源の探査手法、

貴重な微量サンプルの分析技術など機構

独自の手法の構築に挑戦し続けるととと

もに、その応用範囲を積極的に広げること

で分野を超えて技術シーズの展開が活発

に図られ、産業利用も含めた社会還元の素

地を固めていることは高く評価できる。 

・ 特に、魚の耳石などの海洋生物試料及び岩

石や泥など海底資源に関連する試料の極

微小な領域に含まれる成分や同位体組成

を高分解能、高精度で分析するため機構が

培ってきた高度な試料処理手法と分析技

術を確立したことは優れた成果であり、さ

らにそれを多様な学術分野に応用するこ

とで顕著な研究成果を継続的に創出して

いる。中でも、小惑星「リュウグウ」の試

料の初期分析を行い、今後の詳細分析に必

要な基礎情報を提供したことは特筆すべ

き成果であり、想定を超える波及効果と認
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画を上回るものである。 

 

＜フローチャートにおけるアウトプット「有望資源の

成因プロセスの解明」＞ 

中部沖縄トラフ海域の試料を用いた海底熱水鉱床の

解析による成果は、同海域における海底熱水鉱床の生

成メカニズム解明に資する重要なものであり、科学的

意義は大きい。中長期計画を上回る成果と評価できる。 

 

【評価軸：得られた成果を産業界等へ提供し、産業利用

の促進が図られているか。】 

＜フローチャートにおける取組「海洋資源の利用促進

に向けた産業界への知見、データ、技術、サンプルの提

供」＞ 

深海バイオリソース提供事業について、大学及び民

間企業への提供を着実に進めており、提供先機関での

商業的利用に向けた取組も見られる。中長期計画を達

成する成果である。 

物理探査技術の研究開発に関しては、民間企業との

共同研究を通じ海洋資源の利用促進に向けた取組を積

極的に推進した。海洋電磁探査については天然ガス資

源への応用を進めており、鉛直型電気探査や浅海域で

の電気探査といった複数の探査手法においても連携・

技術移転に取り組んでいる。中長期計画を上回る顕著

な成果であると評価できる。 

 

＜フローチャートにおける取組「研究開発成果の展開

に向けた産学官との連携・協働」＞ 

深海インスパイヤード化学の研究開発について、技

められる。 

・ 同様に、分析技術の適用範囲を広げること

で、海洋生物の生態解明や重要な水産資源

の回遊・食性の解明など複数の新知見を発

信したことは顕著な成果と認められる。 

・ 深海バイオリソース提供事業を令和２年

２月から開始し大学や民間企業に計 11 件

提供したことをはじめ、海洋資源の利用促

進に向けたデータ・技術・サンプル等の産

業界への提供の取組は、成果の社会還元に

貢献するものとして高く評価できる。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・ 海洋生物、海底資源の利用を一層促進する

ことが望まれる。特に、他機関との連携等

により、エネルギーや二酸化炭素回収・貯

留（CCS）などの観点でも海底資源実用化に

向けて今後より具体的な貢献が期待され

る。 

・ 機構は深海バイオリソースの発見・開拓が

可能な唯一の研究機関であり、関連するイ

ノベーション創出の橋渡し役として重大

な責任を負っている。異分野の研究機関・

企業による利用は深海バイオリソースの

ポテンシャルを最大限引き出す上で必須

であり、機構の深海バイオリソース事業は

極めて重要な活動であるため、専門家によ

る支援や多様なユーザーの要望に耳を傾
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術指導契約を通じて機構のこれまでの研究開発で培っ

た科学的知見や技術を礎に民間企業との協働を進める

だけでなく、A-STEP や CREST といった外部資金の獲得

によって研究開発成果の実用化に向けた検証や社会的

課題の解決に向けたイノベーションの創出に取り組む

など、成果の社会還元を目指した産学官での積極的な

連携・協働に係る活動を推進することにより中長期計

画を上回る顕著な成果を挙げた。 

 

【評価軸：研究開発成果を最大化するための研究開発

マネジメントは適切に図られているか。】 

年度計画を部署毎、さらには研究者等個人毎の目標・

計画まで落とし込むことで、適切に年度計画が実行さ

れるようにマネジメントしている。また、そのうえで、

次期中長期計画への発展可能性等も見据え、研究者等

個人の自由な発想に基づく新規研究の実施も適宜進め

ることとしている。 

令和３年度までの期間においては、文部科学省が発

行する学習資料「一家に１枚 海」の監修を行い、全国

の小中学校等への配布を通じて海が持つ多様な世界や

関連する研究開発を広く紹介したほか、文部科学省と

機構が連携して実施した「GIGA スクール特別講座～教

室から深海探査につながろう！～」において船上から

のライブ動画配信に協力する等、研究開発活動の魅力

を伝え将来の人材育成に資する活動を積極的に行っ

た。また、テレワーク実施を推進する等、新型コロナウ

イルスの感染拡大を防止しつつ研究開発の進捗を最大

限維持することに努めた。 

 

け、さらなる事業拡大（ユーザー獲得）に

向けて適時仕組みの見直しを検討するこ

とが望まれる。 

 

＜その他事項＞ 

・ 民間からの資金獲得や共同研究の増加な

ど着実に進んでいることは評価できる。た

だし、獲得金額や契約数など数値的な指標

はあくまでも客観的な自己評価とマネジ

メント改善のために用いるに留め、量だけ

でなく質に重点を置くことに留意が必要

である。 

・ 調査の低コスト化については、機構におけ

る研究費の効率化への貢献のみならず、そ

の調査方法を民間移転して全体的なコス

トダウンを実現できれば、非常に大きなア

ウトカムとなるため、今後の取組が期待さ

れる。 

・ 産業利用を重要なアウトカムと位置付け

る課題においては、産業利用の一層の促進

に向けて現状及び課題を分析するととも

に、産業連携を専門とする人材の採用等、

機構内の体制強化が望まれる。 
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①海洋生物と生物機能の有
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深海極限環境に生息する微生物が持つ未知の有用機能に関する知見

の創出に向け、ゲノム情報等の多元的解析や関連する技術開発を進め

た。具体的には、複数の調査航海や試験・訓練航海を通じ深海バイオリ

ソース（深海堆積物、深海微生物株、水塊試料）の収集・保管を行うと

ともに、日本海溝・伊豆小笠原海溝・マリアナ海溝及びその周辺の深海

平原域から採取した深海底堆積物中の微生物群集及び環境因子の多元

的解析により、近接する海溝縁辺と海溝底の微生物生態系(即ち生物機

能ポテンシャル)が明瞭に異なること、地理的に離れた海溝間でも類似

した系統群が存在すること等を明らかにした。また、環境変動研究への

貢献を目指し、Bio-Go-Ship 等との国際連携に関する調整を進めてい

る。 

深海バイオリソースの産業利用の促進に向け、深海堆積物及び深海

微生物株の外部提供を行う深海バイオリソース提供事業を令和２年２

月に開始し、大学及び民間企業合わせてこれまで計 11 件（深海堆積物

20 本、深海微生物株 615 株）の提供を行った。このうち海洋酵母由来

のカロテノイドについては、化粧品原料として令和６年度中の上市を

目指した取組が始まっている。また、深海微生物株コレクションの継続

的な整備を進めるとともに、深海堆積物・水塊試料から得た環境ゲノム

情報及び付随する多元的情報を包括して管理するデータベースの構築

を進めている。 

深海の極限環境（高圧、高温・高圧）で発現する特異な物理化学プロ

セスに発想を得た「深海インスパイヤード化学」の研究開発を進めた。

深海熱水噴出孔に発想を得て開発したナノ乳化技術の実用化に向け民

間企業への技術指導契約を３件実施したほか、本技術による微細油滴

の生成が二段階で進行することを明らかにした。研究成果最適展開支

援プログラム「A-STEP」課題「深海極限環境に発想を得た高温・高圧技

術による天然食品素材の高付加価値化」として進めた研究においてカ

ロテノイドの色調が微粒子化によって淡色化する主因が特異な分子構

造に起因する構造歪みであることを明らかにした。また、加圧による高

サケを例に同位体比とシミュレーションを用いて北

部北太平洋域における回遊ルートを特定する等、海洋

生物資源の持続的利用に不可欠な海洋生物の生態の解

明や、海洋生物資源と環境との相関の理解に大きく資

する成果を創出した。これは全国紙での掲載等、社会の

関心も高く、中長期計画を上回る成果であった。 

微量硫黄量・同位体組成測定法のリュウグウ帰還試

料への応用は、同試料の特徴を明らかにし今後の詳細

な分析に必要な基礎情報を提供しただけでなく、今後

のサンプルリターンミッションにおいて初期キュレー

ションとして行うべきことの標準となり得るものとな

った。科学的意義の極めて大きい成果であり、中長期計

画を上回るものである。 

深海バイオリソース提供事業について、大学及び民

間企業への提供を着実に進めており、提供先機関での

商業的利用に向けた取組も見られる。中長期計画を達

成する成果である。 

深海インスパイヤード化学の研究開発について、技

術指導契約を通じて機構のこれまでの研究開発で培っ

た科学的知見や技術を礎に民間企業との協働を進める

だけでなく、A-STEP や CREST といった外部資金の獲得

によって研究開発成果の実用化に向けた検証や社会的

課題の解決に向けたイノベーションの創出に取り組む

など、成果の社会還元を目指した産学官での積極的な

連携・協働に係る活動を推進することにより中長期計

画を上回る顕著な成果を挙げた。 

年度計画を部署毎、さらには研究者等個人毎の目標・

計画まで落とし込むことで、適切に年度計画が実行さ

れるようにマネジメントしている。また、そのうえで、
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分子のナノ構造変化を利用して、圧力をスイッチとして必要な時にオ

ンデマンドで解重合可能なサステイナブルプラスチックの開発を目指

した研究提案「バロポリエステル：圧力による精密分解制御」（研究代

表者：出口 茂 海洋機能利用部門生命理工学センター長）が JST 戦略

的創造研究推進事業プログラム「CREST」の令和３年度新規課題として

採択された。 

 

海洋における生物地球化学プロセスの詳細な理解に向け、各種微量

物質の分析法の開発・堅牢化・高度化を図り、一部についてはその応用

も進めた。 

具体的には、全 20 種類のアミノ酸の炭素・窒素安定同位体比（13C、

15N）の微量精密測定法を改良した。本方法を応用してサケの脊椎骨に

保存される生態履歴を復元し、動物プランクトン試料の窒素同位体比

に基づく北太平洋域の同位体比地図（アイソスケープ）と組み合わせて

サケの回遊経路を個体ごとに推定する統計モデルを構築し、新しい回

遊経路推定手法を確立した。本方法はマサバ眼球の水晶体に対しても

適用できることを明らかにしたほか、独自に開発したマイクロ切削技

術を用いてクロマグロ類の耳石等を対象とした解析を行い、海洋生物

資源の回遊経路の把握に向けた知見を獲得した。 

また、南関東ガス田の深部地下帯水層で採取した試料を用いてメタ

ン生成アーキアだけが持つ機能性分子の補酵素 F430について定量分析

を行い、深部流体中に棲息するアーキアが今も活発にメタンを生成し

続けていることを明らかにするとともに、地下深部から得られたメタ

ン等の放射性炭素同位体比を測定した結果、深部流体は天水による表

層からの炭素供給がほぼ無く、独立した地下生命圏を形成しているこ

とを明らかにした。諏訪湖で採取した試料についても補酵素 F430 の微

量分析等を行い、酸化的な表層水中に高い活性を持つメタン生成アー

キアが存在することを示した。 

さらに、微量炭素・窒素・硫黄の同位体組成の測定法について、小惑

次期中長期計画への発展可能性等も見据え、研究者等

個人の自由な発想に基づく新規研究の実施も適宜進め

ることとしている。 

令和３年度までの期間においては、文部科学省が発

行する学習資料「一家に１枚 海」の監修を行い、全国

の小中学校等への配布を通じて海が持つ多様な世界や

関連する研究開発を広く紹介したほか、文部科学省と

機構が連携して実施した「GIGA スクール特別講座～教

室から深海探査につながろう！～」において船上から

のライブ動画配信に協力する等、研究開発活動の魅力

を伝え将来の人材育成に資する活動を積極的に行っ

た。また、テレワーク実施を推進する等、新型コロナウ

イルスの感染拡大を防止しつつ研究開発の進捗を最大

限維持することに努めた。 
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星探査機「はやぶさ２」により小惑星リュウグウより持ち帰った試料に

応用した。「はやぶさ２」試料の解析においては、ガス試料中に含まれ

る水・アンモニアの超高感度同時検出手法の構築も行い、それを応用し

た。それらの結果、試料は小惑星全体の特徴を反映しており、既知の CI

コンドライト（最も原始的な隕石グループ）に非常に近い化学組成をも

つことを明らかにした。 

加えて、海水及び堆積物試料からのヘム B の高感度定量法及び化合

物レベルの炭素・窒素同位体分析法の確立、クロロフィルの同位体比分

析法改良による海洋におけるシアノバクテリアの貢献度推定法の確

立、メチオニンの窒素同位体比の測定法を応用した沿岸生態系におけ

る陸起源有機物の寄与の定量法の確立、極微量サンプルで炭素・酸素同

位体を分析する新しい「中赤外レーザー分光システム」の確立等を行っ

た。 

 

培養困難な種まで含む全ての単離微生物における炭素中央代謝及び

アミノ酸生合成経路の同定に適用可能なフュージョンマスを用い、超

高感度な安定同位体トレーサー代謝解析手法を確立した。これにより

従来のガスクロマトグラフ質量分析計を用いた同様の解析手法に比

べ、より少ない試料で更に高精度、高感度な微生物代謝解析を実施する

ことを可能とした。 

バイオマスナノファイバーを用いたナノバイオスクリーニング技術

について、新規創薬シーズ探索への応用を目指し民間企業・大学との３

者共同研究を開始したほか、多重エマルションを鋳型とする階層的な

内部構造を有するセルロースナノファイバー微粒子の生成にも成功し

た。クライオ走査電子顕微鏡を用いたイメージング技術をシーズとし

て民間企業と共同で制作した高分子基板の表面ナノ微細構造の観察像

による英国王立顕微鏡協会（RMS）Scientific Imaging Competition 

2021 の映像部門１位獲得等の成果を得た。 
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②海底資源の有効利用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フュージョンマスを活用した超高感度な代謝解析手法を用い、(超)

好熱アーキア、（超）好熱バクテリア等における炭素中央代謝経路や未

知アミノ酸生合成経路の探索を機構内外の研究者と連携し、進めてい

る。また、先端的なシーケンス手法を用いた海洋表層微生物群集のメタ

エピゲノム解析により、海洋微生物から新規 DNA メチル化酵素を多数

発見するとともに、海洋表層の微生物生態系において、DNA メチル化が

微生物の生理生態や進化に多大な影響を及ぼしている可能性を示し

た。 

環境ゲノム情報の有用性を実証するため、機構内外の研究者と連携

し、新規有用酵素の探索を進めているほか、独自に開発した RNA ウイル

スの網羅的検出手法である FLDS 法について、病原性ウイルスゲノム解

析への適用を進めるなど、ウイルス探索の有効性を実証するための研

究を機構内外の研究者と連携して進めた。また、これら分析技術のシー

ズに対するニーズ調査も並行して実施した。 

 

内閣府戦略的イノベーション創造プログラム「次世代海洋資源調査

技術」で開発した物理探査技術について、複数の民間企業との共同研究

等を通じ産業利用の促進に向け改良・応用・展開を進めた。具体的には、

海洋電磁探査技術の天然ガス資源探鉱への応用に向けた共同研究にお

いて、ROV ウインチによる曳航体運用技術の確立、賦存量の推定精度向

上に向けた検出能力の検証等に取り組むとともに、受託研究として令

和２年度に実海域調査を行い、探査ターゲットに対して十分な精度を

持つデータを提供した。また、別の民間企業との共同研究において鉛直

電極配置型の電気探査システムの構築を行うとともにデータ取得・処

理法等の技術移転を行い、さらに他の民間企業との共同研究において

電気探査による浅海域での地盤構造の把握に向けた研究開発を開始し

た。 

AUV を用いた探査技術開発として、２機の AUV を用いた熱水鉱床域に

おける比抵抗及び自然電位異常のデータ取得を行い、既知のデータと

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中部沖縄トラフ海域の試料を用いた海底熱水鉱床の

解析による成果は、同海域における海底熱水鉱床の生

成メカニズム解明に資する重要なものであり、科学的

意義は大きい。中長期計画を上回る成果と評価できる。 

物理探査技術の研究開発に関しては、民間企業との共

同研究を通じ海洋資源の利用促進に向けた取組を積極

的に推進した。海洋電磁探査については天然ガス資源

への応用を進めており、鉛直型電気探査や浅海域での

電気探査といった複数の探査手法においても連携・技

術移転に取り組んでいる。中長期計画を上回る顕著な

成果であると評価できる。 

年度計画を部署毎、さらには研究者等個人毎の目標・

計画まで落とし込むことで、適切に年度計画が実行さ

れるようにマネジメントしている。また、その上で、次
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の比較検証を実施したほか、「うらしま」を用いた伊豆小笠原海域にお

ける海底熱水鉱床の自然電位異常の検知・マッピングに関する検証を

行い、より高精度・広範囲な海底資源調査を可能とする技術開発を進め

た。 

そのほか、CCS 漏洩モニタリングにも応用が可能な、鉱床域での環境

影響評価に関する自然電位・比抵抗の長期モニタリング技術の開発や、

深海底におけるセメント硬化体内部の圧力・ひずみの連続計測手法の

構築、独自に構築した地理情報システム（GIS）データベースを用いた

航海採取データの管理・可視化、海底地形の自動空間解析機能による微

細地形の可視化及び船舶と探査機位置のデジタル 3 次元空間上でのリ

アルタイムプロットによる測位の可視化等を行った。 

海洋資源の産業利用の促進に向けた科学的知見、データ等の提供に

関しては、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構による沖縄ト

ラフ海域の調査に対し熱水鉱床の兆候に関する知見を提供したほか、

同機関との勉強会開催、ワーキンググループ参加等を行った。 

 

海底資源の成因プロセスの解明及び有望海域の推定に向け、海底熱

水鉱床、鉄マンガン酸化物及びレアアース泥を対象とした研究開発を

進めた。 

具体的には、海底熱水鉱床の生成に関し、中部沖縄トラフ海域の試料

を用いた解析から、微生物活動に由来する極端に低い硫黄同位体比組

成を示す黄鉄鉱を発見するとともに、鉱化作用の進行に伴う黄鉄鉱組

織と形状の変化と同時に硫黄同位体比組成が高まること、他の硫化鉱

物による置換が生じることを明らかにした。これらによって、海底熱水

鉱床の初期形成プロセスにおいて海底下の微生物活動が鉱床生成を誘

発・促進している可能性を示唆した。また、海底下の鉱化作用が既存の

軽石層を置換する形で進んでいることを明らかにすることにより、海

底熱水鉱床の生成メカニズムについて、同生説・後生説に関する長年の

論争の決着に資する重要な成果を得た。 

期中長期計画への発展可能性等も見据え、研究者等個

人の自由な発想に基づく新規研究の実施も適宜進める

こととしている。 

令和３年度までの期間においては、文部科学省が発

行する学習資料「一家に１枚 海」の監修を行い、全国

の小中学校等への配布を通じて海が持つ多様な世界や

関連する研究開発を広く紹介する等、研究開発活動の

魅力を伝え将来の人材育成に資する活動を積極的に行

った。また、テレワーク実施を推進する等、新型コロナ

ウイルスの感染拡大を防止しつつ研究開発の進捗を最

大限維持することに努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記に加え、海底熱水鉱床の生成プロセス解明に向けた研究開発で

は、海洋電気探査で得られたデータの解析によって海底熱水鉱床が海

底付近に加え海底下でも成長する「二階建て構造」の可視化に成功する

だけでなく、数値モデルの構築と熱水流動のシミュレーション、現場観

測結果との統合により、「二階建て構造」を構成する海底熱水鉱床の形

成メカニズムを解明した。 

大規模海底熱水鉱床の存否検証及び形成メカニズム解明のため、高

い鉱床ポテンシャルが指摘されている伊豆小笠原海域において深海潜

水調査船「よこすか」を用いた調査航海を令和３年度に実施し、火山フ

ロントから背弧凹地にかけての網羅的熱水ポテンシャル把握に向けた

データ取得を行うとともに、東北海洋生態系調査研究船「新青丸」を用

いて東青ヶ島海丘カルデラにおいて金の濃集機構の多角的な解明に向

けた調査航海を実施した。 

鉄マンガン酸化物の生成速度・レアメタル濃集プロセス解明のため、

福島沖の磐城海山で採取したマンガンクラスト試料のオスミウム同位

体比と元素組成の分析を行い、水深によってクラストの平均成長速度

が異なることを明らかにするとともに、クラストの主成分金属元素及

び微量金属元素の成長方向における変動は水深によって差があること

から、同一海山であっても堆積環境によって各元素の濃集度に差異が

生じ、それがクラストの成長速度変化に相関していることを示唆した。

また、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構より提供された試

料の同位体と化学組成の分析により、コバルトリッチクラストの成因

についての検証を進めた。そのほか、実海域における長期沈殿実験によ

り鉄マンガン酸化物の生成現場を捉えることに成功する等の成果を得

た。 

レアアース泥の成因・濃集機構の解明に向けた研究開発として、南鳥

島海域で採取された超高濃度レアアース泥（総レアアース濃度が 5,000 

ppm 以上のもの）を対象とした解析により、当該レアアース泥が生成さ

れた時期を明らかにするとともに、その生成メカニズムを提案した。ま
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た、レアアース泥の成因に係る比較研究として、陸上のアナログである

高知県安芸アンバー鉱床を対象に分析を行い、当該鉱床に含まれるレ

アアースの生成場所・生成時期に関する知見を獲得した。さらに、南鳥

島周辺のピストンコア試料を用いたレアアース泥の解析において海洋

隕石衝突イベントの証拠を検出し、衝突イベントに伴う隕石及び被衝

突物の溶融と冷却によって白金族元素の異常濃集が生じたことを確認

した。 

そのほか、物理・化学データの統合解析手法の開発、SIP 革新的深海

資源調査技術テーマ１課題「レアアース泥を含む海洋鉱物資源の賦存

量の調査・分析」の課題目標であるレアアース泥の概略資源量評価・資

源量三次元マッピングへの貢献等を進めた。 
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（３）海域で発生する地震及

び火山活動に関する研究開

発 

【評価軸】 

○海洋基本計画等に位置付

けられた政策上の課題へ対

応するための研究開発を、中

長期目標・中長期計画等に基

づき戦略的に推進し、科学的

意義の大きい成果が得られ

ているか。 

○得られた成果を国や関係

機関に提供し、地震発生帯の

長期評価等へ貢献している

か。 

○研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

ントは適切に図られている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：Ａ 

本項目に係る令和元年度から令和３年度計画に照ら

し、予定どおり、あるいは予定以上の成果が創出された

ことに加え、フローチャートにおけるアウトカムの一

部に到達したことなどを総合的に勘案した結果、自己

評価を「Ａ」とする。評価軸ごとの具体的な根拠につい

ては以下のとおり。 

 

【評価軸：海洋基本計画等に位置付けられた政策上の

課題へ対応するための研究開発を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的に推進し、国際水準に照らして

も科学的意義の大きい成果が得られているか。】 

 

＜フローチャートにおけるアウトプット「地震発生メ

カニズムの理解に資するデータと知見の蓄積」に該当

＞ 

多数の世界初の海底観測技術を統合して海底地殻変

動観測システムの開発、設置、展開を進めた。これらと

既設の孔内センサーにより南海トラフ地震発生帯浅部

の多様なゆっくりすべり活動を捉えることに成功し

た。 

海底ケーブル光ファイバーを使った DAS 観測技術の

実用化のため、長期連続観測を実施した。その結果、DAS

観測により初めて南海トラフ浅部低周波微動の観測に

成功した。また、海底地殻変動計測のための光ファイバ

ー観測装置を世界で初めて開発し海洋潮汐と同期した

海底歪変化をとらえた。 

ウェーブグライダーを用いて GNSS-音響測距結合方

式の自動・無人海底地殻変動観測を行うシステムを開

補助評定：Ａ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

・ 多数の世界初の海底観測技術を統合して、

海底地殻変動観測システムを開発し、ゆっ

くり滑り活動を観測するなどの顕著な成

果を上げたことは高く評価できる。 

・ 光ファイバーを使った DAS観測を用いて長

期連続観測を実現したことで、南海トラフ

浅部低周波微動の観測に成功し、また地下

構造解析や海洋潮汐成分の観測にも有効

であることを示すなど、光ファイバーセン

シングにより超広帯域観測が可能なこと

を示したことは顕著な成果と認められる。 

・ Wave glider による無人の GNSS-音響測位

技術を開発し、海底地殻変動観測の大幅な

効率化を可能としたことは今後の観測技

術の省人化、低コスト化、広域化及び安全

なデータ取得に道を開くものであり高く

評価できる。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策



 

40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発し、船舶を用いた観測と同様な精度でのデータ取得

に成功した。これらを用いて千島から日本海溝沿いで

の実用運用を行い、データ収録を進めた。 

南海地震震源域広域３D 探査及びデータ処理が終了

した。その結果からスロー地震活動を規定する沈み込

む海洋プレート構造を明らかにした。例えば、室戸岬沖

には、多数の小規模海山を伴う尾根状の高まりが沈み

込んでおり、スロー地震は小規模海山周辺に集中して

いることが分かった。 

南海トラフ全域において海域探査を陸上観測点で観

測した記録など多様な既存データを統合解析したこと

で、海陸境界部を含む南海トラフ地震発生帯の全体像

を３D で捉えることに成功した。 

南海掘削試料の物性計測、掘削データ解析及びモデ

リングを組み合わせた融合的アプローチにより、室戸

沖スロー地震発生域にパッチ状の高圧間隙水圧帯が複

数存在していることを初めて直接捉えた。また、紀伊半

島沖南海プレート境界上盤の歪蓄積域における岩石強

度と応力、水理特性、熱特性に関する物性状態を明らか

にした。 

東北沖地震震源域におけるアウターライズ震源断層

分布を明らかにし、それに基づく津波伝搬・浸水の評価

を行った。また、これまでの東北地方太平洋沖地震研究

成果を取りまとめインパクトファクターの高い国際誌

に総説論文として発表した。 

 

＜フローチャートにおけるアウトプット「プレート固

着の現状把握と推移予測に資するデータと知見の蓄

積」に該当＞ 

＞ 

・ 気象庁をはじめとした観測成果・データを

提供している提供先の意見、指摘、希望な

どのフィードバックを受け、より良い観測

技術・システムを作っていくことが期待さ

れる。 

・ 火山大国である日本において、機構の持つ

優れた調査技術を生かし、今後世界の火山

研究をリードするような成果を創出する

ことが期待される。 

 

＜その他事項＞ 

・ 地球深部探査船「ちきゅう」により南海ト

ラフで実施された SCORE 掘削によって得ら

れたタービダイトのコア試料は巨大地震

発生履歴を解明するうえで非常に重要で

あると考えられ、今後の研究進展が期待さ

れる。 
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上記の取組で高度化した海底での連続リアルタイム

地殻変動観測データを海底での広帯域地震観測データ

等と組み合わせて解析することにより、巨大地震震源

域の浅部延長における多様なゆっくり地震の詳細な時

空間変化を捉えるとともに、海洋変動との比較等も行

うことで新たな科学的知見を得た。 

プレート境界の固着すべりの現状把握において課題

となっているモデルや観測データの曖昧さに起因する

推定誤差を定量化する手法開発を進め、実データへの

適用の有効性や推移予測活用における有用性を示し

た。 

 

＜フローチャートにおけるアウトプット「火山活動の

予測研究に資するデータと知見の蓄積」に該当＞ 

活発な活動を続けた西之島、爆発的な噴火をした福

徳岡ノ場において、観測船、無人探査機、ウェーブグラ

イダー、ドローンなどを用いた機動的な観測、試料採

取、活動モニタリングを行い、噴火活動のデータを取得

するとともに、火山内部構造、爆発的噴火のメカニズム

を明らかにした。 

西之島では、ドローンによる空中磁気測量データを

データ駆動科学の手法スパースモデリングを活用して

解析し、1973 年の噴火時に固化したマグマ及び 2013 年

の噴火により磁化が失われた火口付近の構造を明らか

にした。 

福徳岡ノ場噴火では包括的核実験禁止条約機構の国

際監視システムのハイドロフォン・アレイがデータを

解析することにより、衛星画像や空振計の観測の約 20

分前から海底での火山活動が開始していたことを明ら
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かにした。 

 

【評価軸：得られた成果を国や関係機関に提供し、地震

発生帯の長期評価等へ貢献しているか。】 

 

＜フローチャートにおけるアウトカム「地震発生帯の

現状把握・長期評価、および火山活動評価への貢献」に

該当＞ 

開発したセンサーと既存孔内観測装置で観測された

南海トラフスロー地震活動に関連するデータを即時把

握・解析し、地震調査研究推進本部の地震調査委員会や

気象庁の南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会に

随時報告するとともに、特異な特徴に関してはタイム

リーに情報提供を行った。 

ウェーブグライダーを用いて千島から日本海溝沿い

で海底地殻変動データ収録を進め、得られたデータ・成

果を定期的に地震調査委員会へ報告する体制を整備

し、報告した。 

南海トラフ、日本海東縁、日本海溝、南西諸島での地

下構造情報、断層情報を地震調査研究推進本部に提供

し、長期評価、津波評価に活用された。 

西之島、福徳岡ノ場の噴火に関する、噴火活動、噴火

メカニズム、噴火履歴のデータと知見を火山噴火予知

連絡会に提供し、火山活動評価に活用された。 

 

＜フローチャートにおけるアウトカム「地震発生帯の

現状把握・長期評価、および火山活動評価への貢献」及

び「防災・減災への貢献」に該当＞ 

即時津波予測システムへ津波瓦礫予測を実装し、そ
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① 海域観測による地震発生

帯の実態把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海底に海底着座型ボーリングマシン（BMS）を用いて掘削した孔に傾

斜計を設置・DONET に接続することで、海底地殻変動観測を連続・リア

ルタイムで観測することのできるシステム開発と評価を行った。平成

30 年度に設置した６ｍ孔内への孔内傾斜計の設置に引き続き、BMS の

改造による大口径孔の掘削、高い感度と安定性のレーザー光干渉式傾

斜計の開発、掘削直後の孔内への探査機によるモルタル打設と機器降

下設置、100m 長の孔内機器-DONET 接続等、多数の世界初の海底観測技

術を統合することによって、令和３年２月には、海底下 20m 孔内への孔

内傾斜計の設置と DONET への接続に成功し、実海域観測評価を開始し、

これまでの海底観測では得られなかった低ノイズの観測が実施できる

の現地適用を行った。また、社会実装を検討・促進する

ために、機構、防災科学技術研究所、大学、地方公共団

体で南海トラフ地震・津波災害対策への活用に関する

連携協定を締結した。 

 

【評価軸：研究開発成果を最大化するための研究開発

マネジメントは適切に図られているか。】 

本課題で開発した手法、取得したデータ及び構築し

たモデルを「数値解析リポジトリ」と「四次元仮想地球」

に統合していくために、機構内共同研究体制を構築し

ている。また、防災科学技術研究所と地震・津波防災に

資する調査観測・研究等について包括的に連携協力を

推進し、その成果の利活用による社会実装を目指すな

ど、機構内外の連携を強化した。 

研究の加速のため、令和３年度も新たな大学・研究機

関、防災担当機関等との連携に向けた協議や共同研究

を開始するとともに、外部資金プロジェクトの活用を

進めた。 

 

本項目に係る年度計画に照らし、予定どおり、あるい

は予定以上の成果が創出されたことに加え、フローチ

ャートにおけるアウトカムの一部に到達したことと評

価する。 

 

＜技術開発＞ 

【評価軸：海洋基本計画等に位置付けられた政策上の

課題へ対応するための研究開発を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的に推進し、科学的意義の大きい

成果が得られているか。】 
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ことを示した。また、設置した孔内傾斜計では、令和２年 12 月に設置

した傾斜計付近で始まった「浅部ゆっくりすべり」の検出に成功し、深

部孔内データと合わせて断層すべりモデル評価を行って浅部プレート

境界でのすべりであることを示し、地震調査委員会・気象庁南海トラフ

地震評価検討会・地震予知連絡会へ報告した。なお、傾斜計の変動が捉

えられた最初の期間は、孔内データを含む他の地殻変動や微動活動が

始まる前であり、傾斜計の検知能力の高さを実証するとともに、浅部ゆ

っくり地震の物理にとっても重要な知見を与えると期待される。 

DONET 水圧計を現場で高精度に繰り返し較正することによって、水圧

計データに含まれるドリフト成分を除去し、水圧計を使って海底の高

精度な海底上下地殻変動観測が行うための、現場水圧較正技術の開発

と DONET の多点の水圧計の繰り返し較正と、長期的な海底上下地殻変

動量の評価を実施した。水圧計の高精度な現場校正技術に必要な基本

的技術について、実験室での評価（Machida et al., JGR, 2020）を経

て、実海域実証試験を行い、１cm 未満の精度での現場水圧計較正が可

能であることを実証した。そのうえで、DONET 水圧計の現場較正を 1B-

08、1B-05、1D-15、2C-10、2C-11 の計５点で実施し、水圧計による長期

的な海底水準変動評価を進めた。ここから、水圧計で得られた海底水準

変動率が近傍の GNSS-音響測距結合方式観測による長期的な変動率と

整合的な結果が得られることが確認された。このことによって、水圧計

によって高信頼の海底水準変動評価がリアルタイムに実施できること

を実証した。 

海底の光ファイバーの伸縮を観測する光ファイバー歪計の開発を行

い、ＤＯＮＥＴに接続することによって、海底の歪の３年にわたる連続

観測を行っている。観測からゆっくり地震やゆっくり滑りを検出しう

ることを示すとともに、光ファイバー歪観測品質を高めるための取組

を進めた。 

 

海底ケーブル光ファイバーを使った光ファイバーセンシングの評

海底地殻変動の連続・リアルタイム観測を実現する

ための技術開発において、１cm 未満の精度の現場水圧

較正技術による水圧計を用いた上下水準変動観測等、

多数の世界初の取組を統合することで実現した、従来

に比べて桁違いに低いノイズレベルの海底傾斜の観

測、海底に展張した光ファイバー歪計測をいずれも高

い次元で実現したことは、南海トラフ震源域全域への

海底地殻変動リアルタイム観測の広域展開実現という

本課題の目標に大きく前進した成果と言える。また、令

和２年 12 月からのゆっくり滑りの観測では、海底傾斜

計によって低周波微動が始まる前に発生したゆっくり

した地殻変動が捉えられており、海底地殻変動観測リ

アルタイム観測点を広域・多点で展開することの重要

性を実証しただけでなく、浅部ゆっくり地震の物理を

理解する上で貴重な知見を与えるものである。 

ウェーブグライダーによる多点自動観測システムの

実証とウェーブグライダー搭載の多項目センサーによ

る観測により、これまで船舶の使用が不可欠で時間・

人・経費のいずれもコストの掛かる GNSS-音響測距結合

方式の海底地殻変動観測のコストを全ての面で大幅に

削減するとともに、精度の更なる向上を可能としてい

る。これにより、観測頻度を上げ、時間分解能と推定精

度の向上した観測が展開されており、海底ケーブルで

地殻変動観測のできない日本海溝や千島海溝などの海

域で、プレート境界浅部（海溝軸近傍）を含む固着・す

べりの時間変化の検出が大いに期待できる。 

また、地震・津波等の被害が出ていない段階で、大地

震につながる先行過程を直上で観測できる可能性があ

るということで令和２年度に緊急観測を実施したこと
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価・展開を、機構の室戸沖海底ケーブルを中心として、豊橋沖、初島沖

ケーブルで実施するとともに、地方公共団体（鹿児島県三島村）や事業

者（電源開発株式会社,鉄道総合技術研究所）と連携、各地域の海底ケ

ーブルや陸上ケーブルを用いた DAS 観測を実施し、各地域の地震発生

の状況把握等に活用した。特に、室戸沖海底ケーブルでは、長期連続観

測を実施するとともに、長周期・短周期の観測ノイズを減少させるため

の超安定レーザー光源を導入し、観測装置の能力を向上させた。その結

果、令和４年１月及び３月に室戸沖で発生した浅部低周波微動の稠密

観測に初めて成功した。 

また、DAS 観測データの解析を進め、論文（Matsumoto et al., 2021, 

Sci. Rep. ; Ide, Araki, Matsumoto, 2021, EPS、 Tonegawa et al., 

GRL, 2022）などにより成果を公表した。これらについては、地震観測

だけでなく、海底での攪拌過程など海洋の稠密な観測に DAS が有益で

あることを見出したもので、他分野へも波及する科学的に重要な成果

である。そのほかにも、光ファイバーセンシングで観測される雑微動を

用いた地下構造の解析を実証し、地下の構造連続モニタリングに道を

開く重要な成果も得られた。 

さらに、令和３年度には、新しく海底地殻変動計測に適用可能な光フ

ァイバー観測装置の開発を行い、室戸沖海底ケーブルでの試験を実施、

80km の距離まで光ファイバー歪を良好に観測できることを確認した。

また、無人探査機によって自在に海底展開可能な海底光ファイバーセ

ンシングケーブルの開発を実施した。これらは当初計画にはない新技

術の開発であるが、海域での光ファイバーを使った海底地震・地殻変動

のリアルタイムモニタリングの実現に道を付ける特筆すべき成果であ

る。 

ウェーブグライダーを用いて GNSS-音響測距結合方式の自動・無人海

底地殻変動観測を行うシステムを開発し、船舶を用いた観測とほぼ同

程度のばらつきでの海底局位置推定が可能であることを示した。その

後、千島〜日本海溝沿いでの実用運用を行いデータ収録を進め、得られ

は、地震発生予測のコミュニティにとって大きなパラ

ダイム・シフトであった。 

海底光ファイバーケーブルを用いた光ファイバーセ

ンシングでは、南海トラフを横断する室戸沖ケーブル

での高感度化されたＤＡＳ観測装置による長期連続観

測が開始され、それによって、南海トラフで発生する浅

部低周波微動が稠密観測されている。また、ＤＡＳ観測

記録の解析により、海底で発生する、より長周期の海洋

変動要因の変化を見出だすとともに、海底地殻変動の

ようなゆっくりとした変動観測に適した新たな観測装

置の開発がなされ、その結果、80km 先までの歪変動計

測が実施できており、海底ケーブルを用いた広域の地

殻変動観測というアウトカムの創出に至っている。 

 

【評価軸：得られた成果を国や関係機関に提供し、地震

発生帯の長期評価等へ貢献しているか。】 

令和２年12月から南海トラフで発生したゆっくり滑

りは、孔内観測点の他、開発した海底傾斜計で観測さ

れ、解析の結果を 地震調査委員会、気象庁南海トラフ

地震検討会に報告し、国の南海トラフ地震発生評価に

活用された。 

日本海溝北部で群発的に発生した地震を受けて実施

したウェーブグライダーを用いた海底地殻変動観測で

は、取得したデータを準リアルタイムに解析し、その成

果を迅速に地震調査委員会に報告し、日本海溝の地震

活動評価に活用された。 

DAS 等の光ファイバーセンシングの最先端技術開発

の成果は、民間企業等のニーズと合致し、共同研究の開

始や課題拡大につながった。 
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たデータ・成果を定期的に地震調査委員会へ報告する体制を整備した。 

これは、当初計画を優位に超え、アウトカムに直結する成果である。こ

れに加えて、機構船舶を用いて GNSS-音響測距結合方式の海底地殻変動

観測を行うための態勢を整備して、海底地震観測・地殻構造探査などの

航海の海況不良時等に海底地殻変動観測を実施できるようにしたこと

で、観測頻度を上げることができた。東北地方太平洋沖地震の余効変動

場の時間変化を把握し、プレート境界浅部（海溝軸近傍）での固着・す

べりの時間変化の検出が可能になった。今後、地震調査研究推進本部の

長期評価等への成果の活用や、準リアルタイムでのデータ伝送及び海

底局位置解析の高度化による緊急観測への貢献、気象・海象センサーを

追加して得られるデータによる海底地殻変動検出精度の向上などが期

待できる。 

 

熊野灘における既存 MCS データを再解析、解釈し、スロー地震活動を

規定する構造要因やプロトスラスト帯の発達などについて成果を取り

まとめ、多数の論文を発表した（Shiraiehi et al., 2019, G3; 

Shiraishi et al., 2019, JPG; Shiraishi et al., 2019, Geophys. 

Prospecting; Wu et al., 2019, Tectonophysics; Shiraishi et al., 

2020, EPS; Tiley et al., 2021, Geosphere）。また、掘削時の船舶ノ

イズを活用して地震断層の反射強度の時間変化を捉えることに成功

し、スロー地震活動と流体の関係性などの議論に資する成果を発表し

た（Tonegawa et al., 2021, EPS）。 

1946 年南海地震の震源域（潮岬沖から足摺岬）とその周辺部におい

て、プレート境界断層の複雑な形状や物性などを三次元的に捉えるた

めの大規模な反射法構造探査を実施し、従来の南海トラフ・広域プレー

ト境界断層モデルよりも一桁程度高い解像度でプレート境界断層形状

の複雑さを把握することに成功した。その結果、小規模海山（直径 10

㎞程度）が多数分布する尾根状の高まりとスロー地震活動分布は良く

相関していることが確認でき、沈み込む海洋プレートの形状不均質性

 

【評価軸：研究開発成果を最大化するための研究開発

マネジメントは適切に図られているか。】 

防災科学技術研究所との包括連携協定を結び、その

元で DONET 高度化と N-net 拡張部の開発を進めるため

のワーキンググループを立ち上げ、今後の研究開発を

協力して進める体制を構築した。 

科研費基盤 S「巨大地震の裏側～巨大化させないメカ

ニズム」（令和４年度までの５年間）等の外部資金を獲

得して実施している。 

また、海上保安庁海洋情報部との包括連携協定の元

で結ばれている「海底地殻変動の観測・解析技術の高度

化に関する共同研究」により、海底地殻変動観測データ

の交換やデータ解析の高度化や気象学的応用に関する

共同研究を進めているほか、東北大学との「千島・日本

海溝海域での地殻変動・地震共同観測」により、同海域

での海底地殻変動・地震観測を共同で推進している。 

 

＜調査観測＞ 

【評価軸：海洋基本計画等に位置付けられた政策上の

課題へ対応するための研究開発を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的に推進し、科学的意義の大きい

成果が得られているか。】 

巨大地震の発生が危惧されている南海トラフでは、

プレート境界地震断層を高解像度で三次元的に捉える

ことに成功し、プレート地震断層の固着・すべりを規定

する構造要因などの把握につながった。南海トラフ域

の掘削試料等を使った研究により、プレート境界部に

高圧間隙流体がパッチ状に分布するなどスロー地震発
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がプレート境界地震発生様式と良い相関を示すことが明らかになっ

た。ＯＢＳ探査結果からも熊野灘と紀伊水道の比較によって同様な相

関を確認した（Qin et al., 2020, GRL）。これらプレート境界断層の

複雑な形状の一因はフィリピン海プレートの拡大軸付近の過去の断層

の再活動によるものであるとの解釈を誌上発表した（Kimura et al., 

2021, Island Arc）。また、南海トラフ域における過去 20 年にわたる

海域構造探査データやそれを陸上観測点で受信したデータをコンパイ

ルして作成したビッグデータを活用することで、陸域も含めた南海ト

ラフ地震発生帯の広域な三次元構造モデルを構築した（Arnulf et al., 

2022, Nat. Geo.）。これらの結果は、南海トラフ三次元構造モデルの高

度化、プレート固着・すべりのリアルタイムモニタリングや推移予測の

高度化に不可欠な貢献をするものと期待される。 

南海トラフ西端部の日向灘や南西諸島海域では、沈み込み帯の実態

把握を目指した構造探査観測を新たに実施しデータ解析を進めるとと

もに、既存データを活用した地震活動研究や地下構造モデル研究も進

め、成果をとりまとめて論文発表した（Tonegawa et al., 2020, GJI; 

Yamamoto et al., 2020, EPSL; Arai et al., 2021, EPS; Takahashi 

et al., 2022, GJI）。 

海山沈み込みや多様なスロー地震が発生するなど南海トラフと共通

な特徴を示すニュージーランドヒクランギ沈み込み帯における国際共

同研究を進め、海山沈み込みとスロー地震の関連性や上盤構造の性質

とプレート境界断層の固着・すべりの相関などを明らかにした（Gase et 

al., 2019, GRL; Arai et al., 2020, JGR; Gase et al., 2021, JGR; 

Bassett et al., 2022, GRL）。これらの結果は、南海トラフにおける

研究成果と合わせることで、地震発生様式の多様性を規定する要因把

握研究の高度化に資するものである。 

2011 年東日本太平洋沖地震後に実施してきた地震構造探査や地震観

測の成果を取りまとめ、東日本太平洋沖地震時の巨大すべり域の実態

やその広がりを規定していた構造要因や（Fujie et al., 2020, 

生場の実態理解に資する成果を得た。また、大きな被害

をもたらした 2011 年東北地方太平洋沖地震について

も、巨大すべり域の北限付近の実態や巨大すべりを食

い止めた構造要因について明らかにしたほか、発生が

危惧されているアウターライズ地震津波のハザード評

価も進めた。また、これらの成果を取りまとめ、著名な

国際誌に２本の総説論文を発表した。米国、ニュージー

ランドなどと国際共同研究も積極的に進め、ビッグデ

ータを活用した南海トラフ海陸統合３D 地下構造モデ

ル構築研究や、ヒクランギにおける海山沈み込みとス

ロー地震の関係などを明らかにした。 

 

【評価軸：得られた成果を国や関係機関に提供し、地震

発生帯の長期評価等へ貢献しているか。】 

南海トラフから南西諸島にかけての沈み込むプレー

ト形状モデルを地震調査研究推進本部の海溝型分科会

に報告し、このモデルは長期評価報告書「日向灘及び南

西諸島海溝周辺の地震活動の長期評価（第二版）」に基

盤モデルとして採用されたほか、日本海溝アウターラ

イズ地震津波のハザード評価について地震調査研究推

進本部の津波部会で報告した。また、地震調査研究推進

本部の海域断層モデル検討委員会などで海域断層情報

DB に基づく南西諸島域の断層分布等についても報告す

るなど、地震発生帯の長期評価等へ貢献している。 

 

【評価軸：研究開発成果を最大化するための研究開発

マネジメントは適切に図られているか。】 

機構の中長期計画に基づき、部門、センター、グルー

プの中長期計画を立案し、それに沿って各年度、各個人
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Geology; Nakamura et al., 2020, Sci. Rep.）、アウターライズ地震

活動や断層の実態について誌上発表した（Obana et al., 2019, GJI; 

Obana et al., 2021, GJI; Park et al., 2021, Sci. Rep.）。また、

東北地方太平洋沖地震後に地震津波の発生確率の高まりが指摘されて

いる日本海溝アウターライズ巨大地震断層分布を明らかにし、アウタ

ーライズ地震津波ハザード評価を行いデータベース化した(Baba et 

al., 2020, JGR; Baba et al., 2021, Sci. Rep.)。さらに、過年度の

成果も含めて、10 年にわたる地震探査・観測研究成果をとりまとめ、

著名な国際誌に２本のレビュー論文としても発表した（Kodaira et 

al., 2020, Ann. Rev. Earth and Planetary Sciences; Kodaira et 

al., 2021, Science）。加えて、2011 年東北地方太平洋沖地震前後の差

分海底地形を不確定性まで考慮して解析した結果、北緯 39.5 度付近で

も数メートルの上下動変位を伴うすべりが生じていた可能性を示した

（Fujiwara et al., 2021, Frontier Earth Sci.）。 

南海トラフ熊野灘や室戸岬沖における掘削試料・データを活用する

ことで、スロー地震発生域のプレート境界付近には高間隙水圧帯がパ

ッチ状に分布していることや、間隙水圧の上昇がスロー地震を惹起す

ることなどを明らかにした（Okazaki et al., 2020, JGR; Hirose et 

al., 2021, JGR; Bedford et al., 2021, EPSL）。 

 

主に日本海溝、南海トラフにおける長期間の地震発生履歴が記録さ

れた堆積層からの試料採取に取り組んだ。南海トラフにおいては長期

記録を得るために地球深部探査船「ちきゅう」を利用したことで良好な

試料が採取でき、年代解析を進めた。日本海溝においては大水深で採取

が可能な海底広域研究船「かいめい」を利用した IODP プロジェクトと

して複数の長尺試料を採取した。既存試料を用い、地震に誘発されたタ

ービダイトの年代を地磁気記録を利用して解析できる事を確かめた

（Kanamatsu et al., 2021Marine Geology）。 

 

の研究計画を推進することで、調査実施から成果の創

出まで、多人数で数年間を要する大規模研究テーマに

ついてもほぼ計画通りに進められている。また、基盤研

究（S）や新学術領域科研費などの大型科研費を獲得す

ることで、調査を大規模・稠密化するなど研究成果の最

大化、高速化を図っている。 
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②地震・津波の発生過程の理

解とその予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南海トラフの孔内観測点３点に加え、本中長期計画中に海底傾斜計

１点、海底光ファイバー歪計１点の海底設置と DONET 接続を行い、海底

地殻変動のリアルタイム計測を開始し、継続的な観測を行っている。孔

内観測点３点による観測結果の国への定期的な報告を継続するととも

に、浅部ゆっくり滑り等が発生した場合には、海底傾斜計・海底光ファ

イバー歪計等の観測結果を含め国に報告できるよう観測態勢が維持強

化された。令和２年 12 月から令和３年１月に熊野灘における大規模な

ゆっくり滑り発生時には、孔内観測点に加え、新たに設置した海底傾斜

計のデータを合わせ、ゆっくり滑りの規模と滑り分布・時間変動につい

て分析を行い、地震調査委員会等に報告を実施している。 

ウェーブグライダー及び機構船舶を用いて得られた海底地殻変動観

測データの解析結果を定期的に地震調査委員会へ報告し、東北地方太

平洋沖地震の余効変動の評価に貢献した。 

アウターライズ地震断層マッピング結果及び津波浸水ハザード評価

結果を地震調査研究推進本部の津波評価部会に報告した。 

 

既存広域 2D 調査に基づく３次元 P波速度構造モデルをマルチパラメ

ータ化し、３次元地下構造モデル(ver.1)を構築するとともに、中長期

計画後半の先取りで今後のモデル構築・持続的改善の枠組み（データ仕

様や共有方法等）について問題を整理・検討し、国の委員会（地震調査

研究推進本部強震動評価部会及び地下構造モデル検討分科会）におい

て提言した。 

全国一次地下構造モデル（既存３D モデル）での地表変形のグリーン

関数ライブラリを構築した（Hori et al., 2021）。情報セキュリティイ

ンシデント等の影響によってウェブサイト上での公開が遅れている

が、公開後に国内外の研究者によって、プレート境界でのすべり・固着

分布の推定に活用されることが期待できる。 

 

変位速度場の空間勾配に基づいてプレート境界での固着状態の時空

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項目に係る年度計画に照らし、予定どおり、あるい

は予定以上の成果が創出されたことに加え、フローチ

ャートにおけるアウトカムの一部に到達したと評価す

る。 

 

【評価軸：海洋基本計画等に位置付けられた政策上の

課題へ対応するための研究開発を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的に推進し、科学的意義の大きい

成果が得られているか。】 

中長期計画で高度化した海底での連続リアルタイム

地殻変動観測データを海底での広帯域地震観測データ

等と組み合わせて解析することにより、巨大地震震源

域の浅部延長における多様なゆっくり地震の詳細な時
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間変化を自動モニタリングするシステムを構築し（Iinuma, 2018）、国

土地理院が運用を開始した。地震時・地震後のすべり分布と粘性緩和に

よる変位とを同時推定する手法や、固着・すべり分布の不確かさを含め

て推定する手法を開発して実データへの適用を行った。今後、構築した

グリーン関数ライブラリや解析システムを用いたプレート固着・すべ

りの現状評価のため地殻変動データ解析が行われることが期待され

る。また、プレート間の固着・すべり状態の現状把握を、モデル誤差や

観測誤差等の種々の要因による不確かさも含めて正確に把握すること

が可能になると期待できる。 

長期孔内観測装置や DONET で観測されたスロー地震活動に関連する

データを即時把握・解析し、浅部超低周波地震やスロースリップイベン

トの特性についての新たな知見を論文発表するとともに、地震調査研

究推進本部の地震調査委員会や気象庁の南海トラフ沿いの地震に関す

る評価検討会に即時的に報告する体制を整備した。 

 

南海トラフ沖を対象とした海底地すべりによる津波の影響につい

て、既存の海底地すべり痕情報に基づいて調査した。全ての海底地すべ

りが有意な津波を励起するわけではなく､陸棚斜面での海底地すべり

による津波は有意な高さとなって沿岸に到達することを定量的に示し

た（今井・他，地震学会 2021）。即時津波予測システムへの実装を目指

して津波瓦礫評価手法を構築した。沿岸部で甚大な津波被害となる場

合、津波瓦礫は浸水境界で多く堆積することを明らかにした（Imai et 

al., 2022）。 

 

国土地理院が運用を開始した、変位速度場の空間勾配に基づいてプ

レート境界での固着状態の時空間変化を自動モニタリングするシステ

ムによるデータ解析結果については、第 229 回地震予知連絡会（令和２

年 11 月 26 日）に資料提出がなされ、以後定例事項として毎回報告さ

れている。 

空間変化を捉えるとともに、海洋変動との比較等も行

うことで新たな科学的知見を得た。また、プレート境界

の固着すべりの現状把握において課題となっているモ

デルや観測データの曖昧さに起因する推定誤差を定量

化する手法開発を進め、実データへの適用の有効性や

推移予測活用における有用性を示した。 

 

【評価軸：得られた成果を国や関係機関に提供し、地震

発生帯の長期評価等へ貢献しているか。】 

長期評価や地震調査委員会での現状把握において基

礎となる３次元地下構造モデル(ver.１)を構築すると

ともに、今後の海陸統合モデルの構築とその持続的改

善の枠組みについて問題を整理・検討し、国の委員会

（地震調査研究推進本部強震動評価部会及び地下構造

モデル検討分科会）で提言した。 

南海トラフ巨大地震震源域の浅部延長におけるゆっ

くり地震活動を、気象庁南海トラフ地震検討会と地震

調査委員会に、毎月報告するとともに、陸域で変化が捉

えられる前に、海域データでゆっくり地震活動の発生

開始を捉えて気象庁に報告した。 

「数値解析リポジトリ」と「四次元仮想地球」の重要

な柱の１つであるサイト地震動評価と富岳加速プログ

ラムで、国が行う長周期地震動評価のツールを「地球シ

ミュレータ」にも実装し、チュートリアルを受けた企業

の担当者が現実的な地下構造モデルでの長周期地震動

計算を実施し、学会発表等を行った。 

 

【評価軸：研究開発成果を最大化するための研究開発

マネジメントは適切に図られているか。】 
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令和２年３月以降４回のスロースリップについて、気象庁南海トラ

フ地震評価検討会に速報解析や毎月の定例会で報告し、活動監視の評

価資料として活用された。 

各地方公共団体に実装してきた即時津波予測システムの総括を行

い､今後の課題について言及するとともに（Takahashi & Imai, 2022）､

試験的に津波漂流物の流動状況を尾鷲市の予測システムに実装し，そ

の成果を地方公共団体に提供した。即時津波予測システムの実利用に

向けた活用手法を検討・促進するために、機構、防災科学技術研究所、

大学、地方公共団体で南海トラフ地震・津波災害対策への活用に関する

連携協定を締結するとともに、更なる活用のための地方公共団体等と

の議論が、「防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト」

の情報発信検討会で実施された。 

「防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト」におい

て開発が進められている自動震源決定システムや通常と異なる地震活

動の検出と情報発信するためのシステム、固着・すべりの時空間変化と

地震時すべりの即時推定の手法及び情報発信システム、さらには「富岳

成果創出加速プログラム」で開発が進められている長周期地震動評価

計算に、本課題で構築した三次元地震発生帯地下構造モデルが活用さ

れる体制を整備した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本課題の実施には、文部科学省受託研究「防災対策に

資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト」（令和２

年度から５年間）、文部科学省補助金事業「富岳」成果

創出加速プログラム「大規模数値シミュレーションに

よる地震発生から地震動・地盤増幅評価までの統合的

予測システムの構築とその社会実装」（令和２年度から

３年間）、科研費基盤 S「震災軽減のためのヘテロ解析

による地殻イメージング手法の開発とその適用」（令和

４年度まで５年間）等の外部資金を獲得して実施して

いる。また、「富岳」プロジェクトの計算機科学・計算

科学的成果を科学的成果につなげるため、令和３年度

から採択された科研費学術変革領域研究（A）における

研究領域提案（Slow-to-Fast 地震学）のモデル・予測

班、総括班に加わった。 

さらに、「防災対策に資する南海トラフ地震調査研究

プロジェクト」には、本課題の中心となるプレート境界

の固着・すべりの解析手法の開発成果が国土地理院の

リアルタイム解析システムREGARD等に実装される研究

開発体制も含まれている。 

加えて、防災科学技術研究所との包括連携協定を結

び、そのもとで、国だけでなく地域・企業等の防災に貢

献することを目的として、陸海統合地震観測網のデー

タや地殻構造・地殻変動の調査・探査データをはじめと

した調査観測データの利活用による推移予測等の研究

開発と社会実装、これらに必要な調査観測のニーズを

踏まえた技術開発を共同で実施するためのタスクフォ

ースを令和２年度に立ち上げ、両機関がこれまで以上

に密に協力して研究開発を進める体制で、共同研究を

進めている。 
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③火山及び地球変動要因と

しての地球内部活動の状況

把握と変動予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウェーブグライダーによる海域火山活動観測装置の試験運用に成功

し、マーメイドによる西之島火山活動データの収集を開始した。 

包括的核実験禁止条約機構の国際監視システムのハイドロフォンアレ

イ観測点を利用した海底火山活動の検出に成功し、海域における常時

監視システム実現への大きな成果となった。(Metz, 2022, AST) 

西之島でドローンによる遠隔無人空中磁気測量に成功し、最新のデ

ータ駆動科学を活用して、ドローンデータから西之島地下の磁化構造

を明らかにし(Tada et al., 2021, EPS)、その成果は高く評価され、

学会誌においてプレスリリースされた。 

 

鬼界海底カルデラで過去に起きた破局噴火と現在まで続く火山活動

の履歴と実態解明を目指し、地質・岩石・地球化学的アプローチと地震・

地球物理学的アプローチを連携させた統合観測を実施した。その結果、

過去の２回の破局的大噴火（９万 5,000 年前と 7,300 年前）を引き起

こしたマグマ活動の実態が解明され、現在は、次の破局的大噴火にいた

る準備過程が進行していることが明らかになった。 

また、鬼界海底カルデラ周辺の既存海底ケーブルを用いた DAS の試

験観測を行い、カルデラ内部に気象庁の震源カタログに無いマグニチ

ュード１から２の地震の検出に成功し、海底火山活動のリアルタイム

モニタリングの実現に向けた大きな成果が得られた。 

 

令和２年の西之島の大規模火山噴火に対して、機動的観測を実現し、

西之島の周辺海底で溶岩や火山灰の採取に成功した。その化学組成デ

ータから西之島における令和２年の爆発的噴火は黒色の玄武岩〜玄武

岩質安山岩マグマと白色のデイサイトマグマを交互に噴出したバイモ

ーダルな火山活動であったことを明らかにした。また、今回の平成 25

年以降の西之島噴火活動に関する調査研究の成果として、内部のマグ

マの進化モデルや現在の活動モデルを提案した。(Maeno et al., 2021, 

 

本項目に係る年度計画に照らし、予定どおり、あるいは

予定以上の成果が創出されたことに加え、フローチャ

ートにおけるアウトカムの一部に到達したと評価す

る。 

 

【評価軸：海洋基本計画等に位置付けられた政策上の

課題へ対応するための研究開発を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的に推進し、科学的意義の大きい

成果が得られているか。】 

中長期計画を予定通りに進めるとともに個人の自由

な発想による研究や他の機関との共同研究を奨励する

ことにより、これまで決着がつけられなかった地球最

大の火成活動によるオントンジャワ海台の成因仮説に

ついての有力な証拠の発見、世界にも類のない火山灰

の系統的データベース及びそのデータを活用した最新

のデータ駆動科学手法による火山灰給源システムの構

築、西之島におけるドローンを活用した磁気構造探査

や海底サンプルの解析による爆発的噴火メカニズムの

解明、福徳岡ノ場に関する水中音波観測の成功や軽石

分析による噴火メカニズムの理解において大きな科学

的成果が生まれた。 

 

【評価軸：得られた成果を国や関係機関に提供し、地震

発生帯の長期評価等へ貢献しているか。】 

西之島と福徳岡ノ場について火山噴火予知連絡会へ

数多くの報告をおこない、その活動が評価されて機構

研究者が評価検討会のメンバーになり、国への直接的

な知見の提供ができる体制を整えた。 
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FES) 

令和３年の福徳岡ノ場の海底火山噴火において大量の軽石が噴出・漂

流したことを受けて、機動的調査として軽石の採取・分析を行った。そ

の成果として、福徳岡ノ場火山が爆発的な噴火に至ったメカニズムが

明らかになり(Yoshida et al., 2022, Island Arc)、論文、学会、プレ

ス発表等を行い、アウトリーチ活動も積極的に行った。 

これらの知見は気象庁の火山噴火予知連絡会へ報告した。その活動

が評価されて、機構研究者が火山噴火予知連絡会の検討員会の委員に

任命され、海域火山の研究成果の提供を開始した。海底カルデラ研究に

おける原子力規制庁との共同研究を進め、共同研究の成果は国の原子

力政策の検討に活用された。海上保安庁とは海域火山の観測データを

共有し、海域の防災・減災に貢献した。東京大学地震研究所をはじめと

して、大学や他の国研との共同研究を通じて、海域火山活動の把握・予

測に資するデータ及び知見を提供した。 

火山灰（テフラ）同定は過去の火山噴火から将来の火山災害リスクを

評価する基礎となる情報であるため、最新のデータ駆動科学を活用し

て、起源不明の火山灰（テフラ）試料の地球化学データから供給源火山・

基準テフラ層を同定するシステムを構築した。また、国内外の文献を集

め化学組成データを中心にコンパイルし、国内火山灰に関しては初と

なるデータベースを作成した。 

地球上最大の火成活動であるオントンジャワ海台の成因やその下部

のマントルダイナミクスに関する研究で、大きな進展があり(Isse et 

al., 2021, Comm. Earth Env.: Obayashi et al., 2021, Sci. Rep.)、

その仮説検証に向けた IODP 海洋掘削提案書が認められた。 

データ駆動科学解析法に基づき、地震波データを数理解析し、東北日

本弧下マントルの流体分布を明らかにした（Iwamori et al., JGR, 

2021）。 

 

 

原子力規制庁、海上保安庁、産業技術総合研究所、東

京大学地震研究所をはじめとした複数の大学機関へ、

得られた成果の提供や共同研究を通じた情報交換を行

い、海域火山の長期評価等へ貢献した。また、海域火山

研究に関するアウトリーチ活動を積極的に進めた。と

りわけ、福徳岡ノ場や西之島などの火山噴火に機動的

に対応し、研究調査を進め成果を上げるだけでなく、ア

ウトリーチによる国民の海域火山リテラシーの向上に

大きく貢献した。 

 

【評価軸：研究開発成果を最大化するための研究開発

マネジメントは適切に図られているか。】 

部門から個人に至る各階層で、毎年、相互に連携した

研究計画を作成し、計画に沿った研究を効率的に進め

ることにより、西之島研究、福徳岡ノ場海底火山研究、

データ駆動科学を活用した火山灰給源同定システムの

開発、オントンジャワ研究において、卓越した成果が得

られた。コロナ禍により出勤率の低下及びテレワーク

の増大により、実験室での作業等に極めて大きな影響

が出たが、現場の担当者を中心にセンター全体で作業

の効率化や自動化を積極的に進め、研究の停滞を避け

ることができた。 
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（４）数理科学的手法による

海洋地球情報の高度化及び

最適化に係る研究開発 

【評価軸】 

○海洋基本計画等に位置付

けられた政策上の課題へ対

応するための研究開発を、中

長期目標・中長期計画等に基

づき戦略的に推進し、科学的

意義の大きい成果が得られ

ているか。 

○中長期目標・中長期計画等

に基づき、情報基盤の整備・

運用が効率的になされ、国内

外の関係機関との連携が進

展しているか。 

○得られた成果を社会へ発

信し、課題解決へ向けた取組

への貢献等が図られている

か。 

○研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

ントは適切に図られている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：Ａ 

本項目に係る中長期計画に照らし、予定どおり、ある

いは予定以上の成果が創出されたことに加え、フロー

チャートにおけるアウトカムの一部に到達したことな

どを総合的に勘案した結果、自己評価を「Ａ」とする。

評価軸ごとの具体的な根拠については以下のとおり。 

 

【評価軸：海洋基本計画等に位置付けられた政策上の

課題へ対応するための研究開発を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的に推進し、国際水準に照らして

も科学的意義の大きい成果が得られているか。】 

＜フローチャートにおけるアウトカム「政策的課題や

社会的課題の解決への貢献」＞ 

「数値解析リポジトリ」に向けた各コード開発と、そ

れらの成果において想定を上回る論文・特許・受賞成果

があり、計画を上回る成果である。 

「四次元仮想地球」のコンテンツと、それらの成果に

おいて想定を上回る論文・受賞成果があり、計画を上回

る成果である。 

 

【評価軸：中長期目標・中長期計画等に基づき、情報基

盤の整備・運用が効率的になされ、国内外の関係機関と

の連携が進展しているか。】 

＜フローチャートにおけるアウトカム「政策的課題や

社会的課題の解決への貢献」＞ 

国内外の関係機関との連携により、実データと数値

解析結果との比較に基づく検証の仕組みが整備されて

おり、計画を上回る成果である。 

 

補助評定：Ａ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

・ 他部門との共同研究や技術支援等を積極

的に実施し、機構の研究成果の最大化に大

きく貢献している。特に数理科学分野に関

するガイド活動は、機構の研究能力の向上

に大きく貢献するものとして高く評価で

きる。 

・ 「四次元仮想地球」という象徴的な目標に

対して、サイト地震動、感染症予測、海洋

生物資源分布という 3つの先行テーマを中

心に順調に開発を進め、例えば地震被害シ

ミュレーションを企業が利用できるよう

整備しチュートリアルを実施するなど、計

画を超えた進展が見られる。さらに、黒潮

予測や軽石漂流シミュレーションといっ

た最先端の海洋予測モデルを用いた付加

価値情報を創生して発信するとともに、機

構内連携強化により他部門で得られた

様々な研究成果の新たな付加価値を創生

し、社会還元への多様な道筋をもたらす体
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＜フローチャートにおけるアウトカム「付加価値情報

の国際社会、国、地方自治体、産業界等への提供」＞ 

「四次元仮想地球」の外部利用を促進するために、

「四次元仮想地球」プロジェクトウェブサイトを作成

したことは、計画を上回る成果である。 

 

＜フローチャートにおけるアウトカム情報連携のため

のデータ群及び数理解析手法群の整備」に該当＞ 

国内外機関とのデータ連携として、文部科学省から

の補助事業である第４期 DIAS プロジェクト（地球環境

データ統合・解析プラットフォーム事業）の代表機関を

令和３年度から務めており、これは計画を上回る成果

である。 

国内外とのデータ連携促進のひとつとして取り組ん

でいる日本海洋生物多様性情報連携センター（J-OBIS）

推進事務局についても、データ受入や委員会開催など

順調に進捗しており、これは計画を上回る成果である。 

 

【評価軸：得られた成果を社会へ発信し、課題解決に向

けた取り組みへの貢献等が図られているか。】 

＜フローチャートにおけるアウトカム「付加価値情報

の国際社会、国、地方自治体、産業界等への提供」＞ 

特許出願・プレスリリースは全ての部署から毎年度

複数発出し、並行して SNS や動画サイトを活用して成

果を拡散した。また、開発した数値解析コードの公開及

び商用化も進んでおり、これは計画を上回る成果であ

る。 

 

【評価軸：研究開発成果を最大化するための研究開発

制が構築されていることは高く評価でき

る。 

・ 数値解析リポジトリにおいて将来の政策

課題及び社会課題の解決に資するととも

に科学的意義の大きい様々なツールが開

発されており、その一部は社会課題の解決

にも貢献していることは顕著な成果と認

められる。特に、流体力学計算を用いて黒

潮の変動を予測し、福徳岡ノ場の海底火山

噴火による軽石の漂流パターンを予測し

た貢献は高く評価できる。 

・ 数値解析リポジトリを担う計算機資源の

拡充として、次期地球シミュレータ（ES4）

を導入し安定的且つ効率的運用を行った

ことも顕著な成果と認められる。 

・ 数値解析リポジトリや四次元仮想地球に

関する数多くの論文・特許の創出や受賞

も、計画を上回る成果と認められる。 

・ 魚の泳ぎ方に関する新しい知見、残留応力

のある材料の破壊などを数値モデリング

で再現し、それらの仕組みへの理解が深ま

ったことは顕著な成果と認められる。 

・ 開発した数値解析コードの公開、商用化が

進んでいる点も高く評価できる。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・ 産業利用を重要なアウトカムと位置付け

る課題においては、産業利用の一層の促進
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①数値解析及びその検証手

法群の研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「数値解析リポジトリ」に関わる研究課題（プレート運動予測、流体

力学最適化、宇宙線の気象影響予測、海洋地球の同期現象、サイト地震

動、粒子ボックス解析等）ごとに、創生される付加価値情報とそのユー

ザを意識したグランドデザインを完成した。数値解析に必要なデータ

を明示し、想定される「四次元仮想地球」との関連も可視化した。 

国際プロジェクト(GEBCO)への貢献の他、海外の機関との連携のため

の調整や、開発した技術の応用展開のための調整が進んでおり、計画を

マネジメントは適切に図られているか。】 

年度計画を部署毎、グループ毎、研究者毎の目標、計

画まで落とし込むことで、適切に年度計画が実行され

るようにマネジメントしている。そのうえで、次期中長

期計画への発展可能性等も見据え、研究者個人の自由

な発想に基づく新規研究の実施も適宜進めることとし

ている。 

また、研究開発における PDCA サイクルをより強く意

識した研究計画のモニタリングを令和２年度より継続

した。特に「付加価値情報創生システム」の構築に関し

て、Check（課題）を踏まえ、令和３年度計画を軌道修

正するための Action（改善）を行った。 

人的資源の獲得と適切な配分を行った。これに加え

て、付加価値情報創生部門数理科学・先端技術研究開発

センターにおいては、数理の崖の山岳ガイド活動を展

開し、機構内他部門・他部署との連携を深める仕組みを

構築した。加えて、生物分野やさまざまな社会的応用に

関連するコンテンツといった新しい分野に対応する人

材を優先的に確保した。 

これらにより数理科学の側面での機構内の研究連携

を強化し、研究成果を最大化していく。 

 

従来の個別研究から組織的研究へ転換する過程の中

でも、「付加価値情報創生システム」のコンポーネント

は充実し、いくつかの研究で政策的課題や社会的課題

の解決に貢献するような成果が創出された。特定のニ

ーズに対応した成果により、システムに多様性がもた

らされ大きく進展した。 

「数値解析リポジトリ」の開発がおおむね順調に進

に向けて現状及び課題を分析するととも

に、産業連携を専門とする人材の採用等、

機構内の体制強化が望まれる。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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②数値解析結果を活用した

高度かつ最適な情報創生に

係る研究開発 

 

 

 

 

 

超えた成果を創出した。 

 

令和元年度に先端可視化の調査・分析を実施、令和２年度にテンソル

場可視化のプロトタイプ可視化を実施、令和３年度にはテンソル場可

視化の開発を実施した。 

データ利用に関わる研究課題の調査・分析を実施したほか、データコ

ンベア基盤、データプール基盤、データガバナンス基盤から構成される

「データ連携基盤」の構成を検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「サイト地震動」については、令和元年度に均質な地盤構造モデルの

作成等、令和２年度に地球科学用 AI/ML ライブラリ構築に向けた基盤

研究開発を応用研究、令和３年度にサイト地震動評価の実行環境整備

及びチュートリアルを実施した。 

 

令和元年度に気候予測モデル・感染症流行モデル、現地の気候デー

タ・保健データを検討し、令和２年度から季節予測精度向上のため開発

を実施した。マラリア流行予測の他、同様に気候変動の影響を受け流行

捗し、期待を上回る水準の学術的成果が創出されてい

る。 

国際プロジェクト(GEBCO)への貢献の他、海外の機関

との連携のための調整や、開発した技術の応用展開の

ための調整が進んでおり、計画を超えた成果を創出し

た。 

データ利用に関わる研究課題の調査・分析を実施し

たほか、データコンベア基盤、データプール基盤、デー

タガバナンス基盤から構成される「データ連携基盤」の

構成を検討した。 

以上、従来の個別研究から組織的研究へ転換する過

程にある中でも、「付加価値情報創生システム」のコン

ポーネントが充実し、いくつかの研究で政策的課題や

社会的課題の解決に貢献するような成果が創出され

た。特定のニーズに対応した成果により、システムに多

様性がもたらされ大きく進展し、科学的意義も大きい

ツールを「数値解析リポジトリ」にラインアップするこ

とができたことや、合理的な研究マネジメントを取り

入れ研究開発計画を軌道修正したことを、期待を上回

る、計画以上の達成と判断した。 

 

「数値解析リポジトリ」の開発がおおむね順調に進

捗し、期待を上回る水準の学術的成果が創出されてい

る。 

サイト地震動では、地震被害シミュレーションを企

業が利用できるように整備し、チュートリアルを実施

した。 

感染症予測では、マラリア流行予測の他、同様に気候

変動の影響を受け流行の増減が現れるコレラ流行予測
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③情報創生のための最適な

実行基盤の整備・運用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の増減が現れるコレラ流行予測モデルの開発や、他分野として農業へ

の応用例を提示した。 

上記テーマに加え、黒潮予測や軽石漂流シミュレーションといった

最先端の海洋予測モデルをつかった付加価値情報を創生し発信した。

また、海洋プラスチックの断片化の新しい理論や領域海洋－大気モデ

ルにより日本の豪雨の予測可能性の実証を進め、「四次元仮想地球」に

よる付加価値情報の拡充が進展した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度に、次期研究基盤たる「地球シミュレータ」の調達導入を

達成した。「地球シミュレータ」は従来研究の発展と新規研究実現のバ

ランスを取りつつ要求仕様を大きく上回った他、コスト面でも優れた

ものである。また、令和３年度は「地球シミュレータ」のサポートを積

極的に行い、「数値解析リポジトリ」が利用するハードウェア環境の整

備を順調に行うことができた。 

「四次元仮想地球」の実行基盤のプロトタイプとして、データセント

リックサーバ(DC サーバ)を導入しユーザへの提供を開始した。国内外

機関とのデータ連携として文部科学省からの補助事業第４期 DIASプロ

ジェクトの代表機関を令和３年度から務めている。 

令和３年度は情報セキュリティインシデントに伴い、インターネッ

ト接続の切断やセキュリティ対策による工数不足などのため、データ

連携に関する基盤整備について計画変更し実施した。国内外とのデー

モデルの開発や、他分野として農業への応用例を提示

した。天然漁場と養殖生簀の両面から水産資源の適切

な管理と水産業の成長産業化に貢献する成果である。 

軽石漂流シミュレーションについては、多様なステー

クホルダーとのコミュニケーションやコラボレーショ

ンのため、黒潮予測や軽石漂流シミュレーションとい

った最先端の海洋予測モデルを使った付加価値情報の

創生であり、明確なユーザに対する情報を創生し、発信

するという「四次元仮想地球」の典型例を実現した成果

である。 

以上、中長期目標・計画の達成に向け「四次元仮想地

球」の典型例を実現したことや、フローチャートにおけ

るアウトカム「政策的課題や社会的課題の解決への貢

献」に一部到達したことなど、期待を上回る、計画以上

の達成と判断した。 

 

令和２年度に調達導入した「地球シミュレータ」で

は、従来の運用技術者主体の選定から、研究者と運用技

術者が一体となった選定となり、研究成果の最大化を

重視した仕様による入札公告を実現した結果、ベクト

ルプロセッサ、スカラプロセッサ CPU、GPU の３つの CPU

が併用されたユニークな「地球シミュレータ」を導入す

ることができた。多様かつ多数の計算系研究者が利用

可能であり、従来研究の発展と新規研究実現を両立し

得る新たな研究基盤の導入に成功した。 

計算機の運用について、過剰な低優先度ジョブ投入

の抑制による待ち時間の改善、課題種別の利用期間の

見直しによる繁忙期の混雑の改善に加えて、コロナ禍

でも継続的なユーザサポートを実施したことによりユ
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タ連携促進のひとつとして取り組んでいる J-OBIS 推進事務局について

も、データ受入や委員会開催など順調に進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ーザの利便性確保を達成した。 

以上、コロナ禍においてもユーザ利便性確保を達成

したこと及び情報創生のために最適な実行基盤を整備

したことを、期待を上回る、計画以上の達成と判断し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

60 

 

（５）挑戦的・独創的な研究

開発と先端的基盤技術の開

発 

①挑戦的・独創的な研究開発

の推進 

【評価軸】 

○将来も見据えた挑戦的・独

創的な研究開発を、中長期目

標・中長期計画等に基づき戦

略的に推進し、国際水準に照

らしても科学的意義の大き

い成果が得られているか。 

○海洋調査・観測技術の高度

化や海洋調査・観測用のプラ

ットフォームの効率的運用

により、機構の研究開発成果

の最大化が図られたか。 

○研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

ントは適切に図られている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：Ｓ 

将来的な学術のパラダイムシフトを導くような革新

的成果や体系的理解の創出を目指す独創的・挑戦的研

究とそれを導く革新的な技術開発を目指し、中長期計

画における前半３年間に達成すべき目標を設定しつつ

予期しない新機軸研究や技術開発の発露を期待し研究

開発を進めた。 

多くの研究及び技術開発項目において、当初の計画

を遙かに上回る進展と成果、また、当初想定しなかった

ものの自由かつ挑戦的・独創的な着想に基づく研究及

び技術開発の発露としての進展と成果があった。さら

に、多くの特筆すべき成果の創出だけに留まらず、挑戦

的・独創的な研究のオープンサイエンス化に向けた自

発的マルチメディアアウトリーチを展開することによ

って、最終目標である新しい学術領域の創成や次世代

スター研究者の育成に向けた期待を遙かに上回る達成

があったことから本課題の中長期計画における前半３

年間の自己評価は S 評価とする。 

 

評価軸ごとの具体的な根拠は以下のとおり。 

 

【評価軸：将来も見据えた挑戦的・独創的な研究開発

を、中長期目標・中長期計画等に基づき戦略的に推進

し、国際水準に照らしても科学的意義の大きい成果が

得られているか。】 

 

＜フローチャートにおける「将来の研究・技術シーズの

創出」に該当＞ 

部門の３大重点研究テーマとして掲げた「生命の誕

補助評定：Ｓ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的

な特別な成果の創出の期待等が認められるた

め。 

・ 当分門で焦点を当てた複数の研究テーマ

で、学術的パラダイムシフトや新たな学術

領域の創出を導くような顕著な研究成果

が継続的に創出されており、計画を大幅に

上回る進捗が認められる。 

・ 特に、アスガルドアーキアの培養・分離に

成功し、生命進化の説を検証する上で重要

な新しい知見を見出したことは、特に顕著

な成果と認められる。なお、Nature 誌の表

紙を飾り、Science 誌においても 2019 年

の重大科学ニュースの一つに選出された

世界的に大きなインパクトのある成果で

もある。 

・ レーザー加工プロセスにより樹脂と軽金

属との強度の高い接合を可能にしたこと

は、宇宙や深海など極限環境での利用も期

待され、将来的な特別な成果の創出が期待

される成果と認められる。 
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生や生命と環境の共進化に及ぼした海洋の役割の理

解」に対しては、３年間に「深海熱水電気化学メタボリ

ズムファースト仮説の実証」や「隕石を介した宇宙-地

球-海洋-生命の相互作用素過程の理解」が飛躍的に進

み、多くの理論的・実験的証拠の提示に成功しただけで

なく、液体/超臨界 CO2 化学進化や原始海水組成の実験

的再現を含めた最新版「深海熱水での生命誕生シナリ

オ」や「海洋での生命初期進化モデル」の完成にむけた

大きな進展があった。また、海洋や生命の誕生を準備す

る地球・地球外高圧鉱物学の体系化に至る特筆すべき

成果の創出があった。 

もう一つの３大重点研究テーマである「ダークマタ

ー微生物の探索と機能の解明及びダークマター生命機

能を付加した人工生命機能作成技術の確立」において

は、「真核生物の起源となったアスガルドアーキアの分

離・生理機能の解明と新しい真核生物誕生シナリオの

提唱」や「深海極限生態系や海底下生命圏の限界条件の

拡張や種・機能多様性の体系知の確立」といった機構の

圧倒的な存在感や世界的先導性を確固とする研究成果

の創出や学術のパラダイムシフト、新しい学術領域の

創出を導くような研究成果が得られた。また、ダークマ

ター微生物が有する機能を付加した人工生命機能作成

技術の確立においても、「海水中での人工細胞の生成」

や「自ら増殖する人工細胞の創出」、あるいは「一分子

機能解析」や「一細胞生理・生態学」、の基盤技術確立

に至る進展と成果があった。 

最後の３大重点研究テーマである「生命と環境の共

進化を紐解く生物戦略と環境要因の相互作用の理解」

においても、深海化学合成巻貝スケーリーフットに対

・ 機構における自由かつ挑戦的・独創的な研

究開発を育む土壌が、当初は想定していな

い優れた研究成果を創生し、機構以外の研

究業界や社会での価値創造・波及効果、新

たな学術領域の確立や推進、さらに国際的

な評価基準に繋がったことは、高く評価で

きる。 

・ これらの高度な研究成果を積極的に発信

し、独自性の高いアウトリーチや人材育成

の取組を活発に実施している点も評価で

きる。 

・ 中長期計画の前半 3年間で 641 件のアウト

リーチ活動を実施し、約 23 百万円の寄附

金を集めるなど、その活動の効果が顕著に

表れている。また、学生が本格的な研究航

海を実施し彼らの立案する研究計画に基

づき「しんかい 6500」潜航を行う「海洋研

究の若手人材育成プロジェクト」は、機構

にしかできない独自の取組により、海洋研

究への高い意欲と能力を有するハイレベ

ルな次世代人材を育成し、同時にその様子

を発信することで裾野の拡大にもつなが

るものであるため、顕著な成果と認められ

る。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

― 

 



 

62 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する発見から全ての謎の解明に至る学術研究を完遂

し、種の保護にまで及ぶ展開を導いた。その一連の研究

とその波及効果は、機構発の新たな学術分野の創成と

社会への積極的なアウトリーチが、社会的かつ国際的

な大きな活動へと結びつく唯一無二の成功例となっ

た。また、「海水-堆積物最表層環境生態系の描像とその

機能の体系化理解」を提示し、かつ将来的な「大気-海

洋-海底-海底下の生物地球化学リンケージの統合的理

解」の方向性を決定づける成果があった。 

重点課題としては当初想定していなかったものの、

自由かつ挑戦的・独創的な着想に基づく研究開発を積

極的に展開した結果として、「海洋プラスチック危機解

決に向けた生分解性プラスチックへの代替を目指す研

究開発における海洋生態系機能活用」への新展開があ

った。多数の外部資金の獲得につながった共同研究は、

社会的ニーズの一つでもある機構が有する海洋探査や

研究開発プラットフォームが、機構以外の研究業界や

社会での価値創造や波及効果に結びつく成功例となっ

ただけでなく、プラットフォーム活用を主目的として

開始した新たな研究開発の取組が、研究におけるセレ

ンディピティにつながった。また、「深海サウンドスケ

ープ学という新たな学術領域の確立と推進」や「深海熱

水に固有な軟体動物の国際自然保護連合（IUCN）レッド

リストに基づいた公式な評価」も、当初の計画にはなか

った画期的な研究進展や成果創出に結びついた。 

これらの多くの特筆すべき成果は、機構独自の研究

開発を代表するフラッグシップ研究の最高到達点とな

っただけでなく、国際水準に照らしても科学的インパ

クト（論文発表雑誌の影響度指数や引用回数に基づく

＜その他事項＞ 

・ 引き続き、独創的でハイインパクトな成果

創出が期待される。 
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指標、学会等での受賞数等）や社会的インパクト（プレ

スリリースの数や反響、研究業界以外での発信数や反

響、一般書籍やアウトリーチ活動の数や影響、発表論文

の Altmetrics 指標等）の面から、革新的な成果である

ことが証明されている。 

 

＜フローチャートにおける「我が国独自の独創的な技

術基盤の創出」に該当＞ 

「レーザー加工や電気化学的処理を活用した熱水利

用新技術やその他の挑戦的・独創的技術の開発」に対し

ては、レーザー加工技術や光ファイバーを用いたこれ

までの海洋研究開発分野ではなかったような新しい技

術開発を進めただけでなく、それを応用・利活用した産

学官との共同研究を多数展開し、いずれも期待を上回

る進展と成果創出に結びついた（共同研究の推進につ

いては評価軸②にも貢献）。また機構内で涵養されてい

た電気化学と微生物利用の技術基盤を融合させたこれ

までにない新しい技術開発の進展があり、多くの知財

化が進んだ。 

また、中長期計画の重点課題としては当初想定して

いなかったものの、自由かつ挑戦的・独創的な着想に基

づく技術開発の発露を積極的に展開する方向性とし

て、「次世代地球惑星科学・生命科学を担う極微小領域・

高精度化学分析技術の開発」に取り組み、これまで確立

してきた極微小領域・高精度化学分析を高度化させる

とともに、多面的共同研究を展開することによって、

「はやぶさ２」 試料キュレーション phase II におけ

る化学分析の主導、IODP 掘削試料への応用研究、ダー

クマター微生物の探索と機能の理解への応用、さらに
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考古学や工芸品産地特定への応用、といった派生する

分野での成果創出に大きく貢献した。また、コロナ禍が

続く中で、民間企業の開発への極微小領域・高精度化学

分析の提供も継続して実施した（共同研究の推進につ

いては評価軸②にも貢献）。 

これらの多くの特筆すべき技術開発成果は、科学的

意義もさることながら、機構が有する独創的な技術開

発に訴求力を感じる様々な産・学・官との共同研究の実

施に結びついており、特許出願数、共同研究実施数、共

同研究受託費額、あるいは新たな大型外部資金や国主

導プロジェクトへの参画・貢献、といった面から、画期

的な成果であることが証明されている。 

 

【評価軸：研究開発成果を最大化するための研究開発

マネジメントは適切に図られているか。】 

 

＜フローチャートにおける「将来の研究・技術シーズの

創出」及び「我が国独自の独創的な技術基盤の創出」に

該当＞ 

これらの研究・技術開発の進展や成果創出だけでな

く、その成果の持つ学術的な価値や社会的意義や波及

効果について、あるいはそれを導くプロフェッショナ

ルな研究者の生き様や研究活動について、様々なメデ

ィアや方法論で広く一般社会に発信し、海洋科学への

興味や知的好奇心の喚起を促進させた。さらに、その行

為に対する事後分析や価値化（寄附金や民間企業との

共同研究の促進）に結びつけたことは、研究開発法人の

研究開発の進め方に対する極めて先進的かつ挑戦的な

マネジメントとその成果であった。また、より長期的か
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つ大局的な研究開発の社会的価値である次世代研究者

やそれを支援する人材育成に対する具体的かつ効果的

な企画を行い、様々な戦略と効果的な方法で社会に発

信したことも部門独自の研究開発マネジメントといえ

る。挑戦的・独創的な研究・技術開発、そしてその成果

の最大化や価値化を導く研究開発マネジメントの相乗

効果は、最終目標である新しい学術領域の創成や次世

代スター研究者の育成において既に大きな実績を上げ

つつある。さらに、部門内で育成された極めて優秀な研

究開発人材を機構内外の組織・機関へ輩出しているこ

とも部門独自の研究開発マネジメントとして強調す

る。 

中長期計画の前半３年間で、超先鋭研究開発部門と

して、（以下、延べ数）357 本の研究論文の発表、約 1,400

百万円に至る外部資金、産学官連携の共同研究 77 件

（うち、民間との共同研究 30 件、国内や国外の大学や

研究機関との共同研究を 47 件、外国機関との共同研究

を 9 件）の実施、共同研究費として 220 百万円の受入、

特許出願（国内＋外国）37 件、受賞 20 件、プレスリリ

ース 28 件、641 件の機構外アウトリーチ・エデュケー

ション事業、挑戦的・独創的な研究のオープンサイエン

ス化と人材育成に関わる実績や視覚化された波及効

果、さらにそのアウトリーチによる約 23 百万円の寄附

金獲得、があった。これらの具体的な数値指標と進展と

成果創出は、計画・実行・分析・対策といった研究開発

成果を最大化するためのマネジメントが適切に図られ

た結果といえる。 
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（イ）柔軟かつ自由な発想に

基づく基礎及び挑戦的・独創

的な研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最新の知見を統合した「生命の誕生」や「生命と環境の共進化」に及

ぼした海洋の役割の理解、特に「深海熱水での生命誕生シナリオ」の提

示、に向けた令和元年度から令和３年度の取組として、 

 

（１）「生命の起源の場＝深海熱水」説の弱点である「深海熱水環境で

の有機物の化学進化の実験的証拠が少ないこと」と「海水中で有機物の

高分子化・組織化が困難であること」を解決する理論・観測・再現実験

の三位一体の検証を行った。 

【令和元年度進展と成果】 

非酵素学的電気化学原始代謝系の諸素過程の成立の最重要かつ最難

関な反応ステップ（CO2→CO→アミノ酸＋TCA 回路有機酸）の実証を進

め、約 40 億年前の深海熱水発電場を想定した実験条件下で生じる硫化

鉱物と金属との複合体がその成立の鍵となることを明らかにした上で

論文・総説を発表した（Kitadai et al., Sci. Adv., 2019: Astrobiol., 

2019; White et al., Astrobiol., 2020；北台,2019）。また、海水中で

の有機物の安定化・高分子化・組織化の鍵となる新たな流体として液体

/超臨界 CO2 の重要性に着目し、世界初の天然環境に存在する液体/超

臨界 CO2 の純粋試料の採取と溶存成分の分析に成功した。 

【令和２年度進展と成果】 

液体/超臨界 CO2 も導入可能な深海熱水を模した実験室内電気化学

リアクターを用いた実験を行い、CO2 の電気還元を介したチオエステル

の合成に成功し、論文発表を行った（Kitadai et al., Commun. Chem. 

４, 37, 2021）。 

【令和３年度進展と成果】 

非酵素学的電気化学原始代謝系の諸素過程における化学反応機構の

詳細について検証を進める思考実験と再現実験を進め、硫化金属の電

気化学的安定性や状態変化、有機物合成反応メカニズムに関する４本

の論文発表を行った（Lee et al., Chem Comm, 2021; Zhang et al., 

Astrobiol, 2021; Sanden et al., Dalton Transact, 2021; Yamaguchi 

将来的な学術のパラダイムシフトを導くような飛躍

的成果や体系的理解の創出を目指す独創的・挑戦的研

究課題では、中長期計画における前半３年に達成すべ

き目標を設定しつつ予期しない新機軸研究の発露も期

待しながら、その達成に向けた研究開発を進めた。 

「生命の誕生や生命と環境の共進化に及ぼした海洋の

役割の理解」に対しては、３年間に「深海熱水電気化学

メタボリズムファースト仮説の実証」や「隕石を介した

宇宙-地球-海洋-生命の相互作用素過程の理解」が飛躍

的に進み、多くの理論的・実験的証拠の提示に成功した

だけでなく、液体/超臨界 CO2 化学進化や原始海水組成

の実験的再現を含めた最新版「深海熱水での生命誕生

シナリオ」や「海洋での生命初期進化モデル」の完成に

むけた大きな進展があった。また、海洋や生命の誕生を

準備する地球・地球外高圧鉱物学の体系化に至る特筆

すべき成果の創出があった。本項目において、前半３年

に達成すべき目標を大きく超える進展と成果創出を達

成したと自己評価する。 

「ダークマター微生物の探索と機能の解明及びダー

クマター生命機能を付加した人工生命機能作成技術の

確立」においては、長期的な展望と組織的なサポート、

そして更なる新展開を目指す挑戦によって支えられた

研究開発の到達点として、「真核生物の起源となったア

スガルドアーキアの分離・生理機能の解明と新しい真

核生物誕生シナリオの提唱」や「深海極限生態系や海底

下生命圏の限界条件の拡張や種・機能多様性の体系知

の確立」といった機構の圧倒的な存在感や世界的先導

性を確固とする研究成果の創出や学術のパラダイムシ

フトや新しい学術領域の創出を導くような研究成果が
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et al., JPC C, 2022）。また、現世の海底熱水系における液体/超臨界

CO2 の形成原理、冥王代の海底熱水系での液体/超臨界 CO2 形成の可能

性を体系化するとともに、冥王代海底熱水系において液体/超臨界 CO2

が化学進化に対して果たしうる役割に関する理論も構築した。その結

果を仮説提唱論文として投稿した (Shibuya & Takai, PEPS, 

submitted)。 

【達成度と意義】 

一連の研究成果によって、約 40 億年前の深海熱水における「エネル

ギー通貨とエネルギー代謝・タンパク質前駆体代謝・脂質前駆体代謝」

の成立過程が実証されるに至り、最新の知見を統合した「深海熱水での

生命誕生シナリオ」としての「深海熱水電気化学金属メタボリズムファ

ースト仮説」が完成し、論文や総説においてその提示に至った。一般書

での仮説紹介や解説を通じて最新版「深海熱水での生命誕生シナリオ」

の普及にも大きな進展があった（山岸・高井, 2019）。さらに「深海熱

水電気化学金属メタボリズムファースト仮説」の弱点を克服しうる「液

体・超臨界二酸化炭素化学進化」説の提示に至った。本項目だけに着目

しても、中長期計画の達成目標である完全版「深海熱水での生命誕生シ

ナリオ」の提示と普及に向けた計画を遙かに上回る進展と成果創出が

あった。 

 

（２）生命誕生あるいは初期進化プロセスに大きな影響を及ぼしたと

考えられる初期大気―海洋環境の復元に対して、理論・観測・再現実験

の三位一体の検証を行った。 

【令和元年度進展と成果】 

初期大気-海洋環境の窒素循環の復元に向けて、様々な試料における

窒素同位体分別係数を決定し、初期大気海洋での窒素同位体分布を推

定した。関連する研究論文（Usui et al., Phys. Earth Planet. 

Interior, 2019）を発表し、さらに冥王代-太古代だけでなく原生代や

顕生代における「生命と環境の共進化」に関わる重要なイベントにおけ

得られた。また、ダークマター微生物が有する機能を付

加した人工生命機能作成技術の確立においても、「海水

中での人工細胞の生成」や「自ら増殖する人工細胞の創

出」、あるいは「一分子機能解析」や「一細胞生理・生

態学」、の基盤技術確立に至る進展と成果があった。本

項目においても、前半 3 年に達成すべき目標を大きく

超える目覚ましい進展と革新的な成果創出を達成した

と自己評価する。 

「生命と環境の共進化を紐解く生物戦略と環境要因

の相互作用の理解」においては、世界の一般社会に広く

浸透し様々な創作活動や市場展開がみられる「深海の

アイドル生物＝スケーリーフット」に対する発見から

全ての謎の解明に至る学術研究を一つの到達点に至ら

しめ、さらに種の保護にまで及ぶ展開をもたらした。一

連の研究とその波及効果は、機構発の新たな学術分野

の創成と社会への積極的なアウトリーチが、社会的か

つ国際的な大きな活動へと結びつく唯一無二の成功例

となった特筆すべき成果創出とその波及効果と言え

る。それ以外の研究においても多くの成果が創出され

ただけでなく、個々の最新成果やこれまでの機構の深

海研究を統合するような「海水-堆積物最表層環境生態

系の描像とその機能の体系化理解」を提示し、かつ将来

的な「大気-海洋-海底-海底下の生物地球化学リンケー

ジの統合的理解」の方向性を決定づける成果があった。

これは機構の独創性や先導性を体現し学術のパラダイ

ムシフトや新しい学術領域の創出を導くような研究成

果であった。本項目においても、前半３年に達成すべき

目標を大きく超える目覚ましい進展と革新的な成果創

出を達成したと自己評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

68 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る詳細なプロセスを理解する鍵となる新たな地質学・地球化学的証拠

を得ることに成功し、研究論文を６本発表した。 

【令和２年度進展と成果】 

令和元年度に続き初期大気-海洋環境の窒素循環の復元に向けて、冥

王代-太古代海洋への隕石超高速衝突の再現実験を行い、隕石の水中破

壊過程と海底衝突条件について論文を発表した（Nishizawa et al., J. 

Geophys. Res.  Planets, 2021）。また、冥王代・太古代の原始的地球

大気と海洋から生み出される海底熱水システムに対する実験室内再現

実験を行い、冥王代・太古代の海洋窒素フラックスの推定に関する論文

を発表した（Nishizawa et al., Mineral, 11, 321, 2021）。 

【令和３年度進展と成果】 

原始海洋の主要溶存成分組成に対する理論計算及び高温高圧熱水反

応実験を進め、初期海水が岩石の種類によらず弱酸性で、Na に対して

CO2、Mg、Ca に富んでおり、原始の海水は現在の海水と異なるものであ

ったことを明らかにした（Ueda et al., G3, 2021; Ueda & Shibuya, 

Minerals, 2021）。 

【達成度と意義】 

一連の研究成果によって、「深海熱水での生命誕生シナリオ」の前提

条件となる未解決命題「有機物の宇宙起源説 vs 地球起源説」論争の新

たな切り口を提示した。一つは、生命誕生にむけた化学進化過程におい

て海洋に溶解した隕石や彗星によってもたらされた宇宙起源有機物の

寄与が予想以上に大きい可能性である。もう一つは、それでも量論に基

づいた推定は、原始的大気中の N２から雷放電によって NOx となり、海

底熱水システムにおいてアンモニアへ変換される雷放電・海底熱水に

よる還元的窒素化合物の供給が地球生命の起源及び初期進化を支える

という確証を提示したことである。「生命誕生材料である有機物の地球

起源説」と「深海熱水での生命誕生シナリオ」の強い結びつきを提示す

るに至った。また、地球の初期海水の主要化学組成復元と初期進化を実

験的に検証した世界初の成果は、完全版「深海熱水での生命誕生シナリ

独自の中長期計画課題の進展だけでなく、他の中長

期計画課題における成果の最大化に貢献した例とし

て、「海域地震及び火山活動に関する現場試料を用いた

物性研究や高精度化学分析による発生メカニズムの理

解及び活動状況の予測」も、独自・先導的な実験・分析

技術の開発と独創的・挑戦的な着想に基づく研究展開

により、当初の計画を上回る研究進展と成果の創出が

あった。 

また、中長期計画の重点課題としては当初想定して

いなかったものの、自由かつ挑戦的・独創的な着想に基

づく研究開発の発露を積極的に展開する方向性とし

て、「海洋プラスチック危機解決に向けた生分解性プラ

スチックへの代替を目指す研究開発における海洋生態

系機能活用」への新展開があった。多数の外部資金の獲

得につながった共同研究は、社会的ニーズの一つでも

ある機構が有する海洋探査や研究開発プラットフォー

ムが、機構以外の研究業界や社会での価値創造や波及

効果に結びつく成功例となっただけでなく、プラット

フォーム活用を主目的として開始した新たな研究開発

の取組が、特異的なプラスティスフェア海洋環境微生

物群集の存在と未知機能の発見につながるといったセ

レンディピティの好例となった。さらに、「深海サウン

ドスケープ学という新たな学術領域の確立と推進」や

「深海熱水に固有な軟体動物のIUCNレッドリストに基

づいた公式な評価」も、当初の計画にはなかった画期的

な研究進展や成果創出に結びついた。本項目における

研究進展と成果創出は、不確実性の高い挑戦的・独創的

な研究における画期的な成功例となったと自己評価す

る。 
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オ」の構築に向けた最も重要な基盤情報となる。中長期計画の達成目標

である完全版「深海熱水での生命誕生シナリオ」の提示と普及に向けた

計画を遙かに上回る進展と成果創出があったと自己評価できる。 

 

（３）中長期計画では、最新の知見を統合した「深海熱水での生命誕生

シナリオ」の提示のその先に、完全版「深海熱水での生命誕生シナリオ」

の提示と普及があり、かつ太陽系における海洋の起源や普遍性に迫る

新たな海洋像の描出という達成目標がある。それに向けて、極微小領

域・高精度化学分析技術や理論計算によって、宇宙における岩石-水反

応の理論計算や再現実験及び現存する隕石試料の分析を通じた検証を

進めた。 

【令和元年度から令和２年度進展と成果】 

普通コンドライト隕石の極微小領域 TEM・X 線分析と理論計算から主

要構成鉱物である新鉱物ポワリエライトを記載・報告し（Tomioka et 

al., Comm. Earth Environ., 2021）、火星隕石の微小領域の放射光 XAFS

分析により、40 億年前の火星炭酸塩中に含窒素有機物や水岩石反応の

痕跡を検出し、論文を３本発表した（Koike et al., Nature Comm., 

2020; Nakada et al., Minerals, 2021; Nakada et al., American 

Mineralogist, 2020）。また、メキシコユカタン半島沖のチチュルブク

レーターの IODP 掘削試料の分析から、巨大隕石衝突クレーター内部に

も隕石由来のイリジウム濃集が見られることを初めて明らかにした

（Goderis et al., Sci. Adv., 2021）。 

【令和３年度進展と成果】 

「はやぶさ２」によるサンプルリターンに成功したリュウグウ試料

のキュレーション phaseⅡ化学分析を主導し、含水炭素質隕石との酷似

性、粗粒含水鉱物中での脂肪族炭素の濃集、硫化物高圧相の発見、など

の発見があった（Ito et al., submitted; Yada et al., 2021; Ito et 

al., 2021）。また、新鉱物ポワリエライトの合成実験を行い、カンラン

石のナノ秒無拡散高圧相転移メカニズムを明らかにしただけでなく、

これらの研究進展や成果創出だけでなく、その成果

の持つ学術的な価値や社会的意義や波及効果、あるい

はそれを導くプロフェッショナルな研究者の生き様や

研究活動について、様々なメディアや方法論で広く一

般社会に発信し、海洋科学への興味や知的好奇心の喚

起を促進させた。さらに、その行為に対する波及効果分

析やベネフィットの還元・獲得 （寄附金や民間企業と

の共同研究の促進）に結びつけたことは、研究開発法人

の研究開発の進め方に対する極めて野心的かつ先進的

な挑戦的取組とその成果であると自己評価する。また、

より長期的かつ大局的な研究開発の社会的価値である

次世代研究者やそれを支援する人材育成に対する具体

的かつ効果的な企画を行い、様々な戦略と効果的な方

法で社会に周知する取組を行ったことも期待を上回る

成果として自己評価する。 

超先鋭研究開発部門として、中長期計画における前

半３年間で、（以下、延べ数）357 本の研究論文の発表、

約 1400 百万円に至る外部資金、受賞 20 件、プレスリ

リース 28 件、641 件の機構外アウトリーチ・エデュケ

ーション事業、挑戦的・独創的な研究のオープンサイエ

ンス化と人材育成に関わる実績や視覚化された波及効

果という具体的な数値データと合わせて、高く評価す

る。 
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小惑星・火星の起源物質の衝撃変成組織から、小天体衝突によるこれら

の天体表層物質の焼結作用、含水鉱物の高密度化現象を初めて明らか

にした（Yoshida et al., Meteor Planet Sci, 2021; Miyahara et al., 

Meteor Planet Sci, 2021; Okuchi et al., Nature Comm, 2021; Zhang 

et al., Geophys Res Lett, 2021）。さらに、一連の研究成果や天然高

圧鉱物研究の半世紀の成果について総説論文を国際誌に発表した

（Miyahara et al., PEPS, 2021）。 

【達成度と意義】 

一連の研究成果や天然高圧鉱物研究の半世紀の成果についての再編

は、地球や海洋、あるいは地球外天体や地球外海洋の元となった起源物

質の衝突履歴における高圧鉱物の形成や進化に対する新しい体系知を

提出するに至り、新たな技術と知見に基づく新たな学術領域の創成の

端緒となった特筆すべき成果といえる。中長期計画の達成目標である

太陽系における海洋の起源や普遍性に迫る新たな海洋像の描出に対し

て、前倒しの進展と特筆すべき成果創出があったと自己評価する。 

 

暗黒の極限環境生態系における未知の微生物の探索やその生理機能

の解明、特に「真核生物の起源となったアーキア（古細菌）」や「光合

成あるいは化学合成によらない、電気をエネルギーとして利用する電

気化学合成微生物」の代謝機能の解明（ⓑ）等、に向けた令和元年度か

ら令和３年度の取組として、 

 

（１）現場環境再現培養法や実験室内電気化学培養、あるいは現場電気

化学培養法、といった新たな集積培養技術と、最新オミクス解析を組み

合わせた方法論によって、真核生物の起源となったアーキアとして注

目されながらも未培養のままであったアスガルドアーキアや第３の生

命エネルギー獲得システムである電気合成微生物の分離、形態・生理・

機能の検証を行った。 

【令和元年度進展と成果】 
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平成 19年から３つの中長期計画を跨いで継続してきた現場環境再現

培養法（Imachi et al., Sci. Rep., 2019）によって、世界で初めてア

スガルドアーキア（MK-D1 株）の単離に成功しただけでなく、その形態・

生理・ゲノム解析から MK-D1 株が培養された原核生物として真核生物

に最も近縁な生物であることを明らかにした。また、明らかになった特

徴的な形態や生理・共生機構を基に、真核生物の誕生についての新しい

仮説モデル”Entangle-Engulf-Endogenize (E3) model”を提案する論

文を Nature 誌に発表した（Imachi et al., Nature, 2020）。本成果は

bioRXiv にプレプリントを発表した段階で、世界的なトピックスとな

り、Nature、 Science、 Cell 誌でのニュースとして報道され、また

Science 誌が選ぶ 2019（令和元）年における最も革新的であった十大科

学ニュース「ブレークスルー・オブ・ザ・イヤー」の１つに選出された。 

【令和２年度進展と成果】 

MK-D1 株の更なる生理・遺伝学的特性の検証を進め、MK-D1 株のプロ

テオミクスデータ及び急速冷凍レプリカ法による電子顕微鏡像を取得

に成功しただけでなく、新しいアスガルドアーキアの集積培養も得た。

また米国 Moore 財団から外部資金(機構には３年間で US$323,750)も獲

得した。 

【令和３年度進展と成果】 

平成 25年から２つの中長期計画を跨いで継続してきた実験室内及び

現場電気化学培養法によって、世界で初めて電気合成微生物の集積培

養に成功し、マルチオミクス解析によって、電気エネルギーに支えられ

た一次生産と増殖を実証する事に成功した（Yamamoto et al., ISME J, 

submitted） 

【達成度と意義】 

アスガルドアーキア（MK-D1 株）の培養分離及び形態・生理・機能の

特定とそれに基づく真核生物の誕生についての新しい仮説モデルは、

bioRXiv にプレプリントを発表した段階で、世界的なトピックスとな

り、Nature、 Science、 Cell 誌でのニュースとして報道され、また、
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Science 誌が選ぶ 2019（令和元）年における最も革新的であった十大科

学ニュース「ブレークスルー・オブ・ザ・イヤー」の１つに選出される

程のインパクトのある研究成果であった。さらに、機構職員が選ぶ「最

もインパクトのあった機構発の研究成果」にも選出された。本成果やそ

れに続く電気合成微生物の存在実証は、大きなポテンシャルを有する

若い研究者の個人的な着想と日々の努力、そして長期にわたる組織的

なバックアップを基にしたボトムアップ研究が世界の学術研究の潮流

に革命的な影響を与える波及効果をもたらすことができるという「基

礎研究のドリームサクセスストーリー」が機構から生み出されている

最高の実例であり、計画を遙かに上回る進展と特筆すべき成果創出が

あったと自己評価する。 

 

（２）深海探査や IODP 掘削航海で得られた試料を用いて、高度な培養

技術やマルチオミクス解析等の最新の微生物学的アプローチと地球化

学的アプローチによって、深海極限生態系や海底下生命圏の限界条件・

存在様式・機能の検証を行った。 

【令和元年度から令和２年度進展と成果】 

IODP 掘削航海で得られた試料を用いた詳細な海底下微生物生態系の

解析を通じて、表層生産力の乏しい南太平洋環流域での海底下堆積物

中に１億年以上にわたって生き残ってきたと考えられる微生物群の生

存を確認し、その代謝活動の復元に成功した（Morono et al., Nature 

Comm., 2020）だけでなく、海底下深くに存在する古い海洋地殻上部の

玄武岩帯に、岩石中のエネルギーや栄養で生息する岩石内微生物生態

系が存在することの実証に成功した（Susuki et al., Comm. Biol., 

2020）。さらに、これまでの IODP で得られた様々な海底下堆積物掘削試

料を用いた微生物群集のメタゲノム解析データの網羅的・統合的解析

を通じて、全球の海底堆積物に生息する微生物の多様性が、貧エネルギ

ー環境にもかかわらず、海洋や土壌中の微生物多様性に匹敵すること

を定量的に示した（Hoshino et al., PNAS, 2020）。加えて、高温地熱
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勾配環境である南海トラフの堆積物環境の IODP 掘削試料を用いて、

100℃を超える高温環境においても生命活動が存在する可能性を示す

論文発表を行った（Heuer et al., Science, 2020）。 

【令和３年度進展と成果】 

陸域地下あるいは深海の蛇紋岩流体生命圏探査において重要な指標

となる物理・化学環境の特定を進め、その成果について２本論文発表を

行った（Menzies et al., GCA, 2022; Templeton et al., Biogeosci, 

2021）。室戸沖 IODP 掘削航海 T-limit の試料分析を通じて、温度によ

って制約される海底下生命圏の限界の特定とその拡張に成功し、論文

発表を行った（Beulig et al., Nature Comm, 2022; Köster et al., 

G3, 2021）。また、海底下微生物の未知機能を予測・推定する新たな分

子生態学的手法の開発を進め、方法論確立と現場環境への応用につい

て論文発表を行った（Wakamatsu et al., Front Microbiol, 2022; Mori 

et al., M&E, 2021）。 

【達成度と意義】 

これら一連の研究成果は、地球のダークマター微生物のマジョリテ

ィである海底下微生物生態系における「生命圏の限界」や「遺伝的・機

能的多様性」に対する革新的な理解を導く、世界的にも大きな注目と高

い評価を得た特筆すべき成果であり、「真核生物の起源となったアーキ

ア（古細菌）」や「光合成あるいは化学合成によらない、電気をエネル

ギーとして利用する電気化学合成微生物」と並ぶ「深海・海底下ダーク

マター微生物の探索・機能の解明と地球生命の限界拡張」といった目標

に対して、計画を遙かに上回る進展と特筆すべき成果創出があったと

自己評価する。 

 

（３）暗黒の極限環境生態系における微生物以外のメイオベントスや

大型生物について、その生理機能や環境と生命の相互作用メカニズム

に向けた研究開発として、探査による現場観測・現場実験と研究室内マ

ルチオミクス解析を組み合わせた方法論によって深海化学合成生物や
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水塊・堆積物生態系の機能や多様性を生み出す分散適応メカニズムの

検証を行った。 

【令和元年度進展と成果】 

平成 17年から４つの中長期計画を跨いで継続してきたインド洋熱水

域における現場観測や現場実験、実験室内での分析と実験及び理論計

算を統合して進めてきた深海熱水性巻貝スケーリーフットの硫化鉄鉱

化作用の解明を完了し、スケーリーフットの体内から鱗を構成する細

孔を通じて排出される還元的硫黄と体外から鱗を構成する細孔を通じ

て浸透する二価鉄の反応が常温・常圧では人為的に生成することが出

来ないパイライトナノ結晶成長を促し、鱗の成長に伴って鱗最外層に

蓄積される」というメカニズムの実証を研究論文として発表した

（Okada et al., PNAS, 2019）。同じくインド洋熱水域における現場観

測や現場実験、実験室内での分析と実験及び理論計算を統合して進め

てきた深海熱水性巻貝アルビンガイの水素に依存した化学合成共生シ

ステムの存在様式の解明を完了し、世界で初めて「水素が豊富な熱水域

では水素酸化、水素が乏しく還元的硫黄が豊富な熱水域では硫黄酸化、

どちらよりもメタンが豊富な熱水域ではメタン酸化に依存した化学合

成共生システムが優占する」という理論予測を現存する熱水化学合成

生物で実証することに成功した（Miyazaki et al., ISME J., 2020）。 

【令和２年度進展と成果】 

令和元年度に続き、スケーリーフットのゲノム・トランスクリプトー

ム解析を通じて、「スケーリーフットの鱗形成プロセスの解明」を決定

づける論文を発表した（Sun et al., Nature Comm., 11,1675, 2020）。

また、日本周辺の化学合成生物群集の多様性や分散過程を理解する上

でのミッシングリンクとなっていた伊豆・小笠原弧熱水域とマリアナ

島弧・背弧域の化学合成生物群集の遺伝的接続性に関する新たな知見

について論文を３本発表し（Sato et al., Marine Biology, 167, 79, 

2020; Watanabe et al., J. Crust. Biol., 40, 556–562, 2020; 

Watanabe et al., Marine Biodiversity, 51, 9, 2021）、化学合成生
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物群集の分散を阻害する深層海流や地形障壁の重要性を示した。 

【令和３年度進展と成果】 

有孔虫や珪藻といった原核生物以外の海洋微生物の生理機能や環境

との応答性についての新たな成果、海洋動物における「生命と環境の共

進化」の鍵となる形態と機能の関係性を明らかにする成果、海洋表層か

ら海底に至る水塊微生物群集の構造や生物地球化学物質循環への機能

についての調査航海に基づいた観測を纏めた成果に加えて、長年にわ

たる地道な調査と観測データ取得と現場実験、及び最新のオミクス解

析と高精度顕微鏡解析を含めた網羅的な研究を統合して、海洋環境の

最優占環境である深海平原の海水-堆積物最表層環境における深海生

態系の構造と機能を描像した論文を２本発表した（Nomaki et al., 

Prog Ocenogr, 2021; Nomaki et al., Global Change Biol, 2021）。 

【達成度と意義】 

スケーリーフットやアルビンガイについては、上記の一連の研究成

果に至るまでに機構や国内研究者によって過去から現在にかけて多数

の論文が発表されており、令和元年度には本成果の他に、スケーリーフ

ットを IUCN が発刊するレッドリストへの登録に成功し（Sigwart et 

al., Nature Ecol. Evol., 2019）、かつ令和３年度にはアルビンガイ

を含むほとんど全ての深海化学合成生物に対する IUCNレッドリストの

公式評価を完了させた。世界的に一般社会に広く浸透し、様々な２次・

３次創作や商品への展開がみられる「深海のアイドル生物＝スケーリ

ーフット」の学術研究を切り開き、発展させ、さらに種の保護にまで及

ぶ展開をもたらしたこれらの研究とその波及効果は、機構発の新たな

学術分野の創成と社会への積極的なアウトリーチが、社会的かつ国際

的な大きな活動へと結びつく唯一無二の成功例となった特筆すべき成

果創出とその波及効果といえる。また、令和３年度に創出された「海水

-堆積物最表層環境における深海生態系の構造と機能の描像」は、長年

全く顧みることがなかった地球最大の深海生命圏である深海平原堆積

物表層環境において、静かではあるが重要な生物地球化学物質循環や
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生態系の機能が存在し、さらにその下に広がる海底下堆積物微生物圏

との時空間相互作用を通じて海惑星地球の「生命と環境の共進化」を支

えてきたメカニズムに初めて切り込む画期的な成果といえる。正に海

洋-海底-海底下の「生命と環境の関わり」を結びつける最終最大の障壁

を破壊する破壊的知の創造の端緒を開いた研究であり、海洋-海底-海

底下を一気通貫的に研究してきた機構でしか為し得ない特筆すべき成

果といえる。 

 

（４）探索した未知の微生物が有する機能を付加した人工的な生命機

能の作成やそれを応用した物質生産システムに係る基盤的知見の創出

に向けて、「海水中での人工細胞の生成」や「自ら増殖する人工細胞の

創出」、あるいは「一分子機能解析」や「一細胞生理・生態学」の基盤

技術の確立を行った。 

【令和元年度進展と成果】 

新しい研究人材を招致・増強し、人工細胞による生命の３大エネルギ

ー代謝の一つである光合成エネルギー代謝の再構成とフェムトリッタ

ー微小流体デバイスを用いた機能未知１遺伝子の機能解析技術の構築

に取り組んだ。その成果として、世界で初めて光合成エネルギー代謝を

実験室環境で人工的に再現することに成功した論文を発表した

（Berhanu et al., Nature Com., 2019）。また、１遺伝子からの in 

vitro タンパク質発現と機能の定量化を可能にした論文を発表した

（Zhang et al.,Sci. Adv., 2019）。 

【令和２年度進展と成果】 

天然海水や人工海水を使った脂質膜（リポソーム）の形成を試み、膜

形成やタンパク質合成に成功しただけでなく、新たなフェムトリッタ

ー微小流体デバイスの安定的供給と大規模データ解析環境の構築した

（張翼他, 職務著作２戦略第 2363 号, JAMSTEC, 2020）。それらのデバ

イスを用いて、核酸処理制限酵素の新たな機能についての解析論文を

発表した（Zhang et al., PLoS One, 15, e0244464, 2020）。   
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【令和３年度進展と成果】 

膜脂質を合成して自ら増殖（細胞分裂）する人工細胞の創出に取り組

み、無細胞リン脂質合成系を高度化することで、最大 400µM のリン脂

質を人工細胞内で合成することが可能になり、人工細胞の肥大、つまり

分裂寸前の増殖過程までを再現する事に成功し、論文投稿を行った

（Kuruma et al., submitted）。また、人工細胞作成技術の高度化・応

用に取り組み、迅速・簡便な人工細胞作成プロトコールを新たに開発

し、特許出願及びキット製品化、さらにベンチャー企業立ち上げの準備

を行った。一細胞超並列培養実験にも成功し、一細胞生理・生態学の端

緒を切り開いた。 

【達成度と意義】 

人工細胞による生命の３大エネルギー代謝の一つである光合成エネ

ルギー代謝の再構成の成功は、残る２大エネルギー代謝（化学合成と電

気合成）の人工的再構成への道筋を確立する特筆すべき成果創出とな

った。また、１遺伝子からの in vitro タンパク質発現と機能の定量化

を可能にした技術開発とその高度化及びその技術を活用した成果創出

と一細胞超並列培養実験の成功は、今後の「一分子機能解析」や「一細

胞生理・生態学」の道筋を切り開く大きな進展であった。計画を上回る

進展と特筆すべき成果創出によって、中長期計画中に我が国が世界を

リードする学術領域の創成につながる確かな手応えを得た。 

 

その他、中長期計画の重点課題としては当初想定していなかったも

のの、自由かつ挑戦的・独創的な着想に基づく研究開発の萌芽として進

める研究や活動に対する令和元年度から令和３年度の取組として、 

 

（１）令和２年度から人類起因型海洋危機の解決に向けた海洋生態系

機能活用のためのプラットフォーム（陸上・海洋）を活用した学際的な

共同研究やそれを利用した海洋環境・生態系データの収集を行った。 

【令和２年度から令和３年度進展と成果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

78 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海洋プラスチック危機解決に向けた生分解性プラスチックへの代替

を目指す研究開発における海洋生態系機能活用について、NEDO ムーン

ショット型研究開発事業「生分解開始スイッチ機能を有する海洋分解

性プラスチックの研究開発」（研究代表者：群馬大学 粕谷健一）、ERCA

環境研究総合推進費「バイオマス廃棄物由来イタコン酸からの海洋分

解性バイオナイロンの開発」（研究代表者：北陸先端科学技術大学院大 

金子達夫）、NEDO「海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた技術

開発事業：海洋生分解性に係る評価手法の確立」（研究代表者：産業技

術総合研究所 国岡正雄）、NEDO 先導研究プロジェクトエネルギー・環

境新技術先導研究プログラム「海洋環境を利用する新しい海洋生分解

性プラスチック創出」（研究代表：日清紡ケミカル）、に分担者や協力者

として参画し、陸上や現場での生分解検証実験・航海実海域試料を用い

た海洋動態評価法の開発を進めた。 

【達成度と意義】 

生分解性プラスチックに対する海洋環境微生物群集の適応過程とプ

ラスティスフェア形成において、予想外の相関・因果関係が発見され、

極めて興味深い結果が得られつつあるのと同時に、それぞれのプロジ

ェクトにおいて着実な進展があった。また、「イタコン酸からの海洋分

解性バイオナイロンの開発」において実用性の高い新しい技術が確立

されたため特許出願にも至った。これらの外部資金の獲得につながっ

た共同研究は、中長期計画の重点課題としては当初想定していなかっ

たものの、社会的ニーズの一つでもある機構だけが有する海洋探査や

研究開発プラットフォームが、機構以外の研究業界や社会での価値創

造や波及効果に結びつく成功例となっただけでなく、プラットフォー

ム活用を主目的として開始した新たな研究開発の取組が、特異的なプ

ラスティスフェア海洋環境微生物群集の存在と未知機能の発見につな

がるといった「自由かつ挑戦的・独創的な着想に基づく研究開発」が新

たな海洋研究における学術領域の開拓に結びつくセレンディピティの

好例となった。正に当初の計画になかった進展と特筆すべき成果創出

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

79 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

があったと自己評価する。 

 

（２）将来的な海洋・海底開発に伴う海洋生態系への影響評価の手法や

ベースライン情報の構築に向けて、令和元年度から深海極限環境にお

けるサウンドスケープの描像と生命-環境相互作用への関わりについ

ての研究を進め、日本近海のいくつかの特徴的な深海環境に設置した

ハイドロフォンのデータ分析を行った。また、これまでの研究成果の体

系化を通じて、「今そこにある深海熱水化学合成生物の危機」の客観的

評価を行い、国際社会へ発信した。 

【令和元年度から令和３年度進展と成果】 

令和元年度にはそれぞれの環境や生態系に特徴的なサウンドスケー

プが存在することを明らかにするとともに（Lin et al., Trends Ecol. 

Evol., 34, 1066-1069, 2019）、令和２年度は ISA が主催する各国際ワ

ークショップでの深海生態系モニタリングの有効なツールとしてのリ

スト化を推し進めた。令和３年度は、それぞれの環境や生態系に特徴的

なサウンドスケープが存在することを論文発表した（Chen et al., 

Limnol Oceanogr, 2021）。また、令和３年度までに、これまでの世界中

の深海熱水域の調査を通じたデータを活用し、全ての深海熱水に固有

な軟体動物の分布・存在様式に基づいた IUCNレッドリスト評価を行い、

公式な評価を確定させた（Molloy et al., the IUCN Red List of 

Threatened Species 2020, 2020）。さらに、その根拠となる科学的評価

法についての論文を発表した（Thomas et al., Conserv Biol, 2021; 

Amon et al.,Mar Policy, 2022）。 

【達成度と意義】 

一連の研究成果は、将来的な環境変動や生態系保全に向けて、サウン

ドスケープデータが深海生態系のベースライン物理環境として活用出

来る可能性を示しただけでなく、海底資源の開発に伴う海洋生態系の

影響評価に対する最も迅速・簡便で効果的な手法である可能性を国際

的に認知させることに結びついた。また、IUCN レッドリストを通じて、
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科学的な証拠に基づいた深海熱水化学合成生物の現状評価を世界の科

学者だけでなく、社会に広く発信することまで達成した。正に計画にな

かったものの今後の学術の発展と社会的波及効果が期待できる成果創

出があったと自己評価する。 

 

（３）中長期計画にある「若手人材の育成」の達成に向け、「保有ファ

シリティ等を活用した先端研究現場体験とその経験に基づく若手人材

の海洋分野への強⼒な興味喚起及び動機付け」を利用した取組みとし

て若手人材育成航海（若手人材育成プロジェクト）を行った。 

【令和元年度から令和３年度進展と成果】 

令和元年度から令和３年度にかけて、「しんかい 6500」・「よこすか」

による潜水調査航海（通称ガチンコファイト航海）を３回行った。３回

の航海に 100 以上の国内外の大学・高専等に所属する計 384 名の応募

があり、計 22 名の「よこすか」乗船体験、計 10 名の「しんかい 6500」

潜航体験させることができた。既にガチンコファイト航海参加学生 22

名の間で、自発的な一種の秘密結社的な OB•OG サロンが形成され、個々

のキャリア形成や海洋調査や有人潜水船の存続に関する幅広い議論や

コネクション作りが進んでいる。22 名の中で、更なる高等教育課程に

進んだ学生は 10 名であり、既にガチンコファイト航海での試料や経験

を基にした論文発表も行われている（Hashimoto et al., IJSEM, 2021; 

Chen et al., Limnol Oceanogr, 2021）。また、これまでのガチンコフ

ァイト航海の経過や結果、波及効果について、多くのメディアで発信し

（例えば Watanabe et al., Deep Sea Biol. Soc. News, July 1, 2020; 

NHK プロフェッショナル; 機構ウェブサイト; YouTube 等）、機構内外

の認知は飛躍的に高まった。 

【達成度と意義】 

既に我が国の大学等の教育機関や海洋科学に関連する多くの業界に

おいて「機構にしかできない次世代人材育成のアプローチとしてのガ

チンコファイト航海」が認知されるに至った。最も重要な事は、ガチン
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コファイト航海参加学生がサロンを形成し、学生のキャリア形成のロ

ールモデルとして活躍し、それを中心とした海洋調査や有人潜水船の

存続に関する幅広い議論やコネクション作りが進んでいることであ

る。これは、正に想定になかった展開と波及効果であり、中長期計画の

後半においても、「保有ファシリティ等を活用した先端研究現場体験と

その経験に基づく若手人材の海洋分野への強力な興味喚起及び動機付

け」の航海を続ける必要がある。 

 

（４）中長期計画にある「若手人材の育成」の達成に向け、「保有ファ

シリティ等を活用した先端研究現場体験とその経験に基づく若手人材

の海洋分野への強⼒な興味喚起及び動機付け」を利用した「ガチンコフ

ァイト航海」以外の様々なアウトリーチ・エデュケーションに取り組ん

だ。 

【令和元年度から令和３年度進展と成果】 

令和元年度に高知コア研究所が主導した「地震津波碑の保全と３D デ

ジタルアーカイブ化」と「南海地震による集落水没伝承の科学的検証」

は学術研究（Tanikawa et al., 2019）と地方公共団体及び地域住民を

巻き込んだ学術研究への興味喚起及び社会資本として防災意識の向上

活動を連動させた特筆すべきアウトリーチ・エデュケーション成果と

なった。また、令和３年度には、地震断層運動を再現実験するための摩

擦・物性研究で得られた成果を活用して、多くの人に機構の研究活動を

知ってもらうために JAMSTEC50 周年記念企画「すべらない砂甲子園」を

実施した。全国から公募で選ばれた 50 の砂の中からトーナメント形式

により「一番すべらない砂（摩擦最強の砂）」を決定したもので、試合

内容を科学的解説とともにウェブサイトで配信した（YouTube 全 28 話

配信、総視聴回数 34,000 以上を達成）。ソーシャルメディアを有効活用

し、教養とエンターテイメントを兼ね備えたコンテンツを提供したこ

とにより、全国のテレビ、ラジオ、新聞等で数多く取り上げられるなど、

機構の研究活動に対する一般市民の理解及び機構の知名度向上に大き
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く貢献することができた。超先鋭研究開発部門が標榜する挑戦的・独創

的な研究のオープンサイエンス化に向けた上記のような目立つ取組だ

けでなく、新型コロナ感染症の拡大による大きな制限はあったが、地道

な地域社会や高等教育進学以前の次世代人材に向けたアウトリーチ・

エデュケーション活動を精力的に継続してきた。ただ活動を行うだけ

でなく、その活動が機構の研究活動に対する認知や知名度向上や積極

的なキャリア志望や支援とどのように結びついたかに関する意識調査

や効果の見える化を進めた。結果として、1,700 人を超える不認知層を

含む 2,000 人以上の一般市民や学生といいた参加者に対する活動を通

じて、99.7％の参加者の印象変化を導き、50％近い参加者の就職や支援

希望を引き出す大きな効果があった。さらに、機構に期待する研究開発

テーマ選択において、参加者の 60％が「機構に最も期待する研究＝超

先鋭研究開発部門に関連する研究開発テーマ」にとして選択する効果

を得た。 

【達成度と意義】 

超先鋭研究開発部門が標榜する挑戦的・独創的な研究のオープンサ

イエンス化に向けて、上記の通りインターネットや YouTube、SNS を活

用した自発的マルチメディアアウトリーチを展開した取組の成果は、

「ガチンコファイト航海」や「すべらない砂甲子園」の認知度の上昇や

活動継続への要望からその波及効果は明らかである。また、超先鋭研究

開発部門で実施している意識調査からも、挑戦的・独創的な研究への共

感・支援意識の向上が明らかである。それら全ての様々なアウトリー

チ・エデュケーションの効果は、Altmetrics 分析において、超先鋭研

究開発部門の論文１本当たりの反響指数が機構の研究開発部門内で最

高であり、世界のあらゆる地球科学・生物学研究機関との比較において

もトップレベルである結果で示された。挑戦的・独創的な研究のオープ

ンサイエンス化を目指した自発的アウトリーチ・エデュケーション活

動が、特筆すべき成果創出を大きな社会的波及効果へ結びつける効果

的な方法論であることが示されつつある。 
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（ロ）未来の海洋科学技術を

築く挑戦的・独創的な技術開

発研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高温高圧な条件下において地震断層運動を再現する実験技術及びレ

ーザー加工や電気化学的な処理による熱水利用に係る新技術、の確立

に向けた令和元年度から令和３年度の取組として、 

 

（１）海溝型地震の震源域の物理化学条件を再現しうる含水条件下で

の地震断層運動を再現できる実験技術や科学掘削に伴う掘削データか

らの現場岩石強度を推定する技術の確立を行った。 

【令和元年度から令和３年度進展と成果】 

令和元年度は、Griggs 型高温高圧変形試験機に流体圧を制御するた

めの仕組みを世界に先駆けて導入し、海溝型地震震源域の含水高温高

圧条件の実験室内再現を開始し、令和２年度には地震発生域下限に相

当する封圧１GPa、間隙水圧 750MPa、温度 400˚C での岩石変形実験に成

功した。また、含水条件と比較・対比するための無水条件における地震

断層レオロジーを検証し、論文として発表した（Okazaki & Hirth, 

Tectonophys., 2019）。令和元年度には、掘削せん断強度から岩石強度

を推定するためのキャリブレーション試験をするための技術開発にも

成功し、その概要を論文として報告した（Hamada et al., 2019）。加え

て、令和２年度には、地震発生帯に広く起きうる熱水-岩石反応の物理・

化学特性実験的に検証しうる熱水摩擦試験機の開発パイロット試験を

行い、地震発生帯の熱水環境下での地震性すべりを再現に成功した。 

【達成度と意義】 

世界的な新型コロナウイルス感染症の拡大もあって、材料や部品の

確保といった点で、試験機の開発改良に若干の遅れはあったものの、中

長期計画前半３年間の目標として掲げた「震源域条件における地震断

層運動を再現できる実験技術」を達成する着実な進展と成果創出があ

ったと自己評価する。 

 

（２）レーザー加工や電気化学的な処理による熱水利用に係る新技術

 

海洋科学技術を革新するような成果の創出を目指す

挑戦的・独創的な技術開発でも、中長期計画における前

半３年に達成すべき目標を設定しつつ予期しない新機

軸技術開発の発露を期待しながら、その達成に向けた

技術開発を進めた。 

「高温高圧な条件下において地震断層運動を再現す

る実験技術」に対しては、海溝型地震の震源域の物理化

学条件を再現しうる含水条件下での地震断層運動を再

現する装置改良を進め、最終的に地震発生域下限に相

当する封圧 1GPa、間隙水圧 750MPa、温度 400˚C での実

験に成功した。また、含水条件下での熱水摩擦試験機の

開発パイロット試験を行い、地震発生帯の熱水環境下

での地震性すべりの再現に成功した。本項目において

は、前半３年に達成すべき目標に対する着実な進展と

成果創出があったと自己評価する。 

「レーザー加工や電気化学的処理を活用した熱水利

用新技術やその他の挑戦的・独創的技術の開発」に対し

ては、レーザー加工技術や光ファイバーを用いたこれ

までの海洋研究開発分野ではなかったような新しい技

術開発を進めただけでなく、それを応用・利活用した産

学官との共同研究を多数展開し、いずれも期待を上回

る進展と成果創出に結びついた。また、機構内で涵養さ

れていた電気化学と微生物利用の技術基盤を融合させ

た、これまでにない新しい技術開発の進展があり、多く

の特許出願に至った。本項目においては、前半３年に達

成すべき目標と計画を上回る進展と成果があったと自

己評価する。 

また、中長期計画の重点課題としては当初想定して
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の確立に向けて、異素材間接合に関するレーザー加工手法の検証とス

ケール防護技術コンセプトの実証、岩石に対する高出力レーザー加工

に関する基礎現象の理解と応用、熱水の電解による局所的なシリカの

トラップ反応と溶解反応を引き起こす新たなスケール防護技術に関す

る技術の実証及び生物電気化学リアクターによる二酸化炭素回収・利

用・貯留技術の開発を行った。 

【令和元年度から令和２年度進展と成果】 

異素材間接合に関するレーザー加工手法の検証とスケール防護技術

コンセプトの実証において、テフロン系樹脂(ETFE 等)と鉄鋼材料との

間を結合するレーザー加工手法の最適化に成功し、論文発表を行った

だけでなく（Kawakami et al., J. Material Process. Tech., 2021）、

ムーンショット型研究開発制度などの外部資金獲得（３件、5,400 万円

／年度）と３件の特許出願を行った。岩石に対する高出力レーザー加工

に関する基礎現象の理解と応用において、様々な実験条件の最適化を

検討することにより、1m 鉄筋コンクリートのレーザガラス化切断を、

世界で初めて成功した。本技術開発の基盤要素技術開発に関する論文

を発表し（Semboshi et al., Metals, 10, 2020）、２件の特許出願及

び科研費や企業との共同研究での外部資金を獲得した（３件、約 8,000

万円／年度）。生物電気化学リアクターによる二酸化炭素回収・利用・

貯留技術の開発において、天然ガス田かん水を用いて 10L のパイロッ

トリアクターテストを行い、電気メタン生成反応速度が数百倍に向上

する現象を確認し、地下圏微生物と電気と CO2 を用いてメタンを生合

成できる事を明らかにした。 

【令和３年度進展と成果】 

異素材間接合に関するレーザー加工手法の検証とスケール防護技術

コンセプトの実証において、テフロン系樹脂と鉄鋼材料との間を結合

するレーザー加工プロセスを完成させただけでなく、その構造的・化学

的機構を明らかにし、外部資金プロジェクトとしての目標達成と報告

書の提出を行った（NEDO 戦略的省エネルギー技術革新プログラム実用

いなかったものの、自由かつ挑戦的・独創的な着想に基

づく技術開発の発露を積極的に展開する方向性とし

て、「次世代地球惑星科学・生命科学を担う極微小領域・

高精度化学分析技術の開発」に取り組み、これまで確立

してきた極微小領域・高精度化学分析を高度化させる

とともに、多面的共同研究を展開することによって、

「はやぶさ２」試料キュレーション phase II における

化学分析の主導、「IODP」掘削試料への応用研究、ダー

クマター微生物の探索と機能の理解への応用、さらに

考古学や工芸品産地特定への応用、といった派生する

分野での成果創出に大きく貢献した。さらに、コロナ禍

が続く中で、民間企業の開発への極微小領域・高精度化

学分析の提供も継続して実施した。本項目においても、

前半３年に達成すべき目標と計画を上回る進展と成果

があったと自己評価する。 

全く新しい海洋生態系の現状把握や影響評価の観測

技術の開発を目指す「スケーラブル海中多次元マッピ

ングシステム開発」も中長期計画の重点課題としては

当初想定していなかったものの、自由かつ挑戦的・独創

的な着想に基づく技術開発の発露と位置づけることが

できる。機構独自の技術開発や学術成果の蓄積に加え

て、AI を始めとする国内外の様々な先端技術を階層的

に組み合わせたマッピングシステムの開発が大きく前

進し、国内外の様々なプラットフォームを用いた調査

航海での実使用と応用展開を行った。大規模・高品質な

海洋生物画像教師データの取得のみならず、浮遊生物

の分類・人為的海洋開発や環境変動に伴う生態系への

影響評価での科学的成果の創出に結びついたと同時

に、陸上あるいは船上での機械学習アプリケーション
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化開発）。また、本成果の更なる社会応用や実装に向けた、より規模の

大きな新たな外部資金プロジェクトに採択された（安全保障技術研究

推進制度タイプ S）。岩石に対する高出力レーザー加工に関する基礎現

象の理解と応用において、コンクリートガラス化の基礎現象を明らか

にした。本成果によりコンクリートが内部の水蒸気爆発を起こすこと

なくガラス化・安定化する技術が完成し、知財化（特願 2022-006211）

も達成した。熱水の電解による局所的なシリカのトラップ反応と溶解

反応を引き起こす新たなスケール防護技術に関する技術の実証におい

て、理論予想に基づいた実験データが得られ、工学利用可能技術である

確証を得た。生物電気化学リアクターによる二酸化炭素回収・利用・貯

留技術開発の応用展開として、鉱山汚染環境での有害金属種除去技術

の開発に成功し、「重金属イオンの回収方法、重金属イオンを回収する

ための構造体、および微生物の集積方法」として九州大学との共同特許

出願に至った。さらに、ムーンショット型農林水産研究開発事業「植物

根の生長をリアルタイムで計測する Fiber-RADGET の開発」の分担研究

において、光ファイバーによる根生長の計測技術「Fiber-RADGET」を完

成させた（特願 2021-103909、プレスリリース 

https://www.jamstec.go.jp/j/about/press_release/20210712/）。 

【達成度と意義】 

レーザー加工や電気化学リアクター、あるいは光ファイバーという

これまで海洋研究開発の現場で用いられることが少なかった要素・技

術を用いて、機動性や柔軟性に富んだ産・学・官の共同技術開発・応用

研究を多数展開し、多くの外部資金の獲得に結びつけただけでなく、い

ずれも期待を上回る進展と論文発表や知財化といった成果創出に結び

ついた。また機構内で涵養されていた電気化学と微生物利用の技術基

盤を融合させたこれまでにない新しい技術開発の進展があり、多くの

特許の出願に至っている。計画を上回る進展と成果創出があったと自

己評価する。 

 

のプロトタイプも完成し、スケーラブル海中多次元マ

ッピングシステムの原型が確立された。本項目におい

ても、計画を上回る進展と成果があったと自己評価す

る。 

以上述べてきたように、ほぼ全ての項目において前

半３年に達成すべき目標と計画を上回る進展と成果が

あった事に加えて、超先鋭研究開発部門として、（以下、

延べ数）37 件の特許出願(国内＋外国)を行い、産学官

連携の共同研究を 77 件（うち、民間との共同研究 30 

件、国内や国外の大学や研究機関との共同研究を47件、

外国機関との共同研究を９件）実施し、共同研究費とし

て 220 百万円を受け入れた。また、新たな大型外部資

金を獲得、あるいは新たな国主導のプロジェクトへの

積極的な参画・貢献、が見込まれることも踏まえて、本

研究課題の前半 3 年間の自己評価は A 評価とする。 
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その他の挑戦的・独創的な技術開発に向けた令和元年度から令和３

年度の取組として、 

（１）次世代地球惑星科学・生命科学を担う極微小領域・超高精度化学

分析技術の開発を行うとともに、挑戦的・独創的な研究成果の創出に結

びつける。 

【令和元年度から令和２年度進展と成果】 

「はやぶさ２」やその他の地球外天体探査により持ち帰られる貴重

な試料の分析に向け、微小領域での試料加工と TEM-NanoSIMS/SIMS-

STXM による同一試料リンケージ分析（微細組織・構造、元素・同位体、

分子・化学構造）を可能とする試料ホルダー・輸送容器を独自開発した

（Ito et al., Earth Planet. Space, 2020）。また、微小領域の高精

度化学分析を可能とする固体試料の高度表面研磨法が特許取得された

（特許第 6754519 号）。微小領域高精度化学分析技術開発やその技術応

用の実績が評価され、先端的技術開発の重点的拠点としての認知を高

めることができ、各種整備資金の獲得に結びついた。 

【令和３年度進展と成果】 

連携協定に基づく他機関（SPring-８、分子科学研究所 UVSOR、国立

極地研究所、JAXA キュレーション、首都大学東京）連携の枠組みで「は

やぶさ２」が持ち帰ったリュウグウ試料分析を実施し、一次分析の予察

的成果の論文発表を行った。原子力発電所の廃炉計画等において重要

な情報となる放射性 Sr（90Sr）の表面電離型質量分析計を用いた高感

度分析法の開発を進め、従来の 100 倍の検出感度向上/分析下限値の低

下（検出限界：1,600 atom）を達成し、論文発表を行った(Wakaki et 

al., Sci Rep, 2021)。先端的同位体分析技術を活用し、地球科学に加

え、分析化学・文化財科学など関連分野において、有孔虫試料の分析に

よる古環境変動解析や考古試料の産地推定などの技術開発を進め、出

土火葬骨に対する食性解析や漆工芸品の産地判別への応用を行った。 

【達成度と意義】 

これまで確立してきた極微小領域・超高精度化学分析を高度化させ、
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多くの惑星探査（例えば「はやぶさ２」試料キュレーション phaseⅡ）・

地球科学（例えば「IODP」掘削試料）・生命科学分野（例えばダークマ

ター微生物の探索と機能の理解）への応用研究を進め、研究論文の発表

だけでなく、多数の産学官との共同研究の展開に至った。この項目にお

いても計画を上回る進展と成果があったと自己評価する。 

 

（２）高コストで限られた機会である海洋探査を最大限効率化しつつ

試料採取に依存しない海洋生態系の現状把握や影響評価の新しい技術

であるスケーラブル海中多次元マッピングシステムの開発に向けて、

その一つの柱となる AI による海洋生物の認識・分類法の確立を行う。 

【令和元年度から令和２年度進展と成果】 

多種多様なプラットフォームで使用可能な可搬型 4Kステレオカメラ

撮影装置を開発し、機構やシュミット財団の調査船を用いた研究調査

での実使用を行い、AI による海洋生物の認識・分類法確立に向けた多

種多様な機械学習用画像教師データを得ただけでなく、実際の新規分

類群の海洋生物の同定を論文化した（Lindsay et al., Diversity, 

2020; Seid et al., BiodiversityData J., 2020）。また、「江戸っ子

325」によって、台風による河川の増水に伴う深海海底混濁流現象を世

界で初めて画像として捉える事に成功し、論文発表を行った

（Kawagucci et al., Peer J., 2020）。 

【令和３年度進展と成果】 

ビデオデータアノテーションツールの継続開発と 8Kビデオデータを

用いた機械学習アルゴリズムを補助するためのアプリケーション継続

開発、さらにアノテーションセットから機械学習用教師データをエキ

スポートするためのアルゴリズム開発を進め、技術開発の過程で得ら

れた分析データを用いた浮遊性動物の分類・分布・生物地理的研究への

有効性を示す論文発表を行った（Lindsey, Sci Robotics, 2021；Iida 

et al., Plankton Benthos Res, 2021; Wagner et al., Mar Policy, 

2021; Hidaka et al., Plankton Benthos Res, 2021）。また、採取試
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料から得られたプランクトン画像と、無人探査機に搭載された様々な

撮影装置（ホログラフィックカメラやステレオ視カメラなど）で得られ

たプランクトン画像を統合するデータベースの拡大を進めるととも

に、画像分類基盤技術を構築した（Irisson et al., Annu Rev Mar Sci, 

2021）。さらに、ホログラフィックカメラとラマン分光分析を統合させ

た海中浮遊粒子分類センサーの開発を進め、船上試験と海中運用まで

実現した（Lie et al., IEEE J Oceanic Eng, 2021; Liu et al., J 

Optical Soc America A, 2021）。 

【達成度と意義】 

新しい海洋生態系の現状把握や影響評価の新しい技術の開発を目指

す「スケーラブル海中多次元マッピングシステム開発」では、機構独自

の技術開発や学術成果の蓄積に加えて、AI を始めとする国内外の様々

な先端技術を階層的に組み合わせたマッピングシステムの開発が大き

く前進し、浮遊生物の分類・人為的海洋開発や環境変動に伴う生態系へ

の影響評価での科学的成果の創出に結びついたと同時に、陸上あるい

は船上での機械学習アプリケーションのプロトタイプも完成し、スケ

ーラブル海中多次元マッピングシステムの原型が確立された。計画を

上回る進展と成果があったと自己評価する。 
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②海洋調査プラットフォー

ムに係る先端的基盤技術開

発と運用 

【評価軸】 

○将来も見据えた挑戦的・独

創的な研究開発を、中長期目

標・中長期計画等に基づき戦

略的に推進し、国際水準に照

らしても科学的意義の大き

い成果が得られているか。 

○海洋調査・観測技術の高度

化や海洋調査・観測用のプラ

ットフォームの効率的運用

により、機構の研究開発成果

の最大化が図られたか。 

○研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

ントは適切に図られている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：Ａ 

本項目に係る中長期計画に照らし、予定以上の成果

が創出されたことを総合的に勘案した結果、自己評価

を「Ａ」とする。評価軸ごとの具体的な根拠については

以下のとおり。 

 

【評価軸：将来も見据えた挑戦的・独創的な研究開発

を、中長期目標・中長期計画等に基づき戦略的に推進

し、国際水準に照らしても科学的意義の大きい成果が

得られているか。】 

 

＜フローチャートにおける取組「海洋調査プラットフ

ォーム関連技術の高度化」に該当＞ 

海洋調査プラットフォーム関連技術の開発について

は、機構内外の研究者・有識者及び国内他機関との意見

交換において助言を得つつ、計画の調整や継続的な検

討が効果的に行われている。その結果としてフルデプ

スの ROV については、高速かつ長距離の音響通信技術

や新素材を用いた耐圧容器、高圧環境の影響を受けな

いアクチュエータの開発等、現状市場からは得ること

ができない技術課題を解決したことは顕著な成果であ

る。また、7,000m 以深対応の AUV の開発についても、

既存の AUV 機体の大規模改造を前提にした計画を立案

するなど、開発期間の短縮や予算の動向に対応した、柔

軟な対策の立案ができている。 

海底探査技術の国際大会において、国内の若手研究

者を中心としたチームのメンバーとして活動し、提供

を行った AUV-NEXT を含む無人観測システムで、準優勝

という成果を収めるとともに、大会に出場した他機関

補助評定：Ａ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

・ これまで確立してきた極微小領域・高精度

化学分析を高度化させるとともに、共同研

究により「はやぶさ２」試料キュレーショ

ン phase II における化学分析の主導、

「IODP」掘削試料への応用研究、ダークマ

ター微生物の探索と機能の理解への応用

など当初想定していなかった分野での成

果創出に大きく貢献したことは計画を上

回る成果と認められる。 

・ 深海探査システムの機能向上、7000 メート

ル以深の無人探査システム開発、通信高度

化などの取組は顕著な成果と認められる。 

・ 国内産学官に所属する若手研究者・技術者

と連携して海底探査技術の国際大会 Shell 

Ocean Discovery XPRIZE へ挑戦し、準優勝

という優秀な成績をおさめ、海洋開発にお

ける機構の有する技術力と我が国のプレ

ゼンスを国内外に示したことは顕著な成

果と認められる。また、当該取組は、産学
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の研究者と継続的に交流を行い、高精度海底地形デー

タの補正手法の標準化に関する取組を進め、その成果

を取りまとめるまでに至ったことは顕著な成果であ

る。 

水中音響関連技術の研究開発について、外部資金の

導入を積極的に図るとともに、有人潜水船で使用する

画像伝送装置の開発を行い、世界最高性能の通信速度

を持つ装置を実運用に提供した。また、この装置は米国

の海洋研究所が所有する有人潜水船にも試験的に搭載

され、その性能をデモンストレーションすることがで

きたことは顕著な成果である。 

海底局と移動体の間での高速音響通信を用いた自己

位置補正手法及び光通信を用いた高速データ授受技術

の検証が試験航海で成功裏に行われたことは、独立し

た海底局から船舶等を用いずに任意にデータを回収す

るという、将来の自動観測システムの実装シナリオを

実現するための要素技術を海域で検証したことにな

り、その成果は顕著な成果と言える。 

画像情報から多様な特徴点を自動で抽出したり、３

次元形状をデジタル化する AI 技術についても、大きな

進展が見られたことは顕著な成果と言える。また、その

成果が Society 5.0 科学博で公開され一般的な認知度

が上がったことは高く評価できる。 

計測機器の精度を保証する技術の一つである、水温

トレーサブルについて、SOP(Standard Operation 

Procedure)を取りまとめるとともに、開発を行った精

密大容量校正水槽の運用と供用を開始するに至ったこ

とは、この分野において国際標準に等しい環境をコミ

ュニティに提供できるようになったということであ

官携のモデルケースとしても意義が高い。

なお、若手研究者・技術者の挑戦の機会を

設けたことも高く評価できる。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

― 
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り、特に顕著な成果と言える。 

 

＜フローチャートにおけるアウトプット「多様な海洋

環境に対応する探査・調査能力の獲得」に該当＞ 

海底設置型掘削装置（BMS）についても、研究者の多様

な要望に対応できるよう機能向上を進め、海底下20mの

地点への地殻変動観測点の設置等を実現し、他の機関

では実現することができない高精度な観測を支える技

術を確立することができたことは高く評価できる。 

 

【評価軸：海洋調査・観測技術の高度化や海洋調査・観

測用のプラットフォームの効率的運用により、機構の

研究開発成果の最大化が図られたか。】 

 

＜フローチャートにおけるアウトカム「課題(1)～(3)

の研究開発成果の最大化による国の海洋政策等への貢

献」に該当＞ 

洋上中継機（ASV）の一つであるウエーブグライダー

については複数機からなる運用体制の整備が進み、令

和２年度には十勝沖地震の発生に伴う緊急調査にも供

され、機動的な調査観測に対応できる無人観測の体制

が整備され、運用されるまでに至ったことは顕著な成

果と言える。 

 

＜フローチャートにおけるアウトプット「海洋調査プ

ラットフォームの安全かつ効率的な運用の実現」に該

当＞ 

新型コロナウイルス感染症の収束が見通すことがで

きない中、乗船・訪船者に対する対応基準について、複
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数回の乗船前 PCR 検査、乗船前自己隔離、継続乗船者

への検査など、国内の感染状況の変化や、緊急事態宣

言・蔓延防止等重点措置の発令等の社会情勢に対応し

つつ、研究航海の安全かつ最大限の実現に部門全体が

一丸となって取り組んだ。特に、外国人乗船者への対応

にあたっては、我が国のみならず、関係各国の水際対策

等をも踏まえ、入国時やその後のフォローを丁寧に行

ったほか、変則的な配乗計画を策定し実行するなど、安

全な研究航海の実施に向けて柔軟かつスピーディーな

対応を実施した。これら乗船者への対応に加え、船上の

遠隔診断システムの実装や医師の処方が必要な新型コ

ロナウイルス経口治療薬の全船舶への搭載など、船舶

の安全対策の強化が大きく進んだことは特に顕著な成

果と言える。 

同様に、コロナ禍において、８か月にわたる学術研究

船「白鳳丸」の改造工事、各船舶の法定検査、新たに搭

載する機器の試験を着実に実施することができたこと

も評価できる。 

 

＜フローチャートにおけるアウトカム「課題（１）～

（３）の研究開発成果の最大化による国の海洋政策等

への貢献」に該当＞ 

ArCS II や SIP など、国内の政策的課題の推進に貢献

できるよう、海洋調査プラットフォームの供用を行い、

着実に計画を遂行した。加えて、新型コロナウイルス感

染症の蔓延が続く中、外部資金の積極的な確保や多面

的な産学官への貢献を目的として、欧州海洋研究掘削

コンソーシアム（ECORD）や日本メタンハイドレート株

式会社（JMH）、産業技術総合研究所（AIST）からの受託
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事業を実施し、所望の成果を獲得し、機構の国内外への

プレゼンス向上に貢献したことは顕著な成果である。 

また、船舶有効活用の一環として、「ちきゅう」の回航

時間を活用した、掘削プログラム表層掘削科学プログ

ラム（Chikyu Shallow Core Program::SCORE）を実施

し、広く研究者の乗船機会を確保するとともに、若手研

究者や大学院生等が積極的に参加できる場を提供する

ことができたことも評価できる。 

 

【評価軸：研究開発成果を最大化するための研究開発

マネジメントは適切に図られているか。】 

 

＜フローチャートにおける取組「海洋調査プラットフ

ォーム関連技術の高度化」に該当＞ 

中長期計画に記載した開発項目を着実に進めてお

り、結果を踏まえても適切なマネジメントが図られて

いたと考える。また、研究者等個人毎の自由な発想に基

づく新規研究の実施も適宜進めており、大型の競争的

資金の獲得や、科学博で紹介した AI 技術等の独創的な

研究が加速した。 

 

＜フローチャートにおける取組「大水深・大深度掘削技

術の開発」に該当＞ 

掘削技術開発については、実装に必要な経費の確保

等の課題もあることから、各技術課題の最終目標、科学

目標との関連、周辺技術の動向、必要経費、運用開始の

タイミング等を精査し、ロードマップのアップデート

を実施している。 
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（イ）海洋調査プラットフォ

ーム関連技術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

AUV-NEXT やフリーフォールカメラシステム（FFC11K）を開発の軸と

して、機構内外の研究者や国内他機関との意見集約を行い、次世代深海

探査システム委員会において助言を得つつ、広域かつ大水深域への対

応や観測の自動化に向けた無人探査システムの開発計画を推進した。

有人探査機の開発についても、継続的な検討を実施している。 

フルデプス ROV 技術については、調達・運用が困難な大深度用ウィン

チケーブルに頼らない、新しいビークルコンセプトを実現するために、

必要な要素技術として、高速・長距離音響通信技術、セラミックス耐圧

容器の設計手法の開発及び高圧下でも駆動効率が低下しない ACサーボ

モータの開発といった、要素技術を確立した。 

大深度用ウィンチケーブルの運用上の問題点を検証するためのシミュ

レータを開発し、評価に着手した。 

 

7,000m 以深対応 AUV の開発については、「うらしま」の改造を基本に

行うことで工期の短縮を目指すこととし、次世代深海探査システム委

員会において、開発方針について助言を得た。 

母船に頼らない AUV の自動観測を実現させるために、音響測位機能を

持つ海底局による AUV の海中位置補正技術と水中での光通信システム

を用いた AUV-海底局間の高速データ通信技術を実海域において検証し

た。 

令和２年 11月６日から７日にかけて発生した十勝沖地震の震源域周

辺のプレート間固着・すべりの現状を把握するため、ウエーブグライダ

ーを用いた緊急調査を 11 月 30 日から約 10 日間にわたって実施した。

従来船舶や係留系などによって行われてきた観測の代替手段として、

ウエーブグライダーの導入が有効であることが検証され、シップタイ

ムや準備コストの低減、機動性の向上等において効率化できることが

確認できた。 

 

国内産学官の若手研究者・技術者を中心としたオールジャパンチー

海洋調査プラットフォーム関連技術の開発について

は、機構内外の研究者・有識者及び国内他機関との意見

交換において助言を得つつ、計画の調整や継続的な検

討が効果的に行われている。 

その結果としてフルデプスの ROV については、高速

かつ長距離の音響通信技術や新素材を用いた耐圧容器

及び高圧環境の影響を受けないアクチュエータの開発

等、現状市場からは得ることができない技術課題につ

いて着実に問題を解決している。 

また、7,000ｍ以深対応の AUV の開発についても、既

存の AUV 機体の大規模改造を前提にした計画を立案す

るなど、開発期間の短縮や予算の動向に対応した、柔軟

な対策の立案ができている。 

調査観測の完全無人化に向けた技術の開発について

は、海底局と移動体の間で高速音響通信を用いた、AUV

の海中位置補正技術や光通信を用いた高速データ接受

技術等が実海域で検証され、実用化に向けた取組が加

速している。 

ASV の一つであるウエーブグライダーについては複

数機からなる運用体制の整備が進み、令和令和２年度

には十勝沖地震の発生に伴う緊急調査にも供され、機

動的な調査観測に対応できる無人観測の体制が整備さ

れている。 

その他、広くセンサーの開発・改良、自動化、省力化

及び拠点形成への取組として、海底探査技術の国際大

会において、国内の若手研究者を中心としたチームの

メンバーとして活動し、提供を行った AUV-NEXT を含む

無人観測システムで、準優勝という成果を収めるとと

もに、大会に出場した他機関の研究者と継続的に交流
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ム（Team KUROSHIO）のメンバーとして、海底探査技術の国際競技大会

「Shell Ocean Discovery XPRIZE」にて実機を投入し、24 時間以上の

長時間連続航行や海底地形データの取得に成功し準優勝した。 

AUV で取得する地形データの補正手法について、国内関連機関・研究者

と共同で標準化に取り組み成果の公開を行った。 

多目的観測フロート（MOF）や、CTD センサの小型化及び高速サンプリ

ング化について、独自の開発・改良を進めた。 

ウエーブグライダーの衛星通信機能や耐候性を向上し、多用な観測計

画に供用を行った。 

水温・塩分校正システムについては、国家標準とのトレーサブルを確

立し、温度の計測精度±0.002℃、塩分の計測精度±0.0003 S/ｍの水温

塩分計の校正が可能となった自動校正を導入した。併せて機構内の

Argo フロートユーザ及び国内の水中センサーユーザからの要望を受

け、外部供用を実施し、気候変動分野の水温・塩分校正に大きく寄与し

た。 

これまでの基礎研究の成果を基に、大型の外部資金（安全保障技術研

究推進制度（委託元：防衛装備庁）「Time Reversal による長距離 MIMO

通信の研究」令和元年１月から令和５年３月）を獲得し、水平方向のマ

ルチパスリッチな環境における水中音響通信の高速化・長距離化につ

いて大規模な実証研究を進めている。 

これまでの基礎研究の成果を基に、大型の外部資金（安全保障技術研

究推進制度（委託元：防衛装備庁）「1Gbps×100m の BL 積を達成する水

中光ワイヤレス通信技術の研究」（令和元年度から令和３年度）を獲得

し、可視光域における電磁波伝搬の高効率化・高精度化に影響する環境

パラメータ及びアプリケーションとしての実装手段について検討し、

海域試験にて検証を行った結果、これまでにない 1Gbps×100m の超高

速化・長距離伝搬（光無線通信）を達成した。 

「しんかい 6500」搭載用に内製で高速通信装置（画像伝送装置）を

開発し、市販の通信装置を大きく上回る 600kbps x km という世界最高

を行い、高精度海底地形データの補正手法の標準化に

関する取組を進め、その成果を取りまとめるまでに至

った。 

フロートや CTD などの海洋観測の標準的な機器群に

ついては、市販品には求めることが難しい、小型化やサ

ンプリングの高速化、コストパフォーマンスの向上等

の機能向上に取り組むとともに、日本の国家標準にト

レーサブルな水温塩分校正の環境を確立し、外部供用

が行うことができるまでに整備を進めた。 

水中音響関連技術の研究開発については、外部資金

の導入を積極的に図るとともに、有人潜水船で使用す

る画像伝送装置の開発を行い、世界最高性能の通信速

度を持つ装置を実運用に提供することができた。この

装置は米国の海洋研究所からも注目され、当該研究所

の所有する有人潜水船にも試験的に搭載され、その性

能をデモンストレーションすることができた。 

BMS についても、研究者の多様な要望に対応できるよ

う機能向上を進め、海底下 20m の地点への地殻変動観

測点の設置などを実現し、他の機関では実現すること

ができない高精度な観測を支える技術を確立すること

ができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

96 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）大水深・大深度掘削技

術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性能の通信速度を達成した。また、米国ウッズホール海洋研究所からの

要請で、同型の実験機を、有人潜水船「アルビン」で試験的に搭載し、

音響通信による画像伝送の実験に成功した。さらに、同型機を FFC11K

に搭載し、船舶と水深 9,230m の間でも同等の通信性能が得られること

を確認した。 

BMS について、令和２年度は「ちきゅう」の運用で培われた掘削技術

の適用を行い、海底下約 20m の地点に高精度な地殻変動観測点を構築

することに成功した。 

令和３年度は、事前調査ができない浅海域における作業の安全確保

のため、海底視認と音響測位等の構成に関する機能向上を行い浅海域

でのサンプルリターンを実現した。 

 

マントル掘削候補地のハワイ沖及びコスタリカ沖での気象・海象調

査を行い、オペレーションで想定される風波条件を把握した。また、大

水深ライザーについて、管体に現行より高強度の素材、ライザー径など

をパラメータとしたライザー解析を実施し、風波条件に基づき実現可

能となるライザー編成を把握した。 

硬岩用のコアリングツールとして、タービン駆動コアリングシステ

ムについて、平成 30 年６月に実施した実海域試験の結果を再評価し、

強度向上等の改良が必要な部分を抽出した。これらの課題を踏まえ、令

和３年に改良設計を行い、試作機を製作した。新型コロナウイルス感染

症の影響で製作に時間を要したが、性能確認試験を令和４年２月に実

施し、有効性の確認を行えたが、シアピンの保持機構についての新たな

課題を得た。 

 

高性能高機能ドリルパイプシステムとして、多段非接触通信・給電の

伝送基礎検討を行い、伝送技術や通信給電機能ドリルパイプシステム

の新コンセプトを提示し特許を出願した。 

また、機械学習を含めた情報科学を用いた掘削地層特性や柱状地質試

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

掘削技術開発については、各技術課題の最終科学目

標との関連、周辺技術の動向、必要経費及び運用開始の

タイミング等を精査し、ステージゲートを再設定しロ

ードマップのアップデートを実施した。その後も定期

的にロードマップの進捗レビューを行うことで、周辺

動向に合わせた今後の開発課題の選択と集中を行って

いく体制が整備され、効率的な運用がなされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

97 

 

 

 

 

 

 

（ハ）海洋調査プラットフォ

ームの整備・運用及び技術的

向上 

料（コア）回収率の予測、及び異常検知の基盤技術構築を進めており、

過去の掘削航海中のデータを用いた学習データのデータベース構築、

機械学習手法の開発及びリアルタイム予測の基本スクリプトの製作を

進めている。 

 

令和元年度の機構の組織再編とともに安全な船舶運用のための環境

安全管理体制を整え、大きな事故のない船舶運用実現に資することが

できた。 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症対応として、４月から７月

までの４ヶ月間、機構船舶全船に緊急停船措置を講じた。８月からの研

究航海再開に合わせて、船内での感染症の予防対策として乗船・訪船基

準等及び PCR 検査の実施手順及び船内にて感染者（疑い含む）が発生し

た場合の対処手順を策定した。手順については適宜、更新・運用してい

る。令和２年７月以降、延べ 4,000 人以上に乗船前 PCR 検査を実施し、

航海中の船舶内での発症を未然に防ぐことに貢献した。 

令和３年８月以降、新型コロナウイルス変異株の急拡大により、航海

中の船内で感染の疑いがある者が発生し、航海を中止せざるを得ない

こともあったが、長期停船をすることなく運航を継続することができ

た。船内での感染拡大を防ぐため、同８月までに航海中でも医師の遠隔

診察・抗原検査を可能とする船上遠隔診断システムを全船舶に実装し、

１月までに全船舶に新型コロナウイルス感染症治療薬の搭載を完了し

た。これにより、航海中に感染の疑いがある者が発生しても感染者の重

症化リスクを軽減することが期待できるようになった。 

令和２年 11 月に「みらい」船上で発生したノロウイルス集団感染を

受けて、同年 12 月までに司厨部員の乗船前の食中毒起因菌やノロウイ

ルス検査実施等を含む仕組みを取りまとめ、運用している。令和３年８

月までに航海中の船内食中毒拡大防止のため、医師の遠隔診察・ノロウ

イルス/O-157 の抗原検査実施を可能とする船上遠隔診断システムの実

装を完了した。  

 

 

 

 

 

海洋調査プラットフォームの安定的な運用について

は、令和２年度以降、新型コロナウイルス感染症がいま

だ収束を見ない状況であるが、新型コロナウイルス感

染症に対応した乗船・訪船基準を整備し、その時々の国

内の状況を勘案し、内容の改定を行うことで、調査研究

計画を大きく妨げることなく運用を行えていること

は、非常に高く評価できる。 

また、この期間に船舶におけるコロナや食中毒等の

感染症に関する船上遠隔診断システムの実装、新型コ

ロナウイルス感染症治療薬の搭載等を着実に整備した

ことも高く評価できる。 

さらに、安全衛生に関しても定期的な情報の配信や

意見交換が行われるとともに、各航海の作業計画につ

いてリスクアセスメントを強化するなど、安全に配慮

した取組も強化されている。 

プラットフォームの継続的な機能向上については、

令和３年３月から８ヶ月をかけて「白鳳丸」の大改造工

事を実施するとともに、機構フリートの調査機能の整

理と構成の見直しを行い、令和４年２月に「かいれい」

の運用を停止した。 

「ちきゅう」の運用については、CIB を令和元年６月

に開催し、新しい資金調達のスキームが必要であると

の助言を受け、機構の予算状況も加味しつつ、実現可能

な中長期計画を策定した。 
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令和３年４月、安全衛生管理に関するノウハウの伝承において「安全

衛生・環境品質に関する基本方針」の実現に必須となる枠組みを取りま

とめた「安全衛生・品質・事故防止マニュアル」を完成させるとともに、

その下に緊急性・必要性の高い順から業務手順書を作成し、運用してい

る。 

令和２年 12 月より重要事項を周知・啓蒙する「HSQE ニュース」を月

１回、また、広く関係者に注意喚起を行う「HSQE 注意情報」を２月末

までに３回発行した。また、ローカルウェブ上に上記ニュース、注意情

報の他、新型コロナウイルス感染症対応基準等の情報を掲載・更新し、

積極的に継続的な情報発信を行っている。  

令和２年度より、安全な船舶運用のため、船舶の運用・運航委託会社

の安全管理部門と定期的に個別会合を行い、情報・意見交換を行ってい

る。さらに毎年、船舶の安全運用に関する外部協力者との意見交換会を

実施し、連携を図っている。 

令和元年度より、船舶等の安全運用の基本となるリスクアセスメン

トを、全航海を対象に導入した。令和２年度から令和３年度にかけて

は、航海毎のリスクアセスメント項目を増やすなどの見直しを行い、事

故の発生を未然に防ぐ取組を強化した。 

 

船舶に関して、安全の確保を最優先に、中長期の整備計画を定め、保

守整備等を実施した。また、老朽化した機器・設備の維持や更新にあた

っては、機能や効果、維持コスト等を勘案し、整理を行いつつ資産を適

切に管理した。 

「白鳳丸」は中長期的な継続運用に必要となる老朽化対策及び改修

並びに機器更新を目的とした補助事業として、令和３年３月から８ヶ

月に及ぶ大規模修繕工事を実施した。本工事では、主機関・発電機・音

響測深装置の換装や、新たにフルデプスでの観測及びクリーン採水が

可能となる繊維ケーブルを採用した CTDウインチの搭載を行うことで、

研究者のニーズに更に幅広く応えられる環境が整備できた。 
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機構のフリート構成の見直しを行い、令和３年度に深海調査研究船

「かいれい」を停船することを決定し、令和４年２月に「かいれい」の

運用を停止した。 

海洋調査の高度化及び効率化のため、「かいこう」ランチャーレス運

用に向けて、令和元年度にビークル及び船上装置の改造を行った。令和

２年３月には「新青丸」に搭載し、水深 2,000m までの試験潜航を行い、

ビークル適合性、自動制御を含む運用データを取得した。また、令和２

年度にはオペレータの慣熟訓練や運用手順の最終確認を完了し、令和

３年３月より研究船利用公募に供した。 

 

情報管理の一元化や航海開始までの所内プロセスの効率化、そして

安全管理体制の強化を目指し、世界の多くの海洋科学調査船運航機関

で導入されている MFP(Marine Facilities Planning: 研究船運航計画

統合システム)の本格導入に向けて、令和元年の IRSO（ The 

International Research Ship Operators 国際研究船運航者会議：30

ヶ国、49 機関が参加）内のワークショップにおける意見交換を踏まえ

つつ検討を開始した。令和２年度は本システムについての調査を進め、

令和３年度に導入を決定し、令和５年度に実施する令和６年度航海の

課題提案での運用開始に向けて、システムのカスタマイズや所内関係

者向けトレーニングを実施するなどの調整を進めている。 

南海 LTBMS（長期孔内観測システム）については、世界でも最も潮流の

速い海域の中にある地震帯へのセンサー設置に関して、T-Limit 等の実

績に基づいた対策により、コスト削減や期間短縮を可能とする計画を

立案した。 

マントル掘削について、開発中の技術に加えて、市場にある技術も考

慮に入れ、「ちきゅう」による掘削候補地のフィージビリティ及び各候

補地で必要となる技術的課題及び予算・工程に関して検討を行い、研究

者の効率的な掘削候補地の検討に資する情報提供を行った。 

研究航海支援の品質向上を目的として、令和元年度より開始した乗船
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研究者への「航海評価アンケート」を毎年度実施した。「航海全般、航

海の安全性、準備段階の支援、船上観測機器・研究設備、船上での研究

支援、船上ネットワーク環境、船内生活」等の項目について５段階評価

とともに、改善要望等の意見も収集した。令和２年度は８月下旬の航海

からアンケートを開始し、令和３年度までに、65 航海のべ 222 件のア

ンケートを収集した（全 162 航海）。母数が少ないため、詳細な分析に

は至っていないが、ネットワーク環境については改善要望が強いこと

が明確になった。 

新型コロナウイルス感染拡大防止を目的として、令和２年４月から

７月末までの４か月間、機構全船の緊急停船措置を行った。これによ

り、24 航海（延べ 362 日）が中止・延期となったが、機器や要員の手

配を含む航海計画を早急に見直すことによって、24 航海のうち 21 航海

（延べ 316 日）は、同年度中に振り替えて実施した。一部の受託航海で

は、外国人研究者が来日できない等の理由により令和３年度に繰り越

すものもあったが、４ヶ月間の緊急停船期間中に実施できなかった課

題については、ほぼ年度内に実施することができた。 

令和２年度から、研究船の運航計画策定プロセスの中に、課題毎の担

当者を設置する新たな取組を行い、令和３年度から本格運用を開始し

た。課題提出直後から研究者の細かなニーズや調査内容、海域、適用す

る調査機材を把握し、それらの情報を踏まえて、使用可能船舶や対象海

域における漁業活動や船舶の往来、許認可、調査支援情報、調査に必要

な増員情報等の共有を行うべく、機構内関係者課題説明会を開催した。

同時に運航委託会社向けにも課題説明会を設け、航海内容を共有し、航

海の問題点について、更なる洗い出し作業を行った。これにより、令和

４年度は各船当たりの航海日数が非常に多い中、航海計画策定の初期

段階での機器や要員の調整が可能となり、増員計画等にも柔軟かつ早

急に対応することができた。 

船舶運航計画策定の初期段階から、海域や調査内容において類似点

の多い航海をまとめるなどの作業を行った。これによって、各船舶の回
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航日数や観測機器の艤装日数を削減するなど効率的な船舶運用を行う

ことが可能となり、各船舶の稼働日数を最大限確保した。 

 

国際深海科学掘削計画（IODP）の枠組みの下、第７回「ちきゅう」IODP

運用委員会（CIB）を令和元年６月にオンサイトにて開催、第８回を令

和３年６月にオンラインで開催した。なお、第８回 CIB において、「ち

きゅう」による科学掘削計画に関し、新しい資金調達スキームの検討が

必要である、との助言を受けた。これを踏まえて、機構の予算状況等も

加味しつつ、運用計画を策定した。 

海洋調査プラットフォームの効率的かつ国際的な運用に資する取組

の一つとして、「かいめい」を用いた ECORD の IODP 研究航海の実施に

向けて、令和２年度から関係機関と綿密かつ円滑に準備を進め、ECORD

と共同で、東北地方沖の地震履歴を解明する掘削航海を令和３年４月

から６月に実施し、成功を収めた。さらに本航海のコア分析作業を「ち

きゅう」船上で令和４年２月から３月に実施した。 

J-DESC との協働プログラムである SCORE として３航海を実施した。 

 

機構が定めた新型コロナウイルス感染症に係る乗船・訪船基準の下、

品質低下を最小限に抑えつつ高品位の船上科学サービスを提供した。

科学掘削や資源掘削に対応するため「ちきゅう」研究区画の分析装置・

環境を可能な限り維持した。「ちきゅう」においては、「かいめい」によ

り採取したコアの分析のうち X-CT 画像撮影、微量元素分析（IPC-MS 及

び ICP-OES）及び一部のガス分析を行い、令和４年２月に実施の船上コ

ア分析に備えた。さらに、分析精度の向上、分析手法の効率化のための

実装を行いつつ、技術継承・向上を図った。 

令和３年度は、「新青丸」クリーンラボコンテナの改造・修理を行い、

研究航海での供用を開始した。また「ちきゅう」において、従来 P 波測

定のみであった弾性波速度計測について、P 波 S 波測定装置の新規開発

を行い、科学サービスの水準を向上させた。 
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研究船６船で取得された観測データ及び試料については、研究者の

メタデータ、データ、クルーズレポート提出の支援を行った。また、海

洋プラットフォームの活用・成果について Twitter を通じて、適宜に発

信している。 

 

４．その他参考情報 

予算額と決算額の差額の主因は、年度繰越等による減である。 
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２－２－４－１ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 中長期目標期間中間評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２ 海洋科学技術における中核的機関の形成 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題へ

の対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進   

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第 17 条 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する研究開発評価、政策評

価・行政事業レビュー 

令和４年度行政事業レビュー番号 0306、0307、0308 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基 準 値

等 

令 和 １

年度 

令和２年

度 

令和３年

度 

令 和 ４

年度 

令和５

年度 

令 和 ６

年度 

令 和 ７

年度 

 令和１年

度 

令和２年

度 

令和３年

度 

令和４

年度 

令和５

年度 

令和６

年度 

令和７

年度 

論文数 ― 519 本 626 本 608 本     予算額（千円） 6,997,485 7,988,865 8,956,804     

特許出願

件数 

― 32 件 43 件 49 件     決算額（千円） 5,492,732 7,213,825 8,588,929     

知的財産

の保有件

数 

― 260 本 225 本 175 件     経常費用（千円） 6,166,151 5,831,177 7,372,144     

実施許諾

件数 

― １件 4 件 1 件     経常利益（千円） 61,074 ▲142,630 231,975     

外部資金

獲得額 

― 70.1 億

円 

67.0 億円 69.8 億円     行政コスト（千

円） 

9,933,242 7,670,737 9,208,326     

 
外部資金

獲得件数 

― 526 件 507 件 530 件     従事人員数 229 324 386     

 
国際共同

研究契約

― 43 件 37 件 34 件             
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件数 

 
JSPS 特別

研究員等 

― 15 人 ５人 9 人     
 

        

 

Young 

Research 

Fellow 

― ５人 ６人 7 人     

 

        

 研究生 ― 152 人 106 人 77 人              

 

インター

ンシップ

生の受入

人数 

― 27 人 148 人 151 人     

 

        

 

広報媒体

における

企画数 

― 35 本 88 本 96 本     

 

        

 

反響状況

（アクセ

ス数） 

― 424,906

回 

8,619,382

回 

3,472,997

回 

    

 

        

 

受託航海

における

船舶運航

日数 

― 286 日 252 日 380 日     

 

        

 

地球シミ

ュレータ

における

公募課題

数 

― 26 件 28 件 22 件     

 

        

 

学術研究

に係る船

舶運航日

― 380 日 297 日 299 日     
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数 

 
研究成果

発表数 

― 0 件 0 件 0 件     
 

        

 

航海・潜航

データ・サ

ンプル探

索システ

ム公開デ

ータ数 

― 10,528

件 

11,075 件 11,901 件     
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３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画 

主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 中長期目標期間中間評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定：Ａ 

 

 「海洋科学技術における中核的機関の形成」の項目に

関しては、年度計画等に照らして、総じて当初の想定を

上回る成果を創出したため、「Ａ」評価とする。特に顕

著なものとして以下の成果が挙げられる。 

広報・アウトリーチ活動においては、新型コロナウイ

ルスの世界的な感染拡大により、それまで機構が実施

してきた施設や船舶の一般公開をはじめとする「接触

型広報活動」が全く行えなくなった。しかし、コロナ禍

の逆境を変革のチャンスと捉え、オンラインコンテン

ツを活用した「非接触型広報」への方針転換に着手し

た。オンラインコンテンツを通じて、海洋科学技術の研

究開発成果を、より分かりやすく、より国民生活へ浸透

した広報手法へと抜本的に切り換えることができた。

また、科学館や博物館、民間企業等の外部機関との連携

により、これまでリーチすることが難しかった新たな

層に対して、研究開発成果の発信や認知の向上を図る

ことができたことは高く評価できる。 

海洋調査プラットフォーム等の研究開発基盤の供用

については、政策的課題への供用として、ArCS II や

SIP 等の課題の推進に積極的に取り組んだ。その他の産

学官の多様な機関への船舶供用として、新型コロナウ

イルス感染症の蔓延が続く中、ECORD や JMH、AIST から

の受託事業を実現し、それぞれの事業を実施し、国内外

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

・ 限られた人的資源の中にあって増大し続

けるデータとサンプルの提供要求に応え、

新規技術を活用すると同時に業務効率化

して取り組んでいる状況は中核的機関の

形成への貢献が大きく、計画を上回る顕著

な成果と認められる。 

・ 新型コロナウイルス感染症拡大状況下に

おいても、機構ならではの素材を生かした

非接触型の新たな広報・アウトリーチ活動

を展開していることは高く評価できる。 

・ 船舶供用により国内外のネットワークの

醸成にも尽力し、機構のプレゼンス向上に

貢献したことは高く評価できる。 

・ 減船に伴い利用が困難となる大型 ROVのラ

ンチャーレス化により利用方法を拡大す

る取組など、研究船等大型研究施設・設備
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のネットワークの醸成に貢献し、機構のプレゼンスを

向上することができたことは顕著な成果である。 

学術研究に関する船舶の運航等の協力については、

共同利用の推進について、令和２年度以降の新型コロ

ナウイルス感染症がいまだ収束を見ない状況である

が、新型コロナウイルス感染症に対応した乗船・訪船基

準を整備し、常に最新の国内の感染状況を踏まえ、内容

の改定を行うことで調査研究計画を大きく妨げること

なく運用を行うことができていることは、特に顕著な

成果と言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の維持と効率的利用に積極的に取り組み、

新型コロナウイルス感染症拡大という状

況においても最大限の活用を実現してい

ることは高く評価する。 

・ 新型コロナウイルス感染症拡大状況下に

おいて、航海関係者の安全を優先しながら

も最大限の航海計画実現に向けたエフォ

ートを提供し続けたことは評価に値する。

状況的にやむを得ない感染者の発生にあ

っても適切に対応し、パフォーマンスを落

とすことなく事業継続できたことは顕著

な成果と認められる。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・ 広報・アウトリーチ活動においては、機構

の保有する豊富な素材や人材を活かし、大

人も含めたさらに幅広い世代を対象にし

た広報企画に取り組むことが期待される。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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（１）関係機関との連携強化

による研究開発成果の社会

還元の推進等 

【評価軸】 

○海洋科学技術における中

核的機関として、国内外の関

係機関との連携強化等を進

め、成果の社会還元の推進が

図られたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：Ｂ 

 

本項目について、中長期目標や事業計画に照らし、成

果・取組等について、業務実績を踏まえ着実な業務運営

がなされたことから本項目の評定を B とする。評価軸

の根拠は以下のとおり。 

 

【評価軸：海洋科学技術における中核的機関として、国

内外の関係機関との連携強化等を進め、成果の社会還

元の推進が図られたか。】 

国内の産学官連携・協働の取組として、国内の大学、

研究機関、関係省庁、民間企業、地方公共団体等 30 機

関との包括連携協定に基づき、戦略的な連携や協働を

進め、研究開発成果の社会実装、社会教育及び普及活動

を推進し、３年度間を通して科学的成果の社会還元を

着実に進める体制構築を行った。水族館としては初と

なる新江ノ島水族館との協定締結、防災科学技術研究

所、国立大学法人香川大学及び坂出市との観測データ

の南海トラフ地震・津波災害対策への活用に関する連

携協力協定締結などを行い、国内各機関と相互の強み

をいかした連携関係の拡大を進めた。また、各団体が運

営するオンライン上のビジネスマッチングオープンプ

ラットフォーム（Yokohama Big Advance、Biz-Create、

ビジネスチャンス・ナビ、産学連携プラットフォーム）

に参画し、研究開発成果の展開・活用をより推進できる

体制を構築した。 

令和元年度には研究成果報告会をオンラインで開催

し、国内外参加者約 600 名へ機構の成果を展開した。

研究開発成果の社会実装を意識したプログラム構成と

補助評定：Ｂ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最

大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の

創出の期待等が認められ、着実な業務運営が

なされているため。 

・ 国内外の関係機関との連携強化等は着実

に進められており、成果の社会還元の推進

が図られている。 

・ 大学、研究機関、関係省庁、民間企業との

連携を着実に進めている。 

・ 外部資金の獲得に積極的に取り組んでお

り、法人全体として科学研究費等の採択課

題数（代表・分担を含む）が増加している。

その中で、代表課題数がほぼ一定で分担課

題数が増えているのは他機関との連携研

究が増え、機構の研究者からの貢献に対す

る期待度が増しているためと理解される。 

・ 業務円滑化のための対策やオンラインの

非接触型の広報アウトリーチへの転換な

ど、改革を迅速に実施している。積極的か

つ適切な研究成果の発信により、将来の海

洋研究の担い手となる学生をはじめ裾野

の拡大にもつながっている。 
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した結果、新たなビジネス層の呼び込みに成功し、講演

者と参加者間での意見交換の場を設け民間企業等の協

働や利活用の契機となった。 

萌芽的研究開発の所内育成として、株式会社オーシ

ャンアイズに対して、「JAMSTEC ベンチャー」の認定を

行い、水産 AI 技術の社会実装を推進した。「JAMSTEC ベ

ンチャー」への支援策としては、JAMSTEC ベンチャー支

援規程に基づく支援の他、資金調達やステージアップ

に有用な情報提供、対外情報発信支援等を行った。 

外部資金獲得に向けて、寄附金等の受け入れ体制の

拡充を進め、これまでに募集型特定寄附金を２件立ち

上げ、寄附募集とともに特設ウェブサイトの公開など

の周知活動を行った。また、コロナ禍の影響を強く受け

つつも、国の政策課題等に係る施策へ積極的に参画す

ることを通して外部資金を獲得した。 

広報・アウトリーチ活動においては、新型コロナウイ

ルスの世界的な感染拡大により、それまで機構が実施

してきた施設や船舶の一般公開をはじめとする「接触

型広報活動」が全く行えなくなった。しかし、コロナ禍

の逆境を変革のチャンスと捉え、オンラインコンテン

ツを活用した「非接触型広報」への方針転換に着手し

た。オンラインコンテンツを通じて、海洋科学技術の研

究開発成果を、より分かりやすく、より国民生活へ浸透

した広報手法へと抜本的に切り換えることができた。

また、科学館や博物館、民間企業等の外部機関との連携

により、これまでリーチすることが難しかった新たな

層に対して、研究開発成果の発信や認知の向上を図る

ことができたことは高く評価できる。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・ 外部資金獲得に関し、機構が代表となって

積極的に応募することにより当該分野で

のリーダーシップを発揮することが求め

られる。 

・ 外部機関との連携において、連携相手の選

択に関する機構の戦略や指針を示し、当該

相手と連携する目的なども明確にしつつ

進めることが求められる。 

・ 関係機関との連携強化は着実に進められ

ているが、それらが社会的・政策的な課題

解決や産業の活性化の推進にどのように

結びついたのかが明確ではない。本中期計

画の後半では連携の実効性を検証すると

ともに、アウトプットをより強く意識した

取り組みを進めることを期待する。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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 国外や国際枠組みに対しては、コロナ禍という極め

て困難な期間であったが、オンライン会議等を積極的

に行い、国際連携を通じた海洋に係る課題解決への貢

献、また、国際人材採用を含めた包括的・組織的取組を

通じて、海洋科学技術における中核的機関としての責

務を果たした。ユネスコ政府間海洋学委員会(IOC)、G7

海洋の未来ワーキンググループ、「持続可能な開発のた

めの国連海洋科学の 10 年（2021-2030）」等といった関

係する各種国際枠組み等において、３年度間を通して

積極的に関与した。令和３年度には、ユネスコ政府間海

洋学委員会西太平洋地域小委員会（WESTPAC）第 13 回

政府間会合が開催され、機構職員が日本政府代表団と

して参加すると同時に、職員１名が副議長として参画

した。同会合では同職員が WESTPAC 加盟国である米国、

ベトナム及びフィリピンからの支持を受けて WESTPAC

共同議長に選出され、WESTPAC の会期間の活動を主導し

た。IODP においては、ECORD からの受託事業を実現し、

それぞれの事業を計画通り実施したことで、国外のネ

ットワークの醸成に貢献し、機構のプレゼンスを向上

することができたことは高く評価できる。IOC 国内協力

推進委員会及び J-DESC 等、日本国内科学コミュニティ

への支援も滞りなく進められている。さらに、バイラテ

ラル協力については、海外の海洋研究機関等との協定

等による効果的な連携体制の構築のみならず、フラン

ス、インド等とは協定等の枠組みを超えた国際的な取

組等を通じた協力を推進した。 

以上から、国内外の関係機関との連携強化等を着実に

進め、成果の社会還元の推進が図られたと評価する。 
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①国内の産学官との連携・協

働及び研究開発成果の活用

促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 論文の集計方法は、令和元年度より独自集計からクラリベイト・アナ

リティクス社が提供するオンライン学術データベース「Web of 

Science」の登録データによる方法に変更した。これにより、標準的な

基準で抽出されたデータを用いて評価できることとなり、他機関との

比較等も可能になった。集計にあたっては継続的に同一基準で集計で

きるようマニュアルを整備した。あわせて同社の解析ツール InCites 

Benchmarking and Analytics を用いて論文公開数、被引用数、TOP10%・

１%論文割合等について経時変化や他機関との比較を取りまとめた。  

 国内機関との共同研究は令和元年度の119件から令和３年度には135

件に増加した。外国機関との共同研究は令和元年度の 46 件から減少し

令和３年度は 34 件となった。共同研究経費の受け入れについては直接

経費のみとして運用してきたが、機構全体での経費の必要性を鑑みて、

間接経費も受け取ることができるように関連規程を改正し、令和２年

度より運用を開始した。 

 機構の研究開発成果や業績情報を研究者/技術者ごとに外部公開す

るシステム「JAMSTEC 研究者総覧」については、情報セキュリティイン

シデントの影響により一時公開停止となったが、再公開に備えて運用・

管理を着実に行った。 

 機構研究者の研究業績データベースである JDB については、次期シ

ステム導入に向けて令和３年度より検討を開始した。 

 萌芽的研究開発の所内育成として、機構の研究成果である海況を予

測するデータ同化技術を活用した海況予報提供サービスを行う株式会

社オーシャンアイズに対して、「JAMSTEC ベンチャー」の認定（令和元

年 11 月）を行い、水産 AI 技術の社会実装を推進した。「JAMSTEC ベン

チャー」への支援策としては、JAMSTEC ベンチャー支援規程に基づく支

援の他、資金調達やステージアップに有用な情報提供、対外情報発信支

援等を行った。 

 機構の目的に賛同した民間企業等が会員となっている賛助会は、機

構の研究開発成果、技術開発に関する情報を提供しつつ、意見交換・交

機構の研究成果である海況を予測するデータ同化技

術を活用した海況予報提供サービスを行う株式会社オ

ーシャンアイズに対して、「JAMSTEC ベンチャー」の認

定を行い、水産AI技術の社会実装を推進した。「JAMSTEC

ベンチャー」への支援策として、JAMSTEC ベンチャー支

援規程に基づく支援、資金調達やステージアップに有

用な情報提供、対外情報発信支援等を行った。また、「科

学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」の

改正により法人発ベンチャーへの出資が可能となった

ことから、出資業務に係る関連諸規程及び体制の整備

を行った。 

 機構の目的に賛同した民間企業等が会員となってい

る賛助会は新型コロナウイルス感染拡大防止のため、

主にオンラインでのイベントを開催した。会員企業の

若手職員を対象とした若手セミナーを２回開催し、地

方公共団体や関連協議会にも案内して交流範囲を広

げ、オンラインでの交流を図った。 

 国内機関間連携としては、水族館としては初となる

新江ノ島水族館との協定締結、防災科学技術研究所、国

立大学法人香川大学及び坂出市との観測データの南海

トラフ地震・津波災害対策への活用に関する連携協力

協定締結などを行い、国内各機関と相互の強みを活か

した連携関係の拡大を進めた。また、各団体が運営する

オンライン上のビジネスマッチングオープンプラット

フォーム（Yokohama Big Advance、Biz-Create、ビジネ

スチャンス・ナビ、産学連携プラットフォーム）に参画

し、研究開発成果の展開・活用をより推進できる体制を

構築した。 

 外部資金獲得に向けて、寄附金等の受け入れ体制の
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流等を行うことで民間企業等と連携強化を図っている。海洋関連企業

のみならず異業種・異分野の企業への賛助会入会活動を推進し、令和３

年度末実績として賛助会会員数 175 社、会費総額 78,335 千円となった。

また、令和元年度に小学生の海や海洋科学技術への興味・関心を高める

ために実施している「JAMSTEC 海洋の夢コンテスト」について、賛助会

会員へ協賛を募り、10 社から計 2,300 千円の協賛金を受領した。 

 賛助会の活動としてはセミナー・報告会等は新型コロナウイスル感

染拡大防止のため主にオンラインでの開催となったが、会員よりはオ

ンラインのため参加しやすいとの声もあった。会員向けイベントにつ

いては、感染対策を取りつつ、横須賀本部見学、新江ノ島水族館見学会

及び機構が展示協力した日本科学未来館への見学会を実施した。また、

「福島ロボットテストフィールド(RTF)」の見学会については、新型コ

ロナウイルス感染拡大のため延期しており、令和４年度に開始する予

定となっている。 

 賛助会会員企業の若手職員を対象としたセミナーを令和元年度に初

めて開催し、機構内外の技術開発の現状やトピックスを紹介するとと

もに、会員間の情報交流を図った。令和２年度には第２回目となる賛助

会会員企業の若手職員を対象としたセミナーでは、地方公共団体や関

連協議会にも案内し交流範囲を広げるとともに、パネルディスカッシ

ョンやネットワーキングタイム等、オンラインでの交流を図った。 

 国内機関間連携としては、水族館としては初となる新江ノ島水族館

との協定締結、国立研究開発法人防災科学技術研究所との連携範囲の

拡大、防災科学技術研究所、国立大学法人香川大学及び坂出市との観測

データの南海トラフ地震・津波災害対策への活用に関する連携協力協

定締結、海域と陸域をつなぐシームレスな循環型・持続可能社会を創成

する新たな研究拠点の形成を目指して東京農工大学との包括協定締結

を行い、国内各機関と相互の強みを活かした連携関係の拡大を進めて

いる。その他、海洋分野における AI の社会実装化を目指し、今後の海

洋分野における課題解決、新産業の創出や人材の育成などの社会的要

拡充を進めており、これまでに募集型特定寄附金を２

件立ち上げ、寄附募集とともに特設ウェブサイトの公

開などの周知活動を行った。 

福徳岡ノ場海底火山の噴火に伴う軽石の大量放出が生

じた際には、軽石到達シミュレーションを早期に実施

し、その結果の公開を行った。地方公共団体や漁業関係

機関などから多くの問合せ等を受け、さらに影響が懸

念される海域の漁業関係者へ積極的な情報展開を行う

ことで、地方公共団体や漁業者による活用につながっ

た。 

特許管理の適正化を目指して、管理方法の改善をす

すめて、発明者の負担を軽減しつつ速やかな出願を可

能とすることで、出願数が増加した。 

 横浜市、函館市及び函館水産・海洋都市推進機構、静

岡市、八戸市、神戸市、横須賀市などとは各地方公共団

体が推進する海洋産業振興施策への協力を通じて、連

携関係の強化を図っている。 

 今後も、国内外の関係機関との連携強化等を進め、成

果の社会還元を推進していく。 
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請に貢献することを目的に、東京海洋大学が発起人となった、東京海洋

大学海洋 AI コンソーシアム（国内７機関、海外１機関参画）に参画し

た。 

 また、海洋プラスチック課題解決に向けた取組として、日本パラオ親

善ヨットレースにおいて実施した海洋プラスチック調査に際し、複数

の民間企業に協賛を募り、それに応じた２社と協賛覚書を締結し、計

20,116 千円の協賛金を受領した。 

 石油業界大手 Shell 社が主たるスポンサーとなり XPRIZE 財団が主催

した海底探査の国際コンペティション“Shell Ocean Discovery 

XPRIZE”に挑戦した日本発の産学官共同チーム「Team KUROSHIO」が、

同コンペで準優勝となったことを受けて、令和元年９月に優勝チーム

「GEBCO NF-Almuni」とともに安倍内閣総理大臣を表敬訪問し、結果報

告を行った。また、千葉市科学館等での一般向け報告を 10 回、経団連

フォーラム 21 等の産業界向け報告を３回行い、国内８機関の連携によ

る成果を幅広い層へアピールした。 

 寄附金等の受け入れ体制の拡充のため、クレジットカード方式や募

金箱方式での受け入れを可能とする環境整備を進め、ウェブフォーム

の作成や機構内の規程・マニュアル類の改訂を行った。また、募集型特

定寄附金を２件立ち上げ、寄附募集とともに、特設ウェブサイトの公

開、対外イベントでの告知、ビジネスプラットフォーム「Eight」での

発信等による周知活動を行った。これらの取組により、令和２年度は

247 件、令和３年度は 85 件の寄附があった。また、遺贈の受入体制の

整備を進め、初の遺贈寄附受入を実施した。 

 産学連携の推進及び産業界のニーズ調査のため、面談した企業への

フォローアップアンケートを開始した。また、産学連携機能の強化を図

るため、産学連携窓口を機構ウェブサイト上に設置し、窓口へ連絡しや

すいよう配付用の QR コードシールの作成等も併せて実施した。 

 公益財団法人木原記念横浜生命科学振興財団主催・横浜市共催のラ

イフサイエンス分野のビジネスマッチングイベント「オープンイノベ
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ーションカンファレンス」に出展した。また、フジサンケイビジネスア

イ主催の展示会「SUBSEA TECH JAPAN2021」にも新たに出展した。 

 また、機構の深海バイオリソース提供事業や次世代「地球シミュレー

タ」の有償利用に関する産業界向けのチラシ、横須賀本部施設の産業利

用を促進するための施設利用案内のパンフレットを新規に作成し、賛

助会企業等への配付や展示会での活用を行った。 

 産学連携に向けた異分野・異業種交流や新規のニーズ・シーズマッチ

ングを目的に、ビジネスマッチングオープンプラットフォーム（YBA、

Biz-Create、ビジネスチャンス・ナビ、産学連携プラットフォーム）に

参画した。また、ニーズ・シーズの掲載やイベントの周知、公募情報の

案内等を行い、プラットフォームを利用した研究開発成果の展開・活用

を推進した。今後は、機構の研究成果や技術などをどう活かせるか検討

し、市場にまだ存在していない新しい価値を生み出すという考え方で

のアプローチを進める。 

 さらに、コロナ禍でも企業との交流・情報発信を継続して行うため、

ビジネスプラットフォーム「Eight」を新たに導入し、機構の研究トピ

ックスや 50 周年記念事業、寄附等の発信を約 180 回、オンライン名刺

交換・交流を実施することで、フォロワー数の約 1,500 人増加にも繋げ

た。 

 このほか、50 周年記念事業として、機構が実施している北極研究や

深海研究の認知度向上や情報発信を効果的に行うために、株式会社ポ

ケモンが運営するプロジェクトポッチャマと協働で北極と深海の研究

発信をウェブサイト及び Twitter で実施した。ウェブサイトへのアク

セス数は延べ約 40,000 件、Twitter キャンペーンの参加者は約 7,000

人となり、機構公式 Twitter のフォロワー数増加につながった。上記の

発信内容を紹介した紙製ファイルを、同じく 50 周年記念事業の母校訪

問プロジェクトで講演した学校等へ約 1,500 部配付した。 

 同じく 50 周年記念事業である YouTuber とのタイアップでは、世間

に大きな影響力を持つ者とコラボレーションして横須賀本部高圧実験
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水槽を活用した動画を取り上げることで、YouTube にて 427 万回再生さ

れ、公開直後に急上昇１位となるなど、機構事業の効果的な周知活動に

つながった。 

 また、50 周年記念事業の一環として、ドラマの撮影協力を行い、機

構の岩石研究の紹介をウェブサイトや SNS で実施し、機構の研究活動

の効果的な配信に繋げた。 

 令和３年８月には、小笠原諸島最南端部に位置する福徳岡ノ場海底

火山が噴火し、大量の軽石が放出されたが、機構では、琉球列島で軽石

が問題になり始めた令和３年 10 月より、どのように福徳岡ノ場から軽

石が到達したかシミュレーションを行い、11 月末には関東付近にも漂

着する可能性があることを予測した。その後、宇宙航空研究開発機構

(JAXA)と協力し、JAXA が人工衛星で発見した軽石の位置から漂流計算

を行うことで、より精緻な予測計算を実施、11 月下旬には予測通りま

とまった量の軽石が伊豆諸島に到達したことから、メディアにも多く

取り上げられたところである。本件は地方公共団体や漁業関係機関な

どから多くの問合せ等を受けたが、YouTube や機構ウェブサイトで、最

新の軽石漂流シミュレーションを積極的に継続して公表・発信し、影響

が懸念される海域の漁業関係者へ積極的な情報展開を行うことで、地

方公共団体や漁業者による活用につながった。 

 

特許については、３ヶ年で 124 件（国内 65 件、外国 59 件）を出願し

た。３ヶ年で特許 82 件が登録され、128 件を放棄した。特許の保有数

は、活用されていない特許権を放棄して開放することにより令和元年

度の 214 件から令和３年度は 175 件となった。意匠権、商標権、プログ

ラム著作権については大きな変化はなかった。 

知的財産権による収入は、令和元年度21,398千円、令和２年度21,388

千円、令和３年度 14,694 千円であった。令和３年度は、画像・映像の

収入は伸びたものの、プログラム著作物に係る大型案件がなかったこ

とから全体としては減少した。 
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特許管理の適正化を目指して管理方法の改善を継続して実施してお

り、出願時（PCT 出願を含む）には合議体による審議を止め発明者の負

担を軽減しつつ速やかな出願を可能とし、各国移行時や審査請求時の

審議では発明者からプレゼンテーションを受けるなど必要性の確認を

行うなど審査方法の見直しを進めた。出願数は令和元年度の 32 件から

令和３年度の 49 件に増加した。 

特許・プログラム・画像等及びその他の知的資産の活用に関する契約

は令和元年度の 71 件から令和３年度は 46 件となった。 

ベンチャー創出支援の更なる推進を目指して、機構がベンチャーに

対し行う支援措置の考え方を整理し、機構の関連規程を改正して認定

ベンチャーの従事者が機構業務とベンチャー業務とを両立させやすい

環境整備を進めた。あわせて、利益相反マネジメントの観点に基づく調

達の制限等についても規定した。認定ベンチャーに対しては機構の支

援措置の内容紹介・アドバイス等を行った。 

 

地方公共団体等との連携については、機構の拠点がある地域を中心

に連携の内容の充実、連携範囲の拡大を順次進めている。 

横浜市が設置し、機構が参画する「海洋都市横浜うみ協議会」のもと、

海洋産業の振興・活性化を図り、新たな海洋産業の創出につながること

を目的として毎年開催している「海と産業革新コンベンション」（共催：

海洋都市横浜うみ協議会、横浜市、海と産業革新コンベンション実行委

員会）に企画・立案の段階から協力した。令和２年以降は開催方式をオ

ンラインに移行したことで、全国各地から参加者が集まるなかで、機構

の研究開発成果の出展、シンポジウムでの機構研究者の講演を行った。 

函館市及び函館国際水産・海洋都市推進機構と三者共催で、機構の所

在地以外の場所では初めて、理系分野に興味を持っている女子中高生

向けに海洋科学の魅力を知ってもらうためのイベント「うみへの招待

状 for Girls in Hakodate」を令和元年に実施した。また、主に水産・

漁業に関係する方々を対象として、津軽海峡における機構むつ研究所
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の海洋環境観測の実施状況や、観測で得られる海況データを収集・活用

する取組を紹介する、「海洋環境モニター報告会」（令和元年、令和２年）

を開催した。 

静岡市とは、海洋産業クラスター協議会の下、地元の産業振興のため

の研究開発・事業活動の活発化を狙いとした共同研究プロジェクトを

推進しており、機構はそのプロジェクトの推進にあたって、引き続き、

助言等を行った。また、市が令和元年２月に策定した「静岡市海洋文化

拠点施設基本計画」に基づき整備を計画している静岡市海洋文化拠点

施設について、令和元年 11 月に同施設の学術コンテンツの集積等に係

る協力覚書を締結し、具体的な協働施策を開始した。 

八戸市からの依頼で、青森県内外のものづくり企業、大学・公設試験

研究機関が互いに製品・技術・研究成果等の展示交流を行うとともに、

産学官金連携を目的とした「あおもり産学官金連携 Day2019」に出展し

た。 

神戸市とは、「Techno-Ocean2020」（主催：Techno-Ocean Network）が

会場開催は中止となったため、オンライン上での出展を行った。

「Techno-Ocean2021」は共催し、シンポジウムでの講演を行った。 

横須賀市とは海洋分野における人材育成、産業振興及び環境問題へ

の対策について相互に連携することにより、地域の発展と海洋科学技

術の水準の向上により一層資するため、包括協定を締結した。横須賀市

の海洋プラスチックごみ対策に関する取組や市の教育活動「横須賀海

洋クラブ」などに連携して取り組んでいく。 

また、静岡県とは県が策定した「マリンオープンイノベーションプロ

ジェクト」への協力を通じて、駿河湾における各種調査・試験航海、小

型浮魚類回遊生態の解明と漁場予測技術の確立、MaOI 海洋微生物ライ

ブラリーと機構リソースの連携等を進めている。 

 

「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」の改正によ

り法人発ベンチャーへの出資が可能となったことから、出資業務に係
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②国際協力の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る関連諸規程及び体制の整備を進めた。あわせて、出資業務に伴う利益

相反マネジメントについても関連諸規程の改正を行った。また、

JAMSTEC ベンチャー及びベンチャー創業相談に対して機構の支援措置

の内容紹介・アドバイス等を行ったほか、JAMSTEC ベンチャーのアント

レプレナーシップの醸成のために啓発ポスターを作成するなど、支援

活動の見える化に努めた。 

 

１. 政府間海洋学委員会（IOC）に関する我が国の取組への貢献 

１) 文部科学省からの依頼により、機構内に IOC 協力推進委員会及

び専門部会を設置・開催し、関係分野の専門家による意見交換を

実施した。 

２) IOC執行理事会及びIOC総会に職員が継続的に日本政府代表団

の一員として出席し、専門的知見から IOC の意思決定に貢献した。 

３) 機構研究者がユネスコ政府間海洋学委員会西太平洋地域小委

員会（WESTPAC）の副議長（平成 29 年から令和３年）及び共同議

長（令和３年から）に就任し、WESTPAC 関連活動を主導した。 

４) 機構職員（事務主幹級）１名が IOC 事務局(フランス・パリ)

の P-4 ポストに出向しており、IOC 事務局海洋政策・地域調整課

（IOC/MPR）にて業務に従事している。 

５) 機構研究者が世界海洋科学白書（Global Ocean Science 

Report）の編集委員会（Editorial Board）に参加し、第２版の作

成に貢献した。世界海洋科学白書第２版は令和２年に刊行された。 

２.「持続可能な開発のための国連海洋科学の 10 年（2021-2030）」への

対応 

１) 「持続可能な開発のための国連海洋科学の 10 年（2021-2030）」

準備期間において、PICES 及び日本ユネスコ委員会 IOC 分科会の

共催を得て、７月から８月に、北太平洋及び西太平洋縁辺海の地

域コンサルテーション及び計画ワークショップを開催し、地域計

画策定への貢献と国内向け普及啓発を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

コロナ禍という極めて困難な期間であったが、総じ

て、国際連携を通じた海洋に係る課題解決への貢献、国

際人材採用を含めた包括的・組織的取組を通じて、海洋

科学技術における中核的機関としての責務を果たした

と考える。 

IOC、G7 海洋の未来ワーキンググループ、「持続可能

な開発のための国連海洋科学の 10 年（2021-2030）」等

といった関係する各種国際枠組み等において、積極的

に関与した。また、IODP においては、ECORD からの受託

事業を実現し、それぞれの事業を計画通り実施したこ

とで、国外のネットワークの醸成に貢献し、機構のプレ

ゼンスを向上することができたことは高く評価でき

る。なお、IOC 国内協力推進委員会及び J-DESC 等、日

本国内科学コミュニティへの支援も滞りなく進められ

ている。 

さらに、バイラテラル協力については、海外の海洋研

究機関等との協定等による効果的な連携体制の構築の

みならず、フランス、インド等とは協定等の枠組みを超

えた国際的な取組等を通じた協力を推進し、ひいては

成果の社会還元の推進を図っている。 

加えて、オンラインを駆使した Young Research 

Fellow の採用活動を継続した。 
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２) 国連海洋科学の 10 年に関する研究会（日本海洋政策学会と（公

財）笹川平和財団海洋政策研究所とが共同で立ち上げ）に、機構

役員及び機構研究者が研究会メンバーとして参加し、国内外の情

報収集及び情報発信を行い、国連海洋科学の 10 年に係る国内意思

決定等に関与・貢献した。 

３) 第１回 Ocean Decade Call for Action 公募を通じて、機構が

関与する諸活動として、Programme（５件）及び Project（２件）

が承認され、実施中である。第２回 Ocean Decade Call for Action

公募開始に伴い、機構を一参加機関とした、Programme（１件）、

Project（２件）、UN-led Decade Actions（２件）及び Activity

（１件）を申請した。国際海洋環境情報センター（GODAC）から申

請した Activity（１件）が既に承認された。 

４) 上記のほか、機構役職員が国内外で開催される種々の講演、オ

ンラインイベント、シンポジウム等に関与した。 

３. 国連機関等が主導する国際的なプログラムへの対応 

第２期 World Ocean Assessment（WOA II）のためのレギュラープロ

セスに、専門家グループ（Group of experts）メンバーとして研究者が

参加した。WOA II は国際連合総会で採択され、令和３年度に刊行され

た。 

４. G7 海洋の未来ワーキンググループ、全球地球観測システム（GEOSS）

等の国際的取組への対応 

１) G7 科技大臣会合（平成 28 年５月、於：つくば）の成果文書「つ

くばコミュニケ」で採択された「海洋の未来（Future of the Seas 

and Oceans）」に対するフォローアップを目的とした「海洋の未来 

（Future of the seas and oceans）」作業部会が設置されており、

ワーキンググループメンバーやその他のグループに機構研究者を

選出する等、積極的な貢献を行っている。 

２) GEO 本会合等に参加して情報収集等を行った。また、GEO 本会合

では文部科学省及び我が国地球観測機関とともに展示ブースに出

ECORD からの受託事業を実現し、それぞれの事業を計

画通り実施したことで、国外のネットワークの醸成に

貢献し、機構のプレゼンスを向上することができたこ

とは高く評価できる。 

また、J-DESC 事務局としての活動も滞りなく進めら

れている。 
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展・参加し、持続可能な開発目標(SDG13、14)や気候変動等の政策決

定に資する機構の海洋観測活動を紹介した。アジア・オセアニア地

球観測（AOGEO）に関する政府間会合（オンライン）では、機構研究

者が AOGEO 調整委員会共同議長として関与、参加する等の貢献を行

った。 

５. 我が国の二国間の取組への貢献 

関係国の二国間等政府間協力の推進に貢献した。具体的には、オース

トラリア（令和元年度）、インド（令和２年度）、米国（令和３年度）、

英国（令和３年度）、ノルウェー（令和３年度）、EU（令和３年度）及び

カナダ（令和３年度）との科学技術合同委員会等に参加し、二国間の研

究協力の展開等を示した。 

令和元年度から令和３年度までにかけて、以下に示すような種々の

ハイレベルな意思決定者（役職等は当時のもの）と交流・協議し、機構

の地球規模課題解決への貢献について直接説明等を行った。 

フレデリック・ヴィダル高等教育・研究・イノベーション大臣（フラン

ス）（令和元年度） 

イセリン・ニーブー研究・高等教育大臣（ノルウェー）（令和元年度） 

チャールズ皇太子（英国）（令和元年度） 

トミー・E・レメンゲサウ Jr.大統領（パラオ）（令和元年度） 

ローラン・ピック駐日フランス大使（フランス）（令和元年度） 

ウシャ・ディクシット在日インド大使館参事官(科学技術分野担当)（令

和２年度） 

ステファン・ホイクル・ヨハネソン駐日アイスランド大使（アイスラン

ド）（令和３年度） 

６. 海外の主要な海洋研究機関等との研究開発協力及び交流の推進 

１)フランス海洋開発研究所（フランス） 

令和元年度に、海洋関連の課題における協力を強化すべく日仏両

国政府の間で立ち上げられた日仏包括的海洋対話に貢献するため、

機構とフランス海洋開発研究所（L'Institut Francais de Recherche 
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pour l'Exploitation de la Mer: IFREMER）が中心となり、南太平

洋における技術的・科学的・社会的深海観測の日仏協力プロジェク

トの立ち上げのためのサイエンス・ワークショップをニューカレド

ニアで開催した。その後、新型コロナウイルス感染拡大の影響等に

より日仏包括的海洋対話は開催されなかったものの、機構及び

IFREMER はオンライン会議を通じて深海観測の日仏協力プロジェク

トの実現・達成に向けた具体的な検討・協議・計画策定を進めた。

なお、本観測計画は、IFREMER をリード機関、機構をパートナー機関

とする「国連海洋科学の 10 年」におけるプログラムとして登録され

た。  

２)地球科学省（インド） 

令和２年度に在京インド大使館（協力：文部科学省、インド地球

科学省（Ministry of Earth Sciences: MoES）により India – Japan 

Webinar on “Marine Plastic Prevention and Management”が開催

され、機構から理事及び研究者が講演者として参加した。これを受

け、インド大使館による協力のもと、令和３年度にインドと日本の

関係研究者による海洋プラスチック研究分野の科学協力に関する円

卓会議（オンライン）を開催（２回）した。機構を筆頭とした日本

の関係機関及び MoES を筆頭としたインドの関係機関から研究者等

が集い、世界的な環境問題である海洋プラスチック汚染につき、ま

だ調査が十分でない各海域におけるプラスチック分布を含め、グロ

ーバルな分布やその移動等の把握に資するため、海洋プラスチック

ごみに関する両国の取組や研究の紹介に加え、両国の協力可能性に

ついて議論・意見交換を行い、日印双方の研究者等によるワーキン

ググループが立ちあげられた。 

３)アメリカ海洋大気庁（米国） 

機構職員・研究者の派遣（人材交流）に加え、令和元年度には理

事長が NOAA を直接訪問し、両機関との今後の協力について意見交換

を行った。令和２年度のコロナ禍においてもウェブ会議システムを

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

122 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活用し、覚書に基づく NOAA-JAMSTEC 定期会合をオンライン形式で開

催した。定期会合ではこれまでの両機関における研究協力活動のレ

ビューを行うとともに、更なる協力に向けた意見交換並びに活発な

議論を行った。また、令和３年度における NOAA の新長官の就任に伴

い、理事長及び理事が新長官とオンライン会議を行い、両機関の連

携・協力に関する意見交換を行った。 

４) 海外の主要な海洋研究開発機関等と研究開発協力に関して包括

協力協定（MOC）を締結又は更新した。令和３年度には新たにトロム

ソ大学（ノルウェー）、キング・アブドラ科学技術大学（サウジアラ

ビア）との包括的な連携・協力を開始した。 

５) 役員が海洋観測のためのパートナーシップ（POGO）の加盟機関メ

ンバーとして年次総会に参加して、POGO の意思決定に参加した。ま

た、POGO の活動、成果等を紹介する動画に役員が出演する等、POGO

のその他の活動に対しても協力・貢献した。 

 

IODP については、令和２年度より ECORD と協働し、「かいめい」によ

る東北地方沖の地震履歴を解明する掘削航海を令和３年４月から６月

に実施し、「ちきゅう」でのコア試料分析を令和４年２月から３月に行

った。本航海においては、ECORD と連携した情報発信に留意し、プレス

リリースや SNS による発信、高校や大学と中継した航海中のオンライ

ン授業等を実施した。また、高知大学と連携し、高知コアセンターの運

営を行い、コア試料の保管・管理・提供を実施した。 

ICDP については、令和２年度に掘削提案促進ワークショップを開催

し、そこで出た提案の一部がプロポーザルとして提出されるなど、若手

研究者も育成しつつ活発な活動が行われている。それらの活動を J-

DESC と連携しつつ実施してきた。また、ICDP 参加に係るドイツ地球科

学研究所との覚書の更新を令和３年度に行った。 

IODP、ICDP への参画に向けたワークショップ支援や国際委員の派遣、

乗船者の派遣及び支援により、研究者コミュニティを牽引する役割を
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③外部資金による研究開発

の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

果たしてきた。 

令和６年以降の IODP の枠組みを構築するため、これまでの知見やノ

ウハウを活かし、機構が国際コミュニティにプレゼンスを発揮して、国

内外の関係機関・関係者との議論を継続的に実施している。 

現行 IODP の枠組み（平成 25 年から令和６年）以降、新たな枠組みの

中で進められる 2050年までの海洋科学掘削の指針を示した科学計画書

「2050 Science Framework: Exploring Earth by Scientific Ocean 

Drilling」（SF2050）の作成にあたっては、J-DESC を通じて、日本から

研究者を国際執筆・レビューチームに推薦し、招請された６名が策定に

直接携わったほか、出版費の分担、途中稿へのパブリックコメント募集

など、策定までの各段階でコミュニティの取りまとめの役割を果たす

など、大きく貢献した。 さらに、J-DESC の研究者らと協力し、SF2050

への日本の関わりや社会に及ぼす影響などを一般向けにわかりやすく

まとめたパンフレットを作成し、ウェブサイト上で公開するとともに

関連大学等へ配布するなどの普及活動を行った。 

 

中長期目標期間前半（令和元年度から令和３年度）はコロナ禍の影響

を強く受けつつ、外部資金の獲得実績としては、科研費をはじめとした

競争的研究費及びその他受託研究費といった外部からの研究資金の獲

得課題総数は、令和３年度が 530 件（令和元年度 526 件）と僅かながら

も増加し、獲得総額は令和３年度が 69.8 億円（令和元年度 69.9 億円）

とほぼ横ばいであった。いずれも令和元年度から令和３年度にかけて

はコロナ禍の中でありながらも着実に業務を実施した。 

国の政策課題等に係る施策への参画については、文部科学省、防衛装

備庁からの直接の受託のほか、環境研究総合推進費を通じた環境省の

受託や JST、NEDO、JAXA などからの受託を通して、我が国の海洋科学技

術分野の発展に貢献した。 

賛助会の運営を通して、研究開発成果発信・展開、会員同士の相互交

流の促進、異業種・異分野を含むネットワーク拡大を推進したことによ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中長期目標期間前半（令和元年度から令和３年度）は

コロナ禍の影響を強く受けつつ、国の政策課題等に係

る施策へ積極的に参画することを通して外部資金を獲

得した。競争的研究費及びその他受託研究費といった、

外部からの研究資金の獲得課題総数は、令和３年度が

530 件（令和元年度 526 件）と僅かながらも増加し、ま

た獲得総額は令和３年度が 69.8 億円（令和元年度 69.9

億円）とほぼ横ばいであった。いずれも令和元年度から

令和３年度にかけてはコロナ禍の中でありながらも着

実に業務を実施した。 
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④若手人材の育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り、令和元年度から令和３年度までに、休退会や新規加入の変化はある

ものの会員数は８社減（令和３年度末で会員数 175 社。賛助会収入は

1,500 千円減）にとどまった。 

寄附金等の受け入れ体制の拡充のため、ウェブフォームでの寄附申

込み及びクレジットカード払いへの対応を開始した。また、募集特定寄

附金２件（最前線海洋研究の『実践』を通じた若手人材育成プロジェク

ト、50 周年記念事業）を立上げ、寄附募集を実施した。 

 

国内の大学・大学院等と連携大学院に係る協定を締結し、大学等との

連携体制の下、効率的に若手人材への指導を行った。 

令和元年度は函館市、函館国際水産・海洋都市推進機構の共催による包

括連携協定事業として「海への招待状 for Girls in Hakodate」を函館

市内にて開催した。また、海洋都市横浜うみ協議会が主催した「若手職

員による交流会」への参加や、同協議会の教育・市民協働部会の取組と

して近隣の小・中学校（８校）への施設見学の実施、「海に関する仕事

紹介セミナー」にて就職希望の学生に対して機構の紹介などを実施し

た。 

賛助会若手交流セミナーでは、関連協議会を通じた民間企業や地方

公共団体等の巻き込みを図った結果、多種多様な業種、職種から多くの

参加があり、連携を深める一助となった。 

機構の施設・設備を活用した、水中ロボット技術に関する若手人材育成

イベント（主催：水中ロボネット、後援：神奈川県、横須賀市など）に

対し、オンライン開催・広報を支援した。 

 

50 周年記念事業の一環として、海洋分野の未来の 50 年を支える人材

の育成を目的とした母校訪問プロジェクトを企画し、全国の職員の母

校 10 校（令和２年度：２校、令和３年度：８校）でキャリアパスや仕

事内容に関する講演を実施した。講演内容は順次、ウェブサイトや SNS

等で発信している。研究者の仕事を知る機会、将来の選択肢の幅を広げ

 

 

 

 

 

 

 

 

＜海洋科学技術における中核的機関として、国内外の

関係機関との連携強化等を進め、成果の社会還元の推

進が図られたか。＞ 

国内の大学・大学院等と連携大学院に係る協定を締

結し、若手人材の指導を行い、また、学生を対象とした

イベント等に積極的に参加するなど地方公共団体や民

間企業と連携により、成果の社会還元の推進を図るこ

とが出来た。 

＜将来的な人材確保のための裾野拡大＞ 

海洋科学技術に関わる次世代の人材育成を目的とし

た有人潜水調査船「しんかい 6500」による潜航調査航

海への参加がきっかけとなり、他分野から地球科学分

野の大学院に進学した学生が複数名おり、本プロジェ

クト実施の効果が見られた。また、航海で得たサンプル

を用いた研究を希望した参加学生は、科学論文の執筆・

投稿及び国際学会での発表に挑戦するなど、将来の海

洋科学技術分野の研究者としての人材育成に寄与する

ことが出来た。 
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⑤広報・アウトリーチ活動の

促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る機会として、アンケートでも好評だった。 

令和元年度から令和３年度まで、海洋科学技術に関わる次世代の人

材育成を目的としたプロジェクトを各年度１回ずつ実施した。有人潜

水調査船「しんかい 6500」による潜航調査航海を実施し、応募者の中

から選ばれた学生（令和元年度：７名、令和２年度：７名、令和３年度：

８名）が「よこすか」に乗船、機構の実際の研究開発の現場を体験した。

また、参加学生の中から令和元年度及び令和２年度は各３名、令和３年

度は４名が「しんかい 6500」による潜航調査を体験した。さらに、令

和２年度からはコロナ禍において、参加学生の感染防止対策を徹底し

て実施し、事前研修等のオンライン化などを実施した。本取組について

は、研究開発に従事する職員の取組や研究開発に臨む考え、参加学生へ

のインタビューに関する動画を、機構ウェブサイトや SNS を通じて紹

介をし、令和元年度は NHK による番組放送により注目を集めた。 

機構内においても JAMSTEC Young Research Fellow（博士号を取得し

た若手研究者について自らの研究課題の業績を伸ばし、研究者として

更なる飛躍を遂げられることを目的として期間を定めて雇用される制

度）に対し、個別にメンターを置いてサポートを行っている。 

 

今中長期計画が開始してからは、新型コロナウイルスの世界的な感

染拡大により、それまで機構が実施してきた、施設や船舶の一般公開を

はじめとする「接触型広報活動」が全く行えなくなった。このような状

況の中、コロナ禍の逆境を変革のチャンスと捉え、これまでの「接触型

広報」からオンラインコンテンツを活用した「非接触型広報」への方針

転換に着手してきた。これまでの間に、オンラインを最大限活用したコ

ンテンツを通じて、より国民生活へ浸透した広報手法へと抜本的に切

り換え、数々の成果を挙げてきた。 

また、機構の創立 50 周年を令和３年 10 月に迎えるにあたり、様々

な形で周年活動が行われてきた。広報アウトリーチ活動においても、機

構のブランディング活動や、特設ウェブサイトでの取組発信、50 周年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今中長期計画が開始してから、新型コロナウイルス

の世界的な感染拡大により、それまで機構が実施して

きた、施設や船舶の一般公開をはじめとする「接触型広

報活動」が全く行えなくなった。このような状況の中、

コロナ禍の逆境を変革のチャンスと捉え、これまでの

「接触型広報」からオンラインコンテンツを活用した

「非接触型広報」への方針転換に着手してきた。この

間、オンラインを最大限活用したコンテンツを通じて、

海洋科学技術の研究開発成果を、より分かりやすく、よ

り国民生活へ浸透した広報手法へと抜本的に切り換

え、数々の成果を挙げた。 
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グッズ制作・販売、各種オンラインイベントなどを通じて、機構の研究

開発活動に関する外部への効果的な情報発信を実施。海洋科学技術の

持つ価値を文化的観点でも発信した。 

通常であれば見聞きすることができない研究者の生の声や、リアル

な研究現場の様子を、オンラインコンテンツ等のツールを活用するこ

とで、これまで以上に全国の広範囲へ発信することができた。これによ

り、従来の広報活動では実現できなかった、研究をより身近に感じられ

る広報発信を実現し、広報活動の在り方そのものを「国民生活浸透型」

広報へと改革することに成功した。以下に、３年間で取り組んできた主

な成果を記す。 

新型コロナウイルス感染拡大後の初動対応としては、オンライン環

境下で授業や仕事を行う者が急増するなど、自宅で過ごす時間が増え

る事を想定し、機構の施設に来訪しなくとも、オンライン上で回遊しな

がら海の研究を身近に感じられるコンテンツとして「JAMSTEC パーク」、

オンライン会議システムの背景として使える機構のオリジナル壁紙

や、オリジナルのソーシャルディスタンスロゴのデザイン制作等、「離

れていても楽しめる・親しめる」新たな試みを積極的に行い、数々の実

績をあげた。 

文部科学省「一家に１枚ポスター」企画では、これまで元素周期表や

超電導、太陽、くすりなど、純粋な科学をテーマにした内容が中心であ

ったところ、文理融合の観点から、様々な社会課題を有する「海」をテ

ーマとした企画立案に取り組み、令和３年度のテーマとして海洋の分

野から初めて採択された。紙媒体のポスターは全国の小中高等学校及

び博物館等へ 29 万枚配布された。また、文部科学省及び機構ウェブサ

イトや SNS を通じて、国民に「海」の大切さを広く発信する施策を実施

した。さらに、GIGA スクール構想により学校現場で今後一人１台の端

末が実現することなども踏まえ、紙媒体とリンクした特設ウェブサイ

トを制作し、オンラインを活用することで、海にまつわる研究開発を全

国の国民への認知・理解を広げるための戦略的な活動を行った。 

また、科学館や博物館、民間企業等の外部機関との連

携により、これまでリーチすることが難しかった新た

な層に対して、研究開発成果の発信や認知の向上を図

ることができた。 

さらに、令和３年 10 月に機構の創立 50 周年を迎え、

広報アウトリーチ活動においては、海洋科学技術にお

ける中核的機関として、更なる 50 年先を見据えた機構

のブランディング活動や、特設ウェブサイトでの取組

発信、50 周年グッズ制作・販売及び各種オンラインイ

ベント等を通じて、機構の研究開発活動に関する外部

への効果的な情報発信を実施。海洋科学技術の持つ価

値を文化的観点でも発信した。 
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機構が実施している研究開発活動について、より深く、より分かりや

すく理解してもらうため、JAMSTEC BASE（海と地球の情報サイト）を開

設し、豊富なコンテンツとともに公開した。国民生活浸透型広報への改

革に伴い、スマートフォンでのブラウジングや SNS を用いた情報収集

を念頭に、ユーザにとって親しみやすい機能性やデザインを追求する

ことで、これまでになかった海と地球の魅力的な情報プラットフォー

ムを構築することができた。 

これからの社会を担う小中高生を中心とした若年層をターゲット

に、機構の研究開発を分かりやすく理解してもらうプログラムとして、

マリン・ディスカバリー・コースの立ち上げを、令和２年度から進めて

きた。令和３年度は、学校等で活用しやすいよう、45 分間の授業時間

に合わせ学習指導要領に沿ったオンラインレクチャープログラムを開

発した。学校、教育委員会等の 33 団体へ向けて、のべ 1,600 名を超え

る児童生徒へ同プログラムを実施し、若年層に向けて機構の取組につ

いて周知を行った。 

 

機構独自ではリーチすることが難しい一般層に対して、機構の認知

と研究開発活動への理解を得るため、新たにコラボレーションを企画

した。連携先のファン層を通じて効果的に機構の事業活動を伝えた。ま

た、日常生活の中に溶け込んだコンテンツとすることで、研究をより身

近に感じられる広報発信を実現した。以下に、３年間で取り組んできた

主な成果を記す。 

東北地方太平洋沖地震から 10 年を機に、これまで東北大学と連携し

て行った調査研究の成果を発表した。オンライン開催シンポジウム

「我々は東北沖地震から何を学んだか？－その時何が起こり、これか

らどうなるのか－」では、横浜（機構）と仙台（東北大学）からのリア

ルタイム２元中継とすることで、聴講場所や人数による制限を受けな

いシンポジウムを開催することができた。参加場所を問わず大多数が

参加可能な非接触型のオンライン広報を実現させた。 
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深海を初めて本格的に VR 映像化した作品「深海 VR」について、科学

技術映像祭受賞による全国科学館での上映、国際映画祭への出展、ソフ

トバンク株式会社への配信許諾を行った。「深海 VR」の YouTube チャン

ネルでの再生回数は、740 万回を超え、「深海」という生活から離れた

空間を、VR による新たなツールで国民により身近な存在へと引き合わ

せることで、理解増進に大きく貢献した。 

国立科学博物館企画展「学術研究船白鳳丸 30 年の航跡」の共催によ

る展示を実施した（展示期間：令和２年 11 月 10 日から 12 月 13 日）。

本企画展の関連イベントとして、研究航海中の船舶であった「白鳳丸」

とライブ中継を実施し、研究航海の様子を YouTube で配信した。リアル

展示だけでなく、参加場所を問わず、多数が参加可能なオンライン上

で、研究現場というより具体的な体験を提供するイベントを併せて実

施し、リアル×非接触型のオンライン広報活動として成功させた。結果

として、国立科学博物館の企画展シリーズとしては過去最多となる

21,606 名の来場者を動員した。 

無人探査機「かいこう」による深海探査を、より幅広い層にオンライ

ンで体感してもらうため、美しく臨場感に溢れる深海探査の VR 映像を

「リアルタイムで」陸上に配信する企画を行った。これにより、東京ス

カイツリータウンの Society5.0 特設会場に深海探査の VR 映像を 4K 画

質でリアルタイム配信することに成功した。また、「ニコニコ動画」と

連携し、二日間にわたる航海のドキュメンタリーを 25 時間以上にわた

って密着生放送した。 

創立 50 周年を記念し、日本における海洋調査の歴史と研究の最前線

を紹介する企画展「日本の海洋調査への挑戦とあゆみ」を国立科学博物

館（東京・上野）で開催した。「日本の海洋調査のあゆみ」、「大気海洋

から読み取る地球の姿と未来」、「未来の海洋調査への挑戦」の３テーマ

で構成し、海洋調査船や探査機の模型、深海から採取した生物・岩石サ

ンプル、深海映像などの展示を行った。また、令和３年にノーベル物理

学賞を受賞した真鍋淑郎フェローの業績や、地球温暖化、海洋プラスチ
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ックなど最新の研究も紹介し、約９ヶ月間、約 754,000 人の来場者に海

洋への理解関心を高める取組となった。 

内閣府と共同開催した「Society5.0 科学博」（東京スカイツリー）で

は、我が国が目指す「Society5.0」の未来像、SIP・ImPACT の成果、国

の研究機関等における先端的・独創的な技術を集結し、科学技術の面白

さや大切さを目に見える形で発信し、展示（令和３年 7 月 15 日から 28

日）は、新型コロナウイルスの感染予防対策を徹底した上で、無事に開

催された。また、新型コロナウイルス対策の一環として、実際に会場で

鑑賞しているような臨場感あふれるバーチャル体験ができるよう、サ

イバー展示を専用ウェブサイトで実施した。展示期間中の延べ来場者

数は約 70,000 人であった。専用ウェブサイトへの累計アクセス数は、

136,952PV を数え、Society5.0 への関心の高さがうかがえる結果が得

られた。また、期間中、駿河湾で潜航する「かいこう」からのリアルタ

イム深海探査映像を、東京スカイツリー会場に中継する画期的な取組

にチャレンジし、鮮明な映像を無事に届けることができた。これに合わ

せて、登壇者による VR 体験を交え、「海の Society5.0 はどんな未来？」

と題したトークイベントを実施した。 

文部科学省が主催する「GIGA スクール特別講座～教室から深海探査

につながろう！～」において、広報事業の一環として協力を行った（令

和４年１月 18 日実施）。YouTube 視聴によって参加した全国の児童たち

は、深海探査中継やクイズなどを通じて、海洋環境や深海生物に対する

理解を深めることができた。文部科学省が推し進める GIGA スクール構

想に寄与する特別講座を、機構が実施協力することで、海洋分野から先

進的な教育行政に貢献する取組となった。 

 

今中長期計画期間における報道対応は、新型コロナウイルス感染拡

大の中、柔軟な対応が求められたが、様々な工夫を凝らし、的確な手法

を通じて、以下に挙げる業績を得た。なお、コロナ禍を受け、すぐさま

取材対応の全面オンライン化を実現したことで、首都圏メディアの他、
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地方メディアの取材受入も可能となり、取材対応件数は大きく増加し

た。 

令和３年３月 11 日に東日本大震災から 10 年を迎えることを機に、

機構の研究開発の成果の周知と理解増進のため、メディア意見交換会

（全３回）を開催し、番組等への取材案内に加えて、ウェブサイトでの

特集記事掲載などを研究部門と連携して実施した。連載コラムやシン

ポジウムとも連携した特集企画として成立し、震災 10 年の記事を執筆

する記者に良いタイミングで的確な情報をインプットすることに成功

した。特に地震シミュレーションに関しては多数のメディアで報道さ

れた。 

社会的に多くの注目を集める小惑星リュウグウのサンプル分析開始

に合わせ SPring-８において現地及びオンラインによる記者説明会を

実施した。ラボツアーの中継など工夫も凝らすことで、オンラインを含

め多くの参加者を集め、新聞・テレビ・ネットを問わず大々的な報道と

なり、科学への関心を大いに喚起した。 

真鍋淑郎フェローのノーベル物理学賞受賞に伴い、本人・関係者・受

賞内容に関する取材の対応にあたりながらも、機構の現在の気候変動

予測研究やその応用可能性について記者説明会を実施するなど、機構

の活動への理解やそのプレゼンス向上に努め、各種報道へ結びつけた。 

福徳岡ノ場の噴火に伴う軽石の漂流は想定以上の被害を引き起こすな

ど社会的影響が大きかったことから、海底火山に関する基本情報や軽

石の漂流及び被害予測などについて取材が殺到した。本件については、

美山透主任研究員の軽石漂流予測シミュレーションを基軸にメディア

取材に最大限対応した。また、シミュレーション情報等についてはウェ

ブサイトを通じた情報発信も積極的に行った。この対応は、各種報道を

通じて国・地方公共団体・漁業関係者等幅広い層への情報発信へと結び

つくとともに、被害対策にも適切な情報提供等で貢献したものと考え

られる。 

厳重な新型コロナウイルス感染防止対策がとられる所有船舶で、西
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之島等、注目を集める海域での乗船取材を受け入れ、貴重な映像の撮影

機会を提供し最前線の研究紹介を行った。 

新型コロナ対応について、陽性者が確認された場合、適時その情報を

ウェブサイトに掲載するとともに、船舶の運航等に影響がある場合は

プレス発表を行うなど、社会に的確に情報発信を行ってきた。 
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(２) 大型研究開発基盤の供

用及びデータ提供等の促進 

【評価軸】 

○研究開発基盤の供用やデ

ータ・サンプルの利用拡大を

図ることにより、我が国の海

洋科学技術の水準向上及び

学術研究の発展に貢献した

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：Ａ 

 

本項目に係る年度計画に照らし、予定どおり、ある

いは予定以上の成果が創出されたことに加え、フロー

チャートにおけるアウトカムの一部に到達したことな

どを総合的に勘案した結果、自己評価を「Ａ」とす

る。評価軸ごとの具体的な根拠については以下のとお

り。 

 

【評価軸：研究開発基盤の供用やデータ・サンプルの利

用拡大を図ることにより、我が国の海洋科学技術の水

準向上及び学術研究の発展に貢献したか。】 

海洋調査プラットフォームの政策的課題への供用に

ついては、ArCS II や SIP 等の課題の推進に積極的に取

り組んだ。 

その他の産学官の多様な機関への船舶供用として、

新型コロナウイルス感染症の蔓延が続く中、ECORD や

JMH、AIST からの受託事業を実現し、それぞれの事業を

実施し、国内外のネットワークの醸成に貢献し、機構の

プレゼンスを向上することができたことは顕著な成果

である。 

従来と異なるアーキテクチャーとなった「地球シミ

ュレータ」の導入・供用について、計画通り行っている。 

新型コロナウイルス感染症への対応や令和２年度末に

発生した情報セキュリティインシデントの対応もあっ

たが、オンラインコンテンツの強化やオンラインイベ

ントの開催など新たな日常に対応した活動へと柔軟に

対応した。 

共同利用の推進について、令和２年度以降の新型コ

補助評定：Ａ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

・ 限られた人的資源の中にあって増大し続

けるデータとサンプルの提供要求に応え

るため、新規技術を活用すると同時に業務

効率化して取り組んでいる状況は計画を

上回る顕著な成果と認められる。 

・ 機構の保有する船舶をはじめとした海洋

調査プラットフォームを、ArCS II や SIP、

防衛省からの緊急要請対応など、様々な政

策的課題へ供用していることは高く評価

できる。 

・ コロナ禍という特殊な状況下においても、

安全に研究船を用いた研究活動が行える

よう万全の対策を施し、大きな支障をきた

すことなく研究船等大型研究施設・設備の

供用を維持していることは高く評価でき

る。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 
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①海洋調査プラットフォー

ム、計算機システム等の研究

開発基盤の供用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文部科学省北極域研究加速プロジェクト（ArCSⅡ）及び Synoptic 

Arctic Survey (SAS)による北極域国際連携同時事業や、SIP「革新的深

海資源調査技術」等の政策的な課題の推進のために船舶を供用した。

SIP では ASV を用いた AUV 複数機運用の海上試験や、レアアース泥を含

む海洋鉱物資源の賦存量の調査・分析等を行い、レアアース泥回収に向

けた中間目標約 3,000m 分の揚泥菅及びハンドリング機器に関して、実

海域での揚泥菅の接続・降下作業を実施した。 

機構船舶の供用による外部資金の積極的な確保や、多面的な産学官

への貢献を目的として、国からの受託のみならず、商業利用の入札やフ

ァシリティを持たない国、研究コミュニティへの積極的な働きかけを

行い、以下の結果を得た。 

ECORD から外部資金受託事業として、令和３年４月から６月にかけて

研究航海を実施し、国際枠組みの中において得難い研究材料と高水準

な研究の場を提供することで、日本のリーダーシップの下での科学成

果創出と国際プレゼンスの向上に貢献した。また、本航海のコア分析作

業を、令和４年２月から３月に「ちきゅう」船上で行った。 

経済産業省が進める「砂層型メタンハイドレートの研究開発」を、JMH

等が受託し、資源開発を進めている。その一環である令和２年度の海底

地形調査（サイトサーベイ）に、機構が運用する深海巡航探査機「うら

しま」（水中ドローン）の活用が採択され、要求されたデータの高精度

取得を完遂したことにより、海底事前調査における AUV の有効性が民

間市場で認識された。また、令和３年度は、上述の調査海域における実

ロナウイルス感染症がいまだ収束を見ない状況である

が、新型コロナウイルス感染症に対応した乗船・訪船基

準を整備し、常に最新の国内の感染状況を踏まえ、内容

の改定を行うことで調査研究計画を大きく妨げること

なく運用を行うことができていることは、特に顕著な

成果と言える。 

 

海洋調査プラットフォームの政策的課題への供用に

ついては、ArCS II や SIP 等の課題の推進に積極的に取

り組んだ。 

その他の産学官の多様な機関への船舶供用として、

新型コロナウイルス感染症の蔓延が続く中、ECORD や

JMH、AIST からの受託事業を実現し、それぞれの事業を

実施し、国内外のネットワークの醸成に貢献し、機構の

プレゼンスを向上することができたことは顕著な成果

である。 

従来と異なるアーキテクチャーとなった「地球シミ

ュレータ」の導入・供用について、計画通り行っている。 

新型コロナウイルス感染症への対応や令和２年度末

に発生した情報セキュリティインシデントの対応もあ

ったが、オンラインコンテンツの強化やオンラインイ

ベントの開催など新たな日常に対応した活動へと柔軟

に対応した。 

 

 

 

 

 

 

・ 外部資金の活用は、資金を得るというだけ

でなく、社会ニーズを知り応えるという点

でも意義が大きく、今後も着実に進めるこ

とが必要である。一方で、それによって科

学研究にマイナスを与えないよう、社会ニ

ーズに応えることと科学研究を推進する

ことを両立させるような組織としての基

準・指針等も検討することが求められる。 

・ 乗船研究者へのアンケート調査の継続な

どにより、利用者の意見を取り入れながら

船の改善を重ねていくことが期待される。

特に、当該調査により判明したネットワー

ク環境の改善を求める声については、研究

に重要なことなので、今後改善を進める必

要がある。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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海域地盤調査に、我が国唯一の大深度掘削船である「ちきゅう」を供用

し、掘削を成功させた。 

同様に、「表層型メタンハイドレートの研究開発」においても、機構

で開発を進める海中レーザー光を用いた海洋調査技術に係る航海を

AIST から受託し、「かいれい」により実施した。新型コロナウイルス感

染拡大により、船舶運用が困難な状況にありつつも、これらを成功させ

ることで、海洋資源開発分野における機構のプレゼンスを発揮し、産業

界と連携し我が国の政策的な課題の推進に貢献した。 

「ちきゅう」の回航時を有効利用し、短期間で実施できる SCORE を

J-DESC と共同で実施（平成 29 年度より）。令和３年度には、新たに教

育乗船枠を設け、若手研究者や大学院生等に向けて、幅広く乗船機会を

提供し、全国の大学から選抜された６名が参加した。 

令和元年４月から５月には、防衛省からの緊急要請を受けて、「かいめ

い」による F-35A 捜索協力を行った。 

HPCI に参加し、令和元年度 ４件、令和２年度５件、令和３年度２件

への「地球シミュレータ」の計算資源の供用を行った。また、新型コロ

ナウイルス対策研究課題への資源提供にも参画した。 

 

現行 IODP の枠組み(平成 25 年から令和６年)以降、新たな枠組の中

で進められる 2050 年までの海洋科学掘削の指針を示した科学計画書

「2050 Science Framework: Exploring Earth by Scientific Ocean 

Drilling」（SF2050）の実現に向けた議論を促進するため、ワークショ

ップやシンポジウムを開催し、経費やロジスティックスの支援を行っ

た。 

海洋調査プラットフォームの効率的かつ国際的な運用に資する取組

の一つとして ECORD の IODP 研究航海に「かいめい」を供用する計画を

令和２年度から進め、Expedition 386（令和３年４月から６月）として

航海を実施した。新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、乗船予

定であった海外研究者や ECORD 科学支援スタッフは参加できなかった
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②学術研究に関する船舶の

運航等の協力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③データ及びサンプルの提

供・利用促進 

が、日本に拠点をおく研究者・科学支援スタッフにより、日本海溝に沿

った水深 7000ｍ超の合計 15 地点においてジャイアントピストンコア

ラ－による採泥を行い、５万年前から 10 万年前まで遡る古地震記録の

取得が期待される総延長 830ｍ以上のコアの採取に成功した。国際枠組

みの中において得難い研究材料と高水準な研究の場を提供すること

で、日本のリーダーシップの下での科学成果創出と国際プレゼンスの

向上に貢献した。 

 

令和２年度から、共同利用での新しい取組として大学院生の乗船機会

を増やす公募が実施され、機構で実施する研究航海に共同利用にて採

択された大学院生へ乗船機会を提供した。 

共同利用航海においても、令和２年度から新たに課題担当窓口を設け、

研究者が抱える課題を理解し、詳細な研究ニーズを確認した上で、運航

計画に漏れなく反映させるといった、質的な向上を図った。また、調査

内容、適用する調査機材及び海域の把握を行い、それらの情報を踏ま

え、使用可能船舶、航海時期の対象海域における漁業活動、船舶の往来、

許認可、調査支援情報及び調査に必要な増員情報等についての課題説

明会を令和３年度に開催した。同時に、運航委託会社にも課題説明会を

設けて、航海内容を共有することで航海の問題点の更なる洗い出しを

行った。早めの調整を行うことで線表に落とし込み、令和４年度の増員

計画等にも対応することができた。 

 

データ及びサンプルの提供・利用を促進するために、研究活動を通じ

て得られたデータ及びサンプル等の体系的な収集、整理、分析、加工、

保管及び提供を定常的に実施した。機構船舶航海での公開数は 2,393 航

海・7,792 潜航となり、着実に増加させた。 

また、東京大学大気海洋研究所と協力して実施している共同利用航

海についても、既存の研究船「新青丸」・「よこすか」に加えて、令和２

年度は新たに「白鳳丸」のデータ品質の評価や情報収集、公開等への取

 

 

 

 

 

 

 

 

共同利用の推進について、令和２年度以降の新型コロ

ナウイルス感染症がいまだ収束を見ない状況である

が、新型コロナウイルス感染症に対応した乗船・訪船基

準を整備し、常に最新の国内の感染状況を踏まえ、内容

の改定を行うことで調査研究計画を大きく妨げること

なく運用を行うことができていることは、特に顕著な

成果と言える。 

 

 

 

 

 

 

 

コロナ禍や情報セキュリティインシデントがありな

がらも、研究活動を通じて得られたデータ及びサンプ

ル等の体系的な収集、整理、分析、加工、保管及び提供

を定常的に実施し、データ及びサンプルの提供・利用が

着実に促進された。 

新型コロナウイルス感染症による航海数の減や情報

セキュリティインシデントによる公開サイトの停止期
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組を開始し、11 件のデータ公開に加え、令和 3 年度には共同利用航海

の航海情報及び航海により得られたデータ・サンプル情報の公開作業

を定常化させた。その結果、中期計画前半となる３年度間（令和元年度

から令和３年度）に 154 航海・722 件のデータを公開した。  

機構の船舶・潜水船で取得されたデータ・サンプルの情報は、公開サ

イト「航海・潜航データ・サンプル探索システム（DARWIN）」等に掲載

しており、各種情報を利用者自らダウンロードできる形で公開してき

たが、令和３年３月に発生した情報セキュリティインシデントにより

DARWIN 等の各種サイトが公開停止となった。そのため、早期再開を目

指して DARWIN サイトの公開情報をリスト化した暫定的なサイトを構築

し、年度内に公開した。また、コロナ禍の影響によるイベントの中止や

テレワーク増加に加えて、情報セキュリティインシデントに起因した

問合せが散見され、データ・サンプルの利用申請・問合せにきめ細かな

対応を継続させた。 

その結果、中期計画前半となる３年度間（令和元年度から令和３年

度）での、対応件数は 713 件、データ・サンプルの件数としては 17,931

件もの対応を行った。新型コロナウイルス感染症による航海数の減や

情報セキュリティインシデントによる公開サイトの停止期間があった

が、データの処理・公開対応についてはおおむね計画通り作業を進める

ことができた。データ・サンプルの申請に対応についても問合せ内容に

応じて公開サイトの紹介、利用方法の案内、申請方法の手引き・助言等

を着実に実施した。 

関係技術の高度化としては、利用者のニーズや国内外の動向を踏ま

え、デジタルオブジェクト識別子（DOI）付与を開始し、令和２年度に

は「DARWIN」上で公開している航海単位での付与を完了した。また、令

和３年度には、既存の DOI 管理システムに対して、セキュリティ強化・

オープンサイエンス動向への対応・外部 DOI サービスとの連携による

機能拡充した新たなシステム構想の検討にも着手した。 

機構サンプルの情報を管理する「JAMSTEC サンプル管理データベース

間があったが、データの処理・公開対応についてはおお

むね計画通り作業を進めることができた。データ・サン

プルの申請に対応についても問合せ内容に応じて公開

サイトの紹介、利用方法の案内、申請方法の手引き・助

言等を着実に実施した。 

利用者のニーズや国内外の動向を踏まえ、デジタル

オブジェクト識別子（DOI）付与を開始し、令和２年度

には「DARWIN」上で公開している航海単位での付与を完

了した。また、令和３年度には、既存の DOI 管理システ

ムに対して、セキュリティ強化・オープンサイエンス動

向への対応・外部 DOI サービスとの連携による機能拡

充した新たなシステム構想の検討にも着手し、関係技

術の高度化が図られている。 

機構が世界の海洋科学技術の発展に貢献する研究開

発活動を実施するために必要な研究基盤整備として学

術情報を収集し、その充実を図り、コロナ禍や働き方改

革などの多様な状況においても必要な資料を迅速に提

供できるよう、サービス拡充に努めた。 

中期計画前半の３年が経過するにあたり、業務の振

り返り・見直しを行い、担当業務の内容や体制を整理

し、実態に即した形にするために規程類の改訂が必要

であることを明らかにするとともに、中期計画後半に

やるべきことの見通しを立てた。 

以上、中長期計画において令和３年度までに見込ま

れた業務については着実に実施した。 
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（JSDB）」を機能強化し、外部公開サイトとなる DARWIN との連携を深

め、管理と公開が一体化した効率的な運用を令和２年度に開始した。 

令和３年度には、単独測線の多い機構船舶データの一つである海底地

形のデータ処理に、AI を用いた新たなソナーデータ処理 S/W「CARIS 

Mira AI」を導入し、自動ノイズ除去機能の有効性を検証した。その結

果、当該ソフトは深海用マルチビームソナー（MBES）のノイズ除去にも

有効であること、データ処理・作業への時間短縮となることから、MBES

データ処理への活用を開始した、これにより、従来のマニュアル処理と

比較し、好例として 10 分の１以下、平均３分の１程度に処理時間を短

縮するとともに、情報セキュリティインシデントによるデータ処理へ

の影響が生じたが、この処理時間短縮に伴い、予定されていた処理件数

を達成させた。 

海洋基本計画（平成 20 年３月閣議決定）の主要施策の一つである海

洋情報の一元的管理・提供の体制整備への対応として、内閣官房総合海

洋政策本部事務局の総合調整の下、海上保安庁が構築・運用を行ってい

る海洋情報の所在検索サイトとなる「海洋情報クリアリングハウス」へ

の連携として、中期計画前半となる 3 年度間（令和元年度から令和３年

度）に、航海概要報告（CSR）139 件、海底設置型観測機器設置情報（MOR）

18 件を登録した（クリアリングハウス累計登録：964 件）。また、我が

国の総合的な海洋データバンクとなる日本海洋データセンター（JODC）

に対して、機構船舶による航海で取得された水温・塩分等 115 件のデー

タを管理並びにフォーマットを統一した後に提出しており、これらの

データは「JODC オンラインデータ提供システム（J-DOSS）」に反映され

るとともに、我が国の海洋状況把握（MDA）の能力強化に向けた取組の

一環として海上保安庁が運営する海洋情報の集約・共有サイト「海洋状

況表示システム」（海しる）にも反映されている。以上のような JODC へ

の継続的なデータ提供を通じて、国際海洋データ・情報交換システム

(IODE)活動へ貢献するとともに、機構が公開・運用するサイト環境の維

持・管理を通じて、国際的な取組（GCMD、GEOSS Portal、EarthChem 等）
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と連携し、メタデータを継続的に提供することにより、西部北太平洋域

の情報充実に貢献した。 

機構が世界の海洋科学技術の発展に貢献する研究開発活動を実施す

るために必要な研究基盤整備として学術情報を収集し、その充実を図

り、コロナ禍や働き方改革などの多様な状況においても必要な資料を

迅速に提供できるよう、サービス拡充に努めた。 

学術雑誌について、利便性の高い電子資料を中心に、価格高騰と予算

の逼迫の状況をふまえて費用対効果を加味した選定を実施する等、効

率的な購入を実施した。学術雑誌の年間購読数は、令和元年度の 716 タ

イトルから令和３年度には 699 タイトルに減少した。他方、購入抑制に

よって必要な資料の利用に支障が生じ研究開発が遅滞することがない

よう、機構未所蔵資料の入手について、他機関図書館との相互協力（※

１）に加え、ペイ・パー・ビュー及びドキュメントデリバリーサービス

（※２）を開始した。図書の提供数は、令和元年度の 93,748 点から令

和 3 年度には 104,378 点と増加し、うち、電子資料の占める割合は令

和元年度の 32％から令和３年度の 40％に増加した。テレワーク先への

郵送サービスも開始し、機構の研究開発活動及び業務に必要な資料の

提供環境の充実を図った。 

※１ 相互協力： 他の図書館からコピーや現物を取り寄せる、あるい

は機構所蔵資料を相手に提供する仕組み。 

※２ ペイ・パー・ビュー及びドキュメントデリバリーサービス： い

ずれも論文単位で購入する仕組み。電子媒体での入手も可能。 

機構職員のみならず、広く社会一般に対しても、機構の研究開発成果

を還元し、海洋地球科学に関する理解を深めるため、横浜研究所図書館

を一般の利用に供するとともに、蔵書目録のインターネット公開、ニュ

ースレターの発行や一般向けの企画展示の実施、地域図書館との連携

協力によるイベントなどを継続的に実施した。また、機関リポジトリを

通じ、機構の研究成果を広く社会に発信した（コロナ禍及び情報セキュ

リティインシデントの影響により一部サービスは休止期間あり）。 
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機構図書館は、令和２年度に、内閣総理大臣により、保有する歴史的

若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料について適切な管理を行

うものとして、「歴史資料等保有施設」の指定を受けた。我が国の海洋

科学技術の中核機関である機構の研究開発の歴史を体系的に保存する

ため、機構関連図書（機構で刊行した資料、機構所属者の著書、その他

機構に関する図書資料）を網羅的に調査し、収集・整理・保管し、機構

内の利用者はもとより、一般開放図書館においても提供している。 

また、機構を含めた独立行政法人が課せられている国立国会図書館

への納本義務を遂行するため、刊行物納本のとりまとめを積極的に行

った。納本義務を果たすことで、国民へ提供するとともに、機構刊行物

の散逸を防止した。 

 

利活用促進につながる企画立案並びに関係する方針や制度及び書式

等の改訂・整備を継続し、令和２年度はデータ及びサンプルに関する申

請書類の押印廃止・省略するための見直し・書式の改訂を行った。また、

令和３年度には航海により得られた生物サンプルは、これまで海外へ

の提供を行ってこなかったが、機構研究者の研究活動に資するよう規

程を改正（令和３年７月 26 日施行）した。また、関係部署との協働に

よりガイドラインを作成し、機構内へ周知することで、研究活動への推

進に貢献した。 

データ及びサンプルの管理・公開の対象は年々増加しており、データ

及びサンプルの提供を希望する件数も増加傾向にある。その一方で、国

の安全に関する対応、制約条件や各種の取決めへの確認、採取・取得し

た場所や内容による取り扱い等は複雑化しており、公開・提供するため

の確認は従来よりも丁寧かつきめ細かな対応が必要となっている。こ

のような状況を踏まえ、機構船舶によるデータ・サンプルを主体として

管理・公開を担当している付加価値情報創生部門地球情報基盤センタ

ーデータ管理グループが行っている業務についても中期計画前半の３

年が経過するにあたり、業務の振り返り・見直しを行い、担当業務の内
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容や体制を整理し、実態に即した形にするために規程類の改訂が必要

であることを明らかにするとともに、中期計画後半にやるべきことの

見通しを立てた。 

 

 

 
 

 

４．その他参考情報 

  予算額と決算額の差額の主因は、年度繰越等による減である。 
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２－２－４－２ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 中長期目標期間中間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

令和４年度行政事業レビュー番号 0306、0307、0308 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる

指標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標

期間最終年度値

等） 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

一般管理費（百

万円） 

          

削減率（％） 毎年度平均

で前年度比

３％以上 

― 5.03％ 3.68％ 3.39％      

その他の事業費

（百万円） 

          

削減率（％） 毎年度平均

で前年度比

１％以上 

― １％ １％ １％      
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３．業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画 

主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 中長期目標期間中間評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定：Ｂ 

本項目について、中長期計画や事業計画に照らし、成

果・取組等について総合的に勘案した結果、着実な業務

運営がなされていると考え、自己評価を「Ｂ」とする。 

 

前中期目標期間に発生した機構の信頼性に関わる重

大なインシデントについては、本中長期目標期間より

機構業務運営の抜本的改革として、経営者による監督

機能の強化やコミュニケーションの強化、事業の効率

化や意思決定の迅速化等を行い、新たなスタートを切

っている。 

理事会をはじめとする会議体について、附議事項を

大幅に整理し、意思決定の迅速化を図った。 

令和元年に発生した調達に係る不適切な事案に端を

発した調達契約上の諸問題については、「調達ポリシ

ー」を制定するとともに会計規程の抜本的な見直しを

行った。令和３年に発生した情報セキュリティインシ

デントについては、理事長のリーダーシップを発揮し、

理事長を本部長とする「情報セキュリティインシデン

ト対応緊急対策本部」が速やかに設置するとともに、体

制強化として同年８月に情報セキュリティ・システム

部を新設した。また、両事案については、制度・体制の

抜本的な見直しや再発防止策への取組と今後の継続的

な点検・見直し・改善、リスク管理の徹底に向けた取組

について内部統制委員会にて客観的な評価のモニタリ

評定 Ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画における所

期の目標を達成していると認められるため。

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当である

と確認できたため。 

・ コロナ禍においても業務合理化・効率化を

進め、新たな事業創出や成果の社会還元の

取組が進められている。 

・ 電子顕微鏡の遠隔利用システムを構築す

るなど、コロナ禍における研究支援を工夫

している。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・ 管理職のみならず機構全体でのコンプラ

イアンス教育を進めていくことが必要と

なる。 

・ 業務合理化や費用削減が研究や技術開発、

人材育成等にマイナスをもたらしていな

いかも精査しながら進めていく必要があ

る。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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ングを継続している。同委員会においては、実情に合っ

たルールの見直しが行なわれないなど、職員の意識の

問題を認識したため、これを反映した「コンプライアン

ス行動規準」が理事長より示され、理事長自ら役職員の

コンプライアンス意識の徹底についてメッセージを発

し、役職員の意識醸成を促した。 

新型コロナウイルス感染症拡大を契機に、経理処理

や文書処理等の電子化をより一層進めるなどこれまで

の業務の在り方を見直すとともに、会議のオンライン

化に対応した環境整備を進めるなど、迅速かつ効果的

におこなったことは高く評価できる。 

また、契約業務については従来から継続的に手続の公

正性及び透明性を確保しつつ進められている。 
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１．適正かつ効率的なマネジ

メント体制の確立 

【評価の視点】 

○理事長のリーダーシップの

下、組織のマネジメント機能

の強化が図られているか。 

○内部統制システムが適切に

機能し、業務運営の適正化が

図られているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：Ｂ 

 

本項目について、中長期計画や事業計画に照らし、成

果・取組等について総合的に勘案した結果、着実な業務

運営がなされていると考え、自己評価を「Ｂ」とする。

評価の視点ごとの根拠は以下のとおり。 

 

【評価の視点：理事長のリーダーシップの下、組織のマ

ネジメント機能の強化が図られているか。】 

前中期目標期間に発生した機構の信頼性に関わる重

大なインシデントについては、本中長期目標期間より

機構業務運営の抜本的改革として、経営者による監督

機能の強化やコミュニケーションの強化、事業の効率

化や意思決定の迅速化等を行い、新たなスタートを切

った。 

令和元年に発生した調達に係る不適切な事案に端を

発した調達契約上の諸問題については、「調達ポリシ

ー」を制定するとともに、会計規程の抜本的な見直しを

行った。令和３年に発生した情報セキュリティインシ

デントについては、理事長のリーダーシップを発揮し、

理事長を本部長とする「情報セキュリティインシデン

ト対応緊急対策本部」が速やかに設置するとともに、体

制強化として同年８月に情報セキュリティ・システム

部を新設した。また、両事案については、制度・体制の

抜本的な見直しや再発防止策への取組と今後の継続的

な点検・見直し・改善、リスク管理の徹底に向けた取組

について内部統制委員会にて客観的な評価のモニタリ

ングを継続している。同委員会においては、実情に合っ

たルールの見直しが行なわれないなど、職員の意識の

補助評定：Ｂ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画における所

期の目標を達成していると認められるため。

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当である

と確認できたため。 

・ 理事長のリーダーシップの下、組織のマネ

ジメント機能の強化が図られている。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・ これまでに発生したインシデントに対応

した制度の見直しが図られているものの、

依然として最終的な責任の所在など曖昧

な部分も残されていると考えられる。役職

員それぞれのリスクマネジメントの在り

方について絶えず見直しを進め、絶えず職

場風土の改善を図ることが求められる。 

 

＜その他事項＞ 

・ 令和３年度評価において、法人の信用失墜

行為として指摘した「ＣＯ２センサー搭載

型漂流ブイの不適切調達」及び「情報セキ

ュリティインシデント」については、制度

の見直しや改善が図られていると認めら

れる。 
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（１）マネジメント及び内部

統制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営に係る中長期的な基本方針及び戦略に関する議論を進めるた

め、経営戦略会議を毎月開催した。本会議では主に国の政策や国内外の

様々な状況を踏まえた国際戦略や大型の費用に係る資金計画など、機

構の経営方針等について議論を行った。 

また、理事（研究開発担当）、理事（運用管理担当）及び部門長（研

究部門及び運用開発部門）が各部門間の課題等について意見交換を行

う部門間連携会議を毎月開催するとともに、理事長が直接部門長と議

問題を認識したため、これを反映した「コンプライアン

ス行動規準」が理事長より示され、理事長自ら役職員の

コンプライアンス意識の徹底についてメッセージを発

し、役職員の意識醸成を促した。 

このように理事長の強いリーダーシップの下、組織

のマネジメント強化が進められており、業務運営の適

正化が進められていると評価できる。 

 

【評価の視点：内部統制システムが適切に機能し、業務

運営の適正化が図られているか。】 

適切な統制環境維持のため、内部監査、研修、各種委

員会の開催等を実施するとともに、客観的で信頼性の

高い自己評価の実施、主務大臣評価結果の業務運営へ

の反映・取組が機構全体で進められている。また、令和

元年度に発生した調達にかかるインシデントに端を発

した調達契約上の諸問題については、制度の抜本的な

見直しや再発防止策への取組と今後の継続的な点検・

見直し・改善、リスク管理の徹底に向けた取組が実施さ

れた。このように組織のマネジメント強化が進められ

ており、内部統制システムが適切に機能し、業務運営の

適正化が進められていると評価できる。 

 

マネジメントの強化や機構内での分野間、部門間の

連携については、経営戦略会議や部門間連携会議を毎

月開催して経営判断に資する議論をするなど、柔軟か

つ機動的な機構の運営を行っている。 

外部有識者から構成される経営諮問会議を開催し業務

運営全般について外部有識者との定期的な意見交換を

実施し、政策及びマネジメントの視点から助言を受け
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論する場として、理事長・６部門長懇談会を隔月で開催し、経営判断に

資する議論を行った。 

さらに、外部有識者から構成される経営諮問会議を令和元年度から

令和３年度の間に５回開催した。同会議では大型プロジェクト獲得に

向けた新たな取組等について紹介し、機構の事業面や運営面の観点か

ら幅広く多様な助言を得て、第３期戦略的イノベーション創造プログ

ラム（SIP）の提案等に活用した。 

政府が対策を進めている経済安全保障への対応を着実に実施するた

め、令和４年度から対応すべき課題について部署横断での検討を進め

た。 

１）内部統制に係る取組 

前中期目標期間に発生した組織の信頼性に関わる重大なインシデ

ントを受け、機構業務運営の抜本的改革として、経営者による監督

機能の強化やコミュニケーションの強化、事業の効率化や意思決定

の迅速化等を行った。また、内部統制の実効性を高めるため、内部

統制システムの第一人者を外部講師として招き、講演会形式で内部

統制研修を行った。その内容については、研修後の内部統制委員会

において再確認し、一部は機構の内部統制に取り入れた。当該研修

は内部統制の根幹を司る役員だけでなく、今後の機構を担う職員等

も参加できるようにし、機構全体で役員が目指す内部統制の在り方

を考える機会を提供することで、機構全体で内部統制への意識醸成

を図った。 

さらに、令和元年度に発生した調達に係るインシデントについて

調査した結果、インシデント発生の背景に検査ルールの理解不足に

よる検査員等制度の形骸化や不適切な行為を醸成する周辺環境など

があったことが指摘された。本事案については、その発覚後速やか

に会計検査院にも報告したところ、令和元年度決算検査報告におい

て不当事項として公表された。これらを重く受け止め、令和２年度

には経理部において会計機関のルールの抜本的な見直しと明確化、

ている。 

適切な統制環境維持のため、内部監査、研修、各種委

員会の開催等を実施するとともに、客観的で信頼性の

高い自己評価の実施、主務大臣評価結果の業務運営へ

の反映・取組が機構全体で進められている。 

前中期目標期間に発生した機構の信頼性に関わる重

大なインシデントについては、本中長期目標期間より

機構業務運営の抜本的改革として、経営者による監督

機能の強化やコミュニケーションの強化や事業の効率

化、意思決定の迅速化等を行い、新たなスタートを切っ

た。 

令和元年に発生した調達に係る不適切な事案に端を

発した調達契約上の諸問題については、「調達ポリシ

ー」を制定するとともに、会計規程の抜本的な見直しを

行った。令和３年に発生した情報セキュリティインシ

デントについては、理事長のリーダーシップを発揮し、

理事長を本部長とする「情報セキュリティインシデン

ト対応緊急対策本部」が速やかに設置するとともに、体

制強化として同年８月に情報セキュリティ・システム

部を新設した。また、両事案については、制度・体制の

抜本的な見直しや再発防止策への取組と今後の継続的

な点検・見直し・改善、リスク管理の徹底に向けた取組

について内部統制委員会にて客観的な評価のモニタリ

ングを継続している。同委員会においては、実情に合っ

たルールの見直しが行なわれないなど、職員の意識の

問題を認識したため、これを反映した「コンプライアン

ス行動規準」が理事長より示され、理事長自ら役職員の

コンプライアンス意識の徹底についてメッセージを発

し、役職員の意識醸成を促した。 
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教育研修、開発要素を含む契約の有り方や具体的な制度案を提言す

るための検討会の設置などの再発防止策を策定し、内部統制委員会

にてその内容を点検した。その実施状況や効果の状況については、

令和３年度の内部統制委員会において報告され、内部統制委員会と

しても、その実施状況や効果について内部統制の成熟度モデル

（COBIT）を用いるなどして客観的なモニタリングを実施するなど、

令和３年３月に発生した情報セキュリティインシデントに対するサ

イバーセキュリティマネジメントも含め、適切な対応が進んでいる

かを点検した。 

加えて、業務方法書に定められた内部統制の基本事項に関する諸

規程の整備及び運用状況を各所管部署に確認した結果、「統制環境」

において、規程類は整備されているものの、実情に合ったルールの

見直しが行われないまま、正しく運用されないといった２つの事案

に共通する根底的な問題についても対策が必要であるという根本的

な意識の問題を認識したことを踏まえ、「コンプライアンス行動規

準」の見直しを実施することに加え、理事長より、「コンプライアン

ス行動規準」及び「調達ポリシー」の徹底を踏まえたコンプライア

ンスに関するビデオによるメッセージを役職員へ発信した。 

２）内部監査 

機構の業務実態を正確に把握し、業務の適正かつ効率的な運営を

確保するため、書面監査、実地監査及び聞き取り調査等により内部

監査を実施した。 

「競争的資金等」については「研究機関における公的研究費の管

理・監査ガイドライン（実施基準）」等に基づく不正防止の観点から

監査を実施した。 

取引先へのヒアリングや過年度の不適切事例から役務検査の立会

監査等を実施し、不正が発生するリスクに対して重点的にサンプル

を抽出して、リスクアプローチ監査を実施した。 

３）職場環境・組織風土に係る問題改善の取組 

予算に関する PDCA の各取組を強化し、主務大臣評価

の結果を機構内での業務計画編成に効果的に反映させ

る枠組みを構築した。 

これらの取組を通じ、理事長の強いリーダーシップ

の下、組織のマネジメント強化が進められており、内部

統制システムが適切に機能し、業務運営の適正化が進

められていると評価できる。新たな情報セキュリティ

インシデントが発生したことにより厳しい指摘を受け

たことを大変重く受け止めた上で、速やかな調査と再

発防止策の策定・実施により、インシデントを契機とし

た制度の抜本的な見直しに繋げるなど、適切なマネジ

メント及び内部統制機能が働いたことを評価する。 
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令和元年度にリスクマネジメント委員会のもと設置された若手・

中堅職員からなるワーキンググループにおいて、機構全体の組織風

土改革を目指し、問題点の洗い出し及び改善に向けた方向性の検討

が行われた。令和２年度には、ワーキンググループから４件の職場

風土・組織風土に係る改善課題が提起された（①所内情報の集約・

共有、②ハラスメント対策の強化、③管理職級の組織マネジメント

力強化、④経営に関する計画・指針等の策定）。令和３年度にはこ

れら改善課題への対応策を具体的に検討するとともに取組状況をモ

ニタリングしていくなど、今後も機構としての職場環境・組織風土

に係る問題改善の取組を引き続き推進している。 

４）リスクマネジメントへの取組 

機構において潜在化・顕在化しているリスクを認識するため、令

和２年度に全役職員を対象にリスク識別アンケート調査を実施し

た。また、リスクマネジメント研修の一環として、リスクマネジメ

ント推進担当者に対し、認識したリスクの職場への影響度や発生可

能性を想定した評価（リスク評価）を行わせた。その結果はリスク

マネジメント委員会にて共有され、令和３年度は、その評価結果を

踏まえて令和３年 12 月に開催されたリスクマネジメント委員会に

おいて優先対応リスクを４件（①人事関連リスク、②施設・設備関

連リスク、③情報セキュリティ関連リスク、④経済安全保障リスク）

を選定し、令和４年３月に開催されたリスクマネジメント委員会に

て選定されたリスクの対応状況を点検した。今後も継続して対応状

況をモニタリングしていく。また、令和４年３月には、リスクマネ

ジメント研修として令和２年度のリスク評価結果の報告とともに、

優先対応リスクに主眼を置いたリスク対応の参考となる手法等の研

修を行った。 

５）研究不正及び研究費不正使用防止の取組 

研究費不正使用及び研究不正に係る国のガイドラインにおいて

は、日常的に目が届き実効的な管理監督を行い得る体制や、組織と
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しての責任体制の確立による管理責任の明確化が求められているこ

とから、これまでの体制を見直した。研究開発及び運用管理部門に

おいては部門長、経営管理部門においては部長及び室長をコンプラ

イアンス推進責任者及び研究倫理教育責任者とするなど、組織規程

に基づく業務執行体制と整合するように改めた。 

また、研究費不正使用に係る国のガイドライン改正（令和３年２

月）に合わせ機構内の規程改正も行い、①ガバナンスの強化、②意

識改革、③不正防止システムの強化の３項目を柱として、不正防止

対策を強化する体制の再構築を行った。その他、国のガイドライン

に基づき、機構職員を対象に研究費の不正防止に係る e ラーニング

研修（日・英）及び初任者研修を実施した。さらに、機構職員が研

究費を使用する際に留意すべきポイント等を明示した「研究費使用

ハンドブック（日・英）」を新たに作成し、所内公開した。 

加えて、研究不正に係る国のガイドラインに基づき「研究活動に

おける不正行為にかかる調査等実施規則」について、不正行為の証

拠が存在し、被告発者が不正行為の疑いを覆すことができない場合

にも不正行為と認定するという内容を新たに明記して、研究不正に

対するより厳正な対応を図った。 

６）コンプライアンスの推進 

リスクマネジメント及びコンプライアンス推進の一環として、所

内に設置されたデジタルサイネージを活用した法令遵守等を呼びか

けるメッセージの定期発信、コンプライアンス推進月間の設定、リ

スクマネジメントに関するニュースの配信など、役職員一人ひとり

のコンプライアンス意識の向上を図った。 

 

中長期計画や年度計画をもとに、合理的な資源配分を行うため、業務

計画を策定し、これに基づき適切に資金配分を行い、業務を執行した。

また、自己評価や主務大臣評価の結果については、機構内で広く周知し

フォローアップを行った。令和２年度・令和３年度は新型コロナウイル
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（２）評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ス感染拡大に伴う緊急事態宣言に基づく事業活動の縮小の影響を把握

し、関係各部署との定期的な会合を実施した。 

このほか、業務計画等編成に向けて選別した複数の業務について、関

係各部署に実施状況のヒアリング等を実施するなど理事（経営管理担

当）を中心に効率化の検討を継続的に実施した。今中長期目標期間の新

たな取組として、予算に関する PDCA の各取組みを強化するとともに主

務大臣評価の結果を機構内での業務計画編成に反映させる枠組みを構

築した。 

 

理事長の自己評価決定に関する意見聴取の場として、各年度の業務

実績に係る自己評価会議を実施し、業務実績等報告書として主務大臣

へ提出し、公表した。また、各年度の業務実績の評価結果については、

機構内において広く周知するとともに、フォローアップを実施した。 

客観的な自己評価となるよう、モニタリング指標等で定量的数値を

用いているほか、各部門において評価助言委員会を開催するなど、これ

までの成果・実績や今後の運営等に対して外部有識者の意見を積極的

に聴取し、客観的かつ公正な評価の実施に努めた。その他の取組とし

て、普及広報活動においては、機構の公式 Twitter や Facebook など SNS

での反応を分析した。「地球シミュレータ」の運用に当たっては研究成

果の生産性と研究実施の計画性に関する数値指標を導入するなど、多

様な面から機構の活動に対する効果を把握するように努めている。 

 また、論文の集計においては、クラリベイト・アナリティクス社が提

供するオンライン学術データベース「Web of Science」の登録データに

より集計している。そのため、標準な基準で抽出されたデータを用いて

評価しており、他機関との比較等も可能となっている。 

中長期計画の達成度が高い評価を得た部門に対しては、資金配分を重

点化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30 年度から令和２年度において、各年度の業務

実績に係る自己評価会議の実施（平成 30 年度には第３

期中期目標期間における自己評価も実施）、業務実績等

報告書の提出及び公表を着実に実施した。また、評価結

果については機構内において広く周知するとともに、

フォローアップを実施した。 

客観的な自己評価となるよう、各種指標等を活用す

るとともに、必要に応じ外部有識者からの評価を受け

る機会を設けている。また、SNS 上の反応の分析、研究

成果の生産性と研究実施の計画性に関する数値指標の

導入など、多様な面から機構の活動に対する効果を把

握するように努めている。加えて、Ｓ評価を獲得した部

門に対して、重点的に資金配分するといった措置を行

った。 
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２．業務の合理化・効率化 

【評価の視点】 

○管理部門の組織の見直し、

調達の合理化、業務の電子化

等に取り組むことにより、業

務運営の合理化・効率化が図

られているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）合理的かつ効率的な業

務運営の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理事会をはじめとする会議体について見直した決裁権限に基づい

て、附議事項を大幅に整理・例示して周知するとともに、平成 27 年度

から開始した会議資料ペーパーレス化の継続、ウェブ会議システムの

活用により、迅速な意思決定体制整備と会議出席者の時間、移動コスト

の効率化を図った。 

また、新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、緊急対策本部を

設置（令和２年３月 27 日付）するとともに、事業縮小基本方針を策定

し、必要最低限の事業の継続を行なった。また、テレワークを本格的に

導入して出勤者を抑制するとともに、機構船舶による研究航海を中止

補助評定：Ｂ 

 

本項目について、中長期目標や事業計画に照らし、成

果・取組等について総合的に勘案した結果、着実な業務

運営がなされていると考え、自己評価を「Ｂ」とする。

評価の視点の根拠は以下のとおり。 

 

【評価の視点：管理部門の組織の見直し、調達の合理

化、業務の電子化等に取り組むことにより、業務運営の

合理化・効率化が図られているか。】 

理事会をはじめとする会議体について、附議事項を

大幅に整理し、意思決定の迅速化を図った。 

新型コロナウイルス感染症拡大を契機に経理処理や文

書処理等の電子化をより一層進めるなど、これまでの

業務の在り方を見直すとともに、会議のオンライン化

に対応した環境整備を進めるなど、迅速かつ効果的に

行ったことは高く評価できる。 

また、契約業務については従来から継続的に手続の

公正性及び透明性を確保しつつ進められている。 

 

意思決定の迅速化として、理事会をはじめとする会

議体について、見直した決裁権限に基づいて附議事項

を大幅に整理した。 

業務の電子化として、会議資料ペーパーレス化の継

続、ウェブ会議システムの活用により、迅速な意思決定

体制整備と会議出席者の時間、移動コストの効率化を

図った。 

また、新型コロナウイルス感染拡大防止の一環とし

てテレワークを本格的に導入して出勤者を抑制すると

補助評定：Ｂ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画における所

期の目標を達成していると認められるため。

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当である

と確認できたため。 

・ 一般管理費について、毎年度平均で３％削

減するなど、経費削減が着実に進められて

いる。 

・ 新型コロナウイルスの感染拡大という想

定外の状況に対して、中間評価期間中にテ

レワーク導入、オンライン化等に取り組

み、結果的に大幅に業務の合理化・効率化

を成し遂げている。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・ 事務処理のデジタル化、会議や情報発信で

のリモート活用など、時代に即したより効

果的な方法を検討し、取り入れていくこと

が求められる。 

・ ポストコロナの業務形態の在り方につい

て引き続き合理化効率化を目指した検討

を行うことを期待する。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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し、政府による緊急事態下（令和２年４月７日から５月 25 日）におけ

る感染予防策を徹底した。緊急事態宣言解除後は、『JAMSTEC における

「新たな日常」に向けて』を策定し、感染予防を徹底した上で事業縮小

を解除した。（令和２年６月 30 日）。特に機構船舶に関しては、全乗船

者に対し PCR 検査を実施、乗船前２週間の健康管理を徹底することに

より、令和２年８月１日に研究航海を再開した。さらに、テレワーク時

においても業務を円滑に進めるため、経理処理等の電子化や文書処理

の省略化（捺印省略）、会議のオンライン化、グループウエアの活用に

よるコミュニケーション促進策などを実施し、業務の効率化を一気に

促進した。加えて、２度目の緊急事態宣言下（令和３年１月８日から３

月７日）においても、感染予防策を再徹底した上で、事業を継続した。 

国等が示した業種別ガイドラインを参考に機構における特定共用施設

（高圧実験水槽、多目的プール等）の利用ガイドラインを策定し、緊急

事態宣言解除後、早急に外部利用を再開した。電子顕微鏡の遠隔利用

（オンライン）システムを構築し、実験室における感染拡大防止策を徹

底しつつ、研究活動を維持した。 

船舶にてクラスタが発生した際は、出勤者の抑制をしつつも、初の試

みであるオンラインでの緊急対策本部会合を行い、迅速かつ合理的な

判断の場を確立した。 

一般管理費については、各年度は以下実績（人件費及び公租公課を除

いた一般管理費から、特殊要因経費を差し引きいて算出）のとおりであ

り、毎年度平均で前年度比 ３％以上の削減を達成している。 

 令和元年度：377,282,062 円 

 令和２年度：368,481,454 円 

 令和３年度：358,143,251 円 

 その他の事業費についても、各年度において前年度比１％以上の効

率化を達成している。 

国立研究開発法人として我が国及び世界の持続的な発展や様々な社会

課題の解決に貢献し、研究成果の社会実装を目指した大型プロジェク

ともに、テレワーク時においても業務を円滑に進める

ため、経理処理等の電子化や文書処理の省略化（捺印省

略）、会議のオンライン化、グループウエアの活用によ

るコミュニケーション促進策などを実施し、業務の合

理化・効率化を図った。 

新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、緊急

対策本部を設置、事業縮小基本方針を策定し、船舶にて

クラスタが発生した際は、オンラインでの緊急対策本

部会合を行い、迅速かつ合理的な判断の場を確立した。 

研究成果の社会実装を目指した４つの大型プロジェク

トについて、外部有識者からなるアドバイザリー・ボー

ド等の意見も踏まえ、研究開発計画書の作成を行った。 

第３期の戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）

について、機構から積極的な提案を実施し、次期 SIP の

ターゲット領域として「海洋安全保障プラットフォー

ムの構築」を課題候補とすることが決定された。 

これらの取組を通じ、新型コロナウイルスの影響下に

おいても業務の合理化・効率化が飛躍的に進んだこと、

新たな事業の創出や成果の社会還元への取組が期待通

り進められたと評価とする。 
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（２）給与水準の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）契約の適正化 

トを具体化するため、各省庁の意見等を踏まえ採択した４つのプロジ

ェクトについて、外部有識者からなるアドバイザリー・ボード等の意見

も踏まえ、研究開発計画書の作成を行った。また、令和５年度からの開

始が予定されている第３期の戦略的イノベーション創造プログラム

（SIP）についても、内閣府に対して機構から積極的な提案を実施し、

次期 SIP のターゲット領域として「海洋安全保障プラットフォームの

構築」を課題候補とすることが決定された。また、機構は、令和５年度

からの SIP の開始に向けた本課題候補のフィージビリティスタディを

内閣府から依頼され、その研究推進法人を担うこととなった。 

 

人事院勧告及び「一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正

する法律」を踏まえ、本給表水準の見直しや期末手当の月数見直しを行

い、職員給与規程等の改正を実施した。 

検証結果や取組状況について適切に公表した。 

ラスパイレス指数 

事務・技術職員    研究職員 

令和元年度    110.3         97.8 

令和２年度    108.7         95.0 

令和３年度    109.0         96.0 

 

１．随意契約の適正化に関する取組について以下に記載する。 

（１）適正性の審査・点検 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成

27 年５月 25 日総務大臣決定）に基づき、事務・事業の特性を踏まえ、

PDCA サイクルにより、公正性と透明性を確保しつつ、自律的かつ継続

的に調達等の合理化に取り組むため、平成 27 年度以降、調達状況を踏

まえ各年度において調達等合理化計画を定めた。また、同計画に基づ

き、研究開発成果の最大化を目指して調達の合理化を推進し、併せて調

達に関するガバナンスの徹底を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人事院勧告及び「一般職の職員の給与に関する法律

等の一部を改正する法律」を踏まえ、本給表水準の見直

しや期末手当の月数見直しを行い、職員給与規程等の

改正を実施し、適正な水準の維持を図った。 

 

 

 

 

 

 

調達については、原則として一般競争入札等の競争

性のある契約方式によることとし、随意契約によった

場合は、公正性と透明性を高めるためその結果を随時

公表した。また、「独立行政法人における調達等合理化

計画の取組の推進について」（平成 27 年５月 25 日総

務大臣決定）に基づく取組について推進し、業務の合理

化・効率化を着実に実行した。 
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「公共調達の適正化について（平成 18 年８月 25 日付財計第 2017 号）

に基づく情報の公開」に対応し、公共工事、物品役務等の随意契約情報、

落札情報を機構ウェブサイトに継続して公表を行った。 

２．一者応札・応募の低減に向けた取組 

（１）入札説明書の電子公付等 

一者応札の低減に向け、遠隔地にいる者等の入札への参加の機会の確

保、入札会への立ち合いが困難である事業者への負担軽減が期待でき

るため、令和元年度から郵便入札を導入した。 

応札者や応募者を増やすための取組として、入札説明書の電子交付を

継続した。 

（２）調達情報の発信 

 競争性を高めるための取組として、入札公告後に応札が期待できる

者への個別の声がけ、調達情報をメールマガジンにて配信、機構ウェブ

サイトに年間調達予定情報を掲載した。 

（３）仕様書等の見直し 

契約金額が高額であり連続して応札者が１者である案件について、

参入障壁緩和のための仕様要件の見直し、十分な周知期間を確保する

ため公告期間を延長、技術審査資料の書類作成期間を延長し応札予定

者の事務負担の軽減、十分な業務引継ぎ期間を考慮した入札日の設定

などを行うことにより、参入機会の確保に取り組んだ。 

（４）辞退届の分析 

入札参加の辞退届において、必要な人員体制を確保するのが困難、納

入期限が間に合わないという理由等があった。その他、次期以降に受注

できないリスクがあることが挙げられており、毎年契約する経営管理

部門の年間契約について単年度契約から複数年度契約化を行うなどし

た。 

 

３．調達合理化計画の見直し 

（１）契約内容・契約形態の見直し 
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調達規模の見直しについて、経営管理部門における毎年契約される

保守等について、調達規模の拡大や調達事務の効率化等の観点等から、

単年度契約から複数年度契約への見直しを行った。 

科学支援業務の見直しについて、これまで「ちきゅう」とその他研究船

（５船）を別の部署でそれぞれ運用していたため別契約としていたが、

今中長期目標期間において船舶運用部門である当該部署が統合された

ことを受けて、適切なガバナンスの確保を目的として検討を行い、令和

３年度契約より統合した。また、これまで行っていた一般管理費方式を

利益率方式に改め、本業務における事業経費の透明化を図り、事業者と

ともに効率的かつ合理的な経費管理を実行することとした。 

さらに、契約の統合に合わせて調達の規模を見直し、「データ・サン

プルの品質評価・管理・公開に関わる支援業務」、「国際海洋環境情報セ

ンター研究情報公開支援業務」を別契約とし、令和３年度調達において

は総合評価落札方式を実施した。 

（２）共同調達の推進 

これまでに引き続き、近隣の国立研究開発法人と複写機用紙及びプ

リンタ用紙の共同調達を実施し、地方拠点と隣接する国立大学法人と

コピー用紙、ガソリン、窒素を共同で調達することで経費削減や業務の

省力化を実現した。また、他の国立研究開発法人と新たな共同調達導入

の可能性について、検討を開始した。 

（３）一括調達等の推進 

既存のネット調達の機能向上を目的として、作業着等のカタログ化

による発注業務の簡便化、調達制限品（オフィス家具）の見直しによる

ネット調達アイテム数の増加、サプライヤの追加登録による調達先の

増加、工業用間接資材ネットストアとの連携接続等の改善をおこない、

調達手続の利便性を高めた。 

（４）規程類の改定民法改正への対応 

令和２年４月に施行された民法改正に対応するため、標準契約書及

び約款を改訂し、専門家の支援を得ながら、契約不適合責任制度への対
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応、消滅時効の改正等について点検、整理を行った。 

 

４．調達に関するガバナンスの徹底 

（１）随意契約に関する内部統制の確立 

概算金額が３千万円を超える案件については、契約審査委員会にお

いて随意契約の適正性について審査を継続して行った。また、契約審査

チームにおいて、概算金額が随契限度額から３千万円までの案件につ

いても審査を行った。 

（２）研究開発法人における契約の在り方についての検討 

開発要素を含む契約の在り方検討会より、開発要素を含む調達契約

について、機構として認識すべきリスクへの対応の在り方や調達契約

プロセスごとの在り方を見直し、具体的な制度案を作成することにつ

いて提言されたことを踏まえ、以下のとおり調達の在り方及び制度の

具体的改善策を取りまとめた。 

①要求部署と会計機関の適切な役割分担 

予算執行責任者の規定：機構における予算執行については、経営管理

規程に基づく部署長等と物品管理規則に基づく物品供用責任者が二重

に存在していたため、前者を予算執行責任者とし責任と権限を一元化

した。 

また、予算執行責任者は、要求部署における技術的課題の検証の他、

裁量と責任の下で柔軟な執行も可能とし、執行請求手続においても効

率化を図った。 

検査員・監督員について、契約担当役による指名を廃して、確実な履

行を確保しトラブル等においても速やかに対応するため、予算執行責

任者による指名に変更し、要求部署の業務として規定した。 

②調達におけるリスクマネジメントによるリスクの最小化 

要求部署を調達に係るリスクマネジメントを行う部署（責任者は予

算執行責任者）とする。一方で、経理部を予算執行部署に対するリスク

の事前レビュー及び事後モニタリングを行う部署として規定した。 
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③研究開発の特性を考慮した類型等の新設 

研究開発要素を含む役務、製造の場合、例えば試作や技術的難易度の

高い業務の内容に対して請負人が負う完成責任が過重である場合があ

ると考えられるため、業務委託契約（準委任成果完成型）を新設するな

ど、実態に即した契約類型を用意することとした。 

④調達ポリシーの制定 

本事案に対する再発防止策の一環として、調達は機構の研究開発活

動の一端を担う重要な活動であり、公正な倫理観のもとに誠実な行動

が求められること等を役職員に改めて認識させるとともに、機構は法

令遵守を何よりも優先し、信頼ある調達活動を追求する姿勢であるこ

とを機構内外に示すために調達ポリシーを基本方針として制定し、令

和２年 12 月 15 日に機構ウェブサイトにおいて公表した。 

 

（３）調達契約の適正な履行に向けた取組（再発防止策フォローアッ

プ） 

①研究開発部門との意見交換会の実施 

研究開発部門を対象に会計ルールが現場において適正に理解され機

能しているかなどについてヒアリングを実施した。研究現場において、

会計ルールが適正に浸透・定着されつつあり、意見や要望を踏まえた更

なる対応により PDCA 確立のための連携体制の構築を図った。 

②会計システムの改修 

本来、検査員自ら検査実施を徹底するため、会計システムにログイン

した検査員のみが検査調書の作成可能とするように会計システムの改

修を行った。他にも、適切な監督・検査を行うため、契約関係書類（契

約書・仕様書等）を機構関係者にメールで通知するとともに、会計シス

テム上でも共有できる仕組みを導入した。 

 

随契限度額を超える随契案件及び契約金額１億円を超える契約案件

については、事後点検として内部監査において毎年度全数監査を受け
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た。年度ごとに調達等合理化計画の自己評価を踏まえ、改善点を令和４

年度の調達等合理化計画に反映した上で、監事及び外部有識者で構成

される契約監視委員会で点検を受けた。また、同委員会により随契限度

額を超える全ての案件について事後点検を受け、手続の公正性と透明

性の確保に努めた。なお、指摘された事項については適宜対応し改善を

図った。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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２－２－４－２ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 中長期目標期間中間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

令和４年度行政事業レビュー番号 0306、0307、0308 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる

指標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標

期間最終年度値

等） 

令和１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 
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３．業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画 

主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 中長期目標期間中間評価 

【評価の視点】 

○予算の効率的な執行による

経費の削減や、自己収入、外

部資金の確保、増加、活用等

に努めることにより、財務内

容の改善が図られているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定： Ｂ 

 

予算の適切かつ効率的な執行状況 

『予算』 

四半期で執行状況を役員に報告するなどして、適切

に管理・執行を行った。 

『収支計画』 

当期総損失を含む利益剰余金は独立行政法人会計基

準に則って会計処理を行った結果生じたものであり、

主に業務達成基準の原則化に伴って予算額以上に運営

費交付金を収益化することができないために発生する

損失から構成され、これは中長期目標期間終了年度に

収益化され、損益がバランスするものである。したがっ

て、損益の発生要因も適切である。 

運営費交付金債務と業務運営との関係について適切

な分析が行われており、業務達成基準による運営費交

付金の収益化が適切に行われている。 

『資金計画』 

滞留資金について適切に精査されている。なお、運営

費交付金債務と欠損金等の相殺により発生した滞留資

金はない。 

貸し倒れの恐れのある債権はなく、「債権評価および

貸倒引当金計上に係る事務処理マニュアル」に基づき

適切に債権の管理・回収を行っている。 

金融資産の規模、保有・運用状況及び運用体制は適切

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画における所

期の目標を達成していると認められるため。

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当である

と確認できたため。 

・ 運営費交付金債務と業務運営との関係に

ついて適切な分析が行われており、業務達

成基準による運営費交付金の収益化が適

切に行われている。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・ 研究成果の最大化を図るためにも、競争的

資金獲得をより積極的に進める必要があ

る。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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１．予算、収支計画、資金計

画 

（１）予算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価指標に対する実績】 

予算の適切かつ効率的な執行状況 

『１．予算及び２．収支計画』 

各年度における当期総利益・当期総損失は以下のとおりである。 

令和元年度 当期総利益：207,912,296 円 

令和２年度 当期総損失：529,312,303 円 

令和３年度 当期総損失：118,209,919 円 

これらは主に独立行政法人会計基準に則って会計処理を行った結果、

運営費交付金の収益化や貯蔵品などにおいて収益と費用の計上年度の

ずれが生じて一時的に計上されたものであり、通常の業務運営により

発生したものである。 

  

また、各年度における利益剰余金は以下のとおりである。 

令和元年度：1,753,866,313 円 

令和２年度： 974,402,837 円 

令和３年度： 755,464,510 円 

これらは全て現金を伴うものではなく、独立行政法人会計基準に則っ

て会計処理を行った結果、発生したものである。  

 

  各年度における運営費交付金の未執行率は以下のとおりである。 

である。 

 

自己収入増加を推進する取組の状況と自己収入全体

の獲得額 

引き続き自己収入の増加に向けた取り組みを推進す

る。 
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令和元年度：13.7％ 

令和２年度：20.9％ 

令和３年度：26.4％ 

  主な要因は、船舶の保守修繕費用を計画的に繰り越したもの、コロ

ナウイルスの影響等による事業の遅延・変更に伴って繰り越されたも

の及び事故・災害等の不測の事態に備えて計画的に運営費交付金の配

分を留保したものなどである。繰り越した事業は翌年度以降に実施し、

または実施するための計画を検討中であり、業務運営上大きな影響は

ない。 

 

『３．資金計画』 

 金融資産の保有状況については以下のとおり。 

①金融資産の名称と内容、規模 

  現金及び預金 

令和元年度末時点： 8,171,737,816 円 

令和２年度末時点： 9,728,871,701 円 

令和３年度末時点：10,846,911,530 円 

 

②保有の必要性（事業目的を遂行する手段としての有用性・有効性） 

各年度末時点で保有する現金及び預金は主に翌年度へ繰り越した運

営費交付金及び未払金や預り金などの債務返済の原資である。期中も

資金繰り計画に基づいて運営費交付金の交付を受けており、常に業務

の進捗に応じた適切な規模の資金を保有している。 

③管理状況 

金庫で保管する必要最小限の現金を除き、全て銀行預金へ預け入れ

を行っている。 

貸し倒れの恐れのある債権はない。 

 

自己収入増加を推進する取組の状況と自己収入全体の獲得額 
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（２）収支計画 

 

（３）資金計画 

 

２．短期借入金の限度額 

短期借入金の限度額は 113 億

円とする。 

短期借入が想定される理由と

しては、運営費交付金の受入

の遅延、受託業務に係る経費

の暫時立替等の場合である。 

 

３．不要財産又は不要財産と

なることが見込まれる財産が

ある場合には、当該財産の処

分に関する計画 

機構の成立時において海洋科

各年度の事業等収入は以下のとおりである。 

令和元年度：1,500 百万円 

令和２年度：1,231 百万円 

令和３年度： 638 百万円 

 自己収入の増加に向けた取組を継続的におこなっており、令和２年

度からは、それまで企業を中心に獲得していた寄附金を、広く一般から

も募集する仕組みを構築し、本格的に稼働している。 

 

競争的資金等の外部資金の獲得額 

（Ⅰ-2.-(1)-③「外部資金による研究開発の推進」に記載） 

 

 

 

 

 

（なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

借上社宅の解約に伴い返戻のあった政府出資金見合いの 

敷金 3,887,600 円を独立行政法人通則法第 46 条の２第１ 項の規定

に基づき、適切に国庫に返納した。（令和元年 12 月 10 日） 
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学技術センターから承継した

政府出資金見合いの借上社宅

敷金のうち、前期中期目標期

間において返戻された現金に

ついて国庫納付する。 

その他の保有資産の必要性に

ついても適宜検証を行い、必

要性がないと認められる資産

については、独立行政法人通

則法の手続きに従って適切に

処分する。 

 

４．前号に規定する財産以外

の重要な財産を譲渡し、又は

担保に供しようとするとき

は、その計画 

前号に規定する財産以外の重

要な財産の譲渡、又は担保に

供する計画はない。 

 

５．剰余金の使途 

機構の決算において剰余金が

発生した場合の使途は、重点

研究開発業務や中核的機関と

しての活動に必要とされる業

務への充当、研究環境の整備

や知的財産管理・技術移転に

係る経費、職員教育の充実、

業務のシステム化、広報の充

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（なし） 

 

 

 

 

 

 

 

（なし） 
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実に充てる。 

 

６．中長期目標期間を超える

債務負担 

中長期目標期間を超える債務

負担については、研究基盤の

整備等が本中長期目標期間を

越える場合で、当該債務負担

行為の必要性及び資金計画へ

の影響を勘案し合理的と判断

されるものについて行う。 

 

７．積立金の使途 

前期中期目標期間の最終年度

において、独立行政法人通則

法第 44 条の処理を行ってな

お積立金があるときは、その

額に相当する金額のうち主務

大臣の承認を受けた金額につ

いて、以下のものに充てる。 

①中長期計画の剰余金の使途

に規定されている、重点研究

開発業務や中核的機関として

の活動に必要とされる業務に

係る経費、研究環境の整備に

係る経費、知的財産管理・技

術移転に係る経費、職員教育

に係る経費、業務のシステム

化に係る経費、広報に係る経

 

 

（なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前期中期目標期間から繰り越した積立金は、主に前期中期目標期間

中に自己収入により取得した固定資産の未償却残高や、貯蔵品の取得

により一時的な利益が発生したものであるため、対応する固定資産の

償却や貯蔵品の消費に合わせて取り崩しを行っている。 
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費 

②自己収入により取得した固

定資産の末償却残高相当額等

に係る会計処理 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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２－２－４－２ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 中長期目標期間中間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

令和４年度行政事業レビュー番号 0306、0307、0308 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる

指標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標

期間最終年度値

等） 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 
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３．業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画 

主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 中長期目標期間中間評価 

 

 

 

 

 

 

 

1．国民からの信頼の確保・向

上 

【評価の視点】 

○情報公開及び個人情報保護

について適切に取り扱われた

か。 

○情報セキュリティ対策を適

切に講じているか。また、対

策の実施状況を点検し、改善

が図られているか。 

○労働安全衛生管理を徹底

し、業務の安全確保が図られ

たか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報公開に関しては、令和元年度開示請求件数は３件、他の行政機

関、法人等による第三者意見照会対応は２件であった。 

令和２年度開示請求件数は０件、他の行政機関、法人等による第三者

意見照会対応は３件であった。 

令和３年度開示請求件数は０件、他の行政機関、法人等による第三者

意見照会対応は２件であった。 

また、法人文書の開示請求に的確に対応するため、公文書等の管理に

関する法律（平成 21 年法律第 66 号）の定めに沿って、法人文書ファイ

ル管理簿の整備・公表を行った他、法人文書管理に関する自己点検及び

監査を実施した。 

令和元年度から令和３年度において、ヒューマンエラー起因のメー

ルの誤送信による個人情報漏洩事案が計９件、不正アクセスによる個

人情報漏洩が計１件発生した。誤送信したファイルの削除を依頼し、再

発防止の一環として全役職員を対象とした資料配付による教育を行っ

た。機構資産情報端末の持ち出し時における対応や、個人情報漏洩事例

の注意喚起を行い、漏洩の未然防止及び漏洩後の迅速な対応ができる

よう役職員の意識醸成を図った。 

令和３年３月に発覚した不正アクセスによる情報セキュリティイン

評定：Ｂ 

 

 本項目について、中長期計画目標や事業計画に照ら

し、成果・取組等について総合的に勘案した結果、着実

な業務運営がなされていると考え、自己評価を「Ｂ」と

する。評価の視点ごとの根拠は各項目に記載のとおり。 

 

【評価の視点：情報公開及び個人情報保護について適

切に取り扱われたか。】 

情報公開については適切に対応するとともに、公文

書等の管理に関する法律（平 21 年法律第 66 号）の定

めに従って、法人文書ファイル管理簿の整備・公表を行

った。また、法人文書管理に関する自己点検及び監査を

実施し、法人文書の開示請求に的確に対応できる整備

を行った。 

個人情報保護に関しては、ヒューマンエラー起因に

よる個人情報漏洩事案が発生したが、関係者に対して

速やかに連絡するとともに、誤送信したファイルの削

除を依頼した。また、再発防止の一環として全役職員を

対象とした資料配付による教育を行った。さらに、機構

資産情報端末の持ち出し時における対応や、個人情報

漏洩事例の注意喚起を行い、漏洩の未然防止及び漏洩

後の迅速な対応ができるよう役職員の意識醸成を図っ

た。 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画における所

期の目標を達成していると認められるため。

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当である

と確認できたため。 

・ 運営費交付金債務と業務運営との関係に

ついて適切な分析が行われており、業務達

成基準による運営費交付金の収益化が適

切に行われている。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・ 研究成果の最大化を図るためにも、競争的

資金獲得をより積極的に進める必要があ

る。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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シデントにおいて、個人情報の漏洩があることが判明したため、関係者

への連絡を行うとともに、情報セキュリティ対策を進めた。 

教育研修として、新規採用者には講義形式による研修を行い、全役職員

には資料配布及び掲示による教育を行った。全役職員への教育研修に

ついては、従来は個人情報漏えい防止や委託先管理等の特定のテーマ

に特化した内容であったが、法制度や機構における管理保護体制、取

得・利用時のルール、ヒューマンエラーによる漏えい等防止策、漏えい

等発生時の初動対応等の被害拡大防止策等、個人情報保護に係る基本

的かつ重要事項をまとめた内容とし、機構全体の個人情報保護に係る

理解度の底上げ及び意識醸成を図った。 

令和３年３月に大規模な情報セキュリティインシデントが発生し、

機構業務に多大な影響を与え、国民からの信頼を失う結果となった。当

該インシデントについては、情報セキュリティインシデント対応緊急

対策本部を設置し、その下に対策チームを編成し、全体被害状況の把握

と原因究明、復旧を目指した対応、再発防止策を実施した。緊急対策本

部を中心として、情報セキュリティ・システム部の新設、重点的な予算

措置、各種教育研修の実施、Computer Security Incident Response 

Team（CSIRT）の設置等、情報セキュリティの確保に向けた取組を進め、

国民からの信頼の回復に努めた。また、並行して、政府機関等のサイバ

ーセキュリティ対策のための統一基準（令和３年度版）を踏まえた規程

類の改正等の情報セキュリティ対策等を着実に実施した。 

さらに、情報セキュリティ委員会については令和元年度から最高情

報セキュリティ責任者（CISO）を委員長とし、全ての部署の責任者を委

員とする構成に拡大し、機構内の情報セキュリティ対策について各部

署間の意見調整を図り、対策と方針を検討する機能を持つものとした。 

新型コロナウイルス感染拡大防止等のためのテレワークへの対応に

ついては、VPN 接続の要件見直しやリモートアクセスツールの活用を通

じ、情報セキュリティの確保と役職員の利便性向上の両立を図った。 

情報システムに関する技術動向を踏まえ、学術情報ネットワーク

【評価の視点：情報セキュリティ対策を適切に講じて

いるか。また、対策の実施状況を点検し、改善が図られ

ているか。】 

令和３年３月に発生した情報セキュリティインシデ

ント（不正アクセス）は、機構業務に多大な影響を与え、

国民からの信頼を失う結果となった。この点を重く受

け止め、令和３年度においては当該インシデントから

の復旧と再発防止策の実施を進めた。これらは今後も

継続して取り組んでいく必要があることから、令和３

年８月に体制の強化として新設された情報セキュリテ

ィ・システム部を中心に、再発防止に向けて着実な取組

を実施した。インシデント発生後の対応（調査、復旧、

再発防止策の実施）は着実に進められている。 

他方、本中長期目標期間当初から実施している各種

教育訓練、政府機関等のサイバーセキュリティ対策の

ための統一基準を踏まえた情報セキュリティ対策、情

報セキュリティ委員会を中心とした機構全体での情報

セキュリティ確保に向けた取組、新型コロナウイルス

感染拡大防止対応等のためのテレワークにおける情報

セキュリティの確保と役職員の利便性向上の両立、ネ

ットワーク機器や業務システムの更新等の業務は、情

報セキュリティインシデントによる一時的な業務停滞

はあったものの、おおむね計画通り進捗したものと評

価する。 

 

【評価の視点：労働安全衛生管理を徹底し、業務の安全

確保が図られたか。】 

安全衛生管理に関する規範類並びに体制を、PDCA を

考慮しながら適切に整備することで、機構の安全衛生



 

170 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．人事に関する事項 

【評価の視点】 

○優秀な人材の確保・育成、

職員の資質・能力の向上、人

員配置や評価・処遇の適正化

等に取り組み、生産性の向上

が図られているか。 

SINET6 への切り替えを行う（令和４年４月 SINET6 の利用開始）ととも

に、所内ネットワークのセキュリティの中核となるファイアウォール

機器の更新や、業務電子決裁システム（回議書・届出申請書システム、

勤怠管理システム、出張旅費システム）の大規模更新（令和４年６月利

用開始予定）を行った。 

機構の安全衛生管理に係る基本方針である「安全衛生及び環境配慮

に係る基本方針」をはじめとする安全衛生管理関係の規範類について

は、適切及び確実な管理ができるように、適宜、制定・改正・廃止を行

った。 

また、「衛生管理者連絡会」の設置や監督官庁への届出を遺漏なく行

うための体制作りなど、安全衛生管理体制をより強固なものとするた

め施策についても PDCA を考慮しながら着実に推進した。 

事故・トラブル等の情報共有については、事故・トラブルの原因を分析

し、再発防止策、改善策等を安全環境会議等の会議で報告・審議して役

職員に展開し、再発の防止、リスクの低減を図っている。 

さらに、教育訓練については情報セキュリティを考慮しながら YouTube

を利用して受講機会を提供することで、教育訓練の利便性及び効率化

を図るとともに、各種マニュアルや教育訓練用教材については、英文化

を進めることで、安全衛生に係る情報共有の強化を図っている。 

 新型コロナウイルス感染拡大防止対策については、機構の緊急対策

本部事務局による対応策策定に資する情報収集を行った。 

 

人材の質と層の向上、国内外からの優秀な人材の確保、職員のモチベ

ーション向上、多様化した働き方に対応するための環境整備等を目指

し、以下の取組を実施した。 

国際ポスドク制度を改め、令和元年度より「JAMSTEC Young Research 

Fellow」制度（博士号を取得した若手研究者について自らの研究課題の

業績を伸ばし、研究者として更なる飛躍を遂げられることを目的とし

て期間を定めて雇用される制度）を創設し、世界トップレベルの大学の

管理の水準を高めることができた。 

事故・トラブルの情報や安全衛生管理上のノウハウ

については、教育訓練の手法として YouTube を取り入

れて実施したことで、役職員へより安全衛生に関する

情報に触れる機会を増やすことができ、安全衛生管理

に関する意識の醸成を図ることができた。また、事故・

トラブルの原因を分析し、再発防止策、改善策等を安全

環境会議等の会議で報告・審議して役職員に展開する

ことで、有機的に再発を防止し、リスクの低減を図って

いる。 

新型コロナウイルス感染拡大防止対策については、機

構の緊急対策本部事務局による対応策策定に資する情

報収集を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価の視点：優秀な人材の確保・育成、職員の資質・

能力の向上、人員配置や評価・処遇の適正化等に取り組

み、生産性の向上が図られているか。】 

優秀な人材の確保・育成の取組として、「JAMSTEC 

Young Research Fellow」制度により国内外の優秀かつ

多様なポスドク人材を確保するため、新型コロナウイ

ルスの影響を受けても、インターネットを活用した採
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個別のリクルート担当部門にアクセスを行うとともに、応募をウェブ

サイト画面での入力に変更し、セミナーや面接選考でもインターネッ

トを活用した方式に柔軟に対応するなど、多様で優秀な人材を惹きつ

ける工夫を行ってきた。コロナ禍で入国が困難な外国人研究者につい

ては入国までの間テレワークでの勤務を可能とし、機構での研究活動

を行うことを可能とした。 

クロスアポイント制度については弾力的運用を行うため、手続につ

いて基本的にはセンター長、プログラム長レベルで決裁が行えるよう

見直しを行った。令和元年度の実績は７件、令和２年度の実績は６件、

令和３年度は７件であった。 

令和元年度に定年制研究者が増加していることを踏まえ、研究職が

長くモチベーションを高く保つことができるよう、研究職の内部昇格

制度を創設し、研究に携わる職種について見直しを行った。 

令和元年度に職員の更なるモチベーションアップを目指した新人事評

価制度を本格的に導入した。 

令和２年度に支援職が長くモチベーションを高く保つことができる

よう、支援職の内部昇格制度を創設し、若干名の内部登用を実施した。 

令和２年度に引き続き、支援職の処遇改善策として、継続的な運用を想

定した支援職の定年制職員への登用制度と内部昇格制度を創設し、そ

れぞれ若干名の内部登用を実施し、また、支援職に業績手当を導入し

た。 

令和５年度から国家公務員に定年延長制度が導入されることに伴

い、令和３年度に同様の制度設計の検討を開始した。 

令和３年度に職員の自己研鑽に係る休職制度の検討を開始した。 

評価者研修に加え、階層別研修、アンコンシャスバイアス研修、メン

タルタフネス度向上研修、研究倫理教育、在外研究員等派遣制度、日本

語教室（外国籍研究者対象）等による個々のキャリア開発を進めた。 

ワークライフバランスの推進に関しては、令和元年度にテレワーク制

度の試行を開始し、新しい働き方の一つとして令和３年１月に全職員

用方式に変更しながら、応募者の維持に努めた。コロナ

禍でも採用した研究者を入国までテレワーク勤務を可

能とするなど柔軟に対応することで、優秀な人材の確

保に繋げた。また、支援職が長くモチベーションを高く

保つことができるよう、支援職の定年制職員への登用

制度、内部昇格制度及び業績手当を計画どおり導入し

た。 

職員の資質・能力の向上に関する取組としては、評価

者研修に加え、階層別研修、アンコンシャスバイアス研

修、メンタルタフネス度向上研修、研究倫理教育、在外

研究員等派遣制度、日本語教室（外国籍研究者対象）等

による個々のキャリア開発を計画通り進めた。 

生産性向上の取組として、令和元年度に在宅勤務制

度の試行を開始し、これは新しい働き方の一つとして

令和３年１月に全役職員を対象として制度化した。令

和３年度には同制度の更なる拡充のための検討を開始

した。また、育児・介護休業法改正に伴い、育児・介護

休業を取得しやすい雇用環境を整備するため、既存の

制度を改め、役職員のワークライフバランスを推進し、

働きやすく能力を発揮しやすい職場環境を整えた。 
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３．施設及び設備に関する事

項 

【評価の視点】 

○中長期目標達成のため必要

な施設・設備の整備・改修等

は適切に行われたか。 

を対象として制度化した。令和３年度には同制度の更なる拡充のため

の検討を開始した。また、育児・介護休業法改正に伴い、育児・介護休

業を取得しやすい雇用環境を整備するため、制度を改めた（令和４年４

月施行）。 

船員の働き方改革実現に向けた船員法改正に伴い、労務管理責任者

の選任等船員の勤務時間管理の適正化のための規程改正を行った（令

和４年４月施行）。 

 

施設・設備の維持管理については、法定点検及び自主点検などを確実

に実施するとともに、老朽化しているもので特に安全性を確保するた

めのものを最優先に効率的に更新を行い、施設・設備を健全に維持し

た。 

研究設備の整備として、令和２年度は横須賀本部において重要イン

フラである給水ポンプ室の更新を実施、高知コア研究所では、研究施設

の空調の更新及びコンテナ整理の一環として新実験室の整備を実施し

た。むつ研究所ではコンテナの整備を実施するなど、研究環境の合理化

を実施した。国際海洋環境情報センターにおいて、省エネルギー対策と

して照明器具の LED 化を実施するとともに、新型コロナウイルス感染

拡大防止対策として換気設備の更新を実施した。 

令和３年度は横須賀本部において、潜水調査船整備場及び海洋工学

実験場の大型シャッター台風対策工事を実施、横浜研究所においては、

夏場の空調熱負荷軽減のため地球情報館トップライト改修工事を実施

した。むつ研究所試料分析棟においては、老朽化した ICP-MS 室空調換

気更新工事を実施し、省エネルギーに考慮し、保守管理面から機器の能

力選定及びシステムの最適化を果たしている。高知コア研究所では居

室の間仕切り変更に伴い、新型コロナウイルス感染拡大防止対策とし

て、高知大学との調整を図りながら換気設備の新設及び更新工事を実

施した。 

老朽化対策については、令和元年度において既存施設の改修履歴及

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価の視点：中長期目標達成のため必要な施設・設備

の整備・改修等は適切に行われたか。】 

法定点検及び自主点検などを確実に実施するととも

に、老朽化しているもので特に安全性の確保を目的と

したものを最優先に更新を行い、施設・設備を健全に維

持した。 

老朽化対策、深海総合研究棟の改修計画については、

各年度において適切に計画を推進し施設設備マスター

プランを策定できた。また、これをもとに施設・設備計

画推進委員会を設置し、計画的な整備計画を推進して

いく仕組みを作った。 

上記のとおり、計画に対して施設・設備を適正に維持

管理し、中長期保全計画、深海総合研究棟改修計画等に

おいても適正に業務を推進して修繕計画を策定し、施

設・設備計画推進委員会を設置したことは今後の修繕

計画を策定する上で重要な取組である。 

新型コロナウイルス感染症の収束が見通すことがで

きない中、良好な研究環境の整備維持として、令和３年

３月から８か月にわたる「白鳳丸」の大改造工事を着実

に実施できたことは評価できる。 

また、機構フリートの調査機能の整理と構成の見直
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び図書類をもとに横須賀本部中長期保全計画策定に必要なライフサイ

クルコスト（ＬＣＣ）の算出を行った。令和２年度においては、むつ研

究所及び横浜研究所のＬＣＣを算出、横須賀本部と併せ取り纏めを行

った。 

また、深海総合研究棟の改修計画においては、深海総合研究棟改修等

検討ワーキンググループを立ち上げ実験室のゾーニング及び実験機器

の集約化を検討し、令和２年度に「深海総合研究棟改修等における基本

的な考え方」を取り纏め、それを基に深海総合研究棟基幹施設改修基本

計画・設計を実施、上記 LCC と併せ「施設設備マスタープラン」を策定

した。 

令和３年度においてはマスタープランに基づき同年補正予算を獲得

するとともに、今後、機構の保有する施設設備に関する経営戦略的視点

による総合的な企画及び計画立案に資するため、施設・設備計画推進委

員会を設置し、同委員会により施設設備の計画的な整備計画を推進し

てくこととなった。 

船舶に関して、安全の確保を最優先に、中長期の整備計画を定め、保

守整備等を実施した。また、老朽化した機器・設備の維持や更新にあた

っては、機能、効果及び維持コスト等を勘案し、整理を行いつつ資産を

適切に管理した。 

学術研究船「白鳳丸」は中長期的な継続運用に必要となる老朽化対策

及び改修並びに機器更新を目的とした補助事業として、令和３年３月

から大規模修繕工事を開始し 11 月末に完工した。 

機構のフリート構成の見直しを行い、令和３年度に「かいれい」を停

船することを決定し、令和４年２月に「かいれい」の運用を停止した。 

 

しを行い、令和４年２月に深海調査研究船「かいれい」

の運用を停止した。 
 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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（別添）中長期目標・中長期計画 

 

項目別調書 No. 中長期目標 中長期計画 

Ⅰ―１ 

Ⅰ．研究開発の成果の最

大化その他の業務の質

の向上に関する事項 

１．海洋科学技術に関す

る基盤的研究開発の推

進 

機構は、第５期科学技術基本計画、第３期海洋基本計画等を踏まえ、これまでの取

組を一層発展させて、以下に示すような課題に取り組む必要がある。 

・地球環境の維持・保全と持続可能な利用、海洋由来の自然災害への対応等の経済・

社会的課題への対応 

・関係府省連携の下、MDA 体制の確立に資する海洋調査・観測体制を強化し、海洋の

安全・安心に貢献 

・海洋分野における Society 5.0 の実現に向け、膨大な海洋情報の集約、解析及び予

測に係る研究開発の推進 

・海洋科学技術分野における我が国の研究開発力の強化や、SDGs 等の国際的な枠組

みへの科学的知見の提供等による国際的なプレゼンスの向上 

このため、本中長期目標期間中において、以下の（１）～（４）の研究開発課題に

重点的に取り組む。また、研究者の自由な発想や独創的な視点を活かして、次世代海

洋科学技術を支える新たな知の創出に資する挑戦的・独創的な研究開発を推進すると

ともに、これらの研究開発を支える基盤的技術の開発に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地球環境の状況把握と変動予測のための研究開発 

近年、地球温暖化等の地球環境変化が経済・社会に与える影響の顕在化、深刻化が

危惧されており、第３期海洋基本計画や SDGs、パリ協定等においても、地球環境の保

全や気候変動への対応は政策上の重要課題として位置付けられている。とりわけ、地

球温暖化の影響が最も顕著に出現する北極域を対象とした調査・観測・研究の重要性

は、世界的にもますます高まっている。また、人間活動の地球環境への影響は地球温

暖化のみならず海洋酸性化や生態系変動等、様々な形で表面化してきており、地球環

境変化と人間活動の相互作用に関する評価を踏まえて、地球環境変化を把握し、将来

を予測することが求められている。特に、膨大な体積、面積、熱容量を有する海洋は、

大きな時空間規模で進行する地球環境変化において重要な役割を果たしていると考

 機構は、前文に記載した４つの課題、すなわち「地球環境の保全と持続的な利用、海域由来の災

害対策等に係る科学的知見の充実」、「大規模データの統合及び解析機能の強化と社会への情報発

信」、「挑戦的・独創的な研究開発の推進による次世代科学技術を支える知の創出」、「多様な海洋環

境へのアクセスを可能とする探査・調査システムの整備及び高度化」に対応するため、本中長期目

標期間において、以下に記載する研究開発を推進するとともに、研究開発の推進に必要となる海洋

調査プラットフォーム、計算機システム等の大型の研究開発基盤の整備・運用を進める。また、実

施に当たっては、常に政策的・社会的なニーズを捉えて不断の見直しと重点化を図るとともに、産

学官の多様なセクターと連携・協働しながら機動的かつ横断的に取り組むことにより、海洋科学技

術に係る我が国の中核的機関として、更には世界をリードする海洋研究開発機関の一つとして、最

大限の能力発揮を目指す。さらに、総合的な研究機関であることの強みを活かし、大規模な研究開

発はもとより、将来も見据えた挑戦的・独創的な研究開発の充実にも取り組むとともに、研究開発

を支える各種システムの自動化、省力化、小型化や、分析、解析、予測手法等の国際標準化を志向

する。 

 これらの研究開発により創出された成果のアウトリーチ活動を通じて、若者を中心としたあら

ゆる世代の国民の「知の先端を切り開く科学・技術への興味と関心」を喚起するとともに、高等学

校、高等専門学校、大学等の教育機関や海洋、インフラ、情報産業等に関わる民間企業等との連携

を通じて、我が国の科学技術を支える人材育成にも貢献する。 

 

 

 

 

（１）地球環境の状況把握と変動予測のための研究開発 

 本課題では、国際的な研究枠組みや協力体制を活用し、地球環境の保全に資する観測及び予測に

係る研究開発を推進する。そのため、我が国周辺海域に加えて、北極域、北西部太平洋、熱帯太平

洋、インド洋等において、機構がこれまで実績を積み重ねてきた地域を重点化し、海洋酸性化、貧

酸素化、昇温、生物多様性の喪失、汚染物質による影響等、海洋表層から深層までの広範囲にわた

って、世界的な課題とされる環境変化の実態を科学的に解明するとともに、それらの変化に関する

数年から百年程度の中長期的な将来予測に取り組む。また、前述の重点地域は、季節レベルでの我

が国の気候の決定に影響を及ぼす地域であることから、発生する諸現象のプロセスの理解を進め

るとともに、観測機器や手法の自動化、観測機器の小型化等を推進し、観測自体を無人省力化して

いくことで、経済的かつ効率的な観測網への転換を促進する。 
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えられている一方、その実態には未解明な部分が多く残されている。 

このため、機構は、未だ解明されていない地球環境変化の実態把握を進めて、その

変化の中長期的な将来予測を行うため、地球環境変動モデル等の高度化に取り組む。

これを実現するために、観測網の無人化、省力化、高精度化等に向けた新たな観測技

術の開発等を行うなど観測網の整備・高度化を図るとともに、多様な手法を組み合わ

せることにより、我が国沿岸域を含むアジア地域、北極域、北西部太平洋、熱帯太平

洋、インド洋等の重点海域等の高精度な観測を実施する。また、これら観測により得

られたデータの蓄積・分析やモデルの高度化を行うことで、昇温、海洋酸性化、貧酸

素化、生態系変動等の海洋に表れる地球環境変化の実態把握やプロセスの理解を進め

る。その上で、こうした取組により得られた地球環境変化に関する新たな知見と人間

活動との相互影響に関する評価を行い、人間活動の影響を含めた地球環境変化の中長

期的な将来予測を導き出す。得られた成果については、国内外の各種活動を通じて発

信することで、我が国及び国際社会等における政策の立案等に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本課題によって得られた科学的なデータや知見については、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）・

パリ協定、ユネスコ政府間海洋学委員会（IOC）、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）報告書、

北極評議会（AC）のワーキンググループ等に係る各種活動等を通して積極的に発信し、SDGs の特

に目標 13（気候変動に具体的な対策を）や目標 14（海の豊かさを守ろう）等の国際的な政策課題

の達成に貢献するとともに、我が国の海洋基本計画等に示された政策課題の達成にも貢献する。 

 

①観測による海洋環境変動の把握と観測技術開発 

 本課題では、主に物理的、化学的な海洋環境の変動・変化を精密に把握し、観測、理論、予測の

科学的なサイクルの加速に資する。特に北西部・熱帯太平洋における熱収支や淡水収支、物質収支

の推定、それらと大気海洋相互作用との整合性の理解の深化、更には全球規模の物理的、化学的な

海洋環境変化の把握に関する観測研究を行う。 

 具体的には 2021 年度までに、 

・国際的な枠組みの下で実施されている観測システムの維持運用、大型係留ブイの運用を省力化す

るための表層グライダーや無人自律航行艇の実用化、自動観測の拡充のための漂流型観測フロ

ート等を用いた新たな観測技術の開発 

・海洋・大気における諸現象の素過程の理解を目的とした、熱帯域等の大気海洋相互作用が活発な

海域における、上記の新たな技術を活用した試験的な観測 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ 2025 年度までに、 

・既存技術と新技術を統合した観測システムを活用し、北西部太平洋における海盆レベルでの海洋

大気間の熱収支や淡水収支、物質収支の実態を調査することによる、亜寒帯海洋構造の成因、維

持機構の理論の再構築 

・我が国の季節レベルの気候に大きな影響をもたらすエルニーニョ、インド洋ダイポールモード等

の諸現象の発生プロセスと熱帯太平洋域の海洋循環、水塊の挙動、輸送過程等との関連性の把握 

等に取り組む。加えて、自らが新たな観測システムの有効性を検証し、次世代の全球海洋観測シス

テムの方向性を世界に提言するとともに、島嶼国の協力を取り付け、熱帯域における海洋と大気の

変動を定常的に把握するための観測データ流通網確立を目指す。 

 

②北極域における環境変動の把握と海氷下観測技術開発 

地球温暖化の影響が最も顕著に現れている北極域において、海洋・海氷環境の現状把握のための

データの取得を促進し、海洋と海氷との相互作用等の気候・環境システムの理解を進めることによ

り、北極域の環境変動に係る将来予測の不確実性を低減するための研究開発を行う。 

具体的には 2021 年度までに、 

・船舶、係留系、漂流ブイ等による観測データや衛星観測データを用いた、北極海における基礎生

産等の環境要素に関する時空間的な変動の解析と可視化、それらのデータの公開 
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・北極海広域観測計画への参画、高精度なデータの取得とそれらのデータの公開 

・既存データと新たに取得したデータの比較解析や、気候モデル等の開発や活用による、海洋・海

氷環境の変動と気候変動との関連性に関する知見の創出 

・北極海観測の拡充に向けた、小型の海氷下観測ドローンに係る要素技術開発、ドローン試作機の

製作及び実海域試験による運用評価の実施等の推進 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ 2025 年度までに、 

・北極評議会のワーキンググループ等が作成し公表する環境アセスメント報告書への得られたデ

ータや知見の提供 

・中緯度域や熱帯域と同等のデータの充実を目的とした北極海広域観測の継続的な実施及びそれ

らのデータの公開 

・観測データと数値実験結果の統合による、北極域の海洋・海氷に係る物理的理解に基づいた将来

予測の不確実性低減に資する知見の提供 

・海氷下観測ドローン等を活用した新たな北極海観測システムの運用 

等に取り組む。 

 

③地球表層と人間活動との相互作用の把握 

 経済活動が活発な沿岸域や、地球温暖化の影響が顕著に表われている北極域等、我が国を含む全

球の気候や環境に影響を与える地域を重点化し、地球表層を総合的に扱うために、海洋、大気、そ

れらと不可分な陸域における、水循環や物質循環、生態系変動等を観測と予測の両アプローチから

捉え、それら地球表層の変動等と人間圏における諸活動の相互作用を理解するための研究開発を

行う。 

具体的には 2021 年度までに、 

・生物地球化学観測フロート、自律型の水中グライダー、航空機等を用いた新たな観測システムの

提案と、船舶や係留系ブイ等による大気・海洋観測の拡充 

・海洋酸性化、昇温、貧酸素化等に係る海洋環境実測値の空白域減少とデータの充実を通した、炭

素や微量物質の循環、海洋生態系、陸上植生変動等の実態把握 

・前述の各現象におけるプロセスごとの水収支や物質収支、エネルギー収支等の理解度を高めるた

めの、大気・海洋等観測データ、衛星観測データ、予測モデルによる数値実験結果等の総合的な

解析 

・ブラックカーボンの沈着や海洋酸性化等の環境汚染が進行している北極域と、その原因物質の主

要な発生源であるアジア太平洋域における、環境汚染と人間活動との相互作用に関する評価 

・機構がこれまで知見を蓄積してきた沿岸域である津軽海峡周辺域を試験海域とした、海況変動の

把握・予測と、（４）とも連携した情報発信 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ 2025 年度までに、 
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・各種観測データ、数値実験結果等を統合し、多様な環境ストレッサーに対する海洋生態系や物質

循環の応答の定量的な理解を進めることによる、環境汚染やそれによる海洋生態系機能の変化

等の環境変化と人間活動とを包括的に結びつける知見の創出 

・海洋－大気－陸域における物質循環や生態系変動、物理化学現象について整合性のある理解、そ

の理解に基づく地球表層と人間活動との相互作用、それらと気候変動との関係の明確化 

等に取り組む。 

 

④地球環境の変動予測 

 これまで地球環境変動モデルは、地球システムを構成する様々なサブシステムごとの時空間ス

ケールに焦点を当て、比較的独立に複数が開発されてきた。本中長期目標期間においては、これら

の地球環境変動モデルと観測研究との連携を強化することで個々の再現性や予測精度を向上させ

るとともに、各モデルが得意とする時空間スケールにおける再現性の高さ等の長所を活用してモ

デル間の連携を促進する。これにより、各々のモデルが扱う時空間スケールの重複領域や気圏、水

圏、生物圏等、各圏の相互作用によって発生する極端現象や環境変動のメカニズムについて新たな

知見を得る。また、これらの活動を通し、我が国の地球環境変動予測研究に係る中核として複数機

関の連携体制を牽引することを目指す。 

 具体的には 2021 年度までに、 

・マッデン・ジュリアン振動（MJO）等の数週間から季節程度の時間規模における変動現象が、よ

り短い時間規模で変動する台風等に及ぼす影響の理解を進めるための数値計算精度の向上 

・これまで開発してきた個々の地球環境変動モデルの更なる高精度化、更にこれらのモデルを連携

させた数週間から 10 年程度の環境変動を取り扱うことを可能とする数値計算システムの開発

と、温室効果ガス濃度変動、海洋酸性化や貧酸素化、雲の変動等の諸現象への適用 

・海洋、大気等の素過程の理解に基づいたモデリング手法の高度化、当該手法の活用による個別要

素間での物質循環や物理的・化学的現象の相互作用を扱うための新たな手法の開発 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ 2025 年度までに、 

・台風等に伴う極端現象の発生確率予測手法の開発、数週間から季節程度の時間規模における大規

模な変動現象と台風等との相互作用メカニズムの理解及びこれら諸現象の予測に関する知見の

創出 

・より高精度化した数値計算システムによる環境変動に係る予測結果と観測データとの比較検証、

気候変動対策への知見提供を視野に入れた人間活動との相互作用も含めた環境変動の要因分析 

・温暖化抑制策や適応策の立案等に資する知見の提供 

等に取り組む。 

 

⑤地球環境変動と人間活動が生物多様性に与える影響評価 
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（２）海洋資源の持続的有効利用に資する研究開発 

 我が国の周辺海域には、多様な生物、鉱物、エネルギー資源等の海洋資源が存在す

ると考えられているが、それらの海洋資源については、未確認のまま残されているも

のも含め、ごく一部しか有効利用できていない。特に、深海・深海底等の科学的調査

が進んでいない海域には、表層域とは異なる生態系等が構築され、数多くの未発見の

生物が生息していると考えられている。この中には人類社会に有用な機能を持つもの

も存在し得るため、これら未知の機能の発見・解明が必要である。また、我が国の領

海等に賦存する鉱物資源の有効利用のためには、有望資源の賦存する海域や賦存量を

把握する必要があり、このためにはその形成メカニズムの解明が重要である。 

 このため、機構は、海洋の調査・観測で採取した海洋生物を含む各種試料を分析し、

海洋生態系における炭素循環・窒素循環・エネルギー循環等を把握するとともに、ナ

ノ科学や情報科学等との学際連携を進めて、海洋生態系が有する未知の機能を解明す

地球環境変動の重要な指標の一つとされる海洋生物多様性の変動を把握するとともに、人間活

動が生態系へ与える影響の評価に資する知見を得る。特に、海洋環境変動から受ける影響に関して

得られている情報が少ない深海生態系について、その充実のために環境 DNA 分析や現場観測等の

調査を実施するとともに、環境データとの統合的な分析・解析を行う。さらに、深海生態系や多様

性に対する人間活動による影響の実態把握とその評価に資する知見を得るため、海洋プラスチッ

クを対象とした新たな計測技術の開発やデータの拡充とともに、環境影響評価手法の最適化に取

り組む。 

具体的には 2021 年度までに、 

・環境 DNA 分析や現場観測等による深海域の生物分布と多様性の現状把握 

・海洋プラスチックに係る分布調査、海洋プラスチックの種類や形状、個数を効率的に把握するた

めの新たな計測技術の開発 

・環境影響評価手法の最適化及びそのためのツール開発 

・国際的な枠組みに位置付けられるデータベースへのデータ提供や科学的知見の提供による社会

的課題解決に向けた国際連携の強化 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ 2025 年度までに、 

・生物分布データや環境データ等を統合した深海域の生物多様性に関する知見の創出 

・海洋プラスチックの分布量推定及び動態把握 

・人間活動による擾乱が深海生態系へ与える影響に関わる知見の創出 

・国内外の関係機関や枠組みに対する、環境変動が生物多様性に与える影響評価に資する知見の提

供 

等に取り組む。 

 

（２）海洋資源の持続的有効利用に資する研究開発 

 我が国は四方を海に囲まれ、管轄水域の面積が国土の約 12 倍に及ぶ海洋国家である。この広大

な海域における環境は、北は亜寒帯から南は亜熱帯まで、更には浅海から深海まで多様性に富んで

おり、我が国は様々な形でその恩恵を享受してきた。しかし、生物、非生物を問わず、我々が利用

できている海洋の有用な資源と機能は未だにごく一部に過ぎない。第 3 期海洋基本計画でも「海

洋の産業利用の促進」において、「海洋鉱物資源関係の研究開発を着実に推進」すること、「深海・

深海底等の極限環境下における未知の有用な機能、遺伝資源等について研究開発を推進」すること

が示されている。 

 更なる海洋資源の有効利用のためには、１）生物プロセスにおける物質・エネルギー循環や深海

生物の生存戦略とその機能を理解することにより、海洋生態系の有する未知の機能を解明するこ

とと、２）熱水活動、沈降、堆積、化学反応等の非生物プロセスが関わっていると思われる有用な

鉱物資源の成因を解明することが必須である。 
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る。 

 また、海底鉱物資源の有望海域の推定のため、これまでの調査・観測等で得られた

試料、データ等を詳細に解析し、海底資源生成モデルを体系化・普遍化することによ

り、有望資源の成因プロセスを解明する。 

 これらの研究開発を進めるに当たっては、必要に応じて（１）の研究開発課題の成

果を取り入れるとともに、他の大学や公的研究機関、民間企業等との連携を強化する

ことで、より効果的な成果の創出を目指す。また、得られた試料、データ、科学的知

見等を積極的に産業界へ提供することで、海洋資源の産業利用の促進に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 そこで、本課題では生物、非生物の両面から海洋における物質循環と有用資源の成因の理解を進

め、得られた科学的知見、データ、技術及びサンプルを関連産業に展開することで、我が国の海洋

の産業利用の促進に貢献する。なお、本課題で得られる知見と（１）で得られる知見を両輪として

研究開発に取り組むことで、海洋の持続的な利用に資する。 

 

①海洋生物と生物機能の有効利用 

 海洋中の物質循環を精緻に理解するために、海洋生物試料や地質試料等、各種試料を用いた化学

的・分子生物学的解析を行い、循環を支配する環境的、生理学的、進化的背景を明らかにするとと

もに、海洋生物資源の在り様を定量的に把握する。また、深海の極限環境に適応する過程で生物が

獲得した独自の機能の解明を進める。さらに、関連産業界、大学、公的研究機関等との連携・協働

を進めて、これらの研究開発で得られた科学的知見、データ、技術及びサンプルを社会に還元す

る。 

 具体的には 2021 年度までに、 

・生態系の構造やその物質循環の把握を目的とした、海洋生物等の天然試料中に含まれる各種有機

化合物に関する定量法及び同位体の高精度な分析法の開発 

・極限環境を再現しつつ微生物の分離培養及び代謝機能の分析を行うための技術開発 

・上記技術を未知の代謝機能を持つ新たな微生物に応用することによる知見の創出 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ 2025 年度までに、 

・海洋生態系と物質循環との関係性の詳細な把握による、海洋生物資源の有効利用に必要な知見の

創出 

・（４）で取り組む数理科学等と連携した深海生物のゲノム情報等の解析による、深海生物に特有

の代謝機能やナノ構造機能等、未知の有用機能に関する知見の創出 

等に取り組むとともに、産業利用の促進のため、得られた科学的知見、データ、技術及びサンプル

を積極的に関連業界へ提供する。 

 

②海底資源の有効利用 

 海底資源の形成過程を明らかにするために、これまでフィールド調査、試料採取及び分析、デー

タ解析、数値モデル開発について個別に取り組んできた。その結果、非常に幅広い時空間スケール

での元素濃集等の化学過程と、分散相から凝縮相への相変化における分別等の物理過程が複雑に

影響することが理解されてきた。そこで、これらの調査手法についてシームレス化し化学・物理過

程の相関を見いだすとともに、得られた科学的知見に基づく海底資源生成モデルを構築し、有望な

海域を理論的に予測するための研究開発を実施する。また、得られた知見と技術を関連業界に広く

展開することで、海洋産業の発展に貢献する。 

 具体的には 2021 年度までに、 
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（３）海域で発生する地震及び火山活動に関する研究開発 

 我が国の周辺海域においては、南海トラフ地震や海底カルデラ等、大規模災害をも

たらす地震・火山活動が活発であり、防災・減災対策の更なる強化が求められている。

そのための具体的な検討を進めるには、海底下で進行する地震・火山活動の実態把握

及び海域で発生する地震の長期評価が欠かせないものの、現在は観測データも十分に

揃っていない状況にあり、観測体制の構築と、データの取得・解析を通じたメカニズ

ムの理解等の科学的知見の充実が課題となっている。 

 このため、機構は、地震発生メカニズムの理解、プレート固着の現状把握と推移予

測及び海域火山活動の予測研究に資するデータと知見を蓄積し、地震調査研究推進本

部、気象庁、防災科学技術研究所、大学等の関係機関に情報提供することで、地震活

動に関する現状把握・長期評価及び海域火山活動評価に貢献する。 

 これを実現するために、防災科学技術研究所や大学等の関係機関と連携して、南海

トラフ地震の想定震源域等を中心とした、広域かつ精緻なデータを連続的にリアルタ

イムで取得する海底地殻変動観測設備の整備・高度化を進めるとともに、高精度の海

底地下構造調査、海底堆積物・海底下岩石試料の採取・分析を実施する。これにより

得られたデータと既存のデータの統合・解析を行うことで、地震発生帯モデル及びプ

レート固着状態に関する推移予測手法の高度化を行う。また、海域火山に係る先進的

な観測手段を確立し、海域火山周辺において火山活動の現状把握を行うとともに、地

球内部構造や熱・物質循環機構等の解析を進める。 

 

 

 

 

・調査及び分析の効率化、精緻化、低コスト化を図るための探査技術開発・海底資源形成を促すプ

ロセスと環境を特定することを目的とした、幅広い時空間スケールにおける物性 

・化学組成、生物種、同位体及び年代の測定並びに地球内部-海洋間の相互作用と物質循環の体系

化 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ 2025 年度までに、 

・得られた各種データを解析した海底資源及びその周辺環境についての空間的広がりと時間変化

の四次元マッピングや、様々な時空間スケールでの海洋環境変遷と鉱物資源の形成過程の詳細

の解明 

等に取り組むとともに、（４）とも連携した数理科学的な知見を盛り込んだモデルの構築による資

源の生成及び分布予測と、それから得られた科学的知見、データ、技術等を産業界へ提供する。 

 

（３）海域で発生する地震及び火山活動に関する研究開発 

 近年、我が国では、兵庫県南部地震(1995 年)、東北地方太平洋沖地震(2011 年)、熊本地震(2016

年)、北海道胆振東部地震（2018 年）のような地震や、それに伴い発生する津波による災害が多発

している。また、鬼界カルデラを始めとする海域火山による突発的な災害も危惧されており、大規

模な火山噴火による津波の発生も重大なリスクである。 

 そこで、大学や防災科学技術研究所等の関係機関と連携して、地震の再来が危惧されている南海

トラフの想定震源域や日本周辺海域・西太平洋域において、研究船や各種観測機器等を用いて海域

地震や火山に関わる調査・観測を実施し、地震・火山活動の現状把握と実態解明を行う。さらに、

これら観測によって得られるデータを解析する手法を高度化し、大規模かつ高精度な数値シミュ

レーションにより地震・火山活動の推移予測を行う。 

 本課題では、これらの取組によって得られた科学的知見を国等に提供することで災害の軽減に

資するとともに、SDGs 目標 11（住み続けられるまちづくりを）も念頭に、我が国と同様に地震・

津波・火山活動による災害が多発する各国への調査観測の展開や研究成果の応用を試みる。 

 

①海域観測による地震発生帯の実態把握 

 海底下で発生する地震は、陸域と比較して未だ実態の把握が大幅に遅れている。そこで、地震活

動の現状把握と実態解明のために、広域かつ精緻な観測データをリアルタイムで取得する海底地

殻変動・地震活動観測技術システムを開発し、展開する。特に、巨大地震・津波の発生源として緊

急性や重要性が高い海域を中心に三次元地殻構造や地殻活動、断層物性、地震活動履歴等に係る調

査を実施する。また、これら観測システム及び調査によって得られた各種データセットは、地震調

査研究推進本部等、我が国の関係機関で地震発生帯の現状評価等に活用されるように広く情報提

供する。さらに、これら日本周辺での知見に加えて、アジア太平洋地域の地震・津波の実態解明と

防災研究推進のための広域的な共同研究体制を構築する。 
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 具体的には 2021 年度までに、 

・海底地殻変動観測の高度化を目的とした、地震・津波観測監視システム（DONET）設置海域にお

ける海域実証試験 

・光ファイバーセンシング等の新たな海底地殻変動・地震活動観測技術や、より広域な観測を効率

的に行うための無人自動観測技術の開発 

・南海トラフ等の重要海域における複雑な断層形状や断層付近の各種物性を三次元的に捉えるた

めの構造探査及び海底地震観測 

・海底堆積物の採取及び解析による地震発生履歴の調査 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ 2025 年度までに、 

・連続リアルタイム海底地殻変動観測システムの DONET 設置海域等への広域展開 

・南海トラフ等における詳細な構造探査及び海底地震観測や、これまでデータが不足していた千島

海溝・日本海溝等における広域構造及び地殻活動の調査 

・海底堆積物に基づく地震履歴調査手法の確立と重要海域への適用 

等に取り組む。また、以上の調査・観測から得られたデータを詳細に解析し、地震発生帯の実態把

握に係る知見として、国、地方公共団体、関係機関へ提供する。 

 

②地震・津波の発生過程の理解とその予測 

 地震発生帯の現状把握・長期評価へ貢献するために、地震発生帯の調査観測から得られた最新の

観測データに基づき、地震発生メカニズムの理解やプレート固着の現状把握と推移予測に資する

知見を蓄積する。そのためには、まず、①で取得した各種データと既存データ等を統合してこれま

でに機構で開発された地震発生帯モデルを高精度化し、それらモデルを用いた地震発生帯変動の

計算結果と観測データの解析による現状把握及び推移予測の手法を確立する。同時に、これまでに

構築してきた即時津波被害予測システムの高度化を進める。得られた知見は、国等の地震・津波被

害想定や現状評価のための情報として提供するとともに、（４）とも連携して社会へ情報発信する。 

 具体的には 2021 年度までに、 

・新たな観測システム、調査・観測、実験によって得られたデータを用いた三次元地震発生帯地下

構造モデルの構築 

・地震発生帯における地殻活動の変動状況の把握と予測のためのデータ同化手法の高精度化 

・海底地すべり等、地震以外の津波発生源を考慮した、即時津波被害予測システムの高度化 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ 2025 年度までに、 

・三次元地震発生帯地下構造モデルの高度化と、同モデルを用いた地震の発生、地震波の伝播、津

波の発生等の各過程に関するシミュレーションや、地殻活動のデータ解析の実施 

・掘削による実断層サンプルを用いた力学実験結果に基づく、断層運動の力学過程のモデル化 

・データ同化手法を用いたプレート固着状態の推移予測の試行 
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（４）数理科学的手法による海洋地球情報の高度化及び最適化に係る研究開発 

 人間の経済・社会活動が多岐にわたり、生態系と生物多様性の破壊、気候変動、海

洋酸性化など、人間活動が地球システムの機能に大きな影響を及ぼすに至った今日に

おいて、将来にわたって豊かな社会を存続させるためには、相互に関連している地球

環境、経済及び社会の諸課題に対して統合的に取り組み、解決していくことが必要と

なっている。従来、上述（１）から（３）のような個別の研究開発課題で得られる知

見を基に対策が検討されてきた。しかし、これら種々の対策には、地球環境、経済及

・防災科学技術研究所等の関係機関との協力により高度化した即時津波被害予測システムの社会

実装 

等に取り組む。また、これらに取り組むことにより、地震・津波の発生過程の理解とその予測を進

め、得られた知見及びデータを国、関係機関等へ提供する。 

 

③火山及び地球変動要因としての地球内部活動の状況把握と変動予測 

 海底火山の噴火は、突発的かつ大規模な災害をもたらし、また地球環境への影響が非常に大き

い。これら火山災害の発生予測や地球環境への影響評価を行うためには、その原因となる熱、マグ

マ、流体の発生と輸送現象、噴火履歴や噴火推移、更にそれらの準備過程に当たる地球内部活動を

理解することが重要である。そこで、本課題では、国際深海科学掘削計画（IODP）の下で地球深部

探査船「ちきゅう」等を用いた海洋掘削を推進し、海底火山活動の観測、調査、地質試料の採取分

析によって活動履歴、過去の噴火様式等の現状を把握する。また、得られたデータや知見を用いて

地球内部構造や物質の収支等を推定し、火山活動を支配する地球内部流体やエネルギーの循環機

構、マグマ供給の仕組み等を、単体の火山からグローバルな規模まで解明する。 

 具体的には 2021 年度までに、 

・無人自動観測システムと海底観測機器を組み合わせた海域火山観測システムの開発 

・我が国最大規模のカルデラ等を対象とした構造探査、火山体の海底調査、岩石試料の採取 

・火山活動の現状把握とマグマや流体の生成から噴火に至る過程及び様式の理解に基づいて得ら

れる海底火山活動の予測に資するデータ及び知見の国及び大学等研究機関への提供 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ 2025 年度までに 

・伊豆・小笠原弧等の海底火山における海域火山観測システムを用いた火山活動の現状把握 

・継続的な各種調査・観測の実施、試料の採取及び分析により蓄積された知見を活用した、国内外

の火山の中長期活動や噴火過程の比較検証 

・「ちきゅう」等を用いた火山体深部や海洋地殻の実態と形成過程の解明を目指した海洋掘削を可

能とするためのデータ及び研究成果の創出 

等に取り組む。 

 

（４）数理科学的手法による海洋地球情報の高度化及び最適化に係る研究開発 

 本課題では、非常に複雑なふるまいを示す地球システムの変動と人間活動との相互関連性の理

解を推進する目的で、（１）（２）（３）の研究開発過程で逐次得られる全てのデータを連携する手

法と、連携された膨大なデータの高効率かつ最適な処理を可能にする数理的解析手法を開発し、相

互関連性を見いだすための研究開発を行う。これらの実行によって、地球システムに内在する未知

なる因果関係（環境変動を介在した地殻活動と生態系変動の関係等）を抽出するとともに、得られ

た解析結果を活用し、これまでにない視点から様々な利用者のニーズに即して最適化された情報
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び社会に与える効果が、相乗便益（コベネフィット）をもたらすもののほか、一方を

達成しようとすると他方を犠牲にしなければならないトレードオフの関係に立つも

のもあるため、その効果を科学的見地から検証し、有意な対策を選択していくことが

必要とされている。 

 このため、機構は、複雑に絡み合う海洋・地球・生命間の相互関連性を発見・解明

するために、高度な数値解析を効率的に行う情報基盤の整備・運用を図りつつ、機構

内の様々な分野の研究者及び技術者や国内外の関連機関等と連携して、海洋・地球・

生命に関する情報・データを収集・蓄積するとともに、高度化した数理科学的手法を

用いてこれらのデータを整理、統合、解析する。また、高性能なユーザインターフェ

ースを構築して、数理科学及び情報科学の専門知識を有しない利用者のニーズにも即

して最適化した情報を創生し、提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の創生を目指す。 

 そのため、１）多様な数値解析とその検証に係る手法群の研究開発、２）それらの数値解析結果

を活用した情報創生のための研究開発、３）数値解析や情報創生を効率的に実行する機能を備えた

実行基盤の整備・運用に取り組む。 

 また、前述の利用者のニーズに最適化した情報を広く発信することによって、政策的課題の解決

や持続的な社会経済システムの発展に貢献する。さらに、本取組の国内外の関係機関への拡張を試

みることで、より高度で有用な情報を創生するためのフレームワークの構築を目指す。 

 

①数値解析及びその検証手法群の研究開発 

 地球システムを構成する多種多様な現象に対し、時空間スケールが全く異なるデータを連携さ

せるために、それらの規格を統一するためのデータ変換ツールを開発する。また、規格の統一によ

り連携が可能となったデータに対して数理的処理を施すために、時間発展計算、データ同化等に加

えて、人工知能に代表される先端的な機能を含む各種の数値解析手法群を集約した大規模数値解

析基盤システム「数値解析リポジトリ」を開発する。さらに、リポジトリ開発の一環として、数値

解析の品質を保証するための検証技術の開発も行う。 

 具体的には 2021 年度までに、 

・「数値解析リポジトリ」のグランドデザイン、複数の数値解析手法群の開発、統一規格への変換

ツール開発と、機構のデータ群を用いた有用性の検証 

・数値解析結果に対する、品質と信頼性を担保するための検証手法の開発 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ 2025 年度までに、 

・機構のデータ連携、数値解析手法及びその検証技術の更なる高度化と拡充 

・「数値解析リポジトリ」の高度化及び拡充のための内外の利用者との連携並びに国内外関係機関

との協働 

等に取り組む。 

 

②数値解析結果を活用した高度かつ最適な情報創生に係る研究開発 

 「数値解析リポジトリ」等により出力されたデータを効率的に蓄積・管理するとともに、先端的

なデータ解析・分析機能を備えた大規模データシステム「四次元仮想地球」を開発する。また、本

システムを用いて、複雑に絡み合う地球システムの相互関連性を発見・解明するとともに、解明し

た相互関連性を基に利用者ニーズに即して最適化した情報を創生し、より価値のある情報として

社会に提供する。本システムについては、「産学官」の利用者と協働の下で開発を推進し、利用者

自身が情報を創生することも考慮したインターフェースを実装するとともに、社会的活用を視野

に入れ、四次元情報可視化コンテンツの開発を行う。 

 「四次元仮想地球」は、「数値解析リポジトリ」との連動を前提とした具体的な情報の創生を念
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（５）挑戦的・独創的な研究開発と先端的基盤技術の開発 

 海洋は、氷海域、深海底、海底下深部等の到達困難な領域や多種多様な未知の生物

種が存在するなど、今なお人類に残されたフロンティアである。これらフロンティア

への挑戦や新たな分野の開拓のためには、これを可能にする科学的・技術的な知的基

盤を構築し、その利用を推進することが必要であり、これにより、人類の知的資産の

創造や新たなイノベーション創出に貢献することが期待できる。 

 このため、機構は、世界をリードする新たな学術領域や技術領域の開拓に向けて、

分野や組織の枠を越えた柔軟かつ機動的な研究体制を構築することなどにより、新規

性・独創性を有する挑戦的な科学研究に取り組むとともに、研究者の自由な発想や新

技術の組合せによるボトムアップ型の技術開発を推進する。これにより、将来を見据

えた研究・技術シーズや我が国独自の独創的な技術基盤を創出する。 

頭におきながら開発や整備を進める。 

 具体的には 2021 年度までに、 

・南海トラフ地震への備えに貢献することを目的とした、（３）の三次元地震発生帯地下構造モデ

ルも活用した数値解析による、ライフライン、交通網ネットワーク、産業集積地等に関する地震

動の影響に係る情報の創生 

・地域ごとの気候・気象条件と特定生物種の発生増減による伝染病リスクとの相関関係や、黒潮大

蛇行や海水温変動と海洋生物資源分布の変化との関係等の情報の創生 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ 2025 年度までに、 

・高度かつ最適な情報の創生と社会発信を持続的なものとするため利用者との協働による創生可

能な情報の拡充 

・情報の更なる高度化・最適化を目的とした、国内外の関係機関とのデータ連携等の促進 

等に取り組む。 

 

③情報創生のための最適な実行基盤の整備・運用 

 本課題を効率的に実現するため、「数値解析リポジトリ」及び「四次元仮想地球」の実行基盤と

して、膨大なデータの取扱いに適した機能を有する高速な計算機システム、データサーバ、そして

それらを接続する高速ネットワークを整備する。実行基盤の整備及び運用は、国内外機関との相互

共有も考慮し、セキュリティを確保した上で互換性を重視して進め、他機関との連携を容易にする

ことでより多くの利用者の獲得を促す。これにより、「数値解析リポジトリ」及び「四次元仮想地

球」の高度化、拡充等の推進に資する。そのため、2021 年度までに最適なハードウエアの検討、

整備等に取り組み、2025 年度までに、実行基盤の安定的な運用体制の確立、利便性の向上を図る

とともに、国内外機関とのデータ連携の促進等に取り組む。 

 

（５）挑戦的・独創的な研究開発と先端的基盤技術の開発 

海洋表層から深海底にいたる膨大な海洋空間及びその地下空間は、その多くが未だ人類にとっ

ての研究開発の空白領域であり、更にその極限ともいうべき深海や、氷に閉ざされた極域、その下

に広がる海底下等の環境は、まさに地球に残された最後のフロンティアである。これらフロンティ

アへの挑戦や新たな分野を切り拓くための科学的・技術的な知的基盤を構築し、機構内外での利用

を推進することにより、人類の知的資産の創造や新たなイノベーションの創出に貢献するため、挑

戦的・独創的な研究開発と先端的基盤技術の開発に取り組む。 

 

①挑戦的・独創的な研究開発の推進 

 本課題では、海洋空間という、遠隔観測可能な宇宙をも凌駕する不可視領域を有する極限的な環

境、あるいは地球最後のフロンティアに対し、以下に示すような挑戦的・独創的な研究開発に取り
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 また、上述（１）から（３）の研究開発課題の成果最大化を図るとともに、MDA に

資する海洋調査・観測体制の強化など、我が国の海洋政策等の推進に貢献するために、

未踏のフロンティアへの挑戦に不可欠な海洋調査・観測用のプラットフォームを展開

し、その運用技術及び技能の向上を図るとともに、海洋ロボティクス、深海探査技術、

大水深・大深度掘削技術等の海洋調査・観測技術の高度化に取り組む。これにより、

同プラットフォームの安全かつ効率的な運用を実現するとともに、氷海域及び深海底

を含む多様な海洋・海底下環境に対応する高精度な探査・調査能力を獲得する。 

組むことにより、将来の「海洋国家日本」を支える飛躍知及びイノベーション創出に向けた科学

的・技術的な知的基盤の構築を実現する。また、挑戦的・独創的な取組や、そこから得られる成果

によって、あらゆる世代の国民の科学・技術への興味と関心を喚起し、ひいては我が国の科学技術

政策の推進に大きく貢献する。さらに、本課題は 10～20 年後の飛躍知やイノベーションの創出に

つながるような将来への投資という側面だけでなく、その特性を生かして、（１）（２）（３）の各

研究開発の基礎を支え、それら異なる分野の連携を促進し、課題解決を加速するといった側面から

も取り組み、研究開発成果の最大化や科学的価値向上にも貢献する。 

 

（イ）柔軟かつ自由な発想に基づく基礎及び挑戦的・独創的な研究 

 本課題では、将来的な学術のパラダイムシフトを導くような飛躍的成果や体系理解の創出を最

大の目的として、不確実性の高い挑戦的・独創的な研究に取り組む。特に、既に世界を先導する萌

芽性や傑出した独創性が認められる「生命の誕生」や「生命と環境の共進化」に及ぼした海洋の役

割の理解（重点テーマⓐ）、暗黒の極限環境生態系における、未知の微生物の探索やその生理機能

の解明（重点テーマⓑ）等の研究を重点的に推進することにより、本中長期目標期間内に関連研究

分野の主流となるべく成果を創出し、我が国が世界をリードする学術領域を構築する。 

 具体的には 2021 年度までに、 

・最新の知見を統合した「深海熱水での生命誕生シナリオ」の提示（ⓐ） 

・「真核生物の起源となったアーキア（古細菌）」や「光合成あるいは化学合成に寄らない、電気を

エネルギーとして利用する電気化学合成微生物」の代謝機能の解明（ⓑ） 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ 2025 年度までに、 

・「深海熱水での生命誕生シナリオ」完全版の提示とその定着（ⓐ） 

・地球を含めた太陽系における海洋の起源や普遍性に迫る新たな海洋像の描出（ⓐ） 

・「極限環境に優占しつつも、形態や機能が一切不明のままであるバクテリア」や「最も原始的な

真核生物と考えられる原生生物」の代謝・生理機能の解明（ⓑ） 

・探索した未知の微生物が有する機能を付加した人工的な生命機能の作成や、電気化学合成の仕組

みを応用した物質生産システムに係る基盤的知見の創出（ⓑ） 

等に取り組む。これらにより、世界の当該分野における圧倒的な先進性を誇る科学成果や新しい学

術領域を築き、挑戦的・独創的な研究開発の基盤を構築する。 

 

（ロ）未来の海洋科学技術を築く挑戦的・独創的な技術開発研究 

 本課題では、海洋科学技術を革新するような成果の創出を最大の目的として、不確実性は高いも

のの、既存技術の発展的延長に因らない挑戦的・独創的な技術開発研究に取り組む。特に、従来の

調査・観測においてはほとんど活用されていなかったが、既に萌芽性が認められているレーザー加

工や電気化学的な処理を活用した計測、極微小領域や超高精度での分析といった新しい技術を組
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み合わせた独自技術開発（重点テーマⓒ）に重点的に取り組み、本中長期目標期間内に独創的な技

術基盤を創出し、将来の海洋研究開発を支える新技術を構築する。 

 具体的には 2021 年度までに、 

・高温高圧な条件下において地震断層運動を再現する実験技術、レーザー加工や電気化学的な処理

による熱水利用に係る新技術の確立（ⓒ） 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ 2025 年度までに、 

・震源域地震断層や沈み込むスラブ内における物理・化学反応プロセスの解析に係る実験技術、水

中レーザーを用いた、生物を識別する技術や高精度に標準試料を加工する技術の確立（ⓒ） 

等に取り組む。これらにより、未来の海洋科学研究を切り拓く全く新しい技術開発の到達点を示

す。 

 

②海洋調査プラットフォームに係る先端的基盤技術開発と運用 

 機構の研究開発成果の最大化や「SIP 革新的深海資源調査技術」等の国等が推進する事業に資す

るため、海洋調査プラットフォームに係る技術開発、改良（機能向上及び性能向上）、保守・整備、

運用を実施し、調査・観測能力の維持・向上を図る。特に、7,000m 以深の海域や複雑な地形の海

域さらに地震や火山活動が活発な海域や熱水噴出域等は上述の研究課題の重要な研究対象域であ

り、このような海域での調査・観測の安全性や精度の向上、効率化が重要である。そのため、海洋

調査プラットフォームの自動化、省力化、小型化といった海洋ロボティクスの発展を図り、多様な

観測活動に対応可能な次世代型無人探査機システム等の開発・実装を進める。また、巨大地震発生

メカニズムの解明や海底下地下生命圏の探査や機能の解明、将来的なマントル掘削等の実施に向

け、大水深・大深度掘削に係る技術開発とその実証を、（３）等の他の研究開発課題とも連携して

段階的に進める。さらに海洋調査プラットフォーム技術開発に係る国内外の様々な関係機関との

連携・協働や、上述の技術開発や ICT 等の先進的な技術の導入と既存の手法・技術との融合を図る

ことにより、スマートな海洋調査・観測や運用を進める。 

 これらの取組を通し海洋状況把握（MDA）を始めとする海洋に関わる安全・安心の確保等、我が

国の海洋政策の達成に貢献する。 

 

（イ）海洋調査プラットフォーム関連技術開発 

海洋由来の社会的な課題に対し、科学的な知見やデータを基にした対応をしていくためには、検

証可能かつ高精度な観測・調査能力を確保し、海域の状況を適切に把握、モニタリングすることが

必須である。そのため「今後の深海探査システムの在り方について」（科学技術・学術審議会海洋

開発分科会次世代深海探査システム委員会（平成 28 年 8 月））による提言等に基づき、広域かつ大

水深域への対応が可能な、自律型を含む無人探査機システムを実装する。実装に当たっては国内外

の動向を確認しつつ、他の機関とも協働することで、汎用性の高いシステムを実現する。また、有
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人探査機については、当該システムによる成果を踏まえつつ、次世代の有人探査機開発に向け継続

的に検討する。 

具体的には 2021 年度までに、 

・水深 7,000m を超える領域の調査が可能な無人探査機（ROV）技術の確立 

・より大水深での調査を可能とする自律型無人探査機（AUV）の技術開発 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ 2025 年度までに、 

・広域かつ網羅的な調査に対応可能な AUV 技術の確立 

・調査・観測の完全無人化に向けた技術的検討やそれら技術の試行 

等に取り組む。また、本中長期目標期間を通じて、広く基盤的・汎用的な観測システムやセンサ等

の改良・開発を実施するとともに、各システムの特性も踏まえて、通信、測位、撮像等の各種機能

や装置について、高精度化、効率化のための自動化、省力化、小型化等に係る技術開発を促進し、

我が国の中核的な海洋先端技術開発拠点となる。 

 

（ロ）大水深・大深度掘削技術開発 

巨大地震発生メカニズムの解明、海底下地下生命圏の探査や機能の解明、将来的なマントル掘削

等の実施に向け、大水深・大深度での掘削技術やその関連技術、孔内現位置観測に係る技術の確立

が重要である。そのため、それらの科学的ニーズを把握するとともに、必要な技術開発項目を抽出

の上、実行可能な開発計画を策定し、段階的に実施する。 

具体的には 2021 年度までに、複数種の機器類について試作機製作を実施するとともに、それら

の性能検証とコアリングシステムの構築に向けた浅海域での実証試験等に取り組む。さらに、当該

進捗状況を踏まえて 2025 年度までに、新たに開発した機器類による大水深・大深度での硬質岩掘

削に向けた候補海域における試掘等の着実な進捗を図る。また、本中長期目標期間を通じて、その

他掘削に係る基盤的な技術開発に取り組む。 

 

（ハ）海洋調査プラットフォームの整備・運用及び技術的向上 

 機構の保有する海洋調査プラットフォームについて、各研究開発や社会からの要請に応じて安

全性、法令遵守を担保しつつ安定的に運用するために、各プラットフォームの経過年数や耐用年数

等も考慮しつつ、継続的な機能向上に取り組む。そのため、既存の手法・技術と（イ）及び（ロ）

により開発された技術や先進的な技術の融合を図ることにより、スマートな海洋調査・観測や運用

を進める。また、運用状況の適切なモニタリングを通した効率的な維持管理手法を構築する。これ

らの取組によって効率的な運用を実現しつつ、各研究開発課題と連携し、それぞれの計画達成に必

要な最適な研究船の稼働日数確保に努める。さらに、「ちきゅう」については、IODP の国際枠組み

の下、ちきゅう IODP 運用委員会（CIB）による検討及び助言を受けて、機構が策定した科学掘削計

画に基づき運用する。 



 

188 

 

 また、研究開発成果の円滑な創出に資するため、海洋調査プラットフォームの利用者に対する科

学的・技術的な支援を提供するとともに、継続的にそれらの熟成や向上を図り、取得されるデータ

等の品質管理の提供の迅速化を図る。 

具体的には、研究船上における研究設備の維持、管理を進めるとともに、研究航海計画の策定、

研究船上での計測、試料採取及び分析等の支援を行い、高品質の科学データ取得と成果の創出に貢

献する。得られた多量のデータや試料に関しては、機構内の関係部署と連携し、適切に保管・管理

し、運用していく。また、海洋調査プラットフォームの利用者の育成や拡大を目指して、関係機関

とも連携して国内外に広く活動や成果を発信する。 

 

Ⅰ―２ 

Ⅰ．研究開発の成果の最

大化その他の業務の質

の向上に関する事項 

２．海洋科学技術におけ

る中核的機関の形成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）関係機関との連携強化による研究開発成果の社会還元の推進等 

 機構が、経済・社会的課題や地球規模の諸課題の解決に貢献していくためには、国

内外の大学や公的研究機関、民間企業等の関係機関との連携・協働関係を今まで以上

に推進していくとともに、研究開発成果や知的財産を戦略的に活用していく必要があ

る。このため、機構は、成果やノウハウ等を知的財産として権利化するのみならず、

関係機関との新たな価値の協創のための連携体制の構築や、萌芽的研究開発等の実施

による将来の技術シーズの創出に努める。その際、成果を経済・社会ニーズに即して

分かりやすく情報提供するとともに、論文・特許等の研究開発成果を適切に把握・管

理することが重要である。 

 機構は、我が国の海洋科学技術の中核的機関として、国際的な枠組みに対し積極的

 機構は、前項で述べた基盤的研究開発を推進し、我が国の海洋科学技術の中核的機関として、社

会的・政策的課題や地球規模の諸課題の解決に向け、関係機関に対して積極的に科学的知見を提供

していくことで、我が国の研究開発力の強化を目指す。加えて、上記知見の提供や国際プロジェク

トや海外機関との共同研究等において主導的役割を果たすことで、我が国のみならず国際的な海

洋科学技術の中核的機関としてのプレゼンスの向上を目指す。そのため、国内外の大学や公的研究

機関、関係府省庁、民間企業、地方公共団体等との戦略的な連携や協働関係を構築するとともに、

機構における研究開発成果や知的財産を戦略的に活用していくことで、成果の社会還元を着実に

推進する。あわせて、国民の海洋科学技術に関する理解増進や異業種との人材交流の推進、将来の

海洋科学技術の更なる発展を担う若手人材の育成にも貢献し、知・資金・人材の循環を活性化させ

ることにより、社会とともに新しい価値を創造していく。 

 さらに、研究開発成果の最大化を目的として、海洋科学技術に関わる総合的な研究機関である強

みを生かし、社会的・政策的なニーズを捉えて、機構が保有する多様な海洋調査プラットフォーム

や計算機システム等の大型の研究開発基盤の供用を促進するとともに、取得したデータ及びサン

プルの利用拡大に取り組む。 

 

(１)関係機関との連携強化による研究開発成果の社会還元の推進等 

①国内の産学官との連携・協働及び研究開発成果の活用促進 

 科学的成果の創出を目指す過程で得た機構の知見を用いて、Society5.0 を始めとする社会的・

政策的な課題の解決と産業の活性化を推進する。推進に当たっては、学術論文や特許等知的財産を

適切に把握し管理する。また、ノウハウ、アイディア等の管理及び利活用や志向性の強い萌芽的研

究開発の所内育成等を行うことにより活用対象となり得る知的財産の拡大と充実を図る。さらに、

国、地方公共団体、大学、研究機関、民間企業等との連携関係を通じ、共同プロジェクトの実施や

研究者・技術者の人材交流、情報交換、交流会（機構自らが実施するものを含む）への参加等に積

極的に取り組むことにより、活用対象となり得る知的財産の発展・強化や訴求効果の向上を目指

す。 
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に協力するとともに、海外の主要な研究機関との連携を一層強化する。特に、国際深

海科学掘削計画（IODP）の下で、地球深部探査船「ちきゅう」を用いた科学掘削プロ

ジェクトの進展を図るため、関係機関との連携強化、プロジェクトへの我が国からの

参加推進や参加国の増加等に取り組む。 

機構の研究開発活動を活性化させ、その成果を更に発展させて社会へと還元してい

くために、種々の国のプロジェクトへ積極的に参画していくとともに、民間資金等の

外部資金の積極的な導入を進める。さらに、機構の研究開発の成果を事業活動におい

て活用し、又は活用しようとする者（成果活用事業者）に対する出資並びに人的及び

技術的援助を行うものとする。 

将来の海洋立国を担う研究者及び技術者を育成するため、大学、民間企業、公的研

究機関等との連携体制を強化し、優れた若手研究者や大学院生等を国内外から積極的

に受け入れるとともに、高等学校教育とも連携し、将来の海洋科学技術分野において

活躍しうる人材を確保するための裾野拡大に取り組む。国民の海洋科学技術に関する

理解増進を図るため、国民各層の特徴等を踏まえた戦略的な普及広報活動を行う。活

動にあたっては、機構単体では難しい層へも広く周知を行うべく、分野を問わず様々

な企業・機関等と連携し、相乗効果を狙った活動にすることが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これら諸活動は、特許等のライセンス、ベンチャー起業、各種コンテンツ化による提供等個々の

活用対象の特性を踏まえ、時宜を得た方法で成果として結実させ、我が国の関連分野の研究開発力

の強化へと繋げる。また、各方法によって獲得した各種リソースを用いて次なる研究開発に繋げる

という、継続的な科学的成果の創出サイクルを好循環させることを目指す。 

 さらに、地方公共団体が主体となり推進する各地域における海洋産業振興施策、人材育成施策等

との連携・協働を一層深化させ、民間企業等との連携施策の結実を目指した活動を着実に推進す

る。 

 加えて、「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」（平成 20 年法律第 63 号）に基

づき、機構の研究開発の成果を事業活動において活用し、又は活用しようとする者（成果活用事業

者）に対する出資並びに人的及び技術的援助を行うものとし、機構の成果の一層の普及を図る。 

  

②国際協力の推進 

 機構は、我が国のみならず、国際的な海洋科学技術の中核的機関として、機構及び我が国の国際

的プレゼンスの向上を図りつつ、地球規模の諸課題の解決に貢献するため、海洋に関する国際協力

を推進する。そのため、関係する国連機関、国際プロジェクト、SDGs や持続可能な開発のための

国連海洋科学の 10 年（2021～2030）等の各種国際枠組み等において、積極的に関与するとともに、

必要な局面においては主導的役割を果たす。また、海外の海洋研究機関等との共同研究や協定等に

よる効果的な連携体制の構築により、海洋科学技術分野の発展及び我が国の研究開発力の強化に

繋げる。 

 IODP 等の国際科学掘削計画に関しては、現行の枠組みにおける「ちきゅう」の運用を継続する

とともに、高知大学と連携・協力し、掘削コア試料の保管・管理、提供等を実施する。さらに、我

が国の IODP・国際陸上科学掘削計画（ICDP）等への参加を促進するため、日本地球掘削科学コン

ソーシアム（J-DESC）を通じて国内の研究者に対して IODP・ICDP への参画に向けた支援等を行い、

研究者コミュニティを牽引する役割を果たす。加えて、「ちきゅう」を用いた科学掘削プロジェク

トの進展を図るため、「ちきゅう」の国際的な認知度の向上、成果の普及及びプロジェクトへの参

加国の増加に努める。また、参画関係機関と連携して 2023 年 10 月以降の IODP の後継枠組みに関

する議論を進める。 

 

③外部資金による研究開発の推進 

 機構の研究開発を一層加速させ、成果の更なる発展等に繋げていくため、国や独立行政法人及び

民間企業等が実施する各種公募型研究等に積極的に応募し、委託費、補助金及び助成金等の外部資

金による研究開発を推進する。特に、国の政策課題等に係る施策への参画を通して我が国の海洋科

学技術分野の発展に貢献するとともに、民間資金の積極的な導入に努める。 
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（２）大型研究開発基盤の供用及びデータ提供等の促進 

 機構は、海洋科学技術の更なる向上のために、その保有する海洋調査プラットフォ

ーム、計算機システム等の施設設備を、産学官の多様な外部機関の利用に供する。 

 また、東京大学大気海洋研究所等との緊密な連携協力の下、学術研究の特性に配慮

した船舶運航計画を策定し、これに基づき研究船の効率的な運航・運用を行い、大学

及び大学共同利用機関における海洋に関する学術研究に関し協力を行う。 

 研究活動を通じて得られたデータやサンプル等の海洋科学技術に関する情報等に

ついては、情報等の性質や重要性を踏まえて適切に整理・保管するとともに、研究者

④若手人材の育成 

 海洋科学技術分野における若手人材の育成及び人材の裾野の拡大に向け、機構として一貫した

戦略の下で、若手人材の育成は機構職員一人ひとりが果たすべき重要な役割との認識を持ち、大学

等他機関との連携体制を構築して効率的・効果的な取組を推進する。具体的には以下の施策を実施

するとともに、各施策の有効性について留意しながら、より効果的な人材育成施策を展開するため

の改善や拡充に取り組む。 

・連携大学院や民間企業等と連携体制を構築し、国等が推進する人材育成事業等も活用して、若手

研究者・技術者や大学院生等を国内外から受け入れ、機構の優れた研究開発環境を提供するとと

もに、それらの人材が研究開発に専念するための各種支援を行う。 

・ウェブサイト等の活用により、機構の人材育成に係る取組を積極的に発信するとともに、海洋科

学技術分野において活躍する研究者・技術者のキャリアパスを想起できるような情報発信を実

施する。また、スーパーサイエンスハイスクール等の高等学校教育とも連携し、海洋科学技術に

触れる機会を積極的に提供することで、将来的な人材確保のための裾野拡大に取り組む。 

 

⑤広報・アウトリーチ活動の促進 

 機構の研究開発や海洋科学技術による社会的・政策的課題、地球規模の諸課題の解決への対応を

始めとする機構の取組について国民に広く認知・理解されるよう、普及広報対象者の特徴を踏まえ

た戦略的な広報活動を行う。 

・保有する広報ツール（ウェブサイト等）、拠点施設、設備及び船舶等を活用し、機構の研究開発

について国民がわかりやすく理解できるよう工夫した取組を行う。 

・機構だけでは広報活動が難しい層へも広く周知するために、各種メディア、企業、科学館、博物

館、水族館等、分野を問わない様々な外部機関と連携し、双方が相乗効果を期待できる形での取

組を行う。 

・時宜に応じたプレス発表を実施するとともに、記者説明会等を通し、マスメディア等へ理解増進

を深める取組を行う。 

 

(２)大型研究開発基盤の供用及びデータ提供等の促進 

①海洋調査プラットフォーム、計算機システム等の研究開発基盤の供用 

 機構は、海洋調査プラットフォーム、計算機システム、その他の施設及び設備を、機構の研究開

発の推進や各研究開発基盤の特性に配慮しつつ、SIP 等の政策的な課題の推進に供する。また、革

新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ(HPCI)等の我が国の科学技術を支える共

用基盤の一環として積極的に貢献する。さらに、海洋科学技術の向上を目的として、公的資金、民

間資金の別を問わず外部資金の積極的な確保も含め、産学官の多様な機関への利用にも供する。そ

のため、これらの研究開発基盤の安定的な運用と利便性の向上に取り組む。また、供用に当たって
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のみならず広く国民が利用しやすいよう、利用者のニーズに応じて適切に提供する。 は、国際的なネットワークの醸成やリーダーシップの発揮等にも留意し、国際的な海洋調査・観測

拠点としてのプレゼンスの向上に資する。 

 

②学術研究に関する船舶の運航等の協力 

 機構は、我が国の海洋科学技術の水準向上及び学術研究の発展に貢献するため、共同利用・共同

研究拠点である東京大学大気海洋研究所と協働し、年間 400 日程度のシップタイムを確保した上

で学術研究の特性に考慮した船舶運航計画を策定し、これに基づき学術研究船等の効率的な運航・

運用を行う。 

 

③データ及びサンプルの提供・利用促進 

 機構は、国内外で実施されている研究、MDA を始めとした我が国の施策及び国際的な枠組み・プ

ロジェクトの推進や、世界の海洋科学技術の発展に貢献するため、その保有する研究開発基盤等に

よって取得した各種データやサンプルに関する情報等を効果的に提供する。提供に当たっては、デ

ータ・サンプルの取扱に関する基本方針等に基づき体系的な収集、整理、分析、加工及び保管を実

施するとともに、それら関係技術の高度化を図る。また、データ及びサンプルの提供の在り方につ

いては、利用者ニーズや各データ及びサンプルの性質、提供に当たってのセキュリティ対策を総合

的に勘案して最適化を図るための検討を随時実施し、関係する方針や制度等を改訂・整備する。 

 

Ⅱ 

業務運営の改善及び効

率化に関する事項 

１．適正かつ効率的なマネジメント体制の確立 

 機構は、海洋科学技術の中核的機関としての役割を着実に果たすために、理事長の

リーダーシップの下、組織のマネジメント機能をより一層強化し、業務運営の効率化

を図るとともに、リスク管理やコンプライアンスの徹底等内部統制を強化し、業務運

営の適正化を図るものとする。特に、研究不正対策については、国のガイドライン等

を遵守し、研究活動における不正行為及び研究費の不正使用を未然に防止する効果的

な取組を推進する。また、更なる研究開発成果の向上を図るために、機構内での分野

間の連携を強化し、法人一体となって課題に取り組める研究開発体制を構築するとと

もに、国の政策や国内外の研究開発等に関する最新の動向等を研究計画に反映させ

る。さらに、効果的・効率的な業務運営が行われているかを適時に点検し、更なる業

務改善に反映していくなど、PDCA サイクルの実施を徹底する。 

 

 

 

 

 

１．適正かつ効率的なマネジメント体制の確立 

（１）マネジメント及び内部統制 

 機構は、前期中期目標期間の状況及び社会情勢等を踏まえた上で、理事長のリーダーシップの

下、マネジメント及び内部統制のより一層の強化に取り組む。マネジメントの強化については、海

洋科学技術の中核的機関として更なる研究開発のパフォーマンスの向上を図るために、国の政策

や国内外の様々な動向を踏まえつつ機構の方針を示し、それを浸透させるため職員との意思疎通

を一層促進する。また、機構内での分野間や部門間の連携を高めるため柔軟かつ機動的な組織運営

を行う。研究開発に関する業務運営については、海洋研究開発機構アドバイザリー・ボード（JAB；

JAMSTEC Advisory Board）を本中長期目標期間に開催し、機構の取組について説明・議論を行い、

国際的な視点から助言及び提言を受ける。さらに、業務運営全般について外部有識者との定期的な

意見交換を実施し、政策及びマネジメントの視点から助言を受ける。 

 内部統制の強化については、更なる業務運営の効率化を図りつつ、組織及び業務における、意思

決定プロセス及び責任と裁量権の明確化、コンプライアンスの徹底等を図る。その際、中長期目標

の達成を阻害するリスクを把握し、その影響度等を勘案しつつ適切に対応を行う他、法令遵守等、

内部統制の実効性を高めるため、日頃より職員の意識醸成を行う等の取組を継続する。また、内部

統制システムが適正に運用されているか、内部監査等により点検を行い、必要に応じ見直すととも
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２．業務の合理化・効率化 

機構は、管理部門の組織の見直し、調達の合理化、業務の電子化、効率的な運営体

制の確保等に引き続き取り組むことにより、業務の合理化・効率化を図るものとする。 

 運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加されるもの及び拡充されるもの並

びに法人運営を行う上で各種法令等の定めにより発生する義務的経費等の特殊要因

経費を除き、平成 30 年度を基準として、一般管理費（人件費及び公租公課を除く。）

については毎年度平均で前年度比３％以上、その他の事業費（人件費及び公租公課を

除く。）については毎年度平均で前年度比１％以上の効率化を図る。なお、新規に追

加されるもの及び拡充されるものは翌年度から効率化を図るものとする。 

 給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、役職員給与の在り方に

ついて検証した上で、業務の特殊性を踏まえた適正な水準を維持するとともに、その

検証結果や取組状況を公表する。 

 契約については、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平

成 27 年５月 25 日総務大臣決定）に基づく取組を着実に実施することにより、業務の

公正性、透明性を確保しつつ契約の合理化を図る。また、内部監査や契約監視委員会

により取組内容の点検・見直しを行う。 

に組織運営に反映する。研究活動等における不正行為及び研究費の不正使用の防止については、研

究活動行動規準等に従い、体制、責任者の明確化、教育の実施等、不正行為及び研究費の不正使用

防止のために効果的な取組を推進する。 

 業務の実施に際しては、下記の自己評価や、主務大臣評価の結果を業務運営にフィードバックす

ることで PDCA サイクルを循環させ、業務運営の改善に反映させるよう努めるとともに、上記の取

組等を総合的に勘案し、合理的・効率的な資源配分を行う。 

 これらの取組を推進することにより、中長期目標達成のための適切なマネジメントを実現する。 

 

（２）評価 

 中長期目標等に即して、「法人としての研究開発成果の最大化」、「法人としての適正、効果的か

つ効率的な業務運営の確保」の面から、自ら評価を実施する。その際、国の研究開発評価に関する

大綱的指針（平成 28 年 12 月 21 日内閣総理大臣決定）、独立行政法人通則法等の政府方針等を踏

まえ、適切な時期に評価を実施し、結果を公表する。 

 自己評価に当たっては参考となる指標や外部評価等を取り入れ、客観的で信頼性の高いものと

するよう留意する。 

 また、本中長期目標期間半ばに中間評価を行い、その結果を業務運営に反映させる。 

 

２．業務の合理化・効率化 

（１）合理的かつ効率的な業務運営の推進 

 研究開発力及び安全を損なわないよう配慮した上で、意思決定の迅速化、業務の電子化、人材の

適正配置等を通じた業務の合理化・効率化に機構を挙げて取り組むことで、機構の業務を効率的に

実施する。 

 運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加されるもの及び拡充されるもの並びに法人運

営を行う上で各種法令等の定めにより発生する義務的経費等の特殊要因経費を除き、平成 30 年度

を基準として、一般管理費（人件費及び公租公課を除く。）については毎年度平均で前年度比 3％

以上、その他の事業費（人件費及び公租公課を除く。）については毎年度平均で前年度比 1％以上

の効率化を図る。新規に追加されるもの及び拡充されるものは翌年度から効率化を図るものとす

る。 

 これらを通じ、政策や社会的ニーズに応じた新たな事業の創出や成果の社会還元を効果的かつ

合理的に推進する。 

 なお、人件費の適正化については、次号において取り組むものとする。 

 

（２）給与水準の適正化 

 給与水準については、政府の方針を踏まえ、役職員給与の在り方について検証した上で、国家公
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務員の給与水準や業務の特殊性を踏まえ、組織全体として適正な水準を維持することとし、その範

囲内で国内外の優れた研究者等を確保するために弾力的な給与を設定する。 

 また、検証結果や取り組み状況を公表するとともに、国民に対して理解が得られるよう説明に努

める。 

 

（３）契約の適正化 

 研究開発成果の最大化を念頭に、「独立行政法人における調達等の合理化の取り組みの推進につ

いて」（平成 27 年 5 月 25 日総務大臣決定）に基づき、研究開発業務の特性を踏まえ、調達に関す

るガバナンスを徹底し、PDCA サイクルにより、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的

に、調達等の合理化の取組を行う。 

 また、内部監査及び契約監視委員会により、契約業務の点検を受けることで、公正性及び透明性

を確保する。 

 

Ⅲ 

財務内容の改善に関す

る事項 

機構は、予算の効率的な執行による経費の削減に努めるとともに、受託収入、特許

実施料収入、施設・設備の使用料収入等の自己収入や競争的資金等の外部資金の確保、

増加、活用等に努める。 

独立行政法人会計基準の改訂等を踏まえ、運営費交付金の会計処理として、引き続

き、収益化単位の業務ごとに予算と実績を管理する。 

運営費交付金の債務残高についても勘案しつつ予算を計画的に執行するものとす

る。必要性がなくなったと認められる保有資産については適切に処分するとともに、

重要な財産を譲渡する場合は計画的に進めるものとする。 

 独立行政法人会計基準の改訂等を踏まえ、運営費交付金の会計処理として、引き続き、収益化単

位の業務ごとに予算と実績を管理する。 

 運営費交付金の債務残高についても勘案しつつ予算を計画的に執行するものとする。必要性が

なくなったと認められる保有資産については適切に処分するとともに、重要な財産を譲渡する場

合は計画的に進めるものとする。 

 

１．予算、収支計画、資金計画 

（１）予算（中長期計画の予算） 

（表省略） 

（２）収支計画 

（表省略） 

（３）資金計画 

（表省略） 

 

２．短期借入金の限度額 

 短期借入金の限度額は 113 億円とする。 

 短期借入が想定される理由としては、運営費交付金の受入の遅延、受託業務に係る経費の暫時立

替等の場合である。 

 

３．不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する

計画 
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 機構の成立時において海洋科学技術センターから承継した政府出資金見合いの借上社宅敷金の

うち、前期中期目標期間において返戻された現金について国庫納付する。 

 その他の保有資産の必要性についても適宜検証を行い、必要性がないと認められる資産につい

ては、独立行政法人通則法の手続きに従って適切に処分する。 

 

４．前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

 前号に規定する財産以外の重要な財産の譲渡、又は担保に供する計画はない。 

 

５．剰余金の使途 

機構の決算において剰余金が発生した場合の使途は、重点研究開発業務や中核的機関としての

活動に必要とされる業務への充当、研究環境の整備や知的財産管理・技術移転に係る経費、職員教

育の充実、業務のシステム化、広報の充実に充てる。 

 

６．中長期目標期間を超える債務負担 

 中長期目標期間を超える債務負担については、研究基盤の整備等が本中長期目標期間を越える

場合で、当該債務負担行為の必要性及び資金計画への影響を勘案し合理的と判断されるものにつ

いて行う。 

 

７．積立金の使途 

前期中期目標期間の最終年度において、独立行政法人通則法第 44 条の処理を行ってなお積立金

があるときは、その額に相当する金額のうち主務大臣の承認を受けた金額について、以下のものに

充てる。 

①中長期計画の剰余金の使途に規定されている、重点研究開発業務や中核的機関としての活動に

必要とされる業務に係る経費、研究環境の整備に係る経費、知的財産管理・技術移転に係る経

費、職員教育に係る経費、業務のシステム化に係る経費、広報に係る経費 

②自己収入により取得した固定資産の末償却残高相当額等に係る会計処理 

 

Ⅳ 

その他業務運営に関す

る重要事項 

１．国民からの信頼の確保・向上 

 適正な業務運営及び国民からの信頼を確保するため、独立行政法人等の保有する情

報の公開に関する法律（平成 13 年法律第 140 号）に基づき、情報公開を行うととも

に、独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 59 号）

に基づき、個人情報を適切に取り扱う。 

 政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群を踏まえ、適切に情報セキュ

リティ対策を講じ、情報システムに対するサイバー攻撃への防御力、攻撃に対する組

１．国民からの信頼の確保・向上 

 独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成 13 年法律第 140 号）に則り、情報提

供を行う。 

 また、独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 59 号）に則

り、個人情報を適切に取り扱う。 

 日々新たな手口でのサイバー攻撃が明らかになってきているところ、「政府機関等の情報セキュ

リティ対策のための統一基準群」を踏まえ、最新の技術動向を踏まえながら情報システム基盤・環
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織的対応能力の強化に取り組むとともに、職員への研修を徹底する。また、対策の実

施状況を毎年度把握し、PDCA サイクルにより情報セキュリティ対策の改善を図る。 

 業務の遂行に当たっては、安全の確保に十分に留意して行うこととし、業務の遂行

に伴う事故の発生を事前に防止し業務を安全かつ円滑に推進できるよう、法令に基づ

き、労働安全衛生管理を徹底する。 

 

２．人事に関する事項 

 研究開発成果の最大化と効果的・効率的な業務運営を図るため、高い専門性、俯瞰

力、リーダーシップ等を持った多様な人材の確保及び育成に取り組む。特に、クロス

アポイントメント制度等の活用を図ることで、優秀な研究者等を国内外から積極的に

確保する。また、適材適所の人員配置や、職員のモチベーションを高めるよう適切な

評価・処遇を行うとともに、多様化した働き方に対応するため、職場環境の維持・向

上に努め、生産性向上を図る。なお、機構における人材確保・育成については、「科

学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」（平成 20 年法律第 63 号）第 24

条に基づき策定された「人材活用等に関する方針」に基づいて取組を 

 

 

 

 

 

 

 

３．施設及び設備に関する事項 

 業務に必要な施設や設備については、老朽化対策を含め必要に応じて重点的かつ効

率的に更新及び整備する。 

 

境の整備を継続的に推進するとともに、情報倫理の教育や遵守に取り組むことで情報セキュリテ

ィ対策を推進する。 

 業務の遂行に当たっては、安全に関する規程等を適切に整備し、事故トラブル情報や安全確保に

必要な技術情報・ノウハウを共有し、安全確保に十分留意する。 

 

 

２．人事に関する事項 

 海洋科学技術により、社会的・政策的課題に対応するため、人材の質と層の向上に寄与する取組

や、国内外からの優秀な人材の確保を推進する。また、職員のモチベーション向上や、多様化した

働き方に対応するための環境整備に努める。なお、機構の人材確保・育成については、「科学技術・

イノベーション創出の活性化に関する法律」（平成 20 年法律第 63 号）第 24 条に基づき策定され

た「人材活用等に関する方針」に基づいて取組を進める。 

 具体的には以下の取組を実施する。 

・高い専門性、俯瞰力、リーダーシップを持った優秀かつ多様な人材の確保及び育成について、計

画的に行う。 

・大学、公的研究機関等との連携体制に基づき、クロスアポイントメント制度等の活用を図ること

で、優秀な国内外の人材を確保するための取組を推進する。 

・事業状況に応じた人員配置、職員のモチベーションを高めるよう適切な評価・処遇や、職員の能

力や意欲に応じた研修等を組織的に支援することによる個々のキャリア開発、男女共同参画や

ワークライフバランスを推進し、職員が働きやすく能力を発揮しやすい職場環境を整え、職員一

人ひとりの多様で柔軟かつ生産性の高い働き方を推進する。 

 

３．施設及び設備に関する事項 

 施設及び設備について、適切な維持・運用と有効活用を進め、常に良好な研究環境を整備、維持

していくことが必要である。 

 そのため、既存の研究施設及び本中長期目標期間に整備される施設及び設備の有効活用を進め

るとともに、老朽化対策を含め、施設及び設備の改修、更新及び整備を適切に実施する。 

 

 

 

 

 

 


